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図書館情報メディア研究科
図書館流通センター図書館経営寄附講座
子併子のことば
近年の地方自治体経営の変化に伴い、いわゆる New1コublicManagement(NPM)の考え
方が重視され、地方自治体の組織にそのような新しい経営方法が導入されつつあります。
公共図書館等においても、 NPM手法の導入が議論され、市氏、地方自治体、企業、 NPO
の連携による「新しい公共経営j の展開も行われつつあります。
このような状況の中で、株式会社図書館流通センターのご寄附により、新しい公共経
営を理解した図書館経営管理者を養成することを狙いとして、平成 18 年度に ~1}z1蓄館
流通センター図書館経営割前講座』を本研究科に設置しました。この寄13付講座は 3年間
の予定で教員 2名を新たに配置してスタートしましたが、木講座の重要性を強く認識さ
れた寄附者のご意向により平成27年度まで延長する予定です。
本寄13付講座設置に伴い、公共経営論、公共サービス論の分野を担当する 2名の寄開講
座教員と本研究科の教員とが連携して、図書館経営管理者の養成を行うべく、「図書館
経営管理コース」を開設しました。この 3年間で 46:f=lが修了し、そこで得た知識を実
際の公共図書館経営等に生かしています。
ところで、我が国の図書館経営における公共経営手法の導入は、まだ十分な発展を遂
げているとはいえません。このため実践罰で、の努力、人材養成とともに、公共経営、公
共サービスに関する研究を進め、理論、方法論、実践の諸側面での調査、研究を積み重、
ねることが重要です。そこで、本寄開講座は、図書館を含む公共サービスと公共経営に
関する実践的研究を進めることをもう一つの柱としています。
本報告書は、この 3年間に寄附講座教員として調査、研究に携わってきたく小山永樹
准教授(公共経営論担当)> <演出幸夫講師(公共サービス論担当) >の研究成果をま
とめたものです。図書館経営管理にかかわる多くの方々にご高覧いただき、教育・研究・
実務等の参考にしていただければ幸いです。
本研究科では、引き続き「図書館経営管理コースJと、公共経営、公共サーピスに関
する研究の充実と発展に努めて参ります。最後になりましたが、本寄附講座を設置いた
だし¥た株式会社図書館流通センタ一、および割前講座の設置・
関係者の皆様に深くお礼申し上げます。
にご尽力いただいた
司王j戎21今三 3月
筑波大学 図書館情報メディア研究科長
中山伸一
「地方自治と公立図書館経営j をとりまとめるに当たって
平成 18年 4月に筑波大学大学院関書館情報メディア研究科助教授に着任し、 3年
間にわたって図書館経営管理コース@公共経営論を担当した。
図書館経営管理コースは、業rしい公共経営を理解し、高い経営管理能力を持った
図書館経営管理担当者の養成を目的として平成 18年度に開設されたものであり、そ
の専門科目として新たに設けられた科目の一つが、公共経営論である。
公立図書館は、言うまでもなく地方自治体の組織、行政サーピスの一つで、あり、
公立図書館の経営に当たっては、地方自治体のあり方を規定している法制度や、地
方自治体を取り巻く情勢を無視することができないことは当然である O 現在、地方
自治体は、地方分権や市町村合併の進展、厳しい財政状況、来Irしい公共経営 (New
Public Management) の動きなど、激しい環境変化の波に直面している。これからの
公立図書館の経営管理を担当する職員には、地方行財政に関連する諸制度への理解
にとどまらず、このような地方自治体が直面している環境変化について十分に理解
し、それに適切に対処していくための能力が求められることになる。
図書館経営管理コースに、 「公共J経営論という科目が設けられた背景には、以
上のようなことがあったものと理解している。
私の専門は地方自治であり、筑波大学着任後の 3年間についても、公共経営(特
に地方自治体の経営)全般を考えながら、その中に公立図書館の経営を位置づける
としたならばどのようになるのかという視点から、授業や研究を行ってきたつもり
である O このことは、上述のような、 「公共経営論j という科目が設けられた趣旨
にも合致しているものと考えている。
3年1司という年月は、予想していたよりも早く過ぎてしまい、十分な成果が挙げ
られたとは言い難し¥が、成果の一部を本冊子にとりまとめた。お読みいただいてい
る皆様の研究に、多少なりとも参考となれば幸いである。
平成 21年 3月
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科
准教授小山永樹
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1. r自治体のサービス提供の効率化
一指定管理者制度、民間委託などの
民間企業の活用-J
分野見iJ自治制度及びその運用に関する説明資料No.4
自治体のサービス提供の効率化
一指定管理者制度、民間委託などの民間企業の活用-
小山永樹
筑波大学大学院図書館情報メディア研究科准教授
財団法人 自治体国際化協会 (CLAIR)
政策研究大学院大学 比較地方自治研究センター (COSLOG)
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(財)自治体国際化協会及び政策研究大学院大学で、は、平成17年度より「自治制度及び
運用実態情報海外紹介等支援事業Jを実施しています。向事業は、現在、海外に対する我
が国の自治制度とその運用の実態に関する情報提供が必ずしも十分でないとの認識の下、
我が国の自治制度とその運用の実態に関する外国語による資料作成を行うとともに、国内
外の地方自治に関する文献・資料の収集などを行うものです。
平成18年度は、 17年度に引き続き『自治関係の主要な統計資料の英訳』及び『官報告治
関係用語日英対照表(追補版)~の作成、比較地方自治研究センターに収蔵すべき国内外の
地方自治関係文献・資料の調査を実施しました。また、 17年度から検討を進めてきた『ア
ップ0 ・ツー・デートな自治関係の動きに関する資料』を 2つのテーマについて作成し、『分
野月Ij自治制度及びその運用に関する説明資料』についても検討を開始し、 4分野について
作成することといたしました。
本事業については、平成19年度においても引き続き検討を進め、地方自治体関係者が実
務を行うi捺などにおいて活用していただけるものに改善していきたいと考えています。
本事業の内容など、についてご意見があれば、(財)自治体国際化協会国際情報謀、又は政
策研究大学院大学比較地方自治研究センターまでお寄せいただくようお願いいたします。
平成19年 7月
財団法人自治体国際化協会理事長香山 充弘
政策研究大学院大学 学長 八回達夫
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はしがき
本冊子は、平成17年度より 5ヵ年で、政策研究大学院大学比較地方自治研究センターが
財団法人自治体問深化協会から委託を受けて笑施している「自治制度及び運用実態情報海
外紹介等支援事業」における平成18年度の成果の一つをとりまとめたものです。同事業は、
「自治制度及び運用実態f青報海外紹介等支援事業に関する研究委員会Jを設援し、それぞ
れの細事業ごとに、「主査」、「高IJ査j をおいて実施されています。
同事業のうち、平成18年度の『分野別自治制度及びその運用に関する説明資料j(No. 1 
~4 の全 4 冊)の作成は、以下の 4 人の委員を中心にとりまとめられました。
(主査)
大杉覚
(高iJ査)
石川義憲
緒方俊員Ij
小山永勝j
首都大学東京都市教養学部教授
地方i隊員共済組合理事
香川大学大学説地域マネジメント研究科教授
筑波大学大学読図書館情報メディア研究科准教授
本冊子は、『分野見IJ自治制度及びその運用に関する説明資料』シリーズのNO.4として、
自治体のサーヒ、、ス提供の効率化一指定管理者制度、民間委託などの民間企業の活用ーにつ
いて、ノトIJI永樹委員によって執筆されたものです。
自治体の経営資源が制約される今日において、公共サーピ、ス提供の効率化方策を講じて
いくことは大変重要な課題となっていますが、本冊子では、民間企業等の活用という観点
からの各種方策について解説されています。
今後も、『分野男IJ自治制度及びその運用に関する説明資料』のテーマの検討を進め、その
充実を図づていく予定です。
ご執筆いただいた小山永樹委員をはじめ、貴重なご意見、ご助言をいただいた研:究会の
委員各位に、心から感謝申し上げます。
平成191:三7月
「自治制度及び運用実態情報海外紹介等支援事業に関する研究委員会j座長
政策研究大学院大学教授 井)I l'専
-5-
自治体のサーピス提供の効率化
一議定響理者制度、渓簡繋託などの渓間企畿の活用一
小山永樹
筑波大学大学続図書館情報メディア研究科准教授
1 .公共サーピスへの民間企畿の活用が求められる脅還を等
1. 1 自治体のサービス提供の効率化
地方自治体においては、民主的で、能率的な行政の確保が図られ、また、地方自治体は、
住民の福祉を増進することを基本として、地域における行政を白主的かっ総合的に実施す
る役割を果たさなければならないこととされている(地方自治法sム S1の2①)。
この趣旨を踏まえて、自治法には、自治体の事務処理についての原則が定められている
が、その中の一つがS2⑬であり、「地方公共団体は、その事務を処理するに当つては、住
民の福祉の増進に努めるとともに、最少の経費で最大の効果を挙げるようにしなければな
らない。Jと規定されている。住民の福祉を増進することは、そもそも自治体の存立の第一
義的な目的であり、その事務の処理に当たって住民福祉の増進に努めるべきことは当然の
原則といえる O また、地方自治は住民の素任とその負担によって運営されるものである以
上、常に能率的かっ効率的に処理されなければならない。すなわち、「最少の経費で、最大の
効果を挙げるJことが常に強く要請されているのである。
1. 2 公共サーピスへの民街企畿の活用の必要性
現在、我が国は、世界的に見ても高い高齢化率、少子化に伴う人口減少等の環境変化に
直面しており、家族や地域がこれまで自然に有していた機能が減衰し、保育や介護など地
方自治体の公共サービスに対ーする期待が高まっているD また、犯罪発生件数の増加、自然
災害等の頻発などにより安心・安全に生活できる詞常生活空間の確保など、地域の公共サ
ービスに対するニーズ、は高まりを見せている口一方、税収が伸び悩む中で公共投資に係る
地方債の{賞還に追われ、厳しい財政制約が存在するほか、 2007年に始まる「団塊の世代J
の大量退職による人的制約も存在する。
このように、経営資源が制約される一方で、公共サービスに対する住民ニーズが多様化・
高度化するという状況の仁ド、自治体は、これまで、以上に公共サービスを効率的に提供して
いくことが求められているが、今後、行政のみが住民ニーズ、に対応していくことには質的
にも量的にも限界があることが指摘されている O
そもそも「公共」は行政が独占的に担うものではなく、例えば電気、ガス、公共交通や
ボランティア、 PTA活動のように「民」により担われるものも存在している O また、従
来行政が担ってきた公共サービスについても、行政でなければ対応し得ないものから、 N
POや住民団体、民間企業などでも卜分対-応し得るものまで様々なレベノレが存在する O
このようなことからすると、今後の自治体においては、従来行政が担ってきた部分につ
いても真に行政でなければ対応し得ないもの以外は、 NPOや住民団体、民間企業などへ
積極的に氏問委託等を行ったり、 PFIなどの官民協働のための取組を行っていくことが
重要と考えられる O
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なお、 2005年3月に公表された「分権型社会における自治体経営の刷新戦I各一新しい公
共空間の形成を白指して-J (分権型社会に対応した地方行政組織運営の郎新に関する研究
会(総務省、に設置))においては、このような地域における様々な主体がそれぞれの立場で
「公共j を担うことにより、地域にふさわしい多様な公共サービスが適切な受益と負担の
もとに提供されるという地域社会像を「新しい公共空間Jと表現し、その形成に向けた取
組の重要性について指摘しているところであるD
1. 3 官業の民間開放の慈畿
現在、政府においては、 f民間にできることは民間にj という原則を基本に、官業の民間
開放の取組みが進められているD 政府の言う官業の民間開放とは、民間委譲(民営化、譲
渡)だけでなく、民間への包括的業務委託、民間参入に向けた環境整備などの取組みを含
めた広義の民営化であり、公共サ一ビスの提供に民i陪渇企業を積極的にf沼百舌!)丹舟j月用マ脊3するという4主視j究!見児2ιむ}
が含まれている口
民間開放を行うことの意義は、規制改革・民間開放推進会議においては、次のように総
括されている (1や院とりまとめ (2004年8月313))0
① 競争原理の導入を通じて民間の知恵と努力が発揮されることにより、当該事業の効率
性・創造性が向上し、より多様で真に国民の求めるサービスの提供等が可能となる。
② 社会環境が複雑化し、行政需要が変化・拡大する中で、 í~r(土、真に官が行うべき必然
性がある業務に特化し、官内部における人的資源等の適正配分を達成すること等により、
行財政改革の実を享受することができる。
③ 以上の過程で、民間の新しい知恵により、新たなビジネスチャンスを創出して、需要
と雇用の拡大等、経済の一層の拡大を図ることができるD
2. 民間企業の公共サービスへの活用手法
地方自治体においても、公共サービスの提供に民間企業を活用する様々な取組が行われ
ているところであるが、本稿では、我が国の自治体において従来から取り組まれている民
間委託の{也、近年において制度化され、その活用が注目されている指定管理者制度、 PF
I、市場化テストについて、その概要を解説する。
2. 1 民間委託
1 )民間委託とは
公共部門における外部委託は、経済合理性や政策目的の追求のために、行政の内部事務
や住民サービスを、行政の外部に委託するものである O 国や地方自治体は、事務・事業を
直接処理せず、監督権等の行政責任を果たす上で必要なものを留保した上で、民間企業等
の他の諸国体や個人に委託することとなるD 地方自治体における民間委託もその一つであ
るO
民間委託の法的性質は、一般的には、民法上の請負契約(~ 632)や準委任契約(~ 656) 
にあたる O また、その他にも、一般廃棄物の収集・運搬・処分等の委託などのように、個
別法の枠組みで実施されるものや、地方自治法に基づく公の施設の指定管理者制度など特
別の法的枠組みもある。
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2)民間委託の状況
民間委託は、従来より自治体において取り組まれてきているが、総務省の調査によると、
最近の民間委託を含めた外部委託の状況については、次の通りである。
①都道府県 (2002年12月 1日現在)
表 1 r都道府県における外部委託の実施状況j
(1)一般事務の委託
事務事業名 委託率
本庁舎の清掃 10001 
本庁舎の夜間警備 81% 
案内・受付業務 53% 
電話交換業務 42% 
公用車運転 21% 
学校給食 7201 
学校用務員事務 23% 
水道メータ検針 500/0 
道路維持補修・清掃等 94% 
情報処理・庁内'情報システム維持 100% 
ホームページ作成、運営 85% 
給与計算事務 53% 
前回調査時
(平成10年4月)委託率
10001 
74% 
53% I 
24% 
20% 
6801 
21% 
40% 
89% 
(注)委託率=委託している団体数(事務の一部を委託している団体を含む)--:-事務事業
を行っている団体数x100 
(2)施設の運営事務の委託
前回調査時
施設名 委託率
うち全部委託 (平成10年4月)委託率 うち全部委託
児童館 1000/0 63% 670/0 5001 
養護老人ホーム 100% 75% 100% 58% 
温泉健康センター 100% 100% 100% 100% 
下水終末処理施設 93% 55% 89% 62% 
体育館 98% 84% 98% 82% I 
陸上競技場 99% 87% 89% 75% 
プー ノレ 98% 89% 98% 8601 
図書館 980/0 50/0 950/0 50/0 
都市公i麹 95% 64% 92% 71 % 
県民会館・公会堂 99% 89% 99% 84% 
術院 100010 6% 9401 701 
駐車場・駐輪場 91% 50% 57% 43% 
コミュニァィーセ
100% 80% 100% 64% !ンター
(注)委託率=委託している施設数(運営事務の一部を委託している施設を含む)--:-施設
の総数x100 
うち全部委託=運営事務の全てを委託している施設数÷施設の総数X100 
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a )一般事務
-fl支事務の委託率については、本庁舎の法掃及び構報処理・庁内情報システム維持
において100%となっているほか、道路の維持補修・清掃等94-%、ホームページ作成・
運営850/0、本庁舎の夜間瞥備業務810/0などが高い。一方、公用車運転業務210/0、学校
用務員事務23%、電話交換業務4-2%などが低い委託率となっている。
1998年4月時点の調査と比べると、電話交換業務で18ポイント増、水道メータ検針
で10ポイント増など、ほほ全ての事務で委託実施団体の比率が高まっている。
b)施設の運営事務
施設の運営事務の委託率につわては、病院100%、県民会館・公会堂9901、陸上競技
場99%、図書館98%、都市公園95%など全般的に高いが、うち全部委託の割合は、病
院6%、図書館5%など低いものもある。
1998年 4月時点の調査と比べると、児童館で33ポイント増、駐車場・駐輪場で34ポ
イント増など、ほぼ全ての事務で委託実施団体の比率が高まっている。
②市i玄町村 (2003年4月 1日現在)
表 2 r市区町村における事務の外部委託の状況」
(1)一般事務における委託実施団体の比率
事務事業名 i! ilKIIII斗、!-~百十 人1-¥¥0万
政令指定指lili ljl核il q~d9ijllj 
以上のiI，"
本庁舎のi'iJ市 86% 1000/.， 100% 100% 100% 
本J-r0の夜1l野Wi 71% 85% 77% 82% 82% 
:オザ、1・受付業務 20% 85% 69今》 76呪， 60% 
-':1話交換業務 33% 75% 39% 63% 72% 
公JII1Iil'l託 29% 23% ¥7% 37% .11% 
し尿l収集 78% 77% 61ヲ〉 73% 79% 
般ごみl収集 8-1% 77% 100% 92% 90% 
学校給食 ~1 '10 92% 69% 72号》 74% 
学校J1l務員事務 20% 8% 17% 23% 23% 
水道メータ検針 82% 100% 97% 92% 96% 
道路維持t!li修・m帰宅守; 67% 100% 97% 92% 93% 
*ー ムへんパ一派遣事業 91% 100% 91% 100% 93% 
在宅配食サービス 96% 100%， 100% 100% 100% 
tf諸島理・Ji内1，語システム躍持 82% 100% 97% 97% 94% 
ホー ムペー ジ作成・運営 19% 92% 66% 67% 59% 
給与計算事務 36% 39% 29% 23% 38% 
その他のiIi I lI r~\j 特別i八
99% 83うも 100'1も
8~ '10 67% 70% 
12% 8% 9¥% 
65% 22% 52% 
39% 26% 52% 
79% 79% 39% 
890/. 82% 7~ '10 
63% 38今〉 83% 
27% 19% 13% 
93% 79% 
78% 62% 100'1も
93% 90% 100% 
99% 95% 95% 
90% 79% 100% 
45% 18% 7.1% 
34% 37% 17% 
(注 1)委託災j血iヨ1体の比率=委託しているiヨi体数(司E務の-fmを委託している!主体を含む)--:--事務事業を行っているi主体数x100 
仕上 2)該当する事務がない場合には、J:J¥ミlj' r-J と~l1í己している。
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(出主将)
iì111~1 誠子EII!i (110. 
'1) 姿託~総l.lll{:の
Jtil-!iji[KNn'j総計
82% 
67% 
19% 
33% 
16% 
76% 
77% 
37% 
14% 
75% 
50% 
83切》
93% 
(2)施設の運営事務における委託実施施設の比率 (参考)
市L;rIHf村総計
政令指定都市 '1'核i/i 特i7iJli
j応設.:t
rーー 苧ー r---ー r-ー --
:うち ;うち :うち ~?ち
;全部委託 :全部委託 岸部委託
!:3全1部委託
iH在縫設 戸3絡総記t i~施縫i没 施施設
;のi七本 ;の比率 ;の比ヰi ;の比lfS
保育所 60%: 6% 86%: 9% 740!r): 3% 72%: 4% 
!JUil官n 71%: 30% 98%: 82% 76%: 45% 87%: 45% 
ノ¥1:J1073 
その他のil
以上のrli
r----
;うち ;うち
!全郎委託 芦部委託
:実施施設 戸f縫施設
;のi士呼t ;の比率
78%: 6% 62%: 9% 
82%: 25% 67%: 23% 
lI!r，H 
r----
:うち
;全部委託
:丈姥旋i没
;のJt率
46%: 5% 
54%: 16% 
J待日IJ;:
:部委託
ixli在施訟
;の比ヰi
67%: 2% 
80%: 12% 
iI有 IUI調子;'1年
(1-10. -'1 )委
託!k;施胞設の
比率il広lur村
総H!
r----
;うち
:全部1陪i
iJ.:Ji包施設
;の比率
一-.-一ー -ー
56%: 4% 
四ー国一+一回一回ー四
66%: 24% 
一ー個一ームー白血ー 自ー由-
主主波毛5・人ホー ム 70%: 29% 82%: 41% 100%: 40% 88%: 36% 82%: 37% 77%: 28% 6J%: 26% 100%: 100% 66%: 27% 
一一--'--ーーーー山一
8'1%: 57% 
一ーー 時同よ句同町一一…-
温泉終jぷセンター 88%: 58% JOO%: 100% 100%: 8tJ% 100%: 78% 100%: 76% 95%: 62% 85%: 55% 100%: 38% 
ごみ処足j~施設 74%: 17% 88%: 6% 96%: 3% 93%: )0% 95%: Iuo!r， 85%: 15% 660!r): 19% s 一-， 60%:14% 
1-'7K終末処sJutil¥i役 92%: 36% 99%: 16% 98%: 14% 94%' 21% 98%: 23% 97%' 31% 90%' 39% --i 4
8 
79%' 幻3%
m一-白一司一T一血白一-一但一
6訂7うν%も】幻1%
吻一闇一明可T司制一蜘一一
6臼5%: お5%
1'i1fi:i 75%: 21% 100%: 93% 89%: 57% 81%: 10% 92%: 58% 92%: 36% 65%: 9% 100%: 73% 
陸上鋭校以 75%: 30% 100%: 82% 100%: 68% 81%: 51% 95%: !J9% 85%: 12% 63%: 15% 94%: 17% 
ブー ノレ 76%: 31% 89%: 8!J% 95%: 73% 96%: 56% 
公i美的1 73%: JI1% 100%: 41% 88%: 4% 87%: 2% 
1;"%書館 74%: 3% 96%: 17% 950!r，: 0% 84%: 4% 
95%: 59% 90%: 13% 63%: 15% 
81%: 9% 73%: 12% 61%: 17% 
91%: 5% 83%: 2% 57%: 3% 
100%: 66% 
100%: 10% 
89%: 0% 
66%: 28ν 
血一回由4一m一白m白m
6臼2%: 1ロ2呪%》
M一嶋醐一耐向一聞ι伊一"哨崎向聞鞠一蜘一
tj¥ili公|総 91%: 22% 96%: 26% 90%: 16% 86%: 6% 91%: 24% 91%: 34% 84%: 17% 96%: 15% 
7初0%: 3% 
-一一よ一-一-一-
7け7%: 1げ7呪%〉
市(1&'~r 持IR会館・公会主 88%: 41% 98%: 67% 99%: 51% 91%: '17% 99%: 67% 98%:51% 80%: 30% 87%: 51% 80%も】却9%
77%: 2% 
ω一一一T一一一一一
4ω9%: 1げ7%
E一-γ白-ーーーー一-
67%: 37% 
--;--一-
病院 90%:4% 100%: 5% 97%' 9% 100%' 0% 100%: 5% 97%' 1% 84'10' 3% 
;診派，31 63%: 18うも 98%: 46% 85%: 15% 91%: 32% 86%: 28% 73%: 11% 53%: 16% 98%: 55% 
~j ・ I!UA4 ・ ~E愉Jj，} 79%: '16% 99%: 87% 87%: 56% 91%: 58% 91%: 55% 82%: 30% 49%: 17% 78%: 60% 
コミュニティー センクー 90%: 59% 100%: 96% 99%: 62% 75%: 52% 95%: 50% 95%: 71% 85%: 52% 96%: 59% 80%: 56%， 
(注 1)受託災)jもj応設の比率=委託している施設数 (jil'if;!:j;"務ω-ffl¥を委託している他殺を含む) -':-)庖殺の総数X100 
う!っ全部委託災)(il¥)(il¥設のjむ終=j近沢市務の全てを委託してし、るj必殺数÷施設の総数X100 
(;'12)該当する施設がない場合には、 jご君主rprー」と表記している。
a )一般事務
一般事務における市区町村総言十の委託実施団体の比率については、高いものとして
は、在宅配食サービス960/0、ホームへノレバー派遣91%、本庁舎の清掃86%、一般ごみ
収集84%、水道メータ検針及び情報処理・庁内情報システム維持で820/0となっている。
逆に、比率が低いものとしては、案内・受付業務20%、学校用務員事務2001、公用
運転29%などとなっている。
1998年4月時点の調査と比べると、道路維持補修・清掃等が17ポイント増、公用車
運転業務が13ポイント増となるなど、ほほ全ての事務で委託実施同体の比率が高まっ
ている O
団体区分見IJに見ると、概ね団体規模が大きいほど委託実施団体の比率が高い傾向に
あり、特に案内・受付業務や電話交換業務、学校給食、水道メータ検針、道路維持補
修・清掃等では、市!Kの委託実施団体の比率は町村lこ比べかなり高くなっている O
b)施設の運営事務
施設の運営事務における市区町村総計の委託実施施設の比率については、高いもの
としては、下水終末処理施設9201、都市公園91%、病j涜及びコミュニティセンターで
90%、温泉健康センター及び市(区1月下n民会館・公会堂で88%などとなっている O
逆に、比率が低いものとしては、保育所600/0、診療所63%などとなっている O
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1998年4月時点の調査と比べると、ごみ処理施設、都市公鼠及び診療所がはポイン
ト増、下水終末処理施設及び病院が13ポイント増となるなど、全ての施設で委託笑施
施設の比率が高まっている。
団体区分別に見ると、 !RT村では、委託実施施設の比率が6害IJ未満の施設項自が5あ
るのに対し、市区では、ほとんどの施設項目において 7割から 9割以上の委託笑施施
設の比率となっているなど、施設全般にわたり IlT村に比べて市区の委託実施施設の比
率が高い傾向にある。
2. 2 公の施設の指定管理者斜度:
1 )公の施設
公の施設とは、住民の福祉を増進する iヨ的をもって、その利用に供するために地方公共
団体が設ける施設をいう(自治法S244①)0 イダiJえば、保育所、老人福祉センタ一、体育館、
図書館、博物館、公菌、市民会館、文化センタ一、病院などは、一般的に公の施設に該当
する。
一方、公の目的で設建されたものであっても、純然たる試験研究機関や庁舎などのよう
に、住民の利用に供することを目的としないものは公の施設には該当せず、また、住民の
利用に供する施設でも、競輪場、競馬場など地方公共団体のj持政上の必要のための施設や、
留置場など社会公共秩序を維持するための施設は公の施設ではない。
2)指定管理者制度の創設
公の施設は公共の利益のために多数の住民に対して均等に役務を提供することを目的と
して設置されるものであり、その適正な管理を確保することが必要である。そのため、公
の施設の管理に関する事項は、法律又はこれに基づく政令に特別の定めがあるものを除く
ほか、条例でこれを定めなければならないこととされ(白治法S244の2①)、従来の公の
施設の管理委託制度においては、受託者は、その受託主体の公共性に著回し、公共団体、
公共的田体、政令で定める出資法人に委託先が限定されてきたところである。
しかしながら、近年では、例えば、スポーツジム等の体育施設、集会スペース、美術館、
福祉施設等において、公的主体以外の民間主体lこおいても十分なサービス提供能力が認め
られる主体が増加しているところである。また、住民ニーズ自体が多様化しており、これ
らにより効果的、効率的に対応するためには、民間事業者の有するノウハワを活用するこ
とが有効であると考えられる。
例えば、公の施設の管理に民間事業者の手法を活用することにより、管理に要する経費
を削減すること(例:文化ホールの音響機器等のメンテナンス技術を指定管理者が自ら有
することによる経費削減)が可能となり、その結果、当該公の施設の利用料の低料金化が
I~ られたり、利用者の満足度を上げ、より多くの利用者を確保しようとする民間経営者の
発想を取り入れること(例:スポーツジム施設におけるトレーニングカ Yキュラムの作成
の相談等)で、利用者に対ーするサーピスの向上が期待できるものである。
公の施設の管理のあり方の見直しについては、総合規制改革会議や地方分権改革推進会
議でも指摘され、これらを踏まえ、公の施設の適正な管理の確保のため、受託主体の公共
性に着目してきた従来の考え方を転換し、管理の受託主体を法律上制限することとせずに、
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必要な仕組みを整えた上で、その適正な管理を確保しつつ、住民サービスの質の向上にも
寄与するよう自治法の改正が行われ、 2003年 9月に施行された。
3)指定管理者制度の概要
地方公共団体は、公の施設の設置の臣的を効果的に達成するため必要があると認めると
きは、条例の定めるところにより、法人その他の団体で、あって当該地方公共団体が指定す
るもの(r指定管理者Jという0) に当該公の施設の管理を行わせることができる(自治法
8244の2③)。この条例には、指定管理者の指定の手続、指定管理者が行う管理の基準及
び業務の範囲その他必要な事項を定めることとされている(同条④)。
①指定管理者の指定
指定管理者制度は、「指定Jにより、当該公の施設の管理権限を当該指定を受けた者に委
任する制度である O 指定管理者の範囲については特段の制約を設けておらず、「法人その他
の団体Jであれば、民間事業者であっても議会の議決を経て指定管理者となることができ
るO
この「指定Jは行政処分の一種であり、契約ではないため、自治法の契約に関する規定
の適用はなく、入札の対象とはならない。しかしながら、指定管理者による管理は、「公の
施設の自的を効果的に達成するため」のものでなくてはならないことから、その選定に当
たっては、当該公の施設の適正かつ効率的な管理を可能とする者でなければならないこと
は当然であり、 1=¥ヨ誌の方法や選定基準等の指定の手続きは条例で定めなければならず、指
定自体も議会の議決を経なければならない。
また、指定は、期間を定めて行うこととされている(自治法 8244の2⑤)。これは、最
少のコストで最大の効果を上げているかなど、指定管理者による管理が適切に行われてい
るかどうかを地方公共団体が見直す機会を設けることが適切であると考えられれたためで
ある。指定の期間については、法令上特段の定めは置かれていないが、合理的な理由もな
く長期間の指定を行うことは不適切であり、地方公共団体が施設の目的や実情等を勘案し
て適切に定めることになる。
②指定管理者の権限
指定管理者は、指定により公の施設の管理権限を委任されるものであり、条例に定める
ことにより使用許可についても管理権限の一環として行うことが可能となる。この点、清
掃や警備等の業務を私法上の契約に従って行う外部委託や、条例を根拠として締結される
具体的な委託契約に基づき管理の委託がなされる改正前の管理委託制度とは異なるもので
ある。
一方、地方公共田体自身が設置者としての責任で行うべき基本的な利用条件の設定につ
いては、指定管理者に行わせることはできず、管理の基準として条例で定められるべきで
ある。例えば、休館日、開館H寺問、使用許可の基準、使用制限の要件などである。指定管
理者は、条例で定められた条件に沿って具体的な使用許可を行うこととなる O このほか、
管理を通じて取得した俗人に憶する情報の取扱い等、当該公の施設の適正な管理の観点か
ら必要不可欠である業務運営の基本的事項を、管理の基準として定めるべきである。
また、使用料の強制徴収(自治法 8231の 3)、不服申立てに対する決定(自治法 8244
の4)、行政財産の活的外使用許可(自治法 8238の4④)など、法令により地方公共団体
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の長のみが行うことができる権限については、指定管理者に行わせることはできない。
③利用料金制
普通地方公共団体は、適当と認めるときは、指定管理者にその管理する公の施設の利用
に係る料金を当該指定管理者の収入として収受させることができる(自治法S244の2③)。
利用料金は、公益上必要があると認める場合を除くほか、条例の定めるところにより、指
定管理者が定めるものとされ、指定管理者は、あらかじめ当該利用料金について当該地方
公共団体の承認を受けなければならない(同条⑤)。
利用料金制は、管理委託制度の下で、 19911手の地方自治法の改正において、公の施設の
管理運営に当たって管理受託者の自立的な経営努力を発揮しやすくし、また、地方公共団
体及び、管理受託者の会計事務の効率化をも I~ るために創設されたものであり、指定管理者
制度においても、同様の制度とされたところである O
これにより、指定管理者が管理を行うために必要な経費は、①全て利用料金で賄う、②
全て設置者たる地方公共団体からの支出金で、賄う、③一部を地方公共同体からの支出金で、
残りを利用料金で賄う、の 3通りの方法が考えられる。
④指定管理者に対する監督
指定管理者は、毎年度終了後、その管理する公の施設の管理の業務に関し事業報告書;を
作成し、当該公の施設を設置する普通地方公共団体に提出しなければならない。
また、普通地方公共団体の長又は委員会は、指定管理者の管理する公の施設の管樫の適
正を期するため、指定管理者に対して、当該管理の業務又は経理の状況に関し報告を求め、
実地について誠査し、又は必要な指示をすることができる(自治法S244の2⑬)。指定管
理者がこの指示に従わないときその他当該指定管理者による管理を継続することが適当で
ないと認めるときは、その指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部又は一部
の停止を命ずることができる(開条⑪)。
4)指定管理者制度の導入状況
指定管理者制度は2003年 9月の施行であるが、それまで公の施設の管理を委託していた
自治体が指定管理者制度に移行するためには、条例の整備や指定管理者の選定等が必要に
なるため、改正自治法の施行以後 3年 (20061:j三 9月まで)の間は、従来の管理委託制度を
引き続き採ることができる旨の経過措置が設けられた。
総務省の調査によると、この経過措置期間の終了時点における指定管理者制度の導入状
況の概要は以下の通りである。
指定管理者制度が導入されている施設数は、都道府県7，083、指定都市5，540、市区町村
48，942の合計61，565;)毎設で、都道府県における公の施設数は11，973であるから、都道府県
においては59.2%の公の施設に指定管理者制度が導入されている O
その内容は、レクリエーション・スポーツ施設(競技場、野球場、体育館、プーノレなど)
11，330 (18.4%)、産業振興施設(展示場施設、開放型研究施設、農産物直売所、観光案内
施設など)6，096 (9.9%)、基盤施設(駐車場、公閥、公営住宅、水道施設、下水終末処理
場など)18， 798 (30. 5%)、文化施設(県・市民会館、博物館、美術館など)13，260 (21. 5%)、
社会福祉施設(病院、保育所、老人福祉センターなど) 12，081 (19.6%) となっているO
指定管理者の性質男IJに見ると、株式会社・有限会社6，762(11. 00/0)、財団法人・社団法
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人22，264 (36. 2%)、公共図体331(0.5%)、公共的1:1，$:27，718(45.0%)、NPO法人1，043
(1.7%)、その他3)447 (5.6%) となっている。株式会社・有限会社、 NPO法人及びそ
の他を合わせると、全国の11，252jj包設(18.3%)で民間企業などが指定管理者となったこ
とになる。
指定期間男IJの状況は、 1年2，217 (3. 6%)、2年2，698(4.4%)、3年29，139(47.3%)、
4年5，681 (9.2%)、5年17，813(28.9%)、6年278(0.5%)、7:9三98(0.2%)、8年55
(0. 1 %)、 9年99(0.2%)、10年以上3，487 (5. 7%)であった。
2. 3 P F 1 CPri vate F i nance I n it i ati ve) 
1) P F 1とは
PFrとは、 1992年、イギリスにおける「小さな政府j の実現をiヨ指した行政改革推進
の中で生まれた公共サーピスの提供手法であり、公共施設等の建設、維持管理、運営等を
民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用して行うことで、国や自治体等が直接実施す
るよりも効率的かっ効果的な公共サービスの提供を図るという新しい考え方である。
我が国では、「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律J(以下
r P F 1法j という0)が1999:9三9月24日に施行された。また、 2000年3月に、 PF 1の理
念、とその実現のための方法を示す「基本方針」が内部総理大臣によって策定され、 PF 1 
事業の基本スキームが固まっている。さらに、内閣府に設置された民間資金等活用事業推
進委員会から、 PFr事業の「実施プロセス」リスク分担等(注l)JrVFM (注2)J 
「契約Jrモニタリングj に関するガイドラインが順次公表されている。
(注 1)事業を進めていく上では、事故、需要の変動、物価や金利の変動等の経済状況の
変化、言十画の変更、天災等さまざまな予測できない事態により損失等が発生する
おそれ(リスク)がある o P F 1では、これらのリスクを最もよく管理できる者
がそのリスクを負担する O
(注2)VFM (ValueForMoney) とは、 PF 1における最も重要な概念の一一つO 支払い
(Money)に対して最も価値の高いサービス (Value)を供給するという考え方で、
従来の方式と比べてPF 1の方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す都合で
ある。
2) P F 1事業の基本的な仕組み
P F 1事業は、あくまで国や自治体等が発注者となり、公共事業として行うものである。
しかしながら、従来型の公共事業が、行政部門が自ら運営・提供することが基本であった
のに対し、 PF 1事業の場合、民間企業が事業を行う主体となって、自ら資金を調達して
施設の設計・建設から維持管理・運営までのサービスを提供し、行政は、提供されるサー
ビスの内容や水準を決定し、サービス内容の水準を保つための監視等を行うこととなる O
①s P C (Special P山内poseCompany) の設立
提供するサ一ビス内容が7施j庖包設の設言-1， 
んでで、いるため、 PF 1事業に応募しようとする企業は、複数の異業種企業とコンソーシア
ムを組むケースが多く、また、サービスの安定かっ継続的な提供が求められるため、コン
ソーシアムに参加する企業の経営状態がPF 1事業に悪影響を与えないように、それぞれ
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が出資して Pr 1事業を実施するための特定患約会社 (SP C) を設立することが一般的
で、ある O
②SPCへの発注
SPCが国や自治体等と契約を締結して、 PF 1事業を実施する。
その際、田や自治体等からの事業の発注のあり方として、従来の公共事業では、設計、
建設、維持管理、運営という各業務を分割し、個々の事業者に対して年度ごとに発注して
いたが、 PF 1事業では、設計、建設、維持管理、運営の全ての業務を長期の契約として
一括してSPCに委ねる。さらに、 PF 1事業では、従来のようにた1かな仕様まで行政相IJ
が定めるのではなく、性能発注といって“性能を満たしていれば細かな手法は!l号わない"
発注方式により業務をSPCに委ねる。これらのことよって民間事業者の創意工夫が発揮
され、低廉かっ良質な公共サービスの提供という PF 1のメリットが発生することになる。
③プロジェクトファイナンスによる資金調達
SPCは、事業に必要な資金をプロジェクトファイナンス(注3) という融資方法によ
り、金融機関から誠達し、 PF 1事業を実施する。
経営力のない SPCは破綻する可能性があるため、それに備えて、 I~Iや自治体等と金融
機関は直接協定(注4) という協定を結び、 SPCが破綻しないように位視し、破綻した
場合でも最後までPF 1事業が遂行されるように協議する仕組みを作っている。
(注3)プロジェクトファイナンスとは、企業の信用力に頼らず、事業が生み出す収益力
を担保に融資を受ける手法である。
(注4)直接協定 (DirectAgreement) とは、民間事業に融資する金融機関と医iや自治体
等が締結する協定で、 PF 1事業が円滑に進まなくなった場合に、金融機関が事
業に介入する権利等について定める。
3) P F 1の事業分野
P F 1事業の対象は、 PFI法で「公共施設等J(p F 1 法~ 2①)として定義されてお
り、以下の通りである。
①公共施設 道路、鉄道、港湾、空港、河川、公園、水道、下水道、工業月3水道等
②公用施設 庁舎、宿舎等
③公益的施設等 公営住宅、教育文化施設、廃棄物処理施設、医療施設、社会福相ゴj包設、
更生保護施設、駐車場、地下街等
④その他の施設 情報通信施設、熱供給施設、新エネルギー施設、リサイクル施設(廃棄
物処理施設を除く 0)、観光施設、研究施設
4) P F 1事業の効果
P F 1事:業により、次のような効果が期待される O
①低廉かっ良質な公共サービスが提供されること
P F 1事業では、民間事業者の経営上のノウハウや技術的能力を活用できる。また、事
業全体のリスク管理が効率的に行われることや、設計・建設・維持管理・運営の全部又は
一部を一体的に扱うことによる事業コストの削減が期待できる O これらにより、コストの
削減、質の高い公共サーピスの提供が期待される口
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②公共サーピスの提供における行政の関わり方の改革
従来、国や自治体等が行ってきた事業を民向事業者が行うようになるため、官民の適切
な役割分担に基づく柔rたな官民パートナーシップが形成されていくことが期待される。
③民間の事業機会を創出することを通じ、経済の活性化に資すること
従来、国や地方公共団体等が行ってきた事業を民間事業者にゆだねることから、民間に
対ーして新たな事業機会をもたらす。また、他の収益事業と組み合わせることによっても、
新たな事業機会を生み出すこととなる。 PFI事業のための資金調達方法として、プロジ
ェクトファイナンス等の新たな手法を取り入れることで、金融環境が整備されるとともに、
新しいファイナンス・マーケットの創設につながることも予想される O このようにして、
新規産業を創出し、経済構造改革を推進する効果が期待される。
5) P F 1事業の状況
20061q三8月末現在における PF I事業の状況は、以下の通りである。
①事業数等
PFI法に基づいて実施方針を公表済みの事業数は245で、事業費は 1兆7606億円に及ぶ。
うち123事業は、既にサービスの提供が開始され、運営段階に移行している O
事業主体見IJに見ると、国が31(12.6%)、地方自治体が186(76. 00/0)、その他が28(11. 40/0) 
と、地方自治体が積極的にPF I事業に取り組んでいる。
分野別に見ると、教育と文化(文教施設、文化施設等)が78(31. 8%)、生活と福祉(福
祉施設等)が12(4.9%)、健康と環境(産療施設、廃棄物処理施設、斎場等)が46(18.80/0)、
産業(商業振興施設、農業振興施設等)が13(5.3%)、まちづくり(道路、公園、下水道
施設、港湾施設等)が32(13. 10/0)、安心(警察施設、消防施設、行刑施設等)が14(5.70/0)、
庁舎と宿舎(事務庁舎、公務員宿舎等)が25(10.2%)、その他(複合施設等)が25(10.2%) 
となっている O
②事業方式
P F Iには、施設等の所有形態によりいくつかの事業方式があるが、 BTO方式が154
(62.9%)、BOT方式が41(16.7%)、BOO方式が10(4.1 %L R 0方式が 7 (2.9%)、
複合型その他が23(9.4%) となっている O
. B T 0 (Build 1'ral1sfer Operate) ブ子玉℃
二民間事業者が施設等を建設し、施設等完成直後にl~や自治体等に所有権を移転した
上で、民間事業者が維持管理及び運営を行う方式
. B 0 T (Bui1d Operate 1'ral1sfer)方式
二氏1毒事業者が施設等を建設して維持管理及び運営を行い、事業終了後に国や自治体
等に施設等の所有権を移転する方式
. B 00 (Bui ld Operate OWI1)方式
:民1号事業者が施設等を建設して維持管理及び運営を行い、事業終了時点で民間事業
者が施設を解体・撤去する等の方式
. R 0 (J¥ehabi 1 i tate Operate)方王℃
ニ民間事業者が施設等を改修した後、維持管理及び運営を事業終了時点まで行う方式
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③事業類型
P F 1の事業類型には、国や自治体等が民間事業者にサービスの対1ifを支払うサービス
購入型と、民間事業者が施設等の料金収入により建設、運ー営等を行う独立採算型とがあり、
その他に両者を合わせた形態、もあるO
サービス購入型が148(60.4%)、独立採算型が18(7.3%) となっている。
2圃 4 市場化テスト
1 )市場化テストとは
市場化テストとは、ある公共サービスについて、「宮Jと r1芙;Jが対等な立場で競争入札
に参加し、価格・質の両面で最も優れた者が、そのサービスの提供を担う仕組.みで、ある。
この仕組みでは、「官とi乏が競争を行う Jというところに主1授が置かれ、単純に公共サービ
スを民に任せるというものではない。
競争入札の結果、民が落札した場合には、民営化、民間委託等が行われ、民の議Ij意工夫
により公共サービスの質が向上するが 宮が落札した場合でも、民との競争の過程を通じ
て、効率化への取組みを高める O すなわち、市場化テストは、公共サービスの提供に競争
環境を作り出すことで、質の向上とコストの削減を目指し、公共サービスの改革を推進す
る手法である O
諸外I~では、英国、米国、オーストラリア等で実施され、公共サービスの対tl寺向上、経
費削減に効果を上げている。
我が国においては、 2004年 3月の規制改革・氏I'M]I~\~l放推進 3 カ年計画の閣議決定以後、
調査、研究が本格化し、 2005年度におけるモデノレ事業(ハローワーク関連、社会保険庁関
連及び行刑施設関連の 3分野8事業で実施)の成果も踏まえて法制化がなされ、「競争の導
入による公共サービスの改革に関する法律J(以下「公共サービス改革法jという0)が2006
4三7月に方毎千子さtしている O
2)市場化テストの全体の流れ
公共サービス改革法には、留の行政機関等と民間事業者との間で公共サービスを実施す
る者を決定するための官民競争入札の手続きと、民間事業者の間で公共サービスを実施す
る者を決定するための民間競争入札の手続きとがある O
医iが行う官民競争入札・民間競争入札(以下「宮民競争入札等」という。)の対象とする
業務や廃止の対象とする業務、また そのために必要な政府が講ずべき措置は、民間事業
者や地方公共団体の意見を踏まえ、内閣が公共サービス改革基本方針で閣議決定する。次
に、公共サービス改革基本方針に基づき、対象となった公共サービスを所管する各省庁で
具体的な実施要項を作成した上で 入札を実施し、落札者を決定する。民間事業者が落札
した場合は、例えば、それまで法律により公務員しか担うことができなかった公共サービ
スであっても、民間事業者が公務員と同様にそのサービスを担うことができるようになる
ような法律の特例(このような特例の対象となる公共サービスを「特定公共サービスJと
呼んでいる。)も、公共サービス改革法には盛り込まれている。
その後、落札者が責任をもって契約(官が落札者となった場合は、実施要項と入札If寺に
作成した提案書)に従って公共サービスを提供することになるが、対象となった公共サー
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ピスが適正かっ確実に実施されているか、所管する各省庁は必要な監督を行う。
実施期間の終了に当たっては、実施状況の評価を行い、再度、官民競争入札等を実施す
るか、廃止するか等、実施期間終了後の公共サービスの実施のあり方の判断を行う。
なお、これらの一連の実施プロセスの透明性、中立性及び公正性を担保するために、有
識者から構成される第三者機関(官民競争入札等監理委員会)が必要な関与を行うことに
なっている。
3)自治体の市場化テスト
公共サービス改革法における特定公共サーどスについて、自治体が官民競争入札等を実
施する場合には、 j司法に規定されている手続きによることとなる O 概ね!認の手続きと同様
であるが、主な相違点としては、自治体の場合、実施期間終了に合わせた評価が義務づけ
られていないことと、第三者機関として審議会その他の合議制の機関を設置する必要があ
ることがある。
現行の公共サービス改革法には、自治体の業務に隠する特定公共サービスとして、「戸籍
法に基づく戸籍謄本等の交付の詰求の受付及びその引渡し等の業務」のみが規定されてい
る。今後は民間事業者等からの発案を受けて、あるいは、自ら行政改革の視点から市場化
テストに臨もうとする自治体からの要望によって、特定公共サーどスの追加が行われてい
く予定である。
特定公共サービス以外の、つまり、民間事業者が落札した場合でも法律の特例措置を講
じる必要のない業務については、自治体は、自治法に基づき条例又は規則に手続きを規定
すること等により、官民競争入札等を実施することとなる O
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Foreword 
The Council of Local Authorities for lnternational Relations (CLAIR) and the National 
Graduate Institute for Policy Studies (GRIPS) have been working since 2005 on a "Pl吋ecton the 
overseas dissemination of information on the local governance system of Japan and its operationη. 
On the basis of the recognition that the dissemination to overseas countries of information on the 
Japanese local governance system and its operation was insufficient， the objective of this project 
was defined as the pu1'suit of comparative studies on local governance by means of compiling in 
foreign languages materials on the Japanese local governance system and its implementation as 
well as by accumulating literature and 1'efe1'ence mate1'ials on local governance in Japan and foreign 
countnes. 
ln 2006ラ continuingfrom the previous year， we compiled various materials， for example 
"Statistics on Local Governance (Japanese/English)" and "Glossary on Local Governance Used in 
Japanese Official Gazettes (Japanese/English) (Supplementary Edition)ぺandconducted a search 
fo1' lite1'ature and 1'eference mate1'ials concerned with local governance in Japan and overseas to be 
sto1'ed in the Institute fo1' Comparative Studies in Local Governance (COSLOG). We also finisbed 
compiling“Up-to叩dateDocuments on Local Autonomy in Japan" on two themes on which we had 
been wo1'king since 2005ラ andmade a start on a new resea1'ch pr・oject，"Papers on the Local 
Governance System and its lmplementation in Selected Fields in Japanぺforwhich we decided to 
take up 4 themes. 
This project is to be continued in 2007， and we aim to improve the mate1'ials so that they 
will be of real use and benefit to those who are wo1'king in the field of local governance. 
If you have any comments， suggestions 01' inquiries 1'ega1'ding our project， please feel fI・eeto 
contact the Council of Local Authorities for International Relations (CLAIR) or the Institute for 
Comparative Studies in Local Governance (COSLOG) of the National Graduate Institute for Policy 
Studies (GRIPS). 
July 2007 
Michihiro Kayama 
Chairman of the Board of Directo1's 
Council of Local Authorities for lnternational Relations (CLAIR) 
Tatsuo Hatta 
President 
National Graduate Institute fo1' Policy Studies (GRIPS) 
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Preface 
This booklet is one of the resu1ts of research activities conducted by the Institute for 
Comparative Studies in Local Governance (COSLOG) in 2006 as one part of a 5-year project that 
started in 2005 entitled“Project on the overseas dissemination of information on the local 
governance system of Japan and its operation"， sponsored by the Council of Loca1 Authorities for 
International Relations (CLAIR). For the purpose of implementing this projectラ a"Research 
committee for the project on the overseas dissemination of information on the loca1 governance 
system of Japan and its operation" has been set up， and a chief and deputy chiefs with 
responsibility for the project have been designated from among the members concerned with each 
research subject. 
"Papers on the Local Governance System and its Implementation in Selected Fields in 
Japan" (2006ラVolumesト4)were written under the responsibi1ity ofthe following four members. 
(Chief) 
Satoru Ohsugiラ Professor，Faculty of Urban Liberal Artsヲ TokyoMetropolitan University 
(Deputy Chief) 
Yoshinori Ishikawa， Director of the Mutual Aid Association of Prefectural Government Personnel 
Toshinori OgataラProfessof，Graduate School of ManagementラKagawaUniversity 
Nagaki KoyamaラAssociateProfessorラGraduateSchool of LibraryラInformationand Media Studies， 
University of Tsukuba 
This bookletラthefourth volume of the seriesラisabout raising the level of efficiency of 
public service provision. lt was written by Associate Professor Koyama. 
At a time when restTictions are imposed on the various reSQurces necessary for local 
government management， itis very important that local governments make every effort to improve 
efficiency in the provlslOn of public services. Against this backgroundラ thisbook1et explains 
various measures for raising efficiency by means of uti1izing the private sector. 
We will continue to take up new topicsラandadd to the series. 
Finally， 1 wou1d like to express my appreciation to Associate Professor Koyamaラanda1so to 
other members of the research committee for their expert opinions and advice. 
July 2007 
Hir・oshiIkawa 
Chairperson 
Research committee for the project on the overseas dissemination of information on the local 
governance system of Japan and its operation 
Professor 
National Graduate Institute for Policy Studies 
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決aisingthe Level of医仔iむ陰口cyむfPublic Services 
一りseof the Private Sec初 ri口suchways as the Desi伊 ated鱗anager
System for Public Facilities諮問dPriv抗告 S母ctorCo口signment-
Nagaki KOYAMA， 
Associate Professor 
Graduate School of Library， Information and Media Studies， University of Tsukuba 
1‘Background of Need to Use the Private Sector for Public Services 
1.1. Raising the efficiency of public services 
Democratic and efficient administration is aimed for local public bodies， and local Pllblic 
bodies are expected to fllfil their administrative functions in the local community in an 
autonomous and comprehensive manner， with the primary aim of promoting the welfare of 
residents (Local Autonomy Law いうれ-2①)
Based on thisヲtheLocal Autonomy Law prescribes principles regarding the administrative 
processes of local public bodiesラ oneof which is 92⑪， which states that "ln their exec山 onof 
administrative processesラlocalpublic bodies shall aim to achieve the greatest possible effects while 
minimizing costs， as they work to promote the weltare of residents. The pl・omotionof the welfare 
of residents is the primary raison d'etre of local public bodies， and thus it is only natural that local 
public bodies should endeaVOI‘to promote the welfare of residents in the process of fulfilling their 
administrative functions. And local governments being entities that are run under the responsibility 
of residents and through their sponsorshipラtheymust be administered in an efficient and effective 
way. 1n other words， "achieving the greatest possible effects while minimizing costs" is a standing 
Imperatlve. 
1.2. Necessity of Use of the Private Sector for Public Services 
Even by international standards， Japanese society currently faces major changes due to its 
rapidly aging society and dwindling population. As the functions traditionally fulfilled by the 
family and local community declineラ publicservices of local public bodies such as child care and 
nursing care for the elderly are the object of increasing expectations. Further， needs for local public 
services， such as the guarantee of a daily living space in which one can live with peace of mind and 
safetyラ arerising in the face of the increased crimes and incidence of natural disastersラ etc.On the 
other hand， amidst stagnating tax revenue， local governments are under severe fiscal constraints 
and struggle to repay local government loans for public investments. Further adding to their 
hardships is the looming personnel crisis owing to the mass retirement of the baby boom generation 
starting in 2007. 
Thus， management resources are being squeezed， and residents' needs for public services are 
growing increasingly diverse and advancedラsolocal public bodies are called upon to render public 
services more efficiently than ever， and it is pointed out that the ability of meeting residents' needs 
solely through public administration capabilities is subject to limits， both qualitative and 
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quantltatlVe. 
In the first place， flpublicfl services are not meant to be solely performed by the government. 
A number of services， such as powerヲgasラpublictransportationラaswell as volunteer activities and 
PTA activities， are actually offered by the flprivate" sector. Further， even public services that have 
traditionally been tbe charge of the government include various levels， ranging from services that 
can be handled only by the government， toservices that can be fully assumed by NPOs， citizen 
groups， pnvate sector enterpnses， etc. 
Based on the above， itis thought that， the public sectorラsrole should be administrative-
specific by handling only tasks which are beyond the private sector's capacityラ solocal public 
bodies will need to actively consign the delivery of services to NPOs， citizen groups， private sector 
enterprisesラ andso onラorto take steps fo1' cooperation between the public and the private sector， 
including PFI. 
The "Reform Strategy for Local Administration in a Decentralized Society-Aiming to 
Create a New Public Space-(Study Group on Reforms of the Administration of Local 
Administration Organizations for a Decentralized Society) (established within the Ministry of 
Internal Affairs and Communications)，" announced in March 2005， expresses the state of local 
communities providing various public services suited for the community based on adequate 
benefits and obligations， through various entities taking charge of "public" services from their 
respective standpoints， as a "new public space，" and points out the importance of taking action 
toward the formation of such a space. 
1.3. Significance of the Opening of Government欄DrivenMarkets to the Private Sector 
Currentlyヲthegovernment is promoting the private sector's participation in public services， 
based on the principle of "transfer what the private sector can do to the sector." The opening of 
government-driven markets to the private sectorラ asthe term is used by the government， isnot 
limited to private sector consignment (privatization， transfer)， but encompasses privatization in the 
broad sense of the word， including comprehensive subcontracting to the private sector and 
environmental preparations for private sector entry， and includes the viewpoint of actively using 
private sector enterprises for the provision of public services. 
The significance of such opening of government -driven markets to the private sector is 
summarized as follows by the Council for the Promotion of Regulatory Reform (outline of the 
interim summary， asof August 3ヲ2004).
<1> The introduction of the principle of market mechanism helps the private sector to demonstrate 
its ingenuity and effort， which improves the efficiency and creativity of services as well as enabling 
a diverse range of citizen-oriented services. 
<2>Reflecting the ever・四complicated social climate and the transition and expansion of 
administrative demandsラ administrativeoperations should be more demand-specific and more 
appropriate allocation of government employees should be exercised so that the success of 
五nancialand administrative reform is fully appreciated. 
<3>The practicing of the above in favor of applying the pr・ivatesector's innovative ideas 
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encourages the creation of new business opportunities leading to the expansion of demands and 
employment opportunitiesうthusfurthering economic revital ization. 
2.臨ethodsfor the Utilization of Private Sector Enterprises for Public Services 
While local public bodies engage in various activities that use private sector enterprises for 
the provision of public services， this paper overviews the designated manager system for public 
facilitiesラ PFI，and market testing， which have recently been institutionalized and whose use is 
garnering attentionラ inaddition to private sector consignment conventionally engaged in by Japan's 
local public bodies. 
2.1. Private Sector Consignment 
1) What is private sector consignment? 
Outsourcing in the public sector consists in consigning office worlくsand resident services to 
entities outside the public sector in the pursuit of economic rationality and policy aims. The 
national and local government consign to private sector enterprisesラ otherorganizations， or 
individualsラ officeworks and operations， not taking a direct role in their execution and instead 
retaining administrative responsibility in the fOl・mof supervisory authority. 
The legal nature of private sector consignment is generally covered by contl・actfor work 
(9632) and quasi -mandate contract (9656) under the Civil Code. Additionally， there are items that 
are implemented in special legal frameworks， such as the delegation of general refuse collection， 
transportation， and disposal， as well as specific legal白'ameworkssuch as the designated manager 
system for public facilities based on Local Autonomy Law. 
2) Status of private sector consignment 
Private sector consignment has been practiced by local public bodies for a long time. The 
findings of a survey by the Ministry of Internal Affairs and Communications， on the current status 
of outsourcingラincludingrecent private sector consignment， are presented below. 
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<1> Prefectural governments (as of December 1， 2002) 
Table 1 Status of Outsourcing by Prefectural Governments 
(1) Outsourcing in General Office Work 
Type of Office W ork 
Percentage of 
Outsourcing 
Cleaning ofMain Government Building 100% 
Night Security of Main Government 
81% 
Building 
Reception/lnformantion Desk 53% 
Telephone Switchboard Operation 42% 
Official Cars Driving 21% 
School Lunch 72% 
School Caretaker 23% 
Waterworks Meter Reading 50% 
Road Maintenance， Repair and Cleaning 94% 
Data Processing/Computer System 
100% 
Maintenance within Government Building 
日!ebsite Editing/Operation 85% 
Salary CaIculation 53% 
Percentage of 
Outsourcing in 
Previous Survey 
(April 1998) 
100% 
74% 
53% 
24% 
20% 
68% 
21% 
40% 
89% 
Note: Percentage of Outsourcingご Numberof Outsourcing Groups (including groups contracted to 
do part of the WOI・k) ~ Number of Groups Doing the Office Work X 100 
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( 2 ) Outsourcing of Operation of Facilities 
Percentage 
Out of¥入!hich
Type of Facility of 
Facilities 
Outsourcing 
are Completely 
Operated by 
Outsourcee 
Percentage of 
Out ofWhicb Outsourcing 
Facilities are Facilities in 
Precious Survey Completely 
(April 1998) Operated by 
Outsourcee 
Children 'sHalls 100% 63% 67% 50% 
Nursing Homes for Aged 100% 75% 100% 58% 
Hot Springs Health Centers 100% 100% 100% 100% 
Sewerage Final Handling Facilities 93% 55% 89% 62% 
Gymnasiums 98% 84% 98% 
Track and Field Grounds 99% 87% 89% 75% 
Swimming Pools 98% 89% 98% 86% 
Libraries 98% YYo 95% 5% 
City Parks 95% 64% 92% 71% 
Civic Halls/Auditoriums 99% 89(ケ) 99%) 84% 
Hospitals 100% 6(% 94(% 7(% 
Parking Lots/Bicycle ParJ.くingLots 91% 50% 57(出) 43% 
Community Centers 100% 80% ]00(% 64(1<) 
Note: Percentage of Outsourcingニ Numberof Outsourcing Facilities (including facilities 
contracted to do part of the work) -: Tota! Number of Facilities X 100 
Out of Which Facilities are Completely Operated by Outsourcee = Number of Facilities 
Outsourcing All of the Work -: Number of Facilities X 100 
a) General office WOI・k
. Regarding the percentage of consignment of general office work， the following categories boast 
high percentages: cleaning of main government building and data processing I computer system 
maintenance within government buildings (100%)， road maintenanceラ repairand cleaning (94%)ヲ
website editing I operation (85%)， and night security of main government building (81 %). On the 
other handラthepercentages are low for the following categories: Official cars driving (21 %)ラ
school caretaker(23%)， telephone switchboard operation (42%). 
. Compared with the previous survey conducted in April 1998ラthepercentage of consignment rose 
in almost al categoriesラ withtelephone switchboard operation and waterworks meter readingラ
among othersラgaining18 points and 10 points， respectively. 
b) Operation of faciIities 
. Regarding the percentage of consignment of facility operation， the leve! is generally highラ
including 100% for hospitalsヲ 99%for civic halls/auditoriumsラ 99%for track and field groundsラ
98% for libraries， and 95% for city parks. Howeverラfulconsignment is low， standing at just 6% for 
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hospitals and 5% for libraries. 
. Compared with the previous survey conducted in April 1998ラthepercentage of consignment rose 
in almost al categories， with children's halls and parking lots/bicycle parking lots gaining 33 and 
34 pointsフrespectively.
<2> Municipal governments (as of April 1， 2003) 
Table 2 Status of Outsourcing by Municipal Govenrnments 
(1 )Outsourcing in General Office Work 
Municipality Citywith 
Type ofOffice Work 
Total Designated Corc Special Population Other City 
City City Case City of 100，000 
or More 
Cleaning ofMain 
Governlllent 86'% 100% 100% 100% 100% 99% 
Building 
Night Security of 
Main Governlllcnt 71% 85% 77% 82% 82% 84% 
Building 
iミeception/I n forlllati 
20% 85% 69% 76% 60% 42% 
on Desk 
Telephone 
Switchboard 33% 75% 39% 63% 72% 65% 
Opel百llon
Official Cars 
29% 23% 17% 37% 41% 39% 
Driving 
HUlllan ¥ヘlaste
78% 77% 61% 73% 79% 79% 
Collection 
Gencral Garbage 
84% 77% 100% 92% 90% 89% 
Colleclion 
School Lunch 44% 92% 69% 72% 74% 63% 
School Caretaker 20% 8% 17% 23% 23% 27% 
Walerworks Meler 
82% 100% 97% 92% 96% 93% 
Reacling 
Road Maintenance， 
67% 100% 97% 92% 93% 78% iミ巴palr臼nclCleaning 
HOllle l-Ielp巴1・
91% 100% 91% 1000/，。 93% 93% Dispatch 
Meals l-Iomc 
96'% 100% 100% 100% 100% 99% Delivery Servicc 
。ala
Process1118A /ilC OInPIllcr 
wSyi 1si1GI1 11Mil 11lentil1cc 82% 100% 97% 97% 94% 90% 
Governmenl 
Bllilclin只
¥ヘlebsitc
49% 92% 66% 67% 59% 45% Editing/Opcration 
Salary Calclllation 36'% 39% 29% 23% 38% 34% 
Town/ 
Village 
83% 
67% 
8% 
22% 
26% 
79% 
82% 
38% 
19% 
79% 
62% 
90% 
95% 
79% 
48% 
37% 
Special 
Warcl 
100% 
70% 
91% 
52% 
52% 
39% 
74% 
83% 
13% 
100% 
100% 
95% 
100% 
74% 
17% 
(Reference) 
MlInicipality 
Total 
Percentage of 
Outsourcing 
GrollpS in 
Previous 
Sur¥fey 
(April 1998) 
82% 
67% 
19% 
33% 
16% 
76% 
77% 
37% 
14% 
75% 
50% 
83% 
93'% 
Notel: Percentage of Outsourcing= Number of Outsourcing Groups (including groups contracted 
to do part of the work) -:Number of Groups Doing the Office Work x 100 
Note2: 1 f there is no applicable serviceラthisis illustrated in the above chart with the mark "-'¥ 
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(2)Outsourcing of Operation of Faci1ities 
Percentage 
of 
Municipality Citywith 
Total D eSCIgi naled Core City Special Case Population Other City Town!Vilage S¥phJe21c1id ai ty City of 100，000 
Outsourcing 
1 
PrevIous 
01' More 
T!?yacpie ot 
lty 日子 昭子 PcofCiiloiaf gc PCOICl!iloiaf gC PCoIClfiloaf sc 日F PcoiCiloiaf gc PcOfC11il9iaf gc (A13il 1Pc2ce笠d喝k同Out 
Which Which Which Which Which Which Which Which Which 
Facilities Facilitics Facilitics Facilities Facilitics Facilitics Facilitics Facilitics Facilities 
arc 乱rc are 3rc arc arc 日rc 3re are 
C01lpletcl) C01lplctel) C01lplctcly CoiplepriaclicEd iv Completely COoiplcpIKaiCe(li J Completcly 
PEbTy alcd Opcratcd Opcrated Operated OPE1ny ile{i 01c17fY iled 
bv by by bv bv 
。Il1plctely
OPE1r1a1 iC(i 
Oltsolrcec Oltsolrcec Oltsourcc 。lItsource Oltsolrcc Oltsolrcc 。lItsolrcc Oltsourcc Oltsolrcc 
NSc ui1r0se0riy s 60% 6% 86% 9% 74% 3% 72% 4% 78% 6% 62% 9% 46% 5% 67% 2% % 4% 
Children's 71% 30% ヲ8% 82% 76% 45% 87% 45% 82% 25% 67% 23% 54% 16% 80% 12% Hals 66% 24% 
ト~ursing
Homes 70% 29% 82% 41% 100% 40% 88% 九% 82% 37% 77% 28% 61% 26% 100% 100% for the 66% 27% 
Aged 
Hot 
Sitpei t i1ghs 88% 
3187%  
100% 100% 100% 84% 100% 78% 100% 76% ヲ5% 62% 85% 55% 100% 38% a1t 
Center・5
Galbag1E 1g
Handl 74% 88% 6% 96% 3% ヲ3% 10% 95% 10% 85% 15% 66% 19% 
84% 57% 
60% 14% 
Facilities 
Scwcragc 
Final 92% 36% 99% 16% ヲ8% 14% 94% 24% 98% 23% 97% 31% ヲ0% 39% Handling 79%1 23% 
Facilities 
Gvmnasiums 75% 24% 100% 93% 89% 57% 84% 40% 92% 58% 92% 36% 65% 9% 100% 73% 67% 21% 
Track 
and 75% 30% 100% 82% 100% 68% 81% 51% 95% 49% 85% 42% 63% 15% 94% 17% Field 
65% 25% 
Grounds 
Swimming 76% 34% 89% 84% ヲ5% 73% 96% 56% 95% 59% 90% 43% 63% 15% 100% 66% Pols 66% 28%) 
Publick 73% 14%110 41% 88% 4% 87% 2% 81% 9% 73% 12% 64% 17% 100% 40% Halls 62% 12% 
Libraries 74% 今3% ヲ6% 17% 95% 。% 84% 4% ヲ1% 5% 83% 2% 57% 3% 89% 。%1 70% 吋JQγJ。
Cl iI-y k 
Parks 91% 22% 96% 26% 90% 16% 86% 6% 91% 24% 91% 34% 84% 17% 96% 15% 77% 17% 
Ci¥'ic 
(¥Vardnuwn 
lfil laic) 88% 41% 98% 67% ヲ9% 54% ヲ4% 47% 9ヲ% 67% 98% 51% 80% 30% 87% 1% 
Hal 
80% 29% 
Auditorium 
Hospilals 90% 4% 100% 5% ヲ7% 9% 100% 。%100% 5% 97% 4% 84% 、3。γ10 77% 2% 
Clinics 63% 18% 98% 46% 85% 15% 91% 32% 86% 28% 73% 11% 53% 16% 98% 55% 4ヲ% 17% 
Parking 
Lots/ 
B Paicl-kycic 79% 46% 99% 87% 87% 56% 91% 58% 91% 55% 82% 30% 49% 17% 78% 60% 
lI1g 
67% 37% 
Lots 
Comunil¥' 90% 59% 100% 96% 99% 62% 75% 52% ヲ5% 50% 95% 71% 85% 52% 96% i守%位型ers 80% 56% 
Notel: Percentage of Outsourcing Facilities= Number of Outsourcing Facilities (including facilities 
contracted to do part of the work) ~ Total Number of Facilities x 100 
Percentage Out of Which Facilities are Completely Operated by Outsource =Number of Facilities 
Outsourcing All of the Work ~ Total Number ofFacilities x 100 
Note2: Ifthere is no applicable service， this is illustrated in the above chart with the mark"-" 
a) General office work 
Regarding the total percentages of geneIポ officeWOl・kconsigned by cities， wards， towns and 
villages， the following categories boast high percentages: Meals home delivery service (96%)， 
home helper dispatch (91 %)， cleaning of main government buildings (86%)， general garbage 
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collection (84%)， and waterworks meter readingフ dataprocessing/computer system maintenance 
within government buildings (82%). On the other handラ thepercentages are low for the following 
categories: Reception/information desk work (20%)， school caretaker (20%)， and official cars 
driving (29%). 
. Compared with the previous survey conducted in April 1998ラthepercentage of consignment rose 
in a1most a1 categoriesラwithroad maintenance， repair and cleaning going up 17 points and official 
cars doving 13 points. 
. Viewed by category of local public body， by and largeラ thelarger the bodyラ thehigher the 
consignment percentage. Particularly for the receptionlinformation desk workラ telephone
switchboard operation， schoo1 lunch， waterworks meter readingラ roadmaintenanceラ repairand 
cleaning， the percentage of outsourcing was considerably higher for cities and wards compared to 
towns and villages. 
b) Operation of facilities 
. Regarding the percentage of outsourcing groups for facility operation by citiesラwa1'dsうtownsand 
vil1agesラ thelevel is high for the following catego1'ies: Sewerage final handling facilities (92%)， 
city parks (91 %)， hospitals and community centers (90%)， hot springs health cente1's and CIVIC 
(ward/town/village) hal1s/auditoriums (88%). On the other hand， the percentage is low fo1' nu1'sery 
schools (60%) and cIinics (63%). 
. Compared with the p1'evious su1'vey conducted in April 1998ラ thepercentage of al outsou1'cing 
groups roseヲ including14 points fo1' ga1'bage handling facilitiesラ cityparks and clinicsヲ and13 
points for sewerage final handling facilities and hospitals. 
. Viewed by catego1'y of local public bodyラthepercentage of outsourcing at the city and ward level 
tends to be higher than at the town and village levelラ withthe percentage of outsou1'cing groups 
being lower than 60% in 5 facility categories at the town and village 1evel， while at the city and 
ward level， the percentage of outsourcing is between 70% and 90% in a1most al facility categories. 
2.2‘Designated Manager System for Public Facilities 
1) Public facilities 
Public facilities are faci1ities provided by local public bodies for the pu1'pose of promoting 
the welfare of reside山 throughthe use of these facilities (Local Autonomy Law~244①). These a1'e 
general public facilities such as nurse1'y schoolsぅ elderlywelfa1'e centersラ gymnasiums，libraries， 
museumsラparksヲcivichalls， cllltural centersラandhospitals. 
On the othe1' handヲ facilitiesthat a1'e not designed fo1' the use of 1'esidents even though they 
have been built for pllblic purposesラ suchas facilities of pure research organizations and 
government office buildings， are not comp1'ised in the public facilities catego1'y. Further， facilities 
operated for the fiscal reqllirements of local pllblic bodiesラ suchas bicycle race tracks and horse 
race t1‘acks， aswell as facilities for maintaining public law and order， such as detention centers， are 
not regarded as public facilities. 
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2) Establishment of designated manager system for public facilities 
Pub1ic faci1ities a1'e established fo1' the pu1'pose of offering se1'vices to a large number of 
1'esidents on an equal basis for the public interest. Adequate operation of such facilities 1S required. 
Thereforeヲ itemsrelated to the operation of public faci1ities require specification through bylaws 
except for i江temsspecified by laws 01' relat臼edgoveむr亀-nment0ωrd出11a叩nces(Local AutonOlロmyLaw ~244白32 
①)， ラ ar吋 underthe flおo1'mη1erpublic facility 0叩peαrationc∞011S勾i氾gnmen川tωsy阿S坑tem，eligible outsourcees were 
selected through focus on their public nature， and were limited to public bodies， quasi巴public
bodiesラandgovernment-sponsored corporations de日nedby government ordina11ce. 
However， in recent yearsラ an increasing number of private-sect01・ entitieshave been 
recognized as having sufficient capability to offer services at physical education facilities such as 
sport gy111Sラ 111eetingspaces， 111useU111S， welfare iacilitiesラ etc.Moreovel¥citizen needs the111selves 
are bec0111ing increasingly diversified， and using the know-how of private sector entities is thought 
to be an effective way to ef日cientlyand effectively meet such needs. 
Fo1' example， itis possible to cut management expenses by using techniques of private sector 
entities fo1' the ope1'ation of public facilities (for exampleラ cost1'eductions achieved by the 
designated manager himself having maintenance techniques fo1' acoustic equipment used in cultural 
halls). 1n turnラ thesesavings can be passed on to users in the form 01、cheaperadmission feesラ
thereby increasing user satisfaction. Furtherヲbyincorporating the ideas of private sector manager 
seeking to secure a larger user base (for example， establishing counselors to help users design 
personalized training progra111s at sport gyms)， great improvements in the services offered to users 
can be expected. 
The need to refo1'm the whole pubIic facility management system has been pointed out at the 
Council fo1' Regulatory Reform and at the Council for Decentralization Refo1'm， and based on thisヲ
the revised Local Autonomy Law which established the designated manager・systemtook effect in 
September 2003. The new system contributes to the improvement of the quality of resident servi 
3) Overview of designated manager system for public facilities 
A local public body， when it considers this system necessary to efficiently achieve the 
purposes of establishing a given public facilityラ maydesignate a manager (co1'poration or other 
body (It is called !ldesignated manager!l.) ) and make the designated manager operate that public 
facility based on the prescriptions of bylaws (Local Autonomy Law ~244-2③). These bylaws 
prescribe the procedure for specifying the designated 111anager， the standard of operation performed 
by the designated 111anager， the operation scope and other required items (Local Autonomy Law 
~244-2④). 
<1> Designation of designated manager 
The designated manager system for public facilities is a system whereby the right to operate 
a given public facility is delegated， through "designationラ1 to an entity who has received this 
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designation. No particular limitations are placed on the scope of the designated manager， and as 
long as it is a "corporation or other body，" it may become a designated manager through assemblyラs
resolution， even if it is a private sector business. 
This "designation" is a type of administrative disposal and does not form a contractラandthus 
is not applicable to contracts and tendering procedures. However， since operation by a designated 
manager must be done "to efficiently achieve the purposes of that public faci1ity，" the selection of 
the designated manager must naturally be done based on the appropriateness of the public facility 
operation as well as ability to perform efficient operationラandthe designation procedure， including 
the application methodラselectioncriteriaラandso onラmustbe established by the local government 
bylaw， and the designation itself must pass assemblyラsresolution. 
Furtherフthepeood of validity of the designation must also be specified (Local Autonomy 
Law 9244-2⑤). This is due to the fact that it is considered appropriate to give the local public body 
the opportunity to review whether operation by the designated manager is being adequately 
performed from the viewpoint of maximizing effects at minimal cost. No particular provisions 
regarding the designation period are provided， but setting a long designation period for no rational 
reason is inappropriateラ andthe local public body should set this period adequately based on 
consideration of the purposes of the facility， existing conditionsラandso on. 
<2> Authority of the designated manager 
A designated manager is delegated the authority to operate a given public facility through 
designationラandis entitled to allow usage of the faci1ity as part of the conferred operation authority 
as prescribed in the bylaws. This point differs from the consignment under which tasks such as 
cleaning and security are outsourced according to a private law contract， or the operation 
consignment system before the reform， under which operations were consigned based on a concrete 
outsourcing contract concluded based on bylaws. 
On the other handヲthebasic usage conditions that are to be apphed must be established under 
the responsibility of the local public body itself， as the installer cannot delegate them to the 
designated manager， and they must be specified in the bylaws as operat 
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facility under management as the income of the designated manager when this is deemed 
appropriate (Local Autonomy Law 9244-2③). The usage fees are determined by the designated 
manager based on the prescriptions of bylaws， except when this is considered contrary to the public 
interestラ andthe designated manager must receive the prior approval of the local public body 
regarding the proposed usage fee (Local Autonomy Law S244-2⑨) 
The usage fee system was established in the revised Local Autonomy Law of 1991 under the 
operation consignment systemヲ tofacjlitate the demonstration of autonomous management e在、orts
by the outsourced operator with regard to the operation of the public facility， and to promote more 
efficient accounting by the local public body and outsourced operator. A similar usage fee system is 
employed under the designated manager system. 
As a result， the budget required for perf01・mingoperation by the designated manager can be 
procured in one of the following three ways: 1) Entirely from usage fees， 2) Entirely from 
disbursements by the installer (1ocal public body)う or3) Partly from disbursements by the local 
public bodyラwith、therest provided by usage fees. 
<4> Supervision of designated managers 
The designated manager must prepare a business report I・egardingthe operation of tbe public 
facility unde1' management afte1' each fiscal yea1' is over， and submit this report to the local public 
body that installed the public facility in question. 
Moreoverラ toinsure adequate operation on the part of the public facility by its designated 
manage1'， the head 01' committee of the local public body has authority to request that the designated 
manager submit reports on the operation and accountingラ toinvestigate the implementation or to 
issue directions as required (Local Autonomy Law 9244-2⑬). If continuation of operation by that 
designated manager is deemed undesirable due to the designated manager's to follow these 
directions or some other valid reason， the local public body can cancel the designation， or else 
order the cessation of management work in its entirety or in part after a given period of time (Local 
Autonomy Law 9244-2⑪). 
4) Introduction status of designated manager system for public facilities 
The designated manager of public facilities system went into effect in September 2003， but 
in order for local public bodiesラ whichheretofore consigned the operation of public facilitiesヲ to
switch to the designated manager systemラ aninterim measure was established to the effect that the 
existing operation consignment system can continue to be employed during the three year period 
(until September 2006) following the implementation of the rev.ised Local Autonomy Lawラ 111Vlew 
of the need to draft the required bylawsラselectdesignated managers， and so on. 
According to a survey conducted by the Ministry of Inte1'nal Affairs and Communicationsラ
the status of the introduction of designated manager system as of the end of the pe1'iod of said 
interim measure is as follows. 
Facilities into which the designated manager system was introducedラ numbereda total of 
61，565， which breaks down into 7，083 in prefectures， 5，540 in designated cities， and 48ラ942in 
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cities， wards， towns and villages. As there are 1フ973public facilities in prefectures， the 
designated manager system was intlひducedinto 59.2% of the prefectural public faciIities. 
The breakdown by type is as follows: 11ラ330(18.4%) faciIities for recreation and sport 
(athletic fieldsフ basebal1fieldsフ gymnasiums，pools， etc.)， 6ラ096(9.9%) for industry promotion 
(exhibition facilities， open-type research facilities， farm standsラtouristinformation facilities etc.)， 
18，798 (30.5%) for infrastructure (parking faci1ities， parksラpublichousingラwaterutiIities， 
sewerage final handling facilitiesラ etc.)，13フ260(21.5%) for culture (civic halls， museumsラ fine-art
museums， etc.)， 12，081 (19.6%) for social welfare (hospitals， child-care cente1's， welfa1'e cente1's for 
the elderly， etc.). 
Classified by type of managerラ joint-stockcorpo1'ations and Iimited liability companies 
account for 6ラ762(11.0%)， foundations and inco1'porated associations fOl・ 22ラ264(36.2%)， public 
bodies for 331 (0.5%)， quasi-pub1ic bodies fo1' 27，781 (45.0%)， NPOs for 1ラ043(l.7%)， and othe1's 
for 3ラ447(5.6%). The total of joint-stock co1'po1'ationsラIimitedliability companiesラNPOsand 
othe1's numbers 1フ252ラwhichmeans that 18.3% of the totaI numbe1' of the facilities into which the 
designated manager system was int1'oduced is ope1'ated by private sector businesses. 
The status by designated period is as follows: 1 year fo1' 2之17(3.6%)ラ 2years fo1' 2ラ698
(4.4%)， 3 years for 29，139 (47.3%)ラ4years for 5ラ681(9.2%)， 5 years for 17ラ813(28.9%)ラ6years 
for 278 (0.5%)， 7 years for 98 (0.2%)， 8 years for 55 (0.1 %)ラ 9years for 99 (0.2%)， 10 years or 
Ionger for 3ヲ487(5.7%). 
2.3. Private Finance Initiative (PFI) 
1) What is PFI? 
PFI is a method of offering public services that was born in 1992 as part of administrative 
reforms aiming to achieve a "small government" in the U.K.τhis constitutes a new approach that 
seeks to provide public se1'vices more efficiently and effectively than through di1'ect 
implementation by the nationaI 01' IocaI governments， through the use of private sector funds， 
managerial capabilitiesラandtechnical expertise fo1' the construction， maintenance， operationラetc.ラ
of public facilities. 
ln Japanラ theLaw Rega1'ding the Promotion of Construction of Public Facilities ヲthei1'
Management and /01' the Provision of Related Se1'vices Using Private Capital and Other Resou1'ces 
Provided by the P1'ivate Secto1' (hereunderヲ PFILaw) went into effect on September 24ラ 1999.
Furtherラ aBasic Policy outlining the PFI concept and its realization method was fo1'mulated by the 
Prime Minister in March 2000ラ settingin place the basic scheme for PFI enterprise. Moreoverラ a
string of guidelines on "Implementation Processes，" "Risk AllocationトJotc1， "VFMNotc 2" 
"Contracts人 and"Monitoring" have been announced by the Committee for the Promotion of 
Private Finance 1 nitiative established in the Cabinet Office. 
Notel: The pr・omotionof any enterprise entails an element of risk owing to the possibility of 
various unforeseeable events. includin!2: accidents. chanσes in economic conditions such as "'~'C'~'''b ヲ b
fluctuations in demandラ fluctuationsin commodity prices and interest rates， as well as changes in 
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plans and natural disasters. Under the PFr systern， the entity rnost capable of handling such rislω 
bears these risks. 
Note 2: VFM (Value For Money) is one of the rnajor concepts of PFI. Under this concept， the rnost 
valuable services are to be delivered in exchange for money. VFM is the ratio indicating the extent 
to which total operating expenses can be curtailed by PFI cornpared with the traditional system. 
2) Basic mechanism of PFI project 
Under the PFr systern， projects are ordered by the national OI・localgovernrnent， and such 
projects are executed as public projects. Howeverヲ whereastraditionaUy public projects were 
basically operated and offered by adrninistrative departmentsヲ inthe case of PFI the private sector 
is in charge of carrying out the project and responsible for offering a range of servicesラfromraising 
its own funds and planning and constructing the facility in question， tomaintaining and managing 
that facilityラ whilethe governrnent deterrnines the contents and level of the services to be offered 
and carries out supervision to maintain the level of services. 
<1> Establishrnent of Special Purpose Cornpany (SPC) 
As the services to be offered cover a wide range ti-om the planning and construction of the 
facility to the maintenance and management of the facilityラ thecompanies that apply for PFI 
projects in rnany cases form consortiums bringing together various companies belong to different 
industries. Moreoverラ sincethe stability and the continuous delivery of services are requiredラ ltIS 
comrnon for each company to establish with its own capital a special purpose company (SPC) for 
implementation of the PFr projects， inorder to insure that the financial standing of the companies 
participating in the consortiurn does not adversely affect the PFI project. 
<2> Placement of order with SPC 
An SPC concludes a contract with the national or local governrnent and car廿esout the PFI 
proJect. 
Under the traditional public works systern， order placement by the national or local 
governrnent entailed dividing the work into its various constituent tasksラ suchas planning， 
construction， maintenanceヲ andmanagernentラ andplacing orders for these tasks with various 
businesses each fiscal year. By contrastラ underthe PFI systern， al tasksラ suchas planning， 
constructionラ rnaintenanceラ andmanagementヲ aredelegated to the SPC in the form of a long-term 
contract. Moreoverラ underthe PFI systern， the national or local governrnent do not fix 
specifications down to the fine details as under the traditional systern， instead delegating the entire 
project to the SPC on the base of "perforrnance ordering，" under the concept that "the detailed 
rnethodology is no object as long as the required perforrnance is rnet." Through the above， the 
private sector has free reins to dernonstrate originality and ingenuityラtherebyachieving the rnerits 
of PFI， narnely the de1ivery of high-qua1ity public services at low cost. 
<3> Financing through project finance 
The SPC implernents the PFI enterprise by securing the funds required for the project合orn
financial institutions through the funding rnethod called project financジ~otc 3 
As a safety rneasure against the possibility of a bankruptcy of an SPC without managernent 
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capabilities， the national or local government and a financial institution conclude a contract known 
as a "direct agreement"Note 4， creating a system to monitor the SPC to insure that it does not go 
underク andto confer that implementation of the PFr project may continue even if the SPC does 
collapse. 
Note 3: Project日nanceis a method whereby the earning capacity of a project is used as collateral 
for funding the project， asa way to avoid dependence on the creditworthiness of a company. 
Note 4: A direct agreement is an agreement concluded between the financial institution that funds a 
private sector and the national or local government， giving the financial institution the authority to 
intervene 1n the affa1rs of the private sector in the event that the PFI project runs into problems. 
3) PFI project fields 
The subject of PFr projects is defined as "public faciIitiesラetc."under the PFI Law (PFI Law 
p①)， as fol1ows. 
<1> Public facilities 
Roadsラ railroadsラ ports，airportsヲ nver丸 parks，waterwOl・ks，sewage linesラ industrial
waterworksラetc.
<2> Ofucial facilities 
Government buildingsラpublicdormitoriesラetc.
<3> Public interest facilities 
Public housingラ educationaland cultural facilitiesラ garbagehandling facilities， medical 
facilitiesラ socialwelfare facilitiesラ reliefand 1・ehabi1itationfacilitiesラ parkinglots， underground 
mallsラetc.
く4>Other facilities 
Information and telecommunication faciIities， heat supply facilitiesラ newenergy facilities， 
recycling facilities (except garbage handIing facilities)ラtouristfaciIitiesラresearchfacilities 
4) Impact of PFI projects 
PFI projects are expected to yield the following effects. 
く1>Provision of high-quality public services at low cost 
PFI projects allow the use of the management know-how and technical expertise of private 
sector. They also hold the promise of efficient risk management for entire projects， as well as 
reductions in project costs through integrated handling of planningラconstructionラmaintenanceラand
part or al of management. As a resultラ costreductions and the provision of high-quality public 
services are expected. 
<2> Reform in government's approach to the delivery of public services 
As projects traditionally administered by the national or local government are transferred to 
the private sector， the emergence of a new form of government-private sector partnership based on 
adequate sharing of roles between the government and private sector is expected. 
く3>Contribution to economic revitalization through the creation of business opportunities in the 
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pnvate sector 
As projects traditionally administered by the national OI・localgovernment are transferred to 
the private sector， new business opportunities are thus created for the private sector. Further new 
business opportunities can also be created through combination with other profit目earning
businesses. The adoption of new funding methods for PFI projects such as project五nancelS 
expected to strengthen the financial environment and lead to the creation of new financial markets. 
Thus positive impacts in the form of the creation of new industries and the promotion of economic 
structural reforms are expected. 
5) PFI project status 
The status of PFI project as of the end of August 2006 was as follows. 
<1> Number ofprojects etc 
PFI projects with formally announced enforcement policies based on the PFr Law numbered 
245ヲwithproject expenses totaling 1.7606 trillion yen. Out of this total， 123 pro戸ctshad already 
moved into the operation stage and begun delivering services. 
Broken down by project implementing body， the national government accounted fOI・31
projects (12.6%)ヲlocalpublic bodies for 186 (76.0%)， and others for 28 (11.4%). Thus local public 
bodies can be seen to be actively adopting the PFl system. 
Broken down by fieldラ educationand culture (educational facilities， cultural facilities， etc.) 
accounted for 78 projects (31.8%)， life and welfare (welfa1'e facilitiesラetc.)for 12 projects (4.9%)ヲ
health and environment (medical facilities， ga1'bage handling facilities， funeral ha11s， etc.) for 46 
projects (18.8%)， industry (industrial promotion facilitiesラagriculturalpromotion facilities， etc.) for 
13 p1'ojects (5.3%)， u1'ban development (1'oadsう parksラ sewagefacilitiesラportfacilities， etc.) fo1' 32 
projects (13.1 %)， security (police facilities， firefighting facilitiesヲ prisonfacilitiesラ etc.)f01・ 14
projects (5.7%)， government buildings and public dormitories (administrative buildingsヲ housing
for government workers， etc.) for 25 p1'ojects (10.2%)， and others (multi-purposes facilities， etc.) 
for 25 (10.2%). 
<2> Project method 
The PFI p1可ectencompasses a number of different project methods according to the type of 
ownership of facilities， etc.， with the BTO method accounting for 154 of the p1'ojects (62.9%)， the 
BOT method for 41 projects (16.7%)ラtheBOO method for 10 projects (4.1 %)， the RO method for 
7 projects (2.9%)， and mixed-type and othe1' methods for 23 projects (9.4%). 
. BTO (Build T1'ansfer Operate) method 
The private sector builds the facility， and immediately following building completion， 
ownership is transferred to the government， with the private sector responsible for maintenance and 
operation of the facility. 
. BOT (Build Operate Transfer) method 
The private sector buildsラmaintains，and operates the facility， and upon the end ofthe projectラ
ownership of the facility is transferred to the government. 
. BOO (Build Operate Own) method 
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The private sector builds， maintains， and manages the facilityラandupon the end of the projectラ
the private sector scraps and c]ears the building. 
. RO (Rehabilitate Operate) method 
After rehabilitating a facilityフtheprivate sector performs maintenance and management of 
that facility until the end ofthe project. 
<3> Project categories 
ppr project categories include the service purchase type， whereby the government 
remunerates the private sector for servicesラ theself-supporting accounting typeラ wherebythe 
private sector builds and manages the facility using fee receipts， and the type that combines the 
afore-described two types. 
The service purchase type accounted for 148 projects (60.4%)， and the self-supporting 
accounting type for・18projects (7.3%). 
2.4. Market Testing 
1) What is market testing? 
The market testing is a system under which both the government and private sectors engage 
in competitive tendering on an equal basis for a given public service， and the party offering the best 
combination ofprice and quality wins the right to provide that service. 
Under噌 thissystem， the main focus is on the fact that the government and private sectors 
compete with each otherラratherthan simply consigning public services to the private sector. 
The result of competitive tendering is that， ifthe private sector wins， privatization or private 
consignment is performedラleadingto an improvement in the quality of public service th1・oughthe 
originality and ingenuity of the private sectorラbuteven if the government side winsラeffortstoward 
greater efficiency result from the process of competition with the private sector. In other words， the 
market testingラcreatinga competitive environment for the provision of pulフIicservicesラisa method 
that promotes public service reform by aiming to raise quaIity while lowering cost. 
Overseas in the U .K.ヲU.S.， Australia， etc.， market testings are being successfulIy appIied and 
yielding results in the form of improved and cheaper pubIic services. 
In Japanラ followingthe Cabinet decision of the Three-Year Plan for the Promotion of 
Regulatory Reform and the Opening Up of Government Driven Market for Entry into the Private 
Sector in March 2004ラstudiesand research were launched in earnest， and in fiscal 2005ラlegislation
was passed taking into account the result of model projects (total of 8 projects in 3 field丸 public
employment security offices， Social Insurance Agency， and prisons)， and the Law on Public Service 
Reform through the Introduction of Competition (hereunder， "Public Service Reform Law") went 
into effect in July 2006. 
2) Overall flow of market testing 
The Public Service Reform La¥v covers the public-private competitive tendering procedures 
for deciding the entity that is to provide public services， selected between governmental agencies 
and the private sectorちandthe pl唱ivate-privatecompetitive tendering procedures for deciding which 
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private sector isto provide public services. 
The types of projects to be covered by competitive tendering between the government and 
private sectors or in the private sector only (hereunder， pub1ic-private competuive tendering etc.)， 
the types of projects to be abolishedラ andthe measures that the government must take fo1' this 
purposeラ areto be decided by the Cabinet in the form of the Basic Po1icies for the Public Service 
Reformラtakinginto consideration the opinions of the private sector and local public bodies. 
Nextラ basedon the Basic Policies for the Public Service Reform， tendering shall be 
implemented following the compilation of the concrete implementation 1・equirementsby the 
government agencies in charge of the various public services in question， and the successful 
tenderer shall be determined.日Ihenthe tendering is about the public service tl1at until now would 
only be handled by public servantsラ aspecial exemption allowing the private sector to handle that 
service in the same manner as a public servant shall be incorporated into the Public Service Reform 
Law (public services covered by such special exemptions are called "specific public services"). So 
even if such a tendering is won by a private sectorラanyproblem wonラtal・Ise.
Thereafterラ thesuccessful tenderer shall deliver the public service in accordance witb the 
contract (if tbe government is the successful tenderer， the implement:ation requirements and the 
proposal submitted at the time of the tendering) under his own responsibility， but the government 
agency responsible for the project shall carry out supervision to insure that the public service is 
being adequately and certainly provided. 
At the end of the implementation period， the government agency responsible for the project 
sha11 evaluate the provision status， and determine whether or not to implement again public-private 
competitive tendering etc， or to abolish the projectラandso onラandjudge the state of public service 
provision after the implementation period. 
Furtherラ inorder to insure the transparency of this series of implementation processes as well 
as neutrality and fairness， a third-party body consisting of knowledgeable persons (Supervisory 
Commission for Public-Private and Private-Pr・ivateCompetitive Tenderi 
3) Market testing by local governments 
日lithregard to specific public services under the Public Service Reform Lawラ inthe case of 
local public bodies implementing public-private competitive tendering etcラ theprocedure is as 
defined by that law.明Ihilethe procedure is largely the same as that of the national government， the 
main differences lie in the fact thatヲ inthe case of a local government， evaluation at the end of the 
implementation period is not mandatory， and also the fact that a deliberative council or other 
council system organ must be established as a third-party body. 
Within the Public Service Reform Law as it exists at present， only "the acceptance of a 
request for the submission of a transcript family register， etc.ラ andthe submission of such 
documents based on the Family Registration Law" is presc1'ibed fo1' specific public se1'vices related 
to the operations of a local government. The addition of specific public servicesラ eitherthrough 
suggestions from the private sector 01' through requests from local public bodies considering market 
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testings from the viewpoint of implementing administrative reforms of their own， isplanned. 
1n the case of services other than specific public services， inother words services for which 
the establishment of special legal measures is not required even if a private sector is the successful 
tenderer， local public bodies shalJ implement public-private competitive tendering etc. by 
establishing procedures in the form of bylaws and regulations based on the Local Autonomy Law. 
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(財)自治体国際化協会及び政策研究大学院大学では、平成 17年度より「自治制度及び運
用実態情報海外紹介等支援事業Jを実施しています。同事業は、現在、海外に対ーする我が
国の自治制度とその運用の実態に関する情報提供が必ずしも十分でないとの認識の下、我
が国の自治制度とその運用の実態に関する外国語による資料作成を行うとともに、国内外
の地方自治に関する文献・資料の収集などを行うものです。
平成19年度には、 17年度から実施しております『自治関係の主要な統計資料の英訳』の作
成、比較地方自治研究センターに収蔵すべき田内外の地方自治関係文献・資料の調査を引
き続き行うとともに、『官報自治関係用語日英対照表(改訂版)~の作成などを進めてき
ました。また、『アッフッー・デートな自治関係の動きに関する資料』を18年度に引き続
き2テーマについて作成し、『分野別自治flU度及びその運用に関する説明資料』についても
19年度は6分野について作成することとしました。
本事業については、平成20年度においても引き続き検討を進め、地方自治体関係者が実
務を行う際などにおいて活用していただけるものに改善していきたいと考えています。
本事業の内容などについてご意見があれば、(員オ)自治体国際化協会匡i際情報課、又は政
策研究大学院大学比較地方自治研究センターまでお寄せいただくようお願いいたします。
平成 20年 7月
財団法人自治体国際化協会理事長香山 充弘
政策研究大学院大学 学長 八回達夫
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はしがき
本冊子は、平成17年度より5ヵ年で、政策研究大学院大学比較地方自治研究センター
が財団法人自治体国際化協会から委託を受けて実施している「自治制度及び運用実態情
報海外紹介等支援事業Jにおける平成19年度の成果の一つをとりまとめたものです。同
事業は、 「自治制度及び運用実態情報海外紹介等支援事業に関する研究委員会jを設置
し、それぞれの細事業ごとに、 「主査j 、 「高IJ査Jをおいて実施されています。
同事業のうち、平成19年度の『分野別自治制度及びその運用に演する説明資料-j] (No. 
5 '"'-'10の全6冊)の作成は、以下の6人の委員を中心にとりまとめられました(役職名は
平成20年3月現在) 0 
(主査)
大杉党 首都大学東京大学院社会科学研究科教授
(副査)
石川義憲地方職員共済組合理事
緒方俊郎香川大学大学院地域マネジメント研究科教授
河藤佳彦高崎経済大学地域政策学部准教授
小山永樹筑波大学大学院図書館情報メディア研究科准教授
原田賢一郎東北大学大学民法学研究科准教授
本冊子はf分野原j自治制度及びその運用に関する説明資料』シリーズ、のNo.9として、
小山永樹委員によって執筆されたもので、我が国の教育の体系、地方の教育行政組織、
教育行政における国と自治体の役割分担、教育財政などの観点から、日本の教育行政と
自治体の役割について、概説されています。
今後も、 『分野原j自治制度及びその運用に関する説明資料』のテーマの検討aを進め、
その充実を図ってし¥く予定です。
ご執筆いただいた小山永樹委員をはじめ、貴重なご意見、ご助言をいただいた研究会
の委員各位に、心から感謝申し上げます。
平成20年7月
「自治制度及び運用実態情報海外紹介等支援事業に関する研究委員会J座長
政策研究大学院大学教授井)1 博
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はじめに
器本の教警行政と自治体の役欝j
小山 永暴露
筑波大学大学務図欝館構報メヂィア研究科准教授
そもそも教育とは何かというと、非常に裾野が広い。 2006年に改正された教育基本
法の中だけでも、義務教育、普通教育、学校教育、家庭教育、幼児期の教育、社会教育、
政治教育、宗教教育など、教育という言葉に関する用語がたくさん用し 1られており、関連
して生涯学習という言葉もある O その他にも、保育、職業能力開発など教育に関連する分
野は様々あるが、本稿では、!日文部省(注 1)設置法第 5条(文部省の所掌事務)第 1号
において「教育J として定義づけられている「学校教育及び社会教育」、とりわけ学校教
育を主として対象とする O
なお、 2007年 6月に、学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律(以
下「地方教青行政法j という o )等が改正され、主要な改正事項は 20081:1三4月の施行
となっているため、本稿は、 2008年 4月以降を想定して記述する O
1 8本の教資制度の概要
1 - 1 教育に関する法体系
我が i主!の教 7年は、明治維新以降、近代国家への基礎を築くため、 I~I~I 央集権体制の下、国
家政策として進められてきたが、戦後の民主化改革の一環として、教育における民主主義、
地方分権等を目指した教育の改革が行われた。
194 7年 5月に施行された日本国憲法では 「すべて国民は 法律の定めるところに
より、その能力に応じて、ひとしく教育を受ける権利を有する o J (S 2 6①)と、教育
を受ける権利を国民の基本的人権として規定し、教育における機会均等の原則を明示して
いる O 一方、 「すべて国民は、法律の定めるところにより、その保護する子女に普通教育
を受けさせる義務を負ふ。義務教育は、これを無償とする o J (S 2 6②)と、子どもの
教育を受ける権利を保障するために、その保護者に対して教育を受けさせる義務を課し、
制度としての義務教育の無{賞を定めて国の責任をも規定している O このように、教育は、
日本国民にとって、権利としての側面と義務としての側面を有しているが、いずれも具体
的な内容は法律の規定に委ねられている O
教育の基本を擁立することを目的とする教育基本法は 1947年 3月に施行され、教育
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のiヨi均や、教育の機会均等、義務教育の無償など、我がi蛮の教育の根本理念、について定め
ている。この教育基本法は、制定以来一度も改正が行われていなかったが、 2006i!三に
全部改正された。従来の教育基本法が掲げてきた偲人の尊厳や平和で民主的な国家・社会
の形成といった普遍的な理念を継承しつつ、公共の精神など、日本人が持っていた規範意
識を大切に、それらを醸成してきた伝統と文化の尊重など、教育の iヨ擦として今日特に重
要と考えられる事柄を新たに規定している O
また、学校教育に関して学校教育法、国立大学法人法など、教育行政に関して地方教育
行政法など、教育財政に関して義務教育費国庫負担法、市町村‘立学校i隊員給与負担法など、
教育職員に関して教育職員免許法、教育公務員特例法など、社会教育に関して社会教育法、
図書館法、博物館法など、関連する諸法律により が匿の教育制度の根幹が定められてい
る。
1 -2 学校教育の体系
我が国の学校教育の体系としては、学校教育法において、幼稚i語、小学校、中学校、高
等学校、特別支援学校、大学等を「学校J と定義し(学校教育法 S1 )、義務教育及びそ
の後の教育の基礎を培うものとして「幼稚閤J、義務教育として行われる普通教育のうち
基礎的なものを施す「小学校j 、義務教育として行われる普通教育を施す「仁j:I学校j 、高
度な普通教育及び専門教育を施す「高等学校」、学術の中心として、広く知識を授けると
ともに、深く専門の学芸を教授研究する「大学Jなど、それぞれの位置づけを定めている O
小学校、中学校、高等学校、大学の就学年限は、それぞれ 6年、 3年、 3年、 41:j三である
(し¥わゆる r6・3 ・3・4制J) 0 また、これらに並行して、特別支援学校として盲学
校、聾学校、養護学校が設けられているが、それぞれ児童・生徒の年齢や教育内容が、幼
稚菌、小学校、中学校、高等学校に相応する課程を持つこととされている O このように、
我が留の学校の体系は、基本的に単一の系統として位置づけられていると言える D
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我が留における学校教育の体系(出典:Local Government in Japan 2006) 
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現在の教育制度
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3 
1 -3 義務教育
小学校(満 6歳に達した日の翌日以後における最初の学年の初めから、満 12歳に達し
た日の属する学年の終わりまで) 6年及び中学校(小学校を修了した自の翌日以後におけ
る最初の学年の初めから、満 15歳に達した日の属する学年の終わりまで) 3年の 9か年
は義務教育とされており(教育基本法~ 5 ①、学校教育法~ 1 6 、~ 1 7) 、保護者は子
に9年の普通教育を受けさせる義務を負うこととされている D
義務教育として行われる普通教育は、各個人の能力を伸ばしつつ社会において自立的に
生きる基礎を培い、また、国会及び社会の形成者として必要とされる基本的な資質を養う
ことを目的として行われるものである o I王!及び地方自治体は、義務教育の機会を保障し、
その水準を確保するため、適切な役割分担及び祁互の協力の下、その実施に責任を負い、
国又は地方自治体の設置する学校におけ'る義務教育については、授業料を徴収しないこと
とされている(教育基本法~ 5②~④) 0 
義務教育以降における進学の状況については、高等学校等への進学率は、 1 950年の
42. 5 %から、 1 970年には 82. 1 %、 1 980年には 94. 2 %、 2006{=1三に
は97. 7 %と教育の機会均等が促進されており、大学・短期大学への進学率は、 195
4年の 10. 1 %から、 1970年には 23. 6 %、 1980 年には 37. 4-%、 200
6 {~三には 52. 3 %と上昇している O
2 自治体における教育行政組織
2 - 1 教育委員会
我が国における教育行政を担う組織としては、国では文部科学省が中心であり、自治体
では、都道府県、市区町村及び教育に関する事務を処理する地方公共自体の組合に設置さ
れる教育委員会が中心である O 教育委員会は、自治体の執行機関の 1つであり、普通地方
公共団体には置かなければならないものとされている(自治法~ 1 8 0の5①) 0 
日本国憲法~ 9 3では、我が国の地方自治体の組織について、議事機関としての議会の
議員と執行機関としての長のし吋えれをも住民の直接選挙により選任することを定めてお
り、首長制(大統領制)を採用しているが、自治体の執行機関は、長を唯一の頂点とする
構造にはなっておらず、教育委員会の他、人事委員会、選挙管理委員会、監査委員など多
くの委員会及び委員(しばしば「行政委員会J と総称される o )から構成され、それぞれ
の執行機関が独立した権限を持っとともに、長が自治体を統轄・代表し、執行機関全体の
総合調整を行うシステムとなっている(執行機関の多元主義) 0 このような多元主義が採
用されたのは、一つの機関への権限集中を避け、複数の執行機関に権限を分掌させて、そ
れぞれに独立して事務を処理させることにより、民主的な地方行政が行われることが期待
一日
されているためである O
中でも教育委員会制度を設けた意義としては、文部科学省の資料によれば、次の 3点が
指j脅されている O 第 1に、政治的中立性の確保である O 個人の精神的な価値の形成を目指
して行われる教育においては、その内容が中立公正であることは重要であり、教育行政の
執行に当たっても、傭人的な価値判断や特定の党派的影響力から中立性を確保することが
必要である O 第 2に、継続性、安定性の確保である O 教育は、子どもの健全な成長発達の
ため、学習期間を通じて一貫した方針の下、安定的に行われることが必要である O 第 3に、
地域住民の意向の反映である。教育は、地域住民に身近で関心の高い行政分野であり、専
門家のみが担うのではなく、広く地域住民の意向を踏まえて行われることが必要である O
2-2 教育委員会の組織
図 2
《教青委員会の組織のイメージ》
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成される合議市iJの行政委員会である(地方教育行政法~ 3 、~ 4) 0 
教育委員会制度創設時の 1948年には、教育委員は公選であったが、①選挙が実質的
に政党を基盤に行われ、それが教育委員会の運営に持ち込まれたこと、②大きな資金を持
った者や強力な支持母体を持った者が当選しやすかったこと、③大きな組織力を有する団
体が組織力を利用して教育委員を送り込み、教育行政をコントローノレしようとする傾向が
増えたこと、などの理由で 1956年に公選制が廃止され、現在の制度となっている O
教育委員の任期は 4年で、再任可能である O 教育委員は、有権者の 3分の 1以上の署名l
による解職詰求(リコーノレ)の対象となっているが、任期 i宇、リコーノレが成立した:場合や、
心身の故障のため職務の遂行に耐えないと認める場合、職務上の義務違反等があると認め
る場合など一定の事由がある場合を除いては失職・罷免されず(地方教育行政法~ 7 ~ 9)、
このような身分保障のもと、教育行政の安定が確保されている O また、同一政党所属者が
委員の過半数を占めるに至った場合には、来)yたにその政党に所属するに至った委員を罷免
すること(地方教育行政法~ 7②③)や、政治的団体の役員となったり、積観的な政治活
動をすることが禁止されることにより、教育行政の政治的中立性が確保されている O
教育委員の平均年齢、 i職種等の状況は、表 1のとおりである O
表 1 教育委員の状況 (2005 年 5 月 1 日現在、 1+IIßl~ :教育行政調査)
都道府県 市 IllT~守
総数 233人 9， 880ノ¥
平均在職年数 3.41':J三 5. 51':J三
平均年齢 60. 7歳 6l. 7歳
女性の割合 3l. 3% 27.1% 
職種 医師、教員等 4l. 2% 20.4% 
会社役員等 42.9% 18. 70/0 
農林漁業等 0.4% 13.8% 
高)吉経営等 0.4% 6.0% 
その他 0.4uJc) 4.1% 
無職 14.6% 37.1% 
教職経験者の割合 2l.001o 31.4% 
保護者の割合 16.3% 14.5% 
(注:教育長たる教育委員は徐く)
2-3 教育長
教育委員の指揮監督の下に教育委員会の権限に属するすべての事務をつかさどる教育長
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が置かれている(地方教育行政法 S1 6、S1 7) 0 また、具体的な事務を処理するため
に事務局が設置され、指導主事、事務職員、技術職員が置かれている([司法 S1 8、S1 
9) 0 
教育長は、教育行政の専門家としての立場から教育委員会の議事に対して助言を行うと
ともに、そこで決定された方針を具体的に執行する職務と責任を担うという特別な地位に
ある O このため、従来は、その選任手続きを慎重なものとし、適材を確保しようとする観
点から、教育委員会が教育長を任命するに当たっては、都道府県及び指定都市教育委員会
の教育長については文部大臣の承認が、市出riJ寸教育委員会の教育長については都道府県教
育委員会の承認が必要とされていた。しかしながら、自治体の職員の人事について国や他
の自治体が関与するというこの仕組みは、教育行政の中央集権を象徴するかのようなもの
であり、地域の実情に応じて主体的かっ積極的に教育行政を展開していくためには、むし
ろ自治体が自己の責任において適切な人を教育長に確保するシステムを導入することが必
要と考えられる等の観点から、地方分権一括法における地方教育行政法の改正 (20 0 0 
年 4月施行)において、これら承認申jを廃止するとともに、都道府県及び指定都市につい
ても教育委員会の委員(委員長を除く o )である者のうちから、教育委員会が任命するこ
ととされた・(地方教育行政法 S1 6②) 0 市町村又は市町村の組合の教育長は、従来から、
市町村の教育委員会の委員のうちから教育委員会が任命することとされている O 教育長の
年齢や行政経験者の割合等の状況は、表 2のとおりである G
表 2 教育長の状況 (2005 年 5)~ 1日現在、出典:教育行政調査)
都道府県 市町村
総数 46人 2，354人
平均在職年数 2. 2年 3. 9年
平均年齢 58. 9歳 63. 7歳
女性の割合 0.0% 2.5% 
行政経験者の割合 65.2% 3l.30Io 
教育行政経験者の割合 76. 10/0 74.5% 
教職経験者の割合 26.1% 68.3% 
2-4 教育委員会の事務
教育委員会は、教育、文化、スポーツ等に関する事務を広く処理している O 地方教育行
政法S2 3では、教育委員会の職務権限として、次の事務を規定している口
O 教育委員会の所管に属する学校その他の教育機関(注 2)の設置、管理及び廃止に
関すること O
O 学校その他の教育機関の用に供する財産の管理に関すること O
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O 教育委員会及び学校その他の教育機関の職員の任免その他の人事に関すること O
O 学校教育に関すること O
学齢生徒及び学齢児童の就学並びに生徒、児童及び幼児の入学、 ij去学及び退学に
関すること O
学校の組織編制、教育課程、学習指導、生徒指導及び職業指導に '~~l すること O
教科書その他の教材の取扱いに関すること O
校舎その他の施設及び教具その他の設備の整備に隠すること O
校長、教員その他の教青関係j隊員の研修に関すること。
校長、教員その他の教育関係i隊員並びに生徒、児童及び幼児の保健、安全、厚生
及び福利に関すること O
学校給食にi認すること。
O 学校その他の教育機関の環境衛生に関すること O
O 青少年教育、女性教育及び公民館の事業その他社会教育に関すること O
O スポーツに関すること口
O 文化財‘の保護に!認すること O
O ユネスコ活動に関すること口
O 教育に関する法人に関すること。
O 教育に関する調査及び指定統計その他の統計に関すること O
O 所掌事務に係る教育行政に関する相談に関すること O
O その{也、当該地方公共団体の区域内における教育に関する事務に関すること。
教育委員会は、これら教育委員会の権限に属する事務に関し、法令又は条例に違反しな
い限りにおいて、教青委員会規則を制定することができる O また、教育委員会は、教育委
員会規則の定めるところにより、その権限に属する事務の一部を教育長に委任することが
できるが、 20 0 6年の地方教育行政法の改正により、合議体としての教育委員会が果た
すべき役割・責任を明確化するため、①教育行政の基本的な方針。〉策定、②教育委員会規
員Ijの制定・改廃、③学校その他の教育機関の設置・廃止、④教育委員会事務局職員、教職
員の人事、⑤教育委員会の活動の点検・評価、⑥予算や条例案に関する意見の申し出、の
6つの事項については教育長に委任できず、教育委員会が自ら管理・執行する必要がある
ことが規定された(地方教育行政法S2 6①②) 0 
なお、教育にi認する事務のうち、①大学に関すること、②私立学校に関すること、③教
育財産を取得し、及び処分すること、④教育委員会に関する契約を締結すること、⑤教育
委員会に関する予算を執行することについては、教育委員会ではなく地方自治体の長が管
理・執行することとされている(地方教育行政法S2 4) 0 特に、大学等を除く私立学校
については、都道府県知事の所管であることが学校教育法に定められている(学校教育法
S 2 8、S4 4、S4 9、S6 2等)が、知事部局において、専門的職員が十分確保され
-55-
ていない実態があることから、都道府県知事は、私立学校に関する事務を管理・執行ーする
に当たり、必要と認めるときは、都道府県教育委員会に対し、学校教育に隠する専門的事
項について助言 は援助を求めることができることとされている(地方教育行政法 e2 7 
の2) 0 
2-5 教育委員会の在り方についての論議
教育委員会の在り方については、様々な問題点が指摘されている O 文部科学大箆の諮問
機関である中央教育審議会の教育制度分科会・地方教育行政部会が 2005年 1月にまと
めた「地方分権時代における教育委員会の在り方についてJ (部会まとめ)では、①教育
委員会は、事務局の提出する案を追認するだけで、実質的な意思決定を行っていない。②
教育委員会が地域住民の意向を十分に反映したものとなっておらず、教員など教育関係者
の意向に沿って教育行政を行う傾向が強い。③地域住民にとって、教育委員会はどのよう
な役割を持っているのか、どのような活動を行っているのかが余り認知されていない。地
域住民との接点がなく、住民から遠い存在となっている O ④i童や都道府県の示す方向性に
沿うことに集中し、それぞれの地域の実情に応じて施策を行う志向が必ずしも強くない。
⑤学校は、設置者である市町村ではなく、国や都道府県の方針を重視する傾向が強い。ま
た、教職員の市!lIJ村に対する帰属意識が弱い。といった点を指摘している O
その他、近年、地方自治体の長と行政委員会との関係を見直す動きの一環として、長と
教育委員会の関係についての議論がなされている O
内閣総理大臣の諮問機関である地方制度調査会では、 「地方の自主性・自律性の拡大及
び地方議会のあり方に関する答申 (20 0 5年 12月)において、 「住民から直接選出
された長が責任を持つことが求められているにもかかわらずこの要請を満たすことができ
ない行政分野が生じている状況を改善し、また、地方行政の総合的・効率的な運営や組織
の簡素化を図るJ必要があるとして、行政委員会制度の課題について指矯している O 中で
も、教育委員会制度については、保育所と幼稚鴎(注 3)、私立学校と公立学校等、長と
教育委員会がそれぞれ類似の事務を担任していることなどにより地方自治体の一体的な組
織運営が妨げられているという問題があると指摘し、地方自治体の判断により教育委員会
を設置して教育に関する事務を行うこととするか、教育委員会を設置せずその事務を長が
行うこととするかを選択できることすることが適当であるとしている O このような答申を
する理由として、前述ーのような長と委員会が類似の事務を実施していることのほか、教育
委員会を必置する理由として挙げられる、教育における政治的中立性の確保や地域住民の
意向の反映等の必要性ということについて、国においては教育行政に関し行政委員会制度
をとっていないが、これらの要請が地方における教育行政に特有のものとは考えられない
こと、また、これらの要請は審議会の活用等他の方法によっても対応でき、特に地域住民
の意向の反映はむしろ公選の長の方がより適切になしうることから、理由がないことを指
摘している O
また、向調査会は、文化、スポーツ、生涯学習支援、幼稚i語、社会教育、文化財保護な
ども含め、公立小・仁!コ・高等学校における学校教育以外の事務については、地方自治体の
判断により長が所掌するか、教育委員会が所掌するかの選択をi幅広く認める措置を直ちに
採ることとすべきであるとしている O
このような中、 2007年 6月に地方教育行政法が改正され、条例の定めるところによ
り、地方自治体の長が、①スポーツに関すること(学校における体育に演することを除く o)、
②文化に関すること(文化財の保護に関することを徐く o )のし吋且れか又はすべてを管理
・執行することとできることとされた(2 0 0 8年 4月施行) 0 地方分権推進の立場から
すると、自治体の執行機関の組織の形態等について、地域の実情に応じて可能な限り自治
体が選択できるようにすることは重要であり、今後一層、そのような方向での改革がなさ
れることが期待されるところである O
3 教育行政における障と自治体の役割分担
3 -1 国と自治体の役割分担の原則
地方自治法では、国と自治体との役割分担の原則として、自治体は、住民の福祉の増進
を図ることを基本として、地域における行政を自主的かっ総合的に実施する役割を広く担
うものと定めている(白治法S1の2①) 0 一方、国は、この趣旨を達成するため、国に
おいては、①国際社会における国家としての存立にかかわる事務、②全国的に統ーして定
めることが望ましい国民の諸活動や地方自治に関する基本的な準郊に関する事務、③全国
的な規模・視点で行わなければならない施策・事業の実施、④その他の国が本来果たすべ
き役割を重点的に担い、住民の身近な行政はできる限り自治体に委ねることを基本として、
自治体との間で適切に事務を分担するとともに、自治体に関する制度の策定や施策の実施
に当たって、自治体の自主性・自立性が十分に発揮されるようにしなければならないもの
とされる(自治法S1の2②)。このような原則は、教育行政の分野についても、当然に
あてはまるものである O
教育基本法~ 1 6では、教育行政は、国と自治体との適切な役割分担及び相互の協力の
下、公正かっ適正に行われなければならないとし、教育行政における冒と自治体との役割
分担の原員IJを定めている。具体的には、国は、全国的な教育の機会均等と教育水準の維持
向上を図るため、教育に関する施策を総合的に策定し、実施しなければならないこと、一
方、自治体は、その地域における教育の振興を図るため、その実情に応じた教育に関する
施策を策定し、実施しなければならないこととしている O また、国及び自治体は、教育が
円滑かっ継続的lこ実施されるよう、必要な財政上の措置を講じなければならないというこ
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とも規定している O
3-2 学校の設置・運営
( 1 )学校の設置主体・設置手続
次に、具体的な教育行政の分野における国と自治体との役割分担として、最初に学校の
設置・運営関係について述べることとする。
学校は、国(国立大学法人等を含む。)、自治体(公立大学法人を含む。)及び学校法
人のみが設置することができ、それぞれが設置した学校を、国立学校、公立学校、私立学
校という(学校教育法 S2) 0 前述のとおり、学校教育法における「学校j には、幼稚園、
小学校、中学校、高等学校、大学などの種類があるが、それぞれをどの主体が設置するか
について一義的には定められていない。ただし、市町村は、その区域内にある学齢児童及
び学齢生徒を就学させるに必要な小学校及び中学校を設置しなければならず(同法 S3 8、
S 4 9 )、都道府県は、その区域内にある学齢児童及び学齢生徒のうち、一定の視覚障害
者、聴覚障害者、知的障害者、肢体不自由者又は病弱者を就学させるに必要な特別支援学
校を設置しなければならないこととされ(民法 S7 4)、これらの学校の設置については、
市町村‘及び都道府県に義務付けられている。
学校を設置しようとする者は、文部科学大臣の定める設備、編制その他に関する設置基
準に従わなければならず (1司法S3) 、国立学校や、設置義務者の設置する学校(市町村
立の小・中学校及び都道府県立の特別支援学校)、都道府県の設置する学校(大学を除く o ) 
を除き、学校を設置する場合には、公立・私立の大学の場合は文部科学大臣、市町村-立の
幼稚菌、高等学校等の場合は都道府県教育委員会、私立の幼稚園、小学校、中学校、高等
学校、特別支援学校の場合は都道府県知事の認可を受けなければならない(間法S4①) 0 
主な学校の設置者を、文部科学省が毎年実施している学校基本調査 (20 0 6年 5月現
在)で見ると、小学校 (22， 878校)は、庖立 73 (0. 30/0)、公立 22， 607
(98.80/0)、私立 198 (0. 9%) と、中学校 (10，992校)は、自立 76 (0 
7 %)、公立 10， 190 (92.7%) 、私立 726 (6.6%) となっており、その
ほとんどが公立(特に市1汀村立)である O 高等学校(5， 3 8 5校)は、国立 15 (0. 
3 %)、公立 4， 0 4 5 (7 5. 1 %)、私立 1， 3 2 5 (2 4. 6 %)となっており、
私立の比率が小・中学校よりも高いが、 4分の 3は公立(総務省の実施している公共施設
状況調査によれば、その 96 0/0程度が都道府県立)である O 大学 (7 4 4校)は、国立 8
7 (1 1. 7 %)、公立 89 (12. 00/0) 、私立 56 8 (7 6. 3 %)、また、短期大
学 (46 8校)は、国立 8 (1.7%) 、公立 40 (8.5%) 、私立 420 (89.7 
0/0 )となっており、私立の比率が高くなっている O
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( 2 )公立大学
大学は、学術の中心として広く知識を授けるとともに、深く専門の学芸を教授研究し、
知的、道徳的及び応用的能力を展開させることを沼的とし、国立・公立・私立それぞれの
設置形態の下で、教育研究水準の向上と、多様で特色ある発展を遂げてきた。とりわけ、
公立大学は、その呂的に加え、自治体が設置・管理するという性格から、地域における高
等教育機会の提供と地域社会での知的・文化的拠点として中心的役割を担ってきており、
今後とも、それぞれの地域における社会・経済・文化の発展への貢献が期待されていると
ころである o 2 0 0 6年 4月 1日現在で、募集停止中の大学を除き 76の公立大学があり、
近年、高齢化社会の到来や、介護保険制度の導入に伴い、看護系大学を牛i心に大学数が急
速に増加している O 専攻別の学生数を見ると、社会科学 (31. %)、保健 (20 %)、人
文科学 (170/0)が多くなっている O
表 3 公立大学の学校数及び在学者数の推移
年度 1980 1989 1993 1998 2003 2006 
学校数 341交 39校 461交 611交 761交 76校
(募集静止を除く。)
在学者数 52， 082 61， 264 74， 182 95，976 120， 463 127，872 
(学校数は全国大学一覧、在学者数は学校基本調査より)
図 3 公立大学における専攻別学生数(出典:文部科学省ホームページ)
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ところで、公立大学については、 2005年 4月に地方独立行政法人法が施行され、設
置者である自治体の判断により法人化が可能となった。 20 0 0年にスタートした留の独
立行政法人制度を踏まえ、地方にも同様の仕組みを導入することとした地方独立行政法人
制度は、試験研究機関、公立大学、地方公営企業、社会福祉事業など、地方自治体が直接
行っている事務・事業のうち一定のものについて、地方自治体とは別の法人格を持つ法人
(地方独立行政法人)を設立し、この法人に当該事務・事業を担わせることにより、より
効果的な行政サービスの提供を目指すものである O このため、制度の基本として、地方自
治体から法人への事前関与・統制を極力排し、事後チェックへの移行を図り、弾力的・効
率的で透明性の高い運営を確保することに眼目が置かれている O
具体的な制度の仕組みとしては、まず、法人を設立する地方自治体(設立団体)の長が、
3 f!三~ 5 f!三の期間を定め、地方独立行政法人の中期目標を、議会の議決を経て設定する O
そして、これを受けた法人の長である理事長が、中期目標を達成するための中期計画を作
成し、設立団体の長の認可を得る。このようにして、法人は、中期目標及び中期計画に従
い業務を行うことになるが、それに際しては設立団体の関与は極力行われず、また、設立
団体は、法人の事務・事業の確実な実施のため、運営費交付金を法人に交付することがで
きるが、この交付金は渡し切りの交付金として弾力的な執行が可能であるなど、異体的な
業務執行については、法人の自律性・自主性に委ねることとしており、さらに職員の給与
等に法人及び職員の業績を反映させる仕組みにするなど、職員の意欲を高める工夫をして
いる D
法人の自律性・自主性を尊重する反面、その業務の実績については、中期目標等に照ら
しj厳しく評価が行われることとなる O 設立団体の執行機関のF付属機関として設置される地
方独立行政法人評価委員会が、定期的に客観的な評価を行い、中期目標の期間の終了時に
おいては、設立団体の長は、評価委員会の意見を聴きつつ、当該法人の業務を継続させる
必要性、組織の在り方等の法人の組織・運営の全般にわたる検討を行い、廃止、民営化を
含む所要の措置を講じることとなっている O
また、住民への透明性を高めるため、業務、財務、計画、評価等広範な事項をインター
ネット等で積極的に公表することとしている O
公立大学については、通常の地方独立行政法人の制度とは異なり、公立大学法人という
名称を用いることのほか、国立大学法人の制度(独立行政法人制度の特例としての位霞づ
け)にならい、設立回体は大学の教育研究の特性に常に配慮しなければならないこと、学
長の任命は選考機関の選考に基づき行うこと、教員等の任命は学長の申出に基づき行うこ
と、中期目標を定める際は法人の意見に配慮することなど、大学の自治、教育研究の自由
を尊重する観点からの特例が設けられている O このような公立大学法人は、公立大学法人
医i際教養大学(秋田県、 2004f!三 4月認可)、公立大学法人首都大学東京(東京都、 2
005年 3月認可)など 33法人が設立され、 42の公立大学を設置運営している O
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( 3 )私立学校の振興
前述のように、学校は、呂、自治体以外に学校法人も設立することができる O 私立学校
に在学する学生生徒などの割合は、大学・短大で約 75%、専修学校・各種学校で約 95 
%、高等学校で約 30%、幼稚留で約 80%を占めており、私立学校は我が留の学校教育
の発展に大きく貢献している O また、近年ますます国際化・高度情報化する社会の中で、
各私立学校には、多様化する国民のニーズに応じた特色ある教育研究の推進が求められて
おり、それぞれが建学の精神に基づく個性豊かな活動を積極的に展開している。このよう
に、私立学校は、我が留の学校教育の発展にとって、質・量両国にわたり重要な役割を果
たしている O
このため、私立学校の振興は、教育行政における重要な政策課題として位;置付けられて
おり、その教育研究条件の維持向上と在学する学生生徒などの修学上の経済的負担の軽減
を図るとともに、経営の健全性を高めるため、経常費補助を中心とする私学助成事業、 1:
本私立学校振興・共済事業団における貸付事業、税制上の特例措置、学校法人の経営改善
支援をはじめとする振興方策が講じられている O
このうち、経常費補助を中心とする私学助成事業については、私立学校振興助成法(1 
976年4月施行)において、大学等を設置する学校法人に対し、当該学校における教育
・研究に係る経常経費について屈が補助できることや、都道府県がその区域内にある幼稚
盟、小学校、中学校、高等学校、特別支援学校等を設置する学校法人に対し、当該学校に
おける教育に係る経常経費について補助する場合に、国がその一部を補助することができ
ることなどが定められている O
私立の幼稚園、小学校、中学校及び高等学校などは、都道府県知事の所管であり(学校
教育法S2 8、S4 4、S4 9、S6 2等)、多額に及ぶ私学助成事業の実施のほか、私
立の幼稚j君、小学校、中学校、高等学校等の設立認可権限(学校教育法S4①)や、設備、
授業その他の事項が法令に違反した場合の変更命令権限(学校教育法S1 4) などを都道
府県知事が有していることと合わせ、自治体においては、都道府県が私立学校の振興の役
割を果たしていることになる。
3-3 義務教育における国と自治体の役割分担
( 1 )市町村の役者j
義務教育の中心的な担い手は学校である O 市田了村は、その区域内にある学齢児童及び学
齢生徒を就学させるに必要な小学校及び中学校を設窪しなければならず(学校教育法S3 
8、S4 9 )、現にほとんどの小・中学校は市町村立である O 市u可村は、通学区域を定め
て小・中学校を設置・運営しており、市町村1織員である教職員の服務監督や、児童生徒数
の調査、入学・転退学、学級編制、教科書採択など、市町村が義務教育の実施において果
たす役割は非常に大きい。
このように、義務教育の実施に当たっては、市町村が中心となってその直接的な役割を
果たしているが、一人一人の国民の人格形成と国家・社会の形成者の育成を担う義務教育
の重要性から、以下のように、都道府県や屈も様々な役割を担うこととされている D
( 2 )都道府県の役割
第 1に、都道府県は、市町村立小・中学校における教職員の人事権を行使している O
市町村立小・中学校の教職員は市町村の職員であるが、都道府県が採用、異動、分i張、
懲戒、給与の決定等を行い(地方教育行政法 S3 7①)、広く市町村域を越えて教職員の
適正配置と人事交流を図っている O ただし、市町村が内申(校長の意見の申し出があった
場合、市町村の内申にその意見を添付することとされており、これにより、校長の意見の
反映が図られている。)をすることとされ、都道府県は市町村の内申をまって人事を行う
こととなり、都道府県はこの内申を尊重する必要がある O 加えて、 20 0 8年 4月からは、
特に教職員の間一市町村内の転任に限つては、市町村aの内申に基づき都道府県が行うこと
が原則となり、市[IJT~寸の意向が一層重視されるようになっている(地方教育行政法 S 3 8 )。
また、定数に関する条例や、給与、勤務時間など勤務条件に関する条例、任免、分限、懲
戒に関する条例を制定するのも都道府:県である(地方教育行政法S4 1、S4 2、S4 3 
③) 0 
なお、政令指定都市には人事権が、中核市については人事権のうち研修に関する実施義
務のみが、都道府県から移譲されている(地方教育行政法S5 8、S5 9) 0 この点に関
し、中核市からは、研修だけでなく人事権の移譲を行うべきであるとの意見が出されてい
るほか、一般の市町村にも人事権を移譲するべきとの意見もあり、地方分権の推進の観点
から議論となっているところであるが、人材の偏在化や広域的な人事異動が困難になるこ
とによる教育水準の格差といった観点からの反対意見もあり、これらの点にどう対応する
かが課題となっている O
第 2に、都道府県は、市町村立小・中学校教職員の給与を負担している(市田了村立学校
職員給与負担法) 0 第 1で述べた市s1T村立小・中学校教職員の人事権を都道府県が行使し
ていることと合わせて、!県費負組教i隊員制度という o $IU刊寸立小・中学校教職員は市町村
職員ではあるが、その給与は義務的経費であり、かつ、多額であるため、例外的に、 $IHT
村より広く財政力が安定している都道的:県の負担とし、給与水準の確保と一定水準の教職
員の確保を図り、教育水準の維持向上を図っているものである O
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12{j 4 県費負担教職員制度のイメージ(出典:文部科学省資料)
第 3に、都道府県は、学級編告Ijの基準の設定、教科書採択地区の決定など、義務教育の
実施に当たっての広域的な事務を行っている。
第 4 に、都道府県は、教育に関する事務の適正な処理を図るため、市 11IT~寸に対し、必要
な指導、助言及び援助を行うことができるとされている(地方教育行政法~ 4 8) 0 
( 3 )留の役割
義務教育における国の役割分担は、第 1に、学校制度等にi認する基本的な制度の枠組み
を制定することである O 学校教育法等による学校教育制度の制定、地方教育行政制度の許可
定、教科書検定制度、教職員免許制度(免許状の種類、授与権者、効力等)の設定などは、
留が行っている O
第 2に、国は、義務教育に関する全国的な基準の設定を行っている O
まず、学校を設置しようとする者は、学校の種類に応じ、文部科学大臣が定める設備、
編信IJその他に関する設置基準に従い、これを設置しなければならないこととされている(学
校教育法 ~3) 02002年に、文部科学省令として小学校設置基準、中学校設置基準、
高等学校設置基準等が制定され、学級編制、校舎・運動場の面積、校舎に備えるべき施設
などを規定している O
また、公立の義務教育諸学校(小・中学校、特別支援学校のノト・中学部等。以下向じ。)
に関しては、学級編制及び教職員定数の標準についても、 i翠が設定している(公立義務教
育諸学校の学級編制及び教職員定数の標準に関する法律) 0 一学級の児童・生徒数の基準
は、同法の定める数(同学年の児童・生徒で編制する学級は 40人)を標準として各都道
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府県が定める O なお、 20 0 0年度から、教育の地方分権を推進し、児童生徒の実態に応
じた学校教育の充実を図る観点から、児童生徒の実態を考慮して特に必要がある場合には、
都道府県の判断により特例的に国の標準を下回る少人数の基準を設けることが可能となっ
ている O この都道府県が定めた基準に従って、小・中学校等の設立自治体が実際の学級編
制を行うこととされている O 市街了1寸が学級編需IJを行う場合には、あらかじめ都道府県に協
議し、その同意を得なければならない。教織員定数は、このようにして決定された学級数
をもとに算出される仕組みとなっており、学級編制と教職員配置が密接に関連づけられて
いる O
さらに、学校において児童・生徒に教えるべき教育内容である教育課程についても、国
が定めている O 科医名と授業時間数は学校教育法及び学校教育法施行規則において定め、
具体的な教育内容の基準は、学校の種類ごとに定められる学習指導要領において定めてい
る。この学習指導要領は文部科学大臣の告示であり法的拘束力を有しているというのが文
部科学省の考え方であるが、教育内容を決定する権限は国家にあるのか、国民にあるのか
という議論ともからみ、その法的拘束性は裁判においても争われた。最高裁大法廷判決 1
976年 5月 21 1:=1 (し¥わゆる学テ判決)では、文部大臣(当日寺)が「教育の機会均等の
確保等の臣的のために必要かっ合理的な基準を設定することができるJものとし、中学校
学習指導要領を「全国的な大綱的基準としての性格をもつものと認められる j ことなどか
ら、 「必要かっ合理的な基準の設定として是認」できると判示した。また、最高裁判決 1
990年 1月 18 Iヨ(伝習館高校事件)では、高等学校学習指導要領について法規として
の性格を認めている O 学習指導要領の内容としては、 「ゆとり教育j の観点から順次削減
が図られてきたが、近年の「学力低下J批判から 2003年に一部改正され、学習指導要
領に示しているすべての児童生徒に指導する内容等を確実に指導した上で、児童生徒の実
態を踏まえ、学習指導要領に示していない内容を加えて指導することができることを明確
にしており、最低基準としての性格が明確にされている O
また、教科書;は、文部科学大臣の検定を経たもの又は文部科学省が著作の名義を有する
ものを使用しなければならない(学校教育法~ 3 4①等) 0 市町村立の小・中学校で使用
される教科書の採択の権限は市町村にあるが、義務教育諸学校の教科用図書の無償措置に
関する法律により、採択に当たっては「市若しくは郡(注4)の区域又はこれらの区域を
あわせた地域Jを採択地区として設定し、地区内の市町村が共同して種目ごとに同ーの教
科書を採択することになっている O 採択地区は、その地域内で同一の教科書を使用するこ
とが適当と考えられる地域であり、都道府県教育委員会が自然的、経済的、文化的条件を
考慮して決定することとなっている O この採択地区は、 2003年 4月現在全国で 544
地区あり、 1!県平均 11地区である O また、 1地区は平均してだいたい 3つの市又は郡で
十持)~えさ才している D
第 3 に、 I~ は、地方自治体における教育条件整備に対する財政的援助を行っている O
公立義務教育諸学校の教職員給与費の 3分の 1は!主!が負担している(義務教育費国庫負
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担法) (この制度については、 4-2参照。)ほか、校舎の建設等に要する経費の補助(義
務教育諸学校施設費国庫負担法)などを行っている D
また、国は、教科書の無償給与(義務教育諸学校の教科用図書の無償に関する法律)を
行っている O 憲法第 26条に掲げる義務教育無償の精神をより広く実現するものとして、
我が国の将来を担う児童生徒に対し、国民全体の負担によって実施されているものであり、
196 3年度に小学校第 1学年について実施され、以後、何:年拡大されていき、 1969 
年度に、ノト・仁iコ学校の全学年について無償給与が実現している O
第 4に、教育に関する事務の適正な処理を|玄iるための指導、助言及び援助である O
文部科学大臣は都道府県又は市町村に対し、必要な指導、助言及び援助を行うことがで
きるとされている(地方教育行政法~ 4 8) 0 これは、地方分権一措法による地方教育行
政法の改正 (20 0 0年 4月施行)で、 「行うものとするJとの義務付けから「行うこと
ができるJ と改められたものである O
このように、教育行政における国と地方の関係は、指導・助言・援助といった強制力の
ない手法が用いられてきたところであるが、実態としては、文部省・都道府県教育委員会
.市IllT~寸教育委員会という縦割りの構造の中で指揮監督的な効力を発揮してきたとの見方
もなさtしている D
また、いじめによる自殺に対する教育委員会の適切さを欠いた対応や、高等学校におけ
る必修科目未履修問題ーなどを受け、屈が教育に対する最終責任を果たすことができるよう
にするため、教育委員会の法令違反や事務の怠りによって子どもたちの教育を受ける権利
が侵害されている場合には、具体的な措置内容を示した「是正の要求」を、子どもたちの
生命・身体の保護のため緊急の必要がある場合には、 í~ニ旨示 J を行うことができるとの改
正がなされた(地方教育行政法~ 4 9 、 ~50o 20081三4月施行) 0 現実には、これ
らの要件に該当するケースはほとんどないものとも考えられるが、地方分権の流れに逆行
する改正であるとの批判もなされている O
3-4 社会教育における自治体の役割
教育行政において、学校教育と並ぶもう一つの大きな柱は、社会教育である口
教育基本法では、 「個人の要望や社会の要諸にこたえ、社会において行われる教育は、
国及び地方公共包体によって奨励されなければならない。 J (教育基本法~ 1 2①)、 「国
及び地方公共団体は、図書館、 i専物館、公民館その他の社会教育施設の設置、学校の施設
の利用、学習の機会及び情報の提供その他の適当な方法によって社会教育の振興に努めな
ければならない。 J (1司法~ 1 2②)と規定している。
また、社会教育法では、社会教育を「学校教育法に基き、学校の教育課程として行われ
る教育活動を除き、主として青少年及び成人に対して行われる組織的な教育活動(体育及
びレクリエーションの活動を含む。)をいう o J と定義し(社会教育法~ 2) 、i主j及び地
方自治体の任務として、 「社会教育の奨励に必要な施設の設置及び運営、集会の開催、資
料の作製、頒布その他の方法により、すべての国民があらゆる機会、あらゆる場所を利用
して、自ら実際生活に即する文化的教養を高め得るような環境を醸成するように努めなけ
ればならない。 J (伺法 S3①)こと、及びその任務を行うに当たっては、 「社会教育が
学校教育及び家庭教育との密接な関係を有することにかんがみ、学校教育との連携の確保
に努めるとともに、家庭教育の向上に資することとなるよう必要な配慮をするものとす
るo Jことを規定している O
実際に行われている社会教育のための施策は、公民館、図書館、博物館など社会教育施
設の設置・運営から、講習会等の開催など非常にi揺が広い。それらは住民に身近な地方自
治体において実施されることが効果的であり、社会教育法においても、国の役割は主とし
て財政的援助など自治体に対ーする援助(同法 S4 )とされ、地方自治体が重要な役割を果
たすことが期待されている O 特に、公民館の設置は市町干すの事務と限定されているように、
社会教育行政において住民に最も近い行政主体である市町村の果たす役割が重要である O
図書館、博物館など、市町村及び都道府県双方の事務とされている分野にあっては、広域
自治体である都道府県は、市町村-にi認する連絡調整に関する事務や、一般市開了村では担え
ない規模・性質の事業を行うなど、適切に役割分担が 12{lられることが必要である O
なお、近年、公共施設による住民サービスの実施に関連して、 PF Iや指定管理者制度
など民間事業者等との協働によるサービス提供の仕組みが整備されてきていることに伴
い、公立関書館、公立博物館などの運営に新たな動きが生じている O 民間事業者の創意工
夫やノウハウを生かした様々な取組が期待されるところである O
4 教育財政
4 - 1 自治体の教育財政の概要
自治体の教育財政の概要を、 2005年度における地方自治体 (47都道府県、 1， 8 
2 1市IUT村、 23特別区、 1， 464一部事務総合及び 63広域連合)の普通会計の純言十
決算額で見ることとする O
自治体が実施する学校教育、社会教育等の教育文化行政の推進に要する経費である教育
費の決算額は 16兆 5，7 7 8億円で、歳出総額に占める割合は 18. 3 %となっており、
歳出総額の中で最も大きな割合を占めている O 教育費の構成比をi主体種類別にみると、都
道府県においては 23. 7 %、 $IHT村においては 10. 8 %となっている。
教育費の目的別の内訳をみると、小学校費が 5兆 992億円と最も大きな割合(教育費
総額の 3o. 80/0) を占め、以下、中学校費 2兆 8， 782億円(同 17. 4 %)、高等
学校費 2兆 4， 9 8 8億円 (1司15. 1 %)、教職員の退職金や私立学校の振興等に要す
る経費である教育総務費 2兆 3， 1 0 1億円(向 13. 9%) のJI慎となっている O 目的男IJ
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の構成比を団体種類別にみると、都道府県においては小学校費が最も大きな割合 (34 . 
2 %)を占め、以下、高等学校費(2 O. 4 %)、中学校費 (19. 3%) の)1演となって
いる O また、市s月十すにおいても、小学校費が最も大きな割合(2 3. 1 %)を占め、以下、
保健体育費 (2O. 90/0)、社会教育費 (2O. 7%) のJI債となっている O
i詔 5 教育費の目的J31j内訳(出典:総務省ホームページ)
純計
16兆5，778糧問
(100.0%) 
1 ~ls218∞畿内
7.7% 
2~出，ぬH畿内
13.9% 
1兆2，12討議問
7‘3% 
H主2，986億円
7.8% 
2兆4，988畿内
15.1% 
2~主8，782機内
17.4% 
5妥協92億丹
30.8% 
都議府蟻
11~ち3 ，378務室内
(100.0%) 
?骨密7村
5~È3t067懲丹
(1脱税〉
教育費の性質男IJの内訳をみると、人件費が 11兆 3， 718億円と最も大きな割合(教
育費総額の 68. 6 %)を占め、以-f，物件費 2兆 834億円(向 12. 6 %)、義務教
育施設整備等の経費である普通建設事業費 1兆 5， 712億円(向 9. 5 %)のJI慎となっ
ている O 性質男IJの構成比を団体種類別にみると、都道府県においては、都道府県立学校教
職員の人件費のほか、市町村立義務教育諸学校教職員の人件費を負担していることから、
人件費が大部分 (84. 8%) を占めている O また、市町沖ずにおいても、人件費が最も大
きな割合 (33. 2%) を占め、以下、物件費 (31. 9 %)、普通建設事業費(2 2 . 
8 %)の傾となっている O
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図 6 教育費の性質男Ij内訳(出典:総務省ホームページ)
憲章 計
16兆弘778銭円
(100.0%) 
都道府犠
打兆31378鰭丹
(100.0%) 
市町村
5~ち3 ，067畿内
(100.0%) 
議営翠業負担金0，0主
なお、このうち学校教育費だけを取り出してみた場合、最終支出ベースにおける国と地
方の割合は国 15%、地方 85%であり、実際の教育行政は、ほとんどが自治体の手で実
施されていることがわかる。
4-2 義務教育費i車庫負担制度
上記のような自治体の教育財政の概要に大きな影響を及ぼしているのが、義務教育費国
庫負担制度である。
義務教育費!車庫負担制度とは、本来、市町村が負担すべき市町村A立小・仁i二!学校教職員の
給与費を都道府県の負担とした上で、留が都道府県の実支出額の原則 3分の 1を負担する
というものである o 2 0 0 6年度予算では、約 70万人分、 1兆 6) 7 6 3億円にのぼる O
国庫負担の対象は、公立の義務教育諸学校教職員(校長、教頭、教諭、事務職員等)の
給料・諸手当である o 1 9 5 3年の現行義務教育費国庫負担法制定後、負担対象経費は順
次拡大されてきたが、 198 5年以降、匡!と地方の役割分担、国と地方の財政状況等を踏
まえ、給料・諸手当以外の費用が国庫負担の対象から外れ地方交付税により財源的に手当
されるようになり、現状となっている O
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図 7 義務教育費国庫負担制度の変遷(出典:文部科学省ホームページ)
磁鞄 態報 紹和 昭和 議選秘 義喜和 犠毒装 結額 童話和 平成 平成 平成 平成
15年 18年 23年 28年 31年 37ま李 総年 初年 60年 先年 15年 16年 四年
1/2 
また、従来は、給料・諸手当と教職員男IJ定数(職種別)のそれぞれについて細かく負担
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限度額が設定されていたが、 20 0 4年度からは総額裁量制が導入され、義務教育費国庫
負担金の総額の範1m内で、給与額や教職員配置に関する地方の裁量が拡大されている。こ
れにより、標準法により必要な教職員定数の算定や人材確保法に基づく教員の給与水準の
確保などを前提として、都道府県が給与の種類・額や教職員の配置を自主的に決定できる
ようになっている O
国庫負担率が 2分の 1から 3分の 1に引き下げられたのは、 2006年度からである O
これは、いわゆる三位一体の改革(地方自治体への税源移譲、国庫補助負担金の改革、地
方交付税の改革を一体として行うこと o )の一環として実施されたものであり、経緯を概
略記せば以下のようである O
2 0 0 4年 6丹、政府は、地方六団体に対して、国庫補助負担金の改革案について地方
として統ーした具体案を取りまとめるよう要請した。地方六団体は精力的に協議・調整を
行い、特に義務教育費留庫負担金の一般財源化をめぐって白熱した議論が行われたが、 2
004年 8月、義務教育費国庫負担金の全額を廃止し税源移譲の対象とすることとした上
で、当面の改革では中学校教職員の給与等に係る負担金を廃止し税源移譲の対象とするべ
きとの改革案を取りまとめた(なお、国庫負担金制度を維持するべき等の少数意見も付記
されている) 0 
地方例!の考え方は、第 1に、国と地方とが適切な役割分担を行うべきということである O
義務教育において、留は統一的、基本的な義務教育の内容、水準を定めることを基本的な
役割とすべきで、地方はその水準を確保しつつ、それぞれの自治体が独自の創意工夫を発
揮して、地域のニーズに適合した教育を実施する役割を果たすべきである O 第 2に、義務
教育における教育費水準の適正支出は一般財源化によっても確保できるということであ
るO 義務教育の根幹は、機会均等、水準確保、無償許可で、教職員給与に関する国庫補助負
担金制度の存続とは別の問題であり、義務教育における水準確保は、学級編制基準を定め
た義務教育標準法や学習内容を示した学習指導要領等によって担保されている O 地域住民
の最大関心事は子どもの教育で、地方行政において最も優先されているのは教育であるか
ら、現に地方は I~ の標準以上に教育費を支出しているし、一般財源化されても教育費の適
正支出を担保できる O 第 3に、義務教育費呂庫負担金制度の一般財源化が効果をもたらす
ことである O 義務教育に関する地方自治体の責任が住民に対して明確になり、教職員の配
置や学級編制についての I~ の基準を満たした上で、地域の教育環境や児童・生徒の実情に
応じた多種多様な取組が可能になる O また、教職員給与に限らず、教育効果の高い外部人
材の活用や外部委託、教材の購入・偶発、教育環境施設の整備等に財政資源を効果的に配
分できる。
このような地方の提案については、;文部科学省、総務省の見解が分かれた。文部科学省
が義務教育費国庫負担金の一般財源化により必要な財源保障ができなくなる懸念、から制度
の堅持を主張したのに対し、総務省が地方税財源でも現行の制度的担保と地方財政計画を
通じた財源保障により所要の}持活支は権保できると主張している O その後、中央教育審議会
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での審議等約二余曲折を経て、最終的には、政治決着により、国庫負担金制度を維持しつつ、
国庫補助負担率を小・中学校教職員を通じて 2分の 1から 3分の]へとカットすることと
された。しかしながら、このような国庫補助負担率の引下げによる国庫補助負担金の削減
では、地方自治体の政策の形成・実施における自由度は増加せず、むしろ補助負担金事業
の実施に伴し¥地方自治体が負担する一般財源が増加し、地方自治体ーの自主性・自律性が減
少されるおそれがあるとの批判がなされているところである O
(注)
1 中央省庁再編 (2001年)前の!日文部省の設置法 O 文部省は、科学技術)l-:と統合
され、現在は文部科学省となっている。
2 地方教育行政法~ 3 0に規定する教育機関であり、 「学校、図書館、陣物館、公民館j
などのほか、 「教育に関する専門的、技術的事項の研究又は教育関係j隊員の研修、保
健若しくは福利厚生に関する施設Jなどをいう D
3 保育所Jは、 「日々保護者の委託を受けーて、保育に欠けーる乳児又は幼児を保育
することを目的とする J (児童福祉法~ 3 9、厚生労働省所管)施設であり、長
が所管している。一方、 「幼稚溜Jは、 「義務教育及びその後の教脊の基礎を培
うものとして、幼児を保育し、幼児の健やかな成長のために適当な環境を与えて、
その心身の発達を助長することを目的とする J (学校教育法~ 2 2、文部科学省
所管)施設であり、教育委員会が所管している O しかしながら、両者は就学前の
子どもを対象とするという意味では伺じであり、両者を一元化すべきとの指橋が
なされてきた O こうした状況を踏まえ、 20 0 6年 10 月から、就学i誌の子ども
の教育・保育及び地域子育て支援を総合的に提供する施設として認定子ども民制
度がスタートしたが、保育所と幼稚園の二つの制度が併存する状況を前提とした
制度であるため、認定等に係る事務処理や会計処理が複雑であるとの指摘がなさ
れている O
4 君-1)Jとは、町村の区域に付けられている地理的な名称である D 歴史的には地方公共
団体としての意義を持った 1寺代もあったが、現在では、地方公共団体としての性格は
なく、その実際上の意味は、都道府県議会議員の選挙区の単位、広域行政の単位など
に限られている O
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Foreword 
The CounciI of Local Authorities' for International Relations (CLAIR) and the National 
Graduate Institute for Policy Studies (GRIPS) have been working since 2005 on a "Project on the 
overseas dissemination of information on the 10caI governance system of Japan and its operation". 
On the basis of the recognition that the dissemination to overseas countries of information on the 
Japanese local governance system and its operation was insufficientラtheobjective of this project was 
defined as the pursuit of comparative studies on Iocal governance by means of compiling in foreign 
languages materials on the Japanese local governance system and its implementation as weII as by 
accumulating literature and reference materials on Iocal governance in Japan and foreign countries. 
In 2007， as a continuation of projects which were begun in 2005ラwecontinued to compile 
“Statistics on Local Governance (Japanese/English)" and to conduct a search for Iiterature and 
reference materials concerned with IocaI governance in Japan and overseas to be stored in the 
Institute for Comparative Studies in Local Governance (COSLOG). We also compiled a “Glossary 
on Local Governance Used in Japanese OfficiaI Gazettes (Japanese/English) (Revised Edition)". 
In addition， continuing from the previous year， we finished compiling“Up-to-date Documents on 
LocaI Autonomy in Japan" on two themes and “Papers on the Local Governance System and its 
Implementation in Selected Fields in Japanぺforwhich we took up 6 themes. 
This project is to be continued in 2008， and we aim to improve the materials so that they wiU 
be of reaI use and benefit to those who are working in the field of local governance. 
If you have any comments， suggestions or inquiries regarding our projectラpleasefeel free to 
contact the Council of Local Authorities for International Relations (CLAIR) or the Institute for 
Comparative Studies in Local Governance (COSLOG) of the National Graduate Institute for Policy 
Studies (GRIPS). 
July 2008 
Michihiro Kayama 
Chairman of the Board of Directors 
Council of Local Authorities for International Relations (CLAIR) 
Tatsuo Ha社a
President 
National Graduate Institute for Policy Studies 
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Preface 
This booklet is one of the results of research activities conducted by the Institute for 
Comparative Studies in Local Governance (COSLOG) in 2007 as one part of a 5-year project that 
started in 2005 entitled "Project on the overseas dissemination of information on the local 
governance system of Japan and its operationぺsponsoredby the Council of Local Authorities fo1' 
International Relations (CLAIR). For the purpose of implementing this project， a "Research 
committee for the project on the overseas dissemination of information on the local governance 
system of Japan and its operation" has been set upヲanda chief and deputy chiefs with responsibility 
for the project have been designated from among the members concerned with each research subject. 
“Papers on the Local Governance System and its Implementation in Selected Fields in 
Japan" (2007ラVolumes5-10) were written under the responsibility of the following six members. 
(The officiaI positions are as ofMarch 2008.) 
(Chief) 
Satoru OhsugiラProfessor，Graduate School of Science， Tokyo Metropolitan University 
(Deputy Chief) 
Y oshinori IshikawaラExecutiveDirector of the Mutual Aid Association of Prefectural Government 
Personnel 
Toshinori Ogata， Professor， Graduate School of ManagementヲKagawaUniversity 
Y oshihiko KawatoラAssociateProfessor， Faculty of Regional PolicyラTakasakiCity University of 
Economics 
Nagaki KoyamaラAssociateProfessorラGraduateSchool ofLibrary， Information and Media Studiesラ
University ofTsukuba 
Kenichiro Harada， Associate Professor， School ofLaw， Tohoku University 
This bookletラtheninth volume in the seriesラisabout educational administration in Japan 
and was written by Associate Professor Nagaki Koyama. It provides an overview of educational 
administration in Japan and the role of local governments from such perspectives as the 
Japanese educational system， the structure and organization of educational administration at 
local government levelラthedivision of responsibilities in educational administration between 
the state (central government) and local governmentsラandeducational finances. 
We will continue to take up new topics， and add to the series. 
Finally， 1 would like to express my appreciation to Associate Professor Koyama， and also to 
other members of the research committee for their expert opinions and advice. 
July 2008 
Hiroshi Ikawa 
Chairperson 
Research committee for the project on the overseas dissemination of informatiol1 
011 the local governance system of Japan and its operatiol1 
Professor 
National Graduate Institute for Policy Studies 
監ducationalAdr明治istraiioぬinJ設P諮問諮問dthe 民oleofしocalGovernments 
introduction 
時a包akiKOYA鱗A
Associate Professor 
Graduate School ofしibrary，Information and 蹴ediaStudies 
Universiiy ofτsukuba 
If we once ask what education is， we can see immediately that the field is very 
broad. Even if we restrict our enquiry to the Fundamental Law of Education， revised 
in 2006フ wefind very many specialist terms used with reference to such fields as 
compulsory educationラ ordinary education， school educationラ home education， 
pre-school education， social education， political education， religious education， and 
much more， and there is of course also the related field of lifelong learning. And in 
addition to these terms， there are a wide range of fields connected with education， 
such as child care， vocational ability developlnent， and so on. This paper will 
concentrate particularly on school education within the framework of “school 
education and social educationぺthedefinition of education given in Article 5ヲ 1tem1 
of the Ministry of Education， Science and Culture Establishment Law (see Note 1)， 
The law defines the character of and the duties to be undertaken by the J¥在inistryof 
Education. Science and Culture. 
Furthermore， various laws including the School Education Law and the Law 
concerning the Organization and Management of Local Educational Administration 
(hereafter Local Educational Administration Law) were revised in June 2007， and the 
amended laws will COlne into effect in April 2008. The descriptions in this paper are 
based on the presumed state of affairs that will exist after April 2008. 
1. An Overview of the Japanese Education System 
1 -1 The legal structure of education 
After the Meiji Restoration in 1868ラ educationin J apan was ilnplemented and 
taken forward within a centralized system as a matter of national policy aimed at 
laying the foundation for the establishlnent of Japan as a modern state. However， 
after the end of W orld War 1， as one elemen t of delnocra tic reform， a process of 
educational reform was carried out aimed at the democratization and decentralization 
of education. 
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In the Co.nstitutio.n o.f Japan， prOlTIu1gated in May 1947， we find in Article 26，① 
the fo.lo.wing statement: “All peo.ple shall have the right to. receive an e吐ual
educatio.n， co.rrespo.ndent to. their ability， as pro.vided fo.r by 1aw.ηWith these wo.rds， it
is stipu1ated that every Japanese citizen has a right to. receive an equal educatio.n as 
a fundamental human right. The Ar七iclego.es o.n to. state:“All peo.ple shall be 
o.bligated to. have all bo.ys and girls under their pro.tectio.n receive o.rdinary educatio.n 
as pro.vided fo.r by law. Such co.mpulso.ry educatio.n shall be free." CArticle 26，②) • 
Fro.m this， we can see that in o.rder to. guarantee the right o.f children to. receive 
educatio.n， an o.bligatio.n is laid o.n tho.se in charge o.f them to. ensure that they are 
educated， and it is further stipu1ated that as a system， co.mpulso.ry educatio.n is the 
respo.nsibility o.f the state and shall be free o.f charge. As can be seen here， educatio.n 
has fo.r the J apanese peo.ple the character bo.th o.f a right and o.f an o.bligatio.n. In 
either case， the specific detai1 is 1eft to. be regu1ated by the law. 
The 1aw that aimed to. establish the fo.undatio.n o.f educatio.n was the 
Fundamental Law o.f Educatio.n， enacted in March， 1947; this 1aw stipu1ates the basic 
co.ncepts o.f J apanese educatio.n， including educatio.nal o.bjectives， equality o.f 
o.ppo.rtunity in educatio.n， the fact that co.mpulso.ry educatio.n is free o.f charge， and So. 
o.n. This Fundamental Law o.f Educatio.n did no.t undergo. a single amendment fo.r o.ver 
half a century fo.lo.wing its enactment， but in 2006， itwas the o.bject o.f a who.lesale 
revlslon. Whi1e universal co.ncepts such as individual dignity and the building o.f a 
peacefu1 and demo.cratic state and so.ciety are taken o.ver into. the new 1aw， itelTIS 
tho.ught to. be impo.rtant as educatio.nal o.bjectives in the J apan o.f to.day are stipu1ated 
afresh， including the impo.rtance to. be attached to. mo.del co.nscio.usness po.ssessed by 
Japanese in such ways as public-spiritedness， and the impo.rtance o.f the culture and 
traditio.ns within which such co.nscio.usness has matured and ripened. 
Mo.reo.ver， the ro.ts and the trunk o.f the J apanese educatio.n system are 
determined by a large number o.f laws， inc1uding the Scho.o.l Educatio.n Law in 
co.nnectio.n with scho.o.l educatio.n， and the Natio.na1 University Inco.rpo.ratio.n Law， the 
Lo.cal Educatio.n Administratio.n Law in co.nnectio.n with educatio.nal administratio.n 
o.r in co.nnectio.n with educatio.nal finances， the Law concerning the Natio.nal 
Tre 
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The School Education System 1-2 
With regard to the system of school education in Japan，“schools円 aredefined in 
schools， lower elementary including kindergartens， as Law School Education the 
and schools， supported specially schools， secondary upper schools， secondary 
different the of functions The 
、?
， ??ー
?Article Law， Education (School unl versltles 
of defined as follows:“}ζindergartensηcultivate the fundamentals are lnstltutlons 
as implement， schools" “elementary education， subsequent and compulsory 
compulsory education institutions， the fundamental matters of ordinary education， 
“lower secondary schools" implement ordinary education as institutions of compulsory 
education， "upper secondary schools" implement high-level ordinary education as well 
and arts the on primarily focusing 'universities" ， while education， specialist as 
of knowledge and at the same time， teach and wide spectrum sClences， lmpart a 
research specialist academic areas in depth. The system is often called a “6-3-3.・4
systemぺfromthe number of years spent in each type of institution， namely 6 years in 
3 years in lower secondary school， 3 years in upper secondary elementary school， 
school and 4 years in university. And this system is paralleled by the system in 
specially supported schools， comprising schools for the blind， schools for the deaf and 
schools for the otherwise handicapped. In terms of the age of the pupils and the 
educational content， these schools also offer a curriculum corresponding to that in 
secondary upper and schools secondary schools， lower elementary kindergartens， 
schools in the ordinary school sector. As described here， the school system in J apan is 
located along a unitary line. 
(Source: Local Government in 
Schools for the blind 
Schools for the deaf 
Schools for the 
oth巴rwisedisabled 
Upper secondary 
department 
The J apanese School Education System 
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1 -3 Compu1so1'Y Education 
A tota1 of 6 yea1's in e1e1τlenta1'y schoo1 Cstarting at the beginning of the 
academic yea1' w hich falls on the day afte1' the chi1d' s sixth birthday or any 
subsequent day unti1 the end of the acadelnic yea1' which begins after the 
chi1d's 12th bi1'thday) p1us 3 yea1's in lower seconda1'Y school Cstarting at the 
beginning of the academic yea1' w hich falls on the day after the child has 
comp1eted e1en1enta1'y schoo1 01' any subsequent day until the end of the 
academic yea1' which begins after the child's 15th bi1'thday) n1aking 9 years in 
all， is 1'ecognized as comprlslng compu1so1'Y ed uca tion CFundan1en tal La w of 
Education， A1'ticle 5，①， Schoo1 Education Law， A1'ticles 16 and 17). Hence it is 
prescribed that those in charge of a child are put under an obligation to ensure 
that the child receives 9 yea1's of o1'dinary education. 
O1'dinary education， implemented in the fo1'm of compulsory education， sets 
its objectives as being to extend the abilities of each individual child， and while 
doing this， to cultivate the foundations of living independently in society， and 
at the same time， to nurture and develop the skills that are considered 
necessary to enable young people to function as the fonnative agents of the 
N a t i 0 n a 1 D iet a n d s 0 c i e t y. T h S t a t e a n d 10c a 1 g 0 v e r n m e n t s g u a r a n t e e th e
p1'ovlslon of compulsory education， and with a view to safegua1'ding its levels， 
1'esponsibilities are appropriately allocated within a framewo1'k of mutual 
cooperation. 明日th each pa1'ty bearing its sha1'e of the responsibility for 
imp1ementation， compulso1'Y education is provided without any tuition fee being 
collected， in schools established by cent1'al government 01' by local governments 
CSchool Education Law， Article 5，② to④). 
With 1'egard to p1'og1'ession to schools at a 1evel above that of compu1sory 
education， the 1'ate of advancen1ent to uppe1' secondary schoo1s changed from 
42.5% in 1950 to 82.1% in 1970， 94.2% in 1990， and 97.7% in 2006， showing 
that equality of educationa1 opportunity was being taken forward. The 1'ate of 
advancement to universities and junio1' colleges also changed from 10.1 % in 
1954 to 23.6% in 1970，37.4% in 1980， and 52.3% in 2006. 
2. The structure of educational administration in local governments 
2 -1 Boa1'ds of education 
The bodies that bea1' 1'esponsibility for educationa1 administ1'ation in Japan 
are a t cen tral governlnen t level， the ]¥在inistryof Educa tion， Culture， Spo1'ts， 
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Science and Technology (hereafter MEXT) and at local government level， 
prefectures and municipalities (cities， wards， towns and villages) as well as 
boards of education， which perform a leading role and are established as 
representative councils within each local public body to deal with educational 
matters. A board of education is one e文ecutiveorgan of a local public body， and 
it i会specifiedtha t one such organ m ust be established within each ordinary 
local public body (Local Autonomy Law， Article 180-5①) •
In Article 93 of the Constitution of J apan， it is stipulated with regard to 
local public bodies that the members of assemblies， constituting “deliberative 
organs円， and the chiefs of all local public bodies， constituting executive organs， 
shall be elected by direct popular vote. To this extent， a presidential system is 
employed， but the executive organ of a local public body is not constructed in 
such a way that the chief is the unique apex of authority. In addition to boards 
of education， there are many other committees and posts， such as the Personnel 
Committee， the Election Supervision Committee， supervisory auditors， and so 
on， (often all lumped together under the generic title of “administra tive 
committees"). While all these executive organs have independent authority， at 
the same time， the system is one in which the chief supervises and represents 
the local public body， and implements comprehensive adjustment of all the 
executive organs (pluralism of executive organs). The adoption of this kind of 
pluralism avoids the centralization of authority in one organ， and the 
expectation is that by having authority divided among multiple executive 
organs， and having each of these organs carry out their duties independently， 
de1110cratic local administration will be implemented. 
Within this system， the significal1ce of establishing a board of education is 
comprised， according to documents issued by MEXT， in three points. 1) Boards 
of educatiol1 safeguard political neutrality. In an education system which aims 
to form an individual's mental and psychological values， it is in1portant that 
the content 111aintains neutral ilnpartiality， and in tenns of educational 
adn1Inistration too， it is necessary that the neutrality of the system is 
safeguarded against individual value judglnents or particular factional 
influences. 2) Boards of education confirm continuity and stabi 
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is seen by local residents as being very close to their daily lives and is the 
object of a high degree of interest， hence it is i111portant that it is not simply 
the responsibility of specialists， but that it is administered on the basis of the 
sentiments of a wide range of local Opl1110n. 
2 -2 The organiza tion of boards of ed uca tion 
Diagram 2 
《丁heorganization of a board of education)) 
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municipaJ board 3れ1e行1Ors.
Educational institutions 
A board of education is a representative type of administrative committee 
normally cOlnposed of 5 111elnbers who are appointed by the chief of the local public 
body after obtaining the consent of the assembly; (however， as a result of 
detenninations in bylaws， in the case of prefectures or cities， or associations of which 
these are lne111bers， itis possible for the number to be set at 6 or 1110re， or in the case 
of associations to which only towns or villages belongラ tobe set at 3 or more (Local 
Education Administration Law， Articles 3 and 4). 
1n 1948， when the system of boards of education was first established， the 
members were publicly e1ected. However， itwas found that① e1ections were he1d on 
a politica1 basis， and this was incorporated into the management of the boards，② 
persons with 1arge funds or with a powerfu1 body supporting them were e1ected lTIOre 
easi1y， and ③ 1arge and powerfu1 organizations used their power to get members 
e1ected. Against the background of these three points; there was an increasing 
tendency to centralize contro1 over educationa1 administration， and for reasons such 
as this， the system of public e1ections was abolished in 1956 and changed into the 
current1y existing system. 
The term of office of members of a board of education is 4 years， and 
reappointment is possib1e. A member may on1y 10se his position or be dismissed for a 
specific reason such as one of the following: 1) when a recall motion is submitted 
during the member's term of office in the form of a petition signed by one-third or 
more of eligib1e voters， 2) when it is acknow1edged that the member is unab1e to 
continue in of五cedue to physica1 or menta1 incapacity， or 3) when it is acknow1edged 
that the member is in vio1ation of the terms of office. It is on the basis of the fact that 
a member's position is safeguarded by not being ab1e to be removed from office for 
other reasons， that the stability of educationa1 administration is guaranteed. 
FurthenTIore， in a case where members be10nging to the same politica1 party 
constitute a majority on the board of education， the member or members who joined 
the party most recent1y will 10se their post (Loca1 Education Administration Law， 
Article 7，②③). It is a1so forbidden for members to become office-ho1ders in a 
politica1 party or to active1y engage in party politica1 activities. In ways such as 
these， the po1itica1 neutrality of educationa1 administration is safeguarded. 
Detai1s of the average age and type of emp10yment he1d by board of education 
members are given in Tab1e 1. 
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Table 1 Overview of board of education members (As of May 1， 2005. 
Source: Educational adlninistration survey) 
Prefectures h在unicipalities
Total of members 233 9，880 
Average number of 
3.4 5.5 
years 1n post 
Average age 60.7 61.7 
Percentage of women 31.3010 27.10/0 
Doctor， teacher 41.2% 20.4% 
Occu-
Company office 
42.9% 18.70/0 patlOn 
holder 
Agriculture 0.4% 13.8o/c) 
Commercial man 
0.4% 6.00/0 
agement 
Other 0.4010 4.1 01 
Unemployed 14.6010 37.1 % 
Percentage with educa-
21.0% 31.4<Yo 
tional experience 
Percentage of parents 
16.3010 14.50/0 
or guardians 
(Note : Excluding the post of superintendent of the board of education) 
2 -3 Superintendent of the Board of Education 
A superintendent of education is placed in charge of all the duties pertaining to 
the authority of a board of education to be carried out under the direction and 
supervision of the board melnbers (Local Education Administration Law， Articles 16， 
17). 1n addition， a secretariat will be established to deal with clerical duties， and a 
teachers' consultant， office staff and technical staff will normally also be appointed 
(ibid， Articles 18ラ 19).
The superintendent has special status in that at the same time as giving advice 
to the n1en1bers of the board of the education about their proceedings from the 
standpoint of a specialist in educational administration， he is also responsible for the 
specific Ilnplementation of the course of action decided by the board. 1t was with these 
points in mind that in the past， from the point of view of seeing the appointment 
procedures as sOlnething requiring careful deliberation and of wanting to ensure that 
-83-
the right person occupied the post， when a board of education nominated a 
superintendent， then in the case of a prefecture or an ordinance-designated city， the 
approval of the Minister of Education， Science and Culture was needed， or in the case 
of amunicipality， the approval of the prefectural board of education. However， since a 
query was raised as to whether this device permitting intervention by central 
government or a p民 fecturalgovernment in the personnel matters of a different local 
public body did not symbolize a centralization of authority， it was felt that with a 
view to developing educational administration autonomously and positively in line 
with the actual conditions of the local area concerned， itwas necessary to introduce a 
system whereby the local public body， on its own initiativeフ couldsecure a suitable 
person for the post of superintendent of education. It was from this perspective that 
by means of a revision of the Local Education Administration Law within the 
Omnibus Decentralization Law Cimplemented in April 2000)フ thissystem of seeking 
and granting perl11ission was abolished， and at the same time， in both prefectures and 
ordinance-designated cities， local boards of education were enabled to nominate a 
superintendent of education from among their members (excluding the head of the 
board of education) (Local Education Administration LawフArticle16ヲ②).In the case 
of the superintendent of education in a municipality， or an association of 
11 unici pali tiesヲ itwas stipulated that the system should be as in the past， whereby 
the superintendent of education was nominated from among the members of the 
board of education. Details of such items as the average age of superintendents of 
education， the degree of administrative experience possessed by them， etc， are given 
in Table 2. 
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Table 2 Overview of board of education supe1'intendents (As of May 1， 2005， 
Source: Educational adn1Inistration survey) 
Prefectures 五在unicipalities
Total 46 2，354 
Average number of years 
2.2 3.9 
ln post 
Average age 58.9 63.7 
Percentage of women 0.0% 2.5%) 
Percentage with 
65.2% 31.3% 
administra tive experience 
Percentage with 
experience in ed uca tional 76.1 % 74.5%) 
administra tion 
Percentage with teaching 
26.1 % 68.3% 
expenence 
2 -4 The duties of a board of education 
A boa1'd of education deals with a wide range of duties， inc1uding 
education， cultu1'e and sport. The following duties a1'e stipulated in A1'ticle 23 
of the Local Education Administration Law as falling within the professional 
authority of the board of education. 
o Matters pe1'taining to the establishment， administration or closure of 
a school or other educational facility(see Note 2) coming within the 
jurisdiction of the boa1'd of education. 
o Ma tters pe1'taining to the administra tion of the properties tha t serve 
the pu1'poses of a school or other educational facility. 
o Matte1's pe1'taining to the appointment of an employee of the board of 
education or of a school or other educational facility， 01' othe1' personnel 
matters. 
o Ma tters pertaining to school education. 
. Ma tte1's pertaining to child1'en of school age entering school， 
changing schools or leaving school. 
五在atterspertaining to the structu1'al organization of schools， the 
curriculum， learning guidance， pupil guidance， and p1'ofessional 
duties. 
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Matters pertaining to textbooks or to the use of other educa tional 
materials. 
Matters pertaining to the maintenance of school facilities and 
educational equipment. 
Matters pertaining to the training of the school principal and other 
educational staff members. 
Ma tters pertaining to the healthフ safetyand welfare of the school 
principal and other staff members as well as topupils. 
Matters pertaining to school meals. 
o Matters pertaining to the environmental hygiene of school and other 
ed uca tional facili ties. 
o Matters pertaining to the education of young people and of women， 
and to the running of citizens' halls and other aspects of social 
education. 
o Matters pertaining to sport. 
o Ma tters pertaining to the protection of cultural assets. 
o Matters pertaining to UNESCO activities. 
o Matters pertaining to juridical bodies concerned with educational 
matters. 
o Matters pertaining to educational investigations as well as to 
designated statistics and other statistics. 
o Matters pertaining. to discussions on educational administrative 
issues concerned with legally enforceable issues. 
o Matters pertaining to duties having to do with education within the 
administrative jurisdictional area of the local public body concerned. 
A board of education lnay establish board of education regulations on 
ma tters wi thin i tsj uris dictional a u thori ty provided tha t these do not infringe 
laws or bylaws. Furthermore， a board of education may， by virtue of the board 
of education regulations so established， delegate a part of its jurisdictional 
authority to the superintendent of education. However， according to the 2006 
revlslons to the Local Education Administration Law， with a view to clarifying 
the responsibilities and role to be carried out by a board of education as a 
representative body， the following 6 matters are stipulated as ones that lnust 
be administered and implemented by the board of education itself and that may 
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not be delegated to the superintendent of education:① ba sic policy directions 
in educational adlninist1'ation，② establishment or 1'evlslon of boa1'd of 
education 1'egulations，③ the establishment or closure of a school 01' othe1' 
educational facility，④ personnel n1atters concerned with educational 
personnel 01' with the staff of the sec1'eta1'iat of the board of education，⑤ 
examination or evaluation of the activities of a boa1'd of education， and ⑥ 
submission of opinions concerned with budgeta1'Y matters 01' draft bylaws (Local 
Education Administration Law， Article 26，①②) .
Fu1'thermore， f1'om among educational matte1's， the following matte1's a1'e 
ones that must be adlniniste1'ed and implemented not by the boa1'd of education 
but by the chief (gove1'nor or mayor) of the local public body concerned:① 
lnatters to do with universities，② matte1's to do with p1'ivate schools，③ 
matte1's to do with the acquisition 01' disposal of educational p1'operties，④ 
matters to do with the conclusion of a cont1'act relating to the board of 
ed uca tion， and ⑤ lnatters concerning the implen1entation of a budget 
concerned with the board of education (Local Education Administ1'ation Law， 
Article 24). In pa1'ticula1'， on matters concerned with private schools other than 
universitiesラ thejurisdiction of the prefectural governor is stipulated in the 
School Education Law (School Education Law， Articles 28， 44， 49， and 62). In 
this connection， bearing in mind that there is an insufficient guarantee of the 
presence of specialist staff within the governor's secretariat， it is stipulated in 
the law that the prefectural governor may， when it is deelned necessary in 
connection with the administration or ilnplementation of duties concerned with 
private schools， seek advice or assistance on specialist n1atters concerned with 
school education， from the prefectural board of education (Local Education 
Administration Law， Article 27-2). 
2 -5 Debate concerning the ideal pattern of a boa1'd of education 
五在anydifferent issues have been 1'aised conce1'ning the ideal pattern of a 
board of education. 1n a report entitled “Concerning the ideal pattern of a board 
of education in an age of decent1'alization"， issued in Janua1'Y 2005 by the Local 
Education Administration G1'oup， a small committee within the Education 
System Sub-Comlnittee of the Central Council for Education， a consultative 
o1'gan to the Minister of MEXT， the following points are specified:① A board of 
education doesnot implement conscious decision-making simply by confirming a 
subn1ission f1'om the secreta1'iat. ② There is a strong tendency fo1' a boa1'd of 
education to carry out educational administration in line with the intentions of 
educational specialists such as teachers and without adequately reflecting the 
intentions of local residents.③ What kind of role a board of education plays and 
what kind of activities it undertakes are not very familiar matters to local residents. 
明日thoutany point of contact between the board and local residents， the board's 
existence is remote.④ Focusing its main attention on the intentions shown in 
instructions from central government and the p;refecture， a board of education does 
not necessarily adhere strongly to policies that are in line with the actual conditions 
in the local area concerned.⑤ There is a strong tendency for schools to a ttach a 
higher priority to the courses of action advocated by central government and 
prefectures than to those of municipalities， which are the establishing bodies of the 
schools. Mention was also made of the fact that the consciousness of links with 
municipalities was very weak among teachers. 
In addition to the above points， in recent years， there has been debate about the 
relationship between governors or mayors and boards of education as one element in 
the mOvelnent to take a fresh look at the relationship between the governor or mayor 
and administrative committees. 
In a report entitled “Report on the Expansion of Local Autonomy and 
Independence as well as the Ideal Management Pattern of Local Assembliesぺissued
in December 2005 by the Local Government System Research Council， an advisory 
organ to the Prime Minister， we can find reference to issues concerned with 
administrative committees， in particular to the need“to improve the circumstances 
that have given rise to the growth of administrative areas in which the demand for 
responsibility to be taken by the directly elected governor or mayor has not 
necessarily been n1et， and to aim at simplifying the structure and the comprehensive 
and effective n1anagement of local administration". Within the report， in connection 
with the system of boards of education， itis pointed out that unified organizational 
management is hindered by the fact that both the board of education and the 
governor or mayor have analogous duties with regard to day nurseries and 
kindergartens (Note 3)， private sector and public sector schools， and other issues， and 
it is suggested that it would be appropriate to choose either that a local public body to 
establish a board of education on the basis of its own judglnent and carry out duties 
concerned with education， or that the governor or mayor carry out such duties 
without establishing a boa1'd of education. Reasons fo1' this kind of report are as 
follows: At national level， there is no administ1'ative committee system concerned 
with education， but the demands for the safeguarding of political neutrality and 
88 
reflection of residents' views in addition to the issue 1'aised above of analogous duties 
ca1'1'ied out by both the gove1'no1' 01' 111ayor and the boa1'd of education， as a 1'eason fo1' 
the need to establish a boa1'd of education cannot be conside1'ed sIlnply as a 
distinctive characteristic of local educational ad111inist1'ation. It is also possible to 
1'espond to these demands by lneans of the activities of delibe1'ative councils and by 
othe1' methods. 1n particular， the 1'epo1't lnakes the point that f1'011 the perspective 
that the public election of a gove1'nor 01' mayor is a mo1'e app1'op1'iate lnethod of 
reflecting the views of local 1'esidents， the1'e is no 1'eason fo1' all public bodies to 
establish a boa1'd of education. 
Fu1'the1'mo1'e， with 1'eference to duties concerned with such ite111S as cultu1'e， 
spo1't， lifelong lea1'ning suppo1't， kinde1'ga1'tens， social education and the p1'otection of 
cultural assets， i.e. duties othe1' than those connected with school education in 
public-sector elementary， junior high and senior high schools， the Council repo1't 
referred to above says that a 111echanism should be put in place im111ediately to enable 
a choice to be 111ade over a wide range between having these duties car1'ied out by the 
gove1'no1' or mayor 01' by the board of education on the basis of a decision by the local 
public body. 
Against the above background， the Local Education Administ1'ation Law was 
revised in J une 2007， making it possible for the governor or mayor to be 1'esponsible， 
by vi1'tue of a decision made in a bylaw， fo1' administe1'ing and implementing eithe1' 
matte1's pe1'taining to spo1't (excluding physical education in schools) 01' matte1's 
pe1'taining to cultu1'e (excluding the p1'otection of cultu1'al assets) 01' both these 
matte1's (effective as f1'om Ap1'il 2008). F1'om the pe1'spective of the advance of 
decent1'alizationヲ itis impo1'tant， in connection with the o1'ganizational patte1'n of the 
ilnplelnenting o1'gans of a local public body， for the local public body to be able to 
make choices， as fa1' as at all possible， that a1'e in line with the actual conditions of 
the local a1'ea conce1'ned. 1t is fai1' to say that the1'e a1'e hopes of fu1'the1' 1'eforms in 
this di1'ection in the futu1'e. 
3 The division of responsibilities between the State 作centralgovernment) and 
local public bodies in educaiional administration 
3 -1 The p1'inciples of the division of 1'esponsibilities between the State and local 
public bodies 
1n the Local Autonomy Law， itis stipulated as a basic p1'inciple of the division of 
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responsibilities between the State and local public bodies that “the task of a local 
public body shall be to promote the welfare of its residents， for which purpose it shall 
carry out a wide range of tasks in the autonomous and comprehensive performance of 
local public administration" (Local Autonomy Law， Article 1-2). On the other hand， it
is stipulated that in order to accomplish this objective， the role of the State shall in 
the main be ① to attend to matters relating to Japan's position as a nation in the 
international community，② to attend to matters concerning basic rules on national 
activities or local autonomy that should be standardized nationally，③ to attend to 
matters concerning policies or programs to be implemented on a national level or 
from a national viewpoint，④ to attend to those lnatters which should fundamentally 
be carried out by the State， while observing the basic principle that administrative 
matters close to the people shall as far as possible be referred to local public bodies. 
日lhilethere should be an appropriate sharing of roles with local public bodies， in the 
working out of rules and the implementation of progralns relating to local public 
bodies， the independence and autonomy of local public bodies must be fully exercised 
(Local Autonomy Law， Article 1-2②). It is a matter of course that these principles 
also apply to the field of educational administration. 
In Article 16 of the revised Fundamental Law of Education， itis stipulated that 
educational administration should be carried out fairly and properly with an 
appropriate sharing of roles and on the basis of mutual cooperation between the State 
and local governments. Through these wordsラ adivision of responsibilities between 
the state and local public bodies is decided. Specifically， the State， on the basis of 
aiming at equality of educational opportunity and the ralslng of educational levels 
throughout the country as a whole， must formulate and implement policies concerned 
with education in a comprehensive way， while on the other hand， local public bodies， 
on the basis of aIlning to promote education within a specified local area， must 
forn1ulate and implen1ent policies concerned with education that fit the actual 
conditions prevailing in that area. It is further stipulated that both the State and 
local public bodies， with a view to ensuring that education is implemented smoothly 
and continuously， lnust i 
3 -2 Establishing and managing schools 
(1) The establishing body of schools and establishment procedures 
The paper will turn now to a look at the establishment and manage"ment of 
schools in the context of a sharing of roles between the State and local public bodies. 
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Schools may be established by central government Cincluding national university 
corporations)， by local governments Cincluding public university corporations) and by 
school corporations， and the institutions established by each of these bodies will be 
national schools， public schools or private schools (School Education Law， Article 2). 
As explained above， the concept of “schoolsηas used here covers institutions of 
various types， including kindergartens， elen1entary schools， junior high schools， 
senior high schools and universities， and the question of which body can establish 
each of these types is not defined in a single， unified way. However， municipalities 
(cities， towns and villages) must establish the necessary elen1entary and junior high 
schools for. attendance by pupils of school age resident within the area of their 
jurisdiction Cibid， Articles 38 and 49)， while prefectures must establish necessary 
specially supported schools for those pupils from an10ng pupils of school age resident 
within the area of their jurisdiction who satisfy set criteria relating to visual 
handicap， aural handicap， cognitive handicap， mobility ilnpainnent or physical frailty 
(ibid， Article 74). An obliga tion regarding the establishm ent of the foregoing schools 
is laid upon the municipality and the prefecture respectively. 
Those bodies that aim to establish a school must comply with the establishment 
criteria relating to facilities， organization and such matters， as laid down by the 
Minister of MEXT (ibid， Article 3)， must， in the event of establishing a school， 
excluding national universities， schools that must be established as a result of a legal 
obligation (elementary and junior high schools in the case of municipalities， and 
specially supported schools in the case of prefectures)， and schools established by 
prefectures (excluding universities)， obtain pennission from the Minister of MEXT in 
the case of public (二municipalor prefectural) and private universities， from the 
prefectural board of education in the case of municipal kindergartens and senior high 
schools， and frOln the prefectural governor in the case of private kindergartens， 
elelnentary schools， junior high schools and specially supported schools (ibid， Article 
4①) • 
1n tern1S of the main establishers of schools， ifwe look at the results of the basic 
survey carried out every year by 1¥在EXT，we see that the breakdown into categories of 
establishers is as follows (as of May 2006): for elementary schools (total of 22，878)， 73 
(0.3%) are national， 22，607 (98.8%) are public， and 198 (0.9%) are private， and for 
junior high schools (total of 10，992)，76 (0.7%) are national， 10，190 (92.7%) are public， 
and 726 (6.6%) are private. Almost all elementary and junior high schools fall into the 
category of public (lnunicipal) schools. Turning to senior high schools (total of 5，385)， 
we find that 15 (0.3%) are national， 4，045 (75.1 %) are public， and 1，325 (24.6~ρare 
private. The percentage of senior high schools in the private sector is higher than for 
elementary and junior high schoolsフ butthree-quarters of the schools are still public 
sector schools (according to a survey implemented by the ]¥在inistryof Internal Affairs 
and ComlTIunications， about 96% of the schools are prefectural). Looking next at 
universities (total of 744)， we find that 87 (11. 7%) are national， 89 (12%) are public， 
and 568 (76.3%) are private， while in the case of junior colleges (total of 468入8(1.7%) 
are national， 40 (8.5%) are public， and 420 (89.7%) are private; in both these two 
latter ca tegoriesフthereare high percentages of institutions in the private sector. 
(2) Public universities 
Looking more specifically at universities， at the same time as imparting 
know ledge， focusing primarily on the arts and sciences， over a wide area， they also 
carry out irγdepth research in specialist fields， and aim to develop cognitive， moral 
and applied abilities in their students. In accordance with the respective pattern of 
their establishment， national， public and private universities have raised the level of 
educational research and achieved wide-ranging and distinctive developments. In 
particular， public universities have， in addition to the general objectives listed here 
and ref1ecting the fact that they are established and administered by local public 
bodies， played a central role in functioning as intellectual and cultural focal points in 
local areas and in providing opportunities in higher education in those areas. As of 
April 1， 2006， among a total of 76 public universities， the number of universities 
centered on the nursing sciences has shown a sharp increase， ref1ecting the advent of 
the aging society and the introduction of a care insurance system. In terms of the 
categories of subjects， large numbers of students are found in the. social sciences 
(31 %)， health sciences (20%) and humanities (17%) 
Table 3 Changes in the number of public universities and the number of students 
Year 1980 1989 1993 1998 2003 2006 
Number of 
34 39 46 61 76 
unlVersltles 76 士
Number of 
52，082 61，264 74ヲ182 95，976 120ラ463 127，872 
students 
一ーー」一目
(Data sources: for university numbers: All-Japan Universities Directory; for 
student numbers; Basic school survey) 
士Excludinguniversities that have stopped recruiting students 
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Diagram3 Students in public universities grouped by specialty (source: HP of the 
MEXT) 
public universities 
Human Science 18.792 
Social Science 33.755 
Science 3.770 
Engineering 15.607 
Agriculture 3.541 
Health 21.686 
Household 2.179 
Education 1.290 
Arts 3.688 
Otheγs 5.739 
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6% 
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Howeverう looking、atthe organizational status of public universities， in April 
2005フ the concept of local independent administrative institutions was 
implemented， and it became possible for the bodies establishing public 
universities to achieve corporate status as such institutions. The independent 
administrative institution system started in fiscal 2000 in respect of national 
insti tu tions， and using tha t as a modelフ thesame kind of system was introduced 
at a local level， and has been applied by local public bodies to a variety of 
institutions established by such bodies フ providedthat they meet certain set 
cri teriaヲ including research insti tu tes， pu blic uni versi tiesフ local publicly 
managed firms， social welfare enterprises， and so on; these bodies have been 
established as local independent administrative institutions， the intention 
being that through this restructuringラ they should be able to provide 
administrative services in a more effective way. With this aim in mind， as a 
basic criterion of the change to the new system， the main object is to eliminate 
as far as possible prior intervention and control by the local public bodyフ and
instead to aim at implementing post司incorporationchecks and safeguarding a 
high level of flexibility， efficiency and transparency. 
Looking in more detail at the specific mechanisms of the sys七emフ inthe 
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first instance， the governor or mayor of the local public body that aims to 
establish a local independent administrative institution (the establishing body) 
decides on an intermediate target in the form of a time scale of between 3 and 5 
years for the local independent administrative institution， and establishes it 
via the medium of an assembly resolution. Then the Chairman of the Board of 
Directors of the local independent administrative institution thus established 
takes receipt of the decision， draws up an intermediate plan designed to meet 
the intermediate target， and obtains approval of the plan from the governor or 
mayor of the establishing body. As a result of these procedures， the local 
independent administrative institution is enabled to carry out its activities in 
accordance with the intermediate target and the intermediate plan， and 
intervention on the part of the establishing body is reduced to an absolute 
mlnlmum. Furthermore， the establishing body， with the aim of firmly ensuring 
that the local independent administrative institution implen1ents its duties and 
activitie 丸山 able to give a grant of lnanagement expenses to the local 
independent administrative institution， but since this grant takes the form of a 
lump-sum paymentフ flexible implementation is possible， and concrete 
operational details are left to the independence and autonomy of the local 
independent administrative institution， furthermore the mechanism is such 
that accomplishments of elnployees can be reflected in the salary levels of the 
local independent administrative institution and its employees， hence the 
mechanism can be seen as a device for ralslng levels of eagerness and 
enthusiasln on the part of elnployees. 
The converse of affording a high level of respect to the independence and 
autonomy of the local independent administrative institutions is that 
accomplishments are evaluated very strictly by reference to such measures as 
the intermediate targets. The Local Independent Administrative Institution 
Evaluation Committee， established as an attached organ of the implementing 
organ of the establishing・body，regularly carries out objective evaluations， and 
at the end of the intern1ediate period， the governor or mayor of the establishing 
body listens to the oplnlons of the Evaluation Committee and， in the light of 
these， exalnines the overall organization and manage 
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Moreover， with a view to enhancing the transparency of the local 
independent administrative institution vis-a-vis local residents， strenuous 
efforts are made to publicize via the internet and other lDeanS， details of such 
items as the work of the local independent administrative institution， its 
financial situation， plans， and the results of the evaluation. 
With regard to public universities， their systelD of managen1ent is different 
from that of local independent administrative institutions， and they are known 
by the generic nalDe of Public University Corporations. They are treated as a 
special case within the system of local independent administrative institutions 
(just the same trea tment as national uni versity organizations within the 
system of independent administrative institutions). Specifically， special 
lDeasures are put in place from the viewpoint of respect for university 
autonomy and for the freedom of education and research; these include the fact 
that the establishing body must always take considera tion of the special 
character of university education and research， that the appointment of the 
president of the university is based on election by an electoral body， that the 
appointment of teaching and administrative staff is based on an application 
from the President， and that when setting intermediate targets， consideration 
must be given to the OplnlOnS of the university. Public university corporations 
following this pattern total 33， including such examples as Akita International 
University (Akita Prefecture， granted permission in April 2004) and Tokyo 
Metropolitan University (Tokyo Metropolis， granted permission in March 2005)， 
and embrace a total of 42 public universities. 
(3) The prolDotion of private schools 
As explained above，“schools" can be established by the State， by local 
public bodies， or by an educational corporation. The percentage of pupils and 
students at private educational institutions amounts to about 75% for 
universities and junior colleges， about 95% for special training colleges and 
miscellaneous schools， about 30% for senior high schools， and about 80% for 
kindergartens. Hence it is clear that private schools make a large contribution 
to the developlDent of school education in Japan. 五在oreover，against the 
background of a society that is becoming increasingly internationalized and 
technologically sophisticated in terms of such items as infonDation technology， 
den1ands are growing for the development of distinctive kinds of education and 
research that can meet the very diverse needs of the Japanese people， and 
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private schools are enthusiastically developing activities with a rich individual 
flavor on the basis of the spirit that inspired their foundation. 1n ways such as 
these， private schools are playing an important role in qualitative and 
quantitative terms in contributing to school education in J apan. 
1t is against the above background that the promotion of private schools 
has become an Ilnportant policy issue in educa tional administra tion. 
S p ecificallyフ withthe aim of strengthening healthy management at the same 
time as aiming to maintain and improve educational and research conditions 
and to reduce the financial burden borne by students in private schools， various 
promotion policies have been implemented， focusing primarily on assistance 
with running expenses. The policies and measures include loan schemes 
administered by "The Promotion and Mutual Aid Corporation for Private 
Schools of J apanぺ an organization that aims to provide help to private 
education， special devices to assist with taxation issues， and advice on 
improving management techni弓ues.
Extracting from the above the element of private school assistance focusing 
prIlnarily on help wi th running expenses， i t isstipula ted in the Pri va te School 
Promotion Subsidy Law (enforced in April 1976) that the State is able to give 
financial assistance to an educational corporation that establishes a univer幻ty
or other educational institution in respect of the running expenses concerned 
with the education and research carried out by the said institution， and that 
when a prefecture gives financial assistance to an educational corporation that 
establishes a kindergarten， elementary school， junior high school， senior high 
school， specially supported school， etc， within the area of its jurisdiction， 
central governlnent can assist with part of that expense. 
Private kindergartens， elementary schools， junior high school， senior high 
schools， etcラ fall within the jurisdiction of a prefectural governor (School 
Education Law， Articles 28， 44， 49， 62， etc) and in addition to the 
implelnentation of private school subsidies， which can amount to a considerable 
sUln， the governor has the authority to grant permission for the establishlnent 
of a private kindergarten， elementary school， junior high school， senior high 
school， etc (School Education Law， Article 4①) as well as the authority to issue 
an order for 
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J apan. 
3 -3 The ro1e of the State and the ro1e of 10ca1 public bodies in c0111pu1sory 
education 
(1) The ro1e of municipalities 
The centra1 ro1e in c0111pu1sory education is that of schoo1s. 五在unicipali tie s 
(cities， towns and villages) must establish e1ementa1'Y schools and junior high 
schools fo1' attendance by chi1dren of school age resident with thei1' respective 
jurisdictions (Schoo1 Education Law， Articles 38 and 49)， and in fact， a1n10st all 
e1ementary and junior high schoo1s are 111unicipa1 scho01s. 
M unicip ali ties p1ay a very 1arge r01e in the Il11p1e men ta tion of c0111pu1sory 
education. Specifically， they are responsib1e for estab1ishing， managing， and 
determining the ca tchmen t area of e1emen tary and j unio1' high schoo1s， and for 
Il11p1el11enting a wide variety of matters， inc1uding supervlslon of the service of 
municipa1 education emp1oyees， investigations into the nUl11ber of scho01 pupi1s， 
arrangel11ents for adl11ission to and 1eaving scho01s， class grading systems， and 
the se1ection of textbooks， 
1n ways such as the above， municipa1 schoo1s are the centra1 focus of 
compu1sory education， and have COl11e to p1ay a di1'ect 1'01e in it. At the same 
ti111e， in the ligh t of the impo1'tance of compu1sory ed uca tion in fo1'n1Ing the 
cha1'acte1' of each individua1 and in b1'inging up the membe1's of the State and 
society， prefectu1'es and centra1 government a1so p1ay their respective ro1es in 
compu1sory education as outlined below. 
(2) The ro1e of prefectu1'es 
First1y， prefectures exe1'cise authority over personne1 matters concerning・
the educationa1 staff of municipa1 e1ementa1'Y and junior high scho01s. 
Educationa1 emp10yees in municipa1 e1ementary and junio1' high schoo1s 
are emp10yees of the 111unicipality conce1'ned， but the prefecture imp1ements 
decisions concerned with their appointment， transfer， status， disciplinary 
matte1's and sa1a1'Y 1evel (Local Education Administ1'ation Law， A1'ticle 37①)， 
aiming at the appropriate disposition and pe1'sonne1 exchange of educationa1 
staff ove1' a wide area beyond the boundaries of the particu1ar municipality. 
Howeverラ itis stipulated that the municipality will p1'epa1'e a confidentia1 
report in each case (in the event of a schoo1 principa1 proposing an oplnlonラ that
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oplnlon shall be a ttached to the confidential reportフ sothat in this way， the 
principal's opinion is reflected)， and the prefecture is required to await the 
confidential report from the municipality and to treat it with all due respect. 
Furthermore， from April 2008， with particular reference to transfers of 
educational personnel within the same municipality， the principle is that the 
prefecture will act on the basis of the confidential report from the municipality， 
with even greater weight being attached to the direction of the municipality's 
oplnlon (Local Education Administration Law， Article 38). Furthermore， it is 
the prefecture which will enact bylaws concerned with set quotas， or with 
salariesフ hoursand conditions of service， or with appointments and dismissals， 
status and disciplinary matters (Local Education Administration Law， Articles 
41， 42， 43③) •
Furthermore， in the case of ordinance-designated cities， authority over 
personnel matters， and in the case of core cities， authority only over the 
obligatory implementation of training from within personnel matters， shall be 
transferred from the prefecture (Local Education Administration Law， Article 
58 and Article 59). With reference to this point， oplnlons have been expressed 
on the part of core cities that authority over all personnel matters， and not just 
over study training matters， should be implemented by the cities themselves， 
and general municipalities have also expressed the view that authority over 
personnel matters should be transferred to them， and the luatter has become 
one for debate within the context of decentralization. However， from the 
perspective of possible disparities in achieving educational standards resulting 
from the lualdistribution of human resources or difficulties in respect of 
personnel movements over a wide area， opposing oplnlons have also been put 
forward， and the question of how to respond to the points raised here has 
becolue an important issue. 
Secondly， prefectures are also responsible for paying the salaries of 
educational personnel in municipal elementary and junior high schools (Law 
concerning the Share of Salaries for Municipal School Personnel). In addition to 
the responsibility that the prefecture has， as explained above， for personnel 
matters relating to municipal elementary and junior high school educational 
personnel (ご teachers，etc)， the prefecture also bears a financial burden in 
respect of such teachers and other staff. Specifically， educational personnel in 
municipal (city， town and village) elementary and junior high schools are 
employed by the municipality concerned， but because their salaries are 
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regarded as compulsory expenses and amount to a high figureヲ exceptionallyフ
with the aim of ensuring that teachersう salariesare at a set level and with the 
further aim of maintaining and ralslng educational standardsヲ thesalaries are 
made the responsibility of the prefectureフ whichmaintains financial stability 
over a wider area than tha t of indi vid ual m unicipali ties. 
Diagram4 Image of the system whereby prefectures are responsible for the costs 
of municipal educational personnel (Source: The material of the MEXT) 
Prefeciures 
Salaries of edぇJcationalpersonnel 
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ξducationaf 
personnel in 
municipal 
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schools， and in 
specialy 
suppoγted 
schoo!s 
Thirdly， the duties that prefectures implement in respect of compulsory 
education， such as setting criteria for the organization of students into grades， 
deciding on textbook selection areas フ andso onフ arecarried out over a very 
broad spectrum. 
Fourthly， itis stipulated that prefectures may， with a view to achieving a 
proper settlement of educational duties フ offernecessary guidance， advice and 
help to municipalities (Local Education Administration Law， Article 48). 
(3) The role of the Sta te (こCentralGovernment) 
The role of central government in compulsory education is firstly to 
establish the fundamental framework of the system of school education. 
Es七ablishingthe school education system by the use of the School Education 
Law and other laws and regulationsフ es七ablishinga system of local educational 
administration， establishing a system of textbook examination and approval， 
and establishing a system of teacher certification (七ypes of certificates， 
stipulation of authority for issuing themフ detailsof their validity， etc)， all these 
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various tasks are ilnplemented by central government. 
Secondly， central government also establishes criteria for compulsory 
education over the whole of J apan. 
1n the first place， it is stipulated (School Education Law， Article 3) that 
bodies wishing to establish a school must implement the establishment 
procedures that adhere to the criteria relating to facilities， school organization， 
and so on， laid down by the Minister of MEXT with reference to the particular 
type of school concerned. 1n 2002， official regulations were issued by MEXT 
determining the criteria for the establish111ent of elementary schools， junior 
high schools and senior high schools， also criteria for the organization of 
classes into grades， the size of school buildings and grounds， the facilities that 
are required to be located in schools， and so on. 
1n addition to the above， central government also establishes criteria for 
the organization of classes into grades and for the permitted number of 
teachers in respect of elementary and junior high schools and for the 
elementary and junior high sections of specially supported schools (Law 
concerning Class Size and the Standards of Fixed Numbers of Personnel in 
Oompulsory Education Schools). The standards for the numbers of pupils in one 
class are decided by prefectures， taking as a criterion the number of 40 pupils 
in a class when dividing pupils of the same grade into classes. Furthermore， 
since fiscal 2000， in line with advances in the decentralization of educationヲ it
has become possible， from the perspecti ve of trying to strengthen and enrich 
school education in accordance with the actual situation of pupils， for 
prefectures to set class size numbers， as an exceptional measure， at a lower 
level than the national standard where this is deemed to be necessary in 
consideration of the actual situation of the pupils concerned. Where prefectures 
make such a decision about setting lower numbers as a standard， the actual 
organization of classes will be undertaken by municipalities as the establishing 
bodies in line with the standard set by the prefecture.日1hencarrying ou t class 
organization in such circumstances， 111unicipalities must consult with the 
prefectural authorities and get their consent. By the use of these procedures， a 
mechanism is put in place whereby the fixed number of teachers can be 
calculated on the basis of the number of classes that are decided on. 
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to be taught to pupils in schools， is also dete1'n1ined by cent1'al government. The 
names of individual subjects and the number of hou1's for which each is to be 
taught a1'e set down in the School Education Law and the School Education Law 
1mplementation Regulations， and the standa1'ds relating to specific educational 
content a1'e laid down in the Courses of Study， which are compiled and issued 
by type of school. The view of 1¥在EXTis that these Cou1'ses of Study constitute 
an official notification by the Minister of MEXT and have legal force， but this 
view is inte1'twined with the debate on whether the autho1'ity to determine 
educational content is vested in the 1¥1inister 01' in the J apanese people， and the 
question of their legally binding force has also been dispu ted in the courts. On 
May 21， 1976ラ theGrand Chambe1' of the Sup1'eme Cou1't of Justice expressed 
the view in its judgment in what became known as the National Unified 
Academic Ability Test affair that the (then) Ministe1' of Education“is able to 
establish necessary and 1'ational standards aimed at meeting the objective of 
guaranteeing equality of educational oppo1'tunity" and that the courses of study 
fo1' junio1' high schools are “1'ecognized as having the character of national 
fundamental principles" and that consequently， they are “recognized as setting 
out necessa1'y and 1'ational standards". Besides this， in its judgment of January 
18， 1990 Cin the Denshukan Senior狂ighSchool affai1')， the Sup1'eme Court 
acknowledged that Cou1'ses of Study fo1' Upper Secondary Schools (= senior high 
schools) have the cha1'acte1' of legal rules. 1n terms of the content of the various 
Courses of Study， it was possible to obse1've a tendency aimed at achieving a 
gradual lighteningう ca工1'1'iedout from the pe工rspectiveof p1'oviding a foω工rm 0ぱf 
education that gave “"time and space fo1' 1'eflec“七i山on
crl比ti允Cl臼sms0ぱfa “つlowerι.吐ingof academi允cability"， there has been a partial 1'eVlSlon 
since 2003. 1t was also confi1'med that all children had to learn the contents of 
the Courses of Study， and it was made clear that with this knowledge as a 
basis， children could be taught content that was additional to that included in 
the Courses of Study， which we1'e clea1'ly identified as having the characte1' of 
mlnlmum standards. 
Furthe1'more， the textbooks used in schools must be ones which have been 
officially approved by MEXT 01' ones over w hich 1¥在EXTholds tl 
“cities or coun ties (see N ote 4)フ orareas which embrace both these units)¥and it 
has been decided that the same textbooks will be selected for common use 
within the schools in the area. The textbook selection areas are areas within 
which it is considered suitable for the same textbook to be used， and the 
prefectural boards of ed uca tion make their decisions in considera tion of the 
naturalラ economicand cultura1 conditions of the areas invo1ved. As of Apri1 
2003， there were 544 textbook se1ection areas in J apan as a w ho1e， with an 
average of 11 areas per prefecture. Within any one area， there was an average 
of 3 cities or counties. 
Thirdly， the State gives financia1 assistance on educationa1 matters in 
loca1 public bodies. 
Specifically， the State bears the costs of one-third of the sa1aries paid to 
teachers in public compu1sory education schoo1s (Law concerning the Nationa1 
Treasury's Share of Compu1sory Education Expenses)(for more detai1ed 
information on this system， p1ease refer to section 4-2) and a1so provides a 
subsidy toward the cost of the construction of schoo1 bui1dings， etc. (La w 
concerning the N a tiona1 Treasury's Share of Loca1 Public Schoo1 Construction). 
Moreover， the Sta te a1so imp1emen ts the free prOVlSlon of textbooks (La w 
concerning the Free Provision of Textbooks in Compu1sory Education). This 
provlslon is based on a broad interpretation of the stipu1ation that compu1sory 
education shall be free in Artic1e 26 of the Constitution of Japan. Imp1emented 
by means of a burden shared among all the peop1e of J apan in respect of the 
chi1dren who will grow up to bear the future of Japan on their shou1ders， the 
1a w was pu t in to effect for the first time in 1963 in respect of Grade 1 chi1dren 
in e1elnentary schoo1s， and the overage of the 1aw was extended in each 
subsequent year until fiscal 1969， when free textbooks were provided for all 
chi1dren in e1elnentary and junior high schools. 
Fourthly， the State， i.e. central governlnent， also provides guidance， advice 
and assistance in respect of the appropriate sett1ement of educationa1 matters. 
It is stipu1ated that the Minister of MEXT can provide necessary guidance， 
advice and assistance to prefectures and municipalities (Loca1 Education 
Administration Law， Article 48). With reference to this prOVlSlon， by means of 
the reVlSlon of the Local Education Administration Law carried out within the 
framework of the Omnibus Dec 
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1n ways such as these， the relationship between central governn1ent and 
local governments in the area of educational adn1Inistration came to be defined 
in terms of methods that did not involve con1pulsionフ describedas “guidance， 
advice and assistance". However， the reality is tha t wi thin the framewor k of a 
vertically divided， hierarchical structure COmprlslng the Ministry， prefectural 
boards of education and n1unicipal boards of education， the perception is that of 
an effective display of the concepts of command and supervision 
Furthern10re， following the emergence of problems such as the lack of an 
appropriate response by boards of education to suicides and the revelation that 
numbers of high school students had not taken required courses， in order to 
enable central government to carry out its role as the ultimate holder of
responsibility for education， the law was revised to the effect that when 
children's right to receive education has been in1paired as a result of legal 
contravention or a mistake in the execution of its duties on the part of a board 
of education， a “demand for correction" can be issued as a device to show the 
specific content， and in cases of urgency， where there is a need to protect the 
life and person of children， a “direction" can be issued (Local Education 
Administration Law， Articles 49 and 50， effective from April 2008). 1n actual 
fact， the number of cases to which these prOVlSlons can be thought of as almost 
zero， but criticislUS have been made to the effect that these reVlSlons run 
coun ter to the curren t of decen traliza tion. 
3 -4 The role of local public bodies in social education 
1n the field of educational adluinistration， a luajor supporting pillar， which 
stands alongside school education， is social education. 
1n the Fundaluental Law of Educationぅ itis stipulated that:“明日tha need 
to responding to the desires of the individual or the needs of society， education 
carried out within the setting of society shall be encouraged by the state and by 
local public bodies." (Fundamental Law of Education， Article 12①). 1 t isfurther 
stipulated that:“The state and local public bodies shall make efforts to promote 
social education by means of establishing libraries， luuseums， citizens' halls 
and other social education facilities as well as by using school facilities， as well 
as by providing learning opportunities， supplying information and using other 
appropriate methods." Cibid， Article 12②) •
With more specific reference to the concept of social education， the Social 
Education Law defines it as “organized educational activities Cincluding 
physical education and recreational activities) targeted chiefly at youths and 
adults and excluding educational activities carried out as the school curriculum 
on the basis of the School Education Lawη(Social Education Law， Article 2). 
The duties of the State and local public bodies are defined as follows: “By 
establishing and managing the facilities necessary for social education， and by 
organlzlng meetings， preparing and distributing documents and other meansぅ
they must lnake efforts to bring into being an environment in which all the 
citizens of Japan can utilize all kinds of opportunities and locations to enhance 
by their own initiative general cultural knowledge that is attuned to their 
actual daily lives." (ibidフ Article3①). It is further stipulated that in the course 
of exercising these duties，“thought must be given to the very close relationship 
that exists between social education on the one hand and school education and 
home education on the other， and on the basis of efforts to confirm the links 
with school education， the necessary consideration must also be given to 
making a contribution toward raising the level of education within the home." 
Policies ain1ed at social education which are actually now being 
Ilnplemented cover a very wide range from the establishment and management 
of such institutions as citizens' halls， libraries and museums to the arranging 
of lecture meetings. The fact that these policies are Ilnplen1ented by local public 
bodies tha t are very close to the daily lives of citizens increases their 
effectiveness， and in the Social Education Law too， the role of the State is 
specified primarily as being to provide support in such forms as financial 
assistance to local public bodies (ibid， Article 4)， and local public bodies are 
expected to play a very Ilnportant role. In particular， the establishment of 
citizens' halls is limited to being specified within the duties of a municipality 
(city， town or village)， showing that the role played by the municipality， which 
is the administrative organ closest to the lives of ordinary citizens， is very 
important in the context of social education administration. As far as libraries 
and museums are concerned， the duties pertaining to which are to be carried 
out by municipalities and prefecturesラ it is necessary tha t there is an 
appropriate division of responsibilities， with prefectures， as local gov 
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services for citizens by local pub1ic bodies， luechanisms have been put in place 
whereby services are provided by means of cooperation with private-sector 
bodies in such ways as PF1 or a systelu of designated providers， and in line with 
this process， new movements can be identified in such areas as the luanagement 
of public librariesフ publiclU USeUIUS and so on. We can expect to see a range of 
innovations that make use of the know-how and the creative ingenuity of the 
prlvate sector. 
4. 医ducationalfinance 
4 -1 An overview of ed uca tional finance in local governluent 
1n order to get an overview of educational finances in local gove1'nluent， we 
will look at the net final figure (settlement) in ordinary general accounts in 
respect of 10cal pub1ic bodies (47 prefectures， 1ーヲ821municipalities， 23 specia1 
wards， 1，464 partia1-affairs associationsフ and63 wide-area unions) fo1' fisca1 
2005. 
The tota1 of ed uca tiona1 expenses， lueaning the expenses necessary for 
taking forward the educationa1 adluinistration of scho01 education and socia1 
education， as imp1emented by 10ca1 public bodies， was 16，577.8 billion yen， 
consti tu ting 18.3 % of tota1 expendi ture， the highest percen tage for any 
expenditure item. 1f we 100k at the percentage breakdown of educationa1 
expenses by type of organization， we see that prefectures accounted for 23.7% 
and municipalities for 10.8%. 
Looking at a breakdown by objective， we see that e1enlentary scho01 
expenses account for the highest figure with 5，099.2 bi11ion yen (30.8% of all 
educationa1 expenses)， followed by expenses for junior high schoo1 education at 
2，878.2 billion yen (17.4%)， and expenses for senior high schoo1 education at 
2，498.8 billion yen (15.1%入andexpenses for the retirenlent pay of teachers and 
pri va te schoo1 pronlotion amoun ting to 2，310.1 billion yen (13.9% of tota1 
educationa1 expenses). 1f we 100k at the figures for various kinds of objectives 
in terms of a breakdown by types of organization， we see that for prefectures， 
the highest tota1 is that for e1elnentary schoo1 expenses (34.2%)， followed by 
senior high schoo1 expenses (20.4%) and junior high schoo1 expenses (19.3%)， 
whi1e for municipalities the highest total is for e1ementary schoo1 expenses 
(23.1 %)， followed by health a.nd physica1 educational expenses (20.9%) and 
social education expenses (20.7%). 
Diagram 5 Breakdown of educational expenses by objective (Source:狂Pof the 
Ministry of Internal Affairs and Communications) 
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If we look at a breakdown of educational expenditures from a different 
angle， that of their character， we find that personnel expenses account for the 
largest figure at 11，371.8 billion yen (68.6% of the total)， followed by 
expenditure on materials at 2フ083.4 billion yen (12.6%) and ordinary 
construction expenses needed for the maintenance of compulsory school 
education facilities at 1，571.2 billion yen (9.5% of the total of educational 
expenditures). Looking at this breakdown by type of organization， because 
prefectures are responsible not only for the personnel expenses of educational 
s七affin prefectural schools， but also for the personnel expenses of educational 
staff in municipal compulsory education schools， the percentage taken up by 
personnel expenses is very high at 84.8%. In the case of lllunicipal schools too， 
personnel expenses account for the largest share of total expenditures at 33.2%， 
followed by expenditure on ma terials a t 31. 9% and ordinary construction 
expenses at 22.8%. 
-106-
(Source: HP of Breakdown of educational expenses by character Diagram 6 
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The national treasury share of compulsory education expenses 4 -2 
A great influence on the educational finances of local public bodies Clocal 
governments) as outlined above is exerted by the share of compulsory education 
expenses borne by the national treasury. 
education compulsory of share treasury's national the of system The 
expenses denotes the system whereby the national treasury pays one-third of 
the actual expenditures of prefectures in respect of the payment of the salaries 
schoolsヲ
following the transfer of responsibili ty for thepayment of such salaries from 
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high ]UnlOr and elementary m unicipal a七personnel of educational 
municipalities to prefectures. In fiscal 2006フ thetotal payment in respect of the 
salaries of about 700，000 educational personnel was 1，676.3 billion yen. 
More specifically， the target of the national treasury's share is comprised 
by the salaries and allowances of educational personnel (principal， 
vlce司principal，teachers， office staff) at municipal compulsory education schools. 
Following the enactment of the 1952 La w concerning the N ational Treasury's 
Share of Compulsory Education Expenses， put into force in April 1953， the 
expenditure borne by the N ational Treasury steadily expanded， and from 1985 
on， the system of division between the State (central government) and local 
governments in respect of the apportionment of payment was revised in such a 
way that responsibility for payments other than salaries and allowances was 
removed from the national treasury and assigned to local alloca tion tax. This 
has remained the system up to the present time. 
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Diagram 7 Changes in the national treasury's obligatory share of compulsory 
education expenses (Source: HP of the MEXT) 
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Furthermore， in the pastフ aceiling on the amount of the burden to be borne was 
decided in detail in terms of a set figure pertaining to the salaries and allowances of 
different types and ranks of teachers， but from fiscal 2004ラ adiscretionary system 
was introduced， whereby within the limits of the total figure for the national 
treasury's share of compulsory education expenses， the discretion of local 
governments with regard to the total salary payment and the assignment of teachers 
to various schools was expanded. Under the'new discretionary system， taking as basic 
premises the set number of educational personnel required under the “Standards 
Law" and the need to secure salary levels of educational personnel on the basis of the 
“Law to Secure Human Resourcesぺprefecturalgovernments became able to decide 
autonomously on the kinds and amounts of salaries. 
It was from fiscal 2006 that the proportion of the national treasury's share was 
reduced from half to one-third. This change was implemented within the framework 
of the Trinity Reforn1 (encompassing within a single framework the transfer of tax 
revenue to local public bodiesフreformof the national treasury subsidy and obligatory 
share system， and reform of local allocation tax). An overview of the way in which the 
reform took place now follows. 
In June 2004， the government requested six associations of local governments to 
prepare specific， unified plans for reform of the national treasury subsidy and 
obligatory share systelTI. The six associations of local governments set to work 
enthusiastically to get to grips with discussions and adjustments concerning reform， 
and in particular， held very heated discussions concerning transfer of the national 
treasury share of compulsory education expenses to general revenue sources. In 
August 2004， the six associations drew up and submitted reform plans proposing the 
abolition and transfer to general tax revenue of the national treasury obligatory 
share of compulsory education expenses， and in terms of immediate reform， until this 
aim could be achieved， abolition and transfer to tax revenue of the subsidy relating to 
the salaries of teachers in junior high schools (a minority opinion expressing the view 
that the national treasury subsidy and obligatory share system should be maintained 
was also appended to the main report) 
The thinking on the part of local governments can be summed up 
??
and shou1d perform the ro1e of imp1elnenting education that is suited to the needs of 
the area concerned.② 1t is possible to lnaintain an appropriate level of expenditure 
on con1pulsory education by putting the funds into general revenue. The 
fundamental elements of compulsory education are equality of educational 
opportunity， maintenance and guarantee of standards， and free education. The 
continuance of the nationa1 treasury subsidy for the payluent of teachers' salaries is a 
separate probleln. Maintenance of the level of compulsory education is guaranteed by 
the Con1pulsory Education Standards Law， which determines the standards for each 
school grade， and by the officia1 Courses of Study， which set out the learning content. 
The greatest area of interest among 10cal residents is in children's education， and 
education is given lnaximum priority in local adlninistration. 1n this situation， at 
present， local governments are spending more on education than is required by 
nationa1 standards， and an appropriate 1evel of expenditure on education can be 
lnaintained even if funds are transferred to general revenue.③ Converting the 
national treasury's share of con1pulsory education expenses to general revenue will be 
an effective measure. The responsibility of 10cal governments vis-a-vis local residents 
in respect of compulsory education will be clarified， and it will becon1e possible to 
respond in a diversified manner to the loca1 educational environment and to the 
actual situation of school pupils while satisfying national standards in tern1S of grade 
and class settings. Furthennore， itwill be possible to achieve an effective allocation 
of financial resources， not simp1y on teachers' salaries， but in such ways as 
comlnissioning external human resources and external materials with a high 1evel of 
educational effectiveness， purchasing and developing teaching materials， unproving 
facilities in the educational environment， and so on. 
1n response to proposals from 10cal governlnents of the kind outlined here， there 
was a division of opinion between MEXT and the Ministry of 1nternal Affairs and 
Con1munications. On the one hand， MEXT， out of a fear that it would not be possible 
to guarantee necessary funding by converting the national treasury subsidy to 
general revenue， elnphasized the need to adhere to the existing systen1， while on the 
other hand， the Ministry of 1nternal A 
educational personnel at elementary and junior high schools should be cut from half 
to one-third. However， there has been criticism of the fact that the degree of freedom 
exercised by local governments in formulating and executing policies has not 
increased as a result of the reduction in national treasury subsidy (share) levels， but 
that rather， there is a fear that general revenue obligations incurred by local 
governments in the course of the execution of subsidy projects have increased， and 
that the freedom and autonomy of local governments has been reduced. 
Notes 
1) This refers to the original Establishment Law of the Ministry of Education" Science 
and Culture before the reorganization of central government ministries and agencies 
in 2001. As part of that reorganization， the Ministry merged with the Science and 
Technology Agency to form the Ministry of Education， Culture， Sports， Science and 
Technology (MEXT) 
2) Designated as educational institutions in Article 30 of the Local Education 
Administration Law are:“schools， libraries， museums and citizens' hallsぺand
in addition，“facilities concerned with specialist or technical research into 
educational matters， or with the study， health or welfare of educational 
personnel円.
3) “Day nurseries" are facilities within the jurisdiction of the governor or mayor 
which “aim to provide care for babies and infants which are entrusted to them each 
day by parents or guardians who are unable to care for them during the day" (Child 
Welfare Law， Article 39， within the jurisdiction of the Ministry of Health， Labour and 
Welfare， hereafter MHLW). On the other hand， "kindergartens" are facilities under 
the control of the board of education which “aim， as places to cultivate the 
fundamentals of con1pulsory education and education thereafter， to provide an 
environment that is conducive to the healthy growth of infants and that encourages 
the development of their minds and bodies" (School Education Law， Article 22， within 
the jurisdiction of MEXT). However， both kinds of facilities are identical insofar as 
they target children of pre-school age， and it has been suggested that they should be 
unified. Against this kind of background， a new system was started in October 2006 
in the form of“approved joint education and care facilities for pre-school age 
children，" that aimed to offer comprehensive education and care as well as local 
community support to children of pre-school age. However， ithas been pointed out 
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that because the new system was established on the precondition that the two 
systems of“kindergartens" and “day nurseries" existed in parallel， the clerical and 
accounting procedures in the process leading to approval were very complicatecf¥ 
4)“Gun"， translated in this paper as “a county" or“counties円 isa geographical 
designation of an area embracing a nun1ber of towns and/or villages. Historically 
speaking， there was a time when it had significance as a local public body， but at the 
present tin1e， itno longer has that significance， and its meaning is lin1Ited to that of 
an electoral constituency for prefectural assen1bly n1elnbers， and as a unit of 
wideωarea administration. 
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3. 公立図書館の経堂に関する調査
f公立関襲警鐘の経堂に関する鵠査j結果報告
筑波大学大学競密墾鎗欝報メディア研究科
小山永樹硲永顕治機
標記調査を、図書館情報メディア研究科の寄付講座研究プロジェクト「公共図書館
の制度的枠組みと基盤機能の研究:先導的経営モデルの設定をi引:話してJの一環と
して計画し、各地方自治体にご、協力を仰いだ。幸い、多大なご協力をいただき、こ
こにそれを報告する可能となった。ご協力し¥ただいた各位に、厚く御礼を申し上げ
るものである O
調査の概要は、次のとおりである。
-調査時点 平成 191=)三2月末日現在
-調査方法 全思都道府県・市区IIIT村の教育委員会図書館担当課宛に誠~索を郵送
・回収率 1262/1881 x 100=67. 1 % 
都道府県 41/ 47 X 100=87. 2% 
指定都市 12/ 17 X 100=70.6% 
市i玄関]ー村 1209/1817 X 100=66.5% 
なお、報告の中に収容すると、一覧性を阻害するので、次の部分を月IJ紙としたo
zIJ紙 1 指定管理者制度を採用している(予定を含む)公立図書館
見IJ紙 2 P F 1事業による(予定を含む)公立図書館
日IJ紙 3 教育委員会担当課からの指示・依頼に基づく施策・事業等
別紙4 首長・首長部局からの指示・依頼に基づく施策・事業等
月IJ紙 5 議会における凶書館に関する質問事項
1 .公立図欝館の果たす役載について(質問 1) 
公立図書館の果たす役割について、 12項目の選択肢を示し、重要度が高いと考える!棋に上位
5つまでを回答してもらったところ、以下のような結果であった(無回答 21)。なお、複数の
項目を列挙して rjl頃位は付けられなしリ旨記載していた自治体については、列挙された項討を
すべて第 1位と回答したものとして集計した。
第 1位 第2イ立 第3イ立 第4{立 第5位 メi二〉:i、
生涯学習への支援 987 114 58 34 25 1218 
学校教育の支援 32 335 223 195 136 921 
地域史や文化の普及・保存 83 344 332 166 123 1048 
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仕事や専門的な情報の提供 30 88 1.4- 1.92 1.56 61.0 
行政情報の支援 9 27 83 1.20 1.86 425 
最新の情報の提供 1.02 163 152 1.62 1.66 745 
コミュニティづくりやまちおこし 1.8 42 38 54 79 231. 
子育ての支援 15 90 148 198 148 599 
高齢者への支援 5 8 25 55 97 190 
外国人への支援 3 O O O 5 8 
情報技術や情報の使い方の習得 6 9 1.4 21 57 1.07 
その他 33 4 2 。c 6 50 
各)1慎位すべてを合計して最も多かったのは、「生涯学習への支援jで 1218(回答自治体の 98.1 
%。以下向様。)、続いて「地域史や文化の普及・保存Jが 1048(84.4%) 、 「学校教育の支
援Jが 921(74.2%)、 I最新の情報の提供jが 745(60.0%)、 「仕事や専1'IJ的な情報の提供」
が 610(49.2%)、 「子育ての支援jが 599(48.3%)、 「行政情報の支援」が 425(34.2%)、
「コミュニティづくりやまちおこしJが 231(1.8.6%)、 「高齢者への支援Jが 190(15.3%)、
円言報技術や情報の伎-ぃ方の習得j が 107(8. 60/0)、 fその他Jが 50(4.0%) 、 「外国人へ
の支援j が 8(0.6%) であった。
第]イ立に選択された項 I~ は、 f生涯学習への支援j が圧倒的に多く、 987自治体で回答して
いる。以一久 「最新の情報提供Jの 102、 「地域史や文化の普及・保存J83が目立っところで
ある。
「その他Jを選択した自治体は 50あったが、その順位及び具体的な記載は下記のとおりであ
る(記載事項冒頭の丸数字は、 「その他Jの選択された)1開立を表している o ) 0 I住民ニーズ
に応じた情報の提供j という趣旨の回答が最も多く、その他では、県立図書館の場合に叶illT
村立図書館の支援Jを挙げる自治体が多かったことが特徴としてあげられる。
題審住民ニーズに応じた資料・情報の提供(1.7) 
①ニーズlこ応じた資料提供
①地域住民のニーズに対応した凶書資料の提供
①地域のニーズ、に合ったものを提供
①利用者の要求にそった資料提供
①実用書等I!T氏に最も身近で利用度の高い資料の提供
①生活上必要な判断材料・情報の提供
①iヨ;常生活上必要な情報の提供
①利用者が必要とする資料、情報の提供
①生活する上で、必要な情報の提供
①資料情報の提供 (4自治体)
①知識の提供
①住民に対ーする図書不IUi~ サービスの提供
①資料情報センターとしての図書館
②住民のニーズ、に沿った資料・ 1、青jf長の提供
磯子lilUT1守立図書館の支援(7 ) 
①県立図書;館としての役割(ilTIlIT1寸立図書館に対する援助)
①県内ililUT村立図書館へのパックアップを行う図書館
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①市町立i必書館への支援 (2自治体)
②市1IJ立凶書舘への支援
④市Il!J判官!書館支援・協力
④県内公共i謹書館の支援
建葬場の創造・提供(6 ) 
①文化創造の場
①やすらぎの場、集える場の提供
②憩いの空間
④学習の場の提供
④(特に子どもにとっての)居場所であること
⑤学習の場所の提供
議参住民の活動への支援(5 ) 
①市民の教養・調査研究等に資すること
①地域の緊急課題への対応
①利用者の日常生活で、の課題解決
①1 I了氏一人一人の暮らしや人生のバックアップ
⑤レファレンス
議参「知る権利」の保障 (4) 
①知る権利の保障(2自治体)
①「知る権利j の保障としての情報提供
①資料情報の提供を通して住民の知る自由を保障する。
鎗読書支援 (4) 
①本に親しむ習慣をつけること
①市民の読書普及
②読書活動の普及・促進
⑤読書推進活動
移資料の収集等 (4) 
①図書館資料の収集・整理・貸提供
①i育報・資料の活用(収集・整理・保存・提供)
①資料の収集、保存、提供、レファレンスサービス等基本的な役割
③蔵書数の充実
動子どもの育成(2) 
②子ども読書活動の推進
③子供の健全な育成のための支援
畿その他(5 ) 
①公共モラノレ育成
①県立図書館としての役部(調査.:(0F究、指導者養成等)
①県民に開かれた図書館
④他図書館及びその他関係機関との連携・協力
④IIJ民の心の寄りどころ
選参無記載(5 ) 
2‘指定管理者制度について(質問堕)
指定管理者制度とは、告治体の公の施設の管理を法人その他の団体で当該自治体が指定するも
のに行わせる制度である(平成 15年 9月施行)。従来、公共団体や自治体が 2分の 1以上出資し
ている第三セクターなどに対してのみ管理委託できたのであるが、指定管理者制度では、対象を
民間事業者にまで広げ、使用許可などの行政処分も含めた公の施設の管理権限を委ねることがで
きる点が特徴である。
(1)1食言す組織(質問型.1) 
公立図書館に指定管理者制度を活用するか否かを検討した組織がどこであるか質問したとこ
ろ、 IfD答(複数回答可)は、以下のような状況で、あった。
組織 自治体数
.--ーーーーーー晶岬骨ーー
:うち主体
公立図書館 273 199 
教育委員会の図書館担当諜 390 337 
行政改革等担当部局 526 453 
その他 93 81 
指定管理者制度に関する検討に関わった組織としては、 「行政改革等担当部局Jが 526自治
体、 「教育委員会の図書館担当課j が 390自治体、 「公立図書館Jが 273自治体、 「その他J
が 93自治体ーという順であった(無回答 334) 0 
これらのうち、主体として検討した組織(単一の組織について回答した自治体に加え、複数
の組織について回答した自治体には、主体として検討した組織について尋ねている)について
は、 「行政改革等担当部局jが 453I~l 治体、 「教育委員会の図書館担当課」が 337自治体、 「公
立悩書館Jが 199自治体、 「その他jが 81自治体であった。公立図書館に指定管理者制度を活
用するか否かの検討は、公立凶書館の現~易というよりは、行政改革等担当部局、あるいは教育
委員会の凶書館担当課などを中心になされている傾向があるようである。
「その他」の具体的な記載は下記のとおりであるが、教育委員会全体として検討を行った趣
旨と考えられる回答が I~I 立つほか、指定管理者導入検討ーのための特別の組織、財政担当部局、
首長のトップダウン、外部の検討委員会、図書館協議会、新図書館設置のための組織などの回
答があった。
なお、指定管理者fljJ度の経過措置期間は、平成 18年 9月には終了しているため、従来、管理
委託されていた公の施設については、指定管浬者に移行するか、自治体直営にするかの選択が
既に行われている。また、従来、自治体直営であったものも含めすべての公の施設について、
管理の在り方について検証を行い、検証結果を公表することが、 「地方公共団体における行政
改革の推進のための新たな指針Jとして総務省から通知されている(平成 17年 3月)ため、ほ
とんとやの公立図書館において、指定管理者f!J1J度を活用するか否かについての検討がなされてい
るものと推測し、検討を行った組織がどこであるのかのみを質問したところであるが、 「その
他j の内容として、 f検討していなしリ旨を記載している自治体も多く見られた。それらの白
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治体については、上記の「その他j の数には含めていなし¥。
議参教育委員会 (26) 
①教育委員会 (6自治体)
①IIJ教育委員会事務局
①教育委員会生涯学習部
①教育委員会内フ。ロジェクトチーム
①社会教育委員会
①「その他J単独で検討-
②複数組織で検討・ 「その他Jが変体
③複数組織で検討・ 「その他j以外が主体
④複数組織で検討・主体を明記せず
①社会教育委員の会議や公民館運営審議会など
①公民館
①複合施設である。 図書館と博物館
①書館内部で、は検討を行ったが、他の部局との協議は特になし
②教育委員会
②教育委員会部局
②教育長
②社会教育委員会の会議
②教育施設検討委員会
③教育委員会(2自治体)
③教育委員会の総務担当課
③教育委員会 生涯学習課
③教育部主管課(庶務課)及び図書館担当課
④教育委員会総務課
④社会教育委員会の答申
畿図書館協議会(9) 
①図書館協議会 (4自治体)
②図書館協議会
③函書館協議会 (3自治体)
③国書館運営委員会
@新民書館のための組織(2) 
①新区i書館運営検討委員会
①来r函書館設置推進室
穆首長(5) 
①首長の判断により、担当部局が事務処理
①首長 (2自治体)
④1IJ長方針
④トップダウン
穆首長部局 (15) 
①首長部局
①町長担当部局(総務課)
①総務課
①総務課財政係
①行財政課
①!玄・政策経営部
①企画財政課
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①財政、行財敬担当
①秘書政策課企画担当
①企画調整課
①政策法務課
①i町役場担当課
②企廼諜
④企百部企間諜において、業~しい県立図書館等複合施設における指定管理者制度の導入
について検討した。
④人事秘書課
議参首長音13)訪の図書館担当課(3 ) 
①首長部局の図書館担当課
②市長官官局の図書館担当課
②市民部生涯学習推進課
議語教育委員会と首長部局の共向(3 ) 
①企画調整談、教育委員会施設関連担当課
①図書;館で検討したものを、行政担当部局で審議し決定した。
①教育委員会→市総務部行革担当
務指定管理者関連の組織(1 0) 
①指定管理者制度導入検討委員会
①指定管理者作業グループ.0(生涯学習推進部内)
①総務談(公の施設に係る指定管理者選定委員会)
①次長級を幹事とする全庁的直営施設の指定管理者導入検討委員会
①教育委員会 社会教育施設指定管理者内部検討委員会
①指定管理者選定委員会
②指定管理者選定委員会
②公の施設の指定管理者検討委員会
③総務部総務課「指定管理者制度導入検討会j
④指定管理者制度運用指針策定委員会
敏行政改革等検討組織 (13) 
①行財政改革1t進本部
①公共施設改革委員会(外部の検討委員会)
①事務改善委員会等
①行政改革推進本部会議
①行政事務推進委員会
①行政改革推進委員会(民間人も)
①行財政改革推進委員会
①お~l織機構等検討委員会
①行政改革担当部局を事務局とする庁内検討会議
②行財政‘改革大綱策定部会
③行政改革立案部会(市職員)
③行政改革推進協議会
④j支出1一般公募等、 ur自立プラン検討会議
警警庁内プロジェクトチーム(3 ) 
①IJrj占役場全体(主i詑・課長会)
①IHT内のプロジェクトチーム
②市プロジェクトチーム
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(劇記載(5 ) 
(2)検討結果(質問m.2及びm.5) 
検討結果 自治体数
指定管理者制度を採用した、又は今後採用する予定 82 
指定管理者制度を採用しない 631 
検討中 327 
検討の結果、 「指定管理者制度を採用した、又は今後採用する予定jの自治体は 82、 「採用
しなしリ自治体は 631、 「検討中j の自治体は 327であった(然回答 222) 0 
f検討中 J の自治体について、検討結果をとりまとめる予定IW1:~引を尋ねたところ、米定とい
う趣旨の回答が多かったが、想~ねの i時期について回答のあった 134 自治体をその年度別に分け
ると、平成 18年度中が 8、平成 19年度中が 62、平成 20年度中が 38、平成 21年度!こ!:Iが 18、平
成 22年度!千二lがに平成 23年度中が 2、平成 24年度[!]が 3で、あった。
(3)指定管理者制度を採用するメリット(質問取.3 (1)) 
「指定管理者制度を採用した、又は今後採用する予定j と回答した自治体に、指定管理者千!1!J
度を採用するメリットについて、①「民間的な経営感覚を活かし、サーどスの向上が凶れるこ
とj 、②「事務の効率化や管理運営経費の縮減が図れることJ、③「その他Jに分けて、それ
ぞれ具体例を記載してもらったところ、各自治体の回答内容は次のとおりである。
①「民間的な経営感覚を活かし、サービスの向上が図れることJの具体例
il}号館時間の延長、開館日の増加]等j という趣旨の回答が最も多く (22自治体)、次いで、
「各種事業・サービスの実施(10自治体)、 「司書率の1'i]J二J (5自治体)であった。各
種事業の例としては、ビジネス支援事業、外国人による絵本の読み聞かせ、購入希望本の取
り扱い、人気講師による講演会の開催、館外返却受付場所の拡大、宅配サービスの実施など
が挙げられた。
その他にも、接客・応対の向上、 j述書館の裁量範囲の;広大による柔軟で利用者の視点に立
ったサービスが可能になること、助成金による自主事業の財源確保、協定締結による一定レ
ベノレのサービスの担保などの回答があった。
なお、財団等が引き続き指定管理者となったことなどにより、サービス向上につながって
いない旨の回答も 5I~ 治体から寄せられている。
畿 j調査í~ll寺 11与の延長、開館日の増加等 (2 2) 
• I}号館時間の延長 (8自治体)
• I亙営の場合は開館時間の延長が難しいが、それが可能である 0
• I}\~ 宣告 H寺 11~=j の延長・拡張を柔軟に行うことができる。
・開宣言時1号、 日数や行事開催に、いちいち決裁を受けないで、利用者ニーズ、に対応で、きる
・開宣告時間や貸出し期間の制約が緩くなり (1IJFnをもたせることができ)、本の貸出及び
返却がスムーズになった。
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-開館時間の延長、開館日の増加 (5自治体)
-柔軟で、効率的な人員配置による、開宣言時間の延長、イ木館iヨの減少等が可能
・夜間開館の延長(従来7~9月→7~10月までにした) 0 祝日の開館
・祝日等の実施によるサービスの向上
-開館日を拡大(中央図書館12印:皆、分館81ヨ増)
・開宣告日の増
畿各種事業・サービスの実施(1.0) 
・民間のノウハウを活かしたビジネス支援事業(講座の開催)、外国人による絵本の読
み閣かせ(中田語、モンゴ、ノレ諾)
.購入希望本の取り扱いなど
-人気のある講師の講演会などが企闘できる 0
.講演会等の開催における講師の選定
-館タト返却受付場所の拡大、宅配サービスの実施
.民間で蓄積されているノウハウを生かされる 0
.自由な発想で行事等が行える。
-新たな図書館行事の付加
-各種イベント等の企画立案による住民サービスの向上
.より以上のサービスを期待されること
場静可書率の向上(5 ) 
・司書率の向上 (3自治体)
・司書j段員を正規採用とし、専門性とサービスの向上が図られた0
.専門職の採用
穆その他 (10) 
-図書館業務に意欲的な人材の登用・雇用が図られたため、接客・応対サービスが向上
・従業員のスキルアップ(救命講習修了者の配置、接客サービス研修の実施等) (建築
物清十話管理評価資格者による現場確認、予防清掃の実施等)
-契約をかわすことによって一定レベルのサービスが担保できる。
-法令の範囲内で、あれば、利用者の要望に対し、より迅速な対応が言十れる 0
.曜日やH寺1号帯に合わせた柔軟な人員配置が実施で、きる。
・予算や事業部で、 i必書館の裁量で、行うことができる範屈が拡大したため、より市民や
地域の読書ボランティア等のニーズ、を意識した函書の選定・イベントの実施が可能と
なった。
-利用者の視点に立った運営を推進することができる。
-企業は全国展開しているので、情報が豊富かっ迅速に手に入れることができる。
• 1=主事業費を捻出するために、 「ゆめ基金Jや日本財団の助成金申請し、実施してい
る。
-図書館ホームページからオンライン書応のホームページにリンクを貼り、利用者がそ
のシステムにより本を購入したことであげられた収益の一部は図書館に環元される
(平成19年2月現在は導入予定であり、決定事項ではなし¥)。
場サービス向!こにつながらない(5 ) 
-l7号館以来財団法人が管理・運営→継続して財団法人が指定管理者に。
-当市の場合、市の外郭団体である「公社Jが管理運営を行ってきており、高い水準の
サービスを構築していた。指定管理者で運営するメリットは見出せていない。
・一部分の委託であり、委託先が完全な民間ではないので、現時点で、変わったとは思えな
?
、 、 ???
-現状では特にない。
-指定管理者f!jIJ)支を導入しでも変更はない。 向じ。
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②「事務の効率化や管理二運営経費の縮減が凶れること j の具体例
「人併二費の縮減Jが最も多く (20 El治体)、次いで、 「事務の効率化J (12自治体)で
ある。事務の効率化の伊!としては、会計制度にとらわれない物品等の迅速な購入、すべての
事務が指定管理者でできることなどが挙げられた。
その他、経費縮減とサービス増大が両立できること、管理運営経費の縮減努力の強化など
に加え、自治体の事務が指導・監督主体になることによる業務量制減をメジットとしてあげ
る自治体もあった。
なお、経費縮減になっていないとの沼答も 3自治体から寄せられた。
番号人件費の縮減 (20) 
-人件費の縮減 (8自治体)
-人併二費の大幅削減 (2自治体)
-人件費の削減→職員のフ。ロパー化
• J隊員等の勤務のやりくりによる経費削減
-配置見直しに依る人件費の縮減、施設稼働率の向上
.職員の引きあげによる人件費の減
・正規i隊員引き揚げに伴う経費削減
-現在!HT職員4名と嘱託2名、臨時12名で運営しておりますが、制度を導入することによ
り III丁職員2~3名が庁舎に引き上げられるO
-直営から指定管理者制度に替わることで、 i隊員が公務員から非公務員に替わるため、
人件費を大きく削減することができる。
-状況に応じて柔軟に人員体制が組めることから低コストで開館時間の延長や休館日を
減らすことが可能になる。
-短時間雇用職員などを活用し、各分野の専門性を持ったサーピスを低コストで笑施す
ることができる。
-指定管理者へ業務代行させている業務は、カウンター業務やレファレンスサービス、
資料整理などであり、これらの業務にあたる人の経費Jを比較検討したところ、図書館
業務総人員を50人と想定し、全て自治体職員(直営)とした場合と、直営とした上で
代行が可能な業務を指定管理者の業務代行とした場合の所要額を比較した場合、想定
で概ね8000万円程疫の経費の圧縮が見込まれている。
命事務の効率化(1 2) 
-煩演な事務手続の軽減
.一部事務作業が減った。
-全ての事務が館内 u昔定管理者)でできる。各経費が予算(管理委託費一契約)内で
白出に運用できるD
-物品等の購入経路が短縮され、スピード化された。
-消耗品・備品・図書購入ノレートを新たに開拓し、より効率的な物品購入が可能になっ
た。
-資料の決定、購入、決済という一連の事務処理が迅速にできる。
-物品購入等において、行政の会計制度に捉われず、自由で、効率的購入が可能。
・司書職員の配置により市民へのサービスが向上している。施設が複合施設であり、指
定管理者により一体に管理ができる。
・民1昇の組織にもよるが、改善策が迅速に反映されること
・設備機器の管理体制の強化。(業務の一体化による効率的な巡回確認等の実施)
・施設管理が専門業者にイ舌して委ねられ、一層の効率化が計れる。
-職員の効率的配置
畿管理運営経費の縮減(3 ) 
-経費縮減とサービス増大の両立
-人件費、外部委託費、光熱費など、節約、縮減の努力をしている 0
.公募による経費の節減
畿自治体の業務量削減(1 ) 
-包括的な指導、監禁業務が主となることから業務量が削減できる。
畿具体例なし(5 ) 
-年間約1億円の経費縮減
• I亙営時の経費を上回ることなく開館時間延長が行えた0
・過去3年間の決算状況に対し、 15先程度の経費縮減
・指定管理者の4年1唱分の管理経費提案額は、平成16年度管理経費決算額の4倍のマイナ
ス3.5部(金額171，124千円マイナス)となった。
-複合施設への指定管理者交付金を指定期間5年の間に計画的に削減することとしてい
る。 (19年度は前年比O.6弘削減)
議参事務効率化や経費縮減につながらない(3 ) 
-経費の縮減には、なりません。
-図書館サービスの中には、行政の責任で行う施策(学校との連携や、子育て支援等)が
ある。それらの実施には指定管理者にとって事務がかえって煩雑になっている。
-現状では特にない。
③「その他」の具体例
j二記①②と重複する事項も見られるが、職員の採用・配置、資料の購入等における「事務
の効率化、弾力的な運営Jが最も多く (8自治体)、その他、 「各種事業・サーピスの実施j
(4自治体)、 「人科二費の縮減J (3自治体)、 「可蓄率の向上J (2自治体)などが挙げら
れていた。有能な外部人材の登用・抜擢、 NPO法人等の活用による市民との協働の推進、可
書が基幹業務に専念できるH寺問の増加なども挙げられている。
なお、公立図書舘は指定管理者制度になじまないとの回答も 2自治体から寄せられた。
@事務の効率化、弾力的な運営(8 ) 
-弾力的な運営が図れる O
• I孟i書資料の購入をインターネットで行うなど、柔軟な対応ができるようになり、利用
者の要望に早く対応できるようになった。
-利用者の要求に迅速に対応できる。
. Iぎi書官官のあり方に1I高ができ、市民が望む図書館サービスの期待が持てる 0
.職員の柔軟な配置
-職員採用が独自の裁量でできる。
• J隊員(司書)の採用に関して、管理者独自の方法がとられ、より効果的に怠った。
-行政のシステムと分離した独自のホームページを持つ事により、自由で、幅広い活用が
可能。
穆各種事業・サービスの実施 (4) 
・氏1丹事業者の持つノウハウを活かせる。
・民間ベースにおける優良なサービスの提供、民間ベースによる行事等の実施。
-地域の身近な情報収集として、チラシ、カタログ、フリーペーパーなども提示0
.国際交流員と利用者が交流できる場を提供。
轡人件費Jの縮減(3 ) 
-事務費(人件費)を縮減できた0
.人件袈Jを軽減できる。
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• J隊員削減
司書率の向上(2) 
-可書資格保有率の増加
-自治体職員は人事異動があるが、司書採用により専門性が高まる。
盤整管理経費の縮減(1 ) 
-資料なとο運営に必要な資材を低コス で誠達できる口
移その他 (8) 
・地域に根ざ、したNPO法人等の活用により、市民との協働による効果的な図繋館運営を
推進することができる。
-図書館職員の意識向上につながる(利用者との意見交換、アンケート部査の実施等)
.有能な外部人材の登用と抜擢
-司書が基幹業務(選書、レファレンス、計画・構想策定、学校支援等)に専念、できる
時間が増大する。
-数値iヨ標や個別事業の評価の仕方が明確になった0
.財源の確保
-地場産業の育成
-行政の判断・意図が必ず機能されるようになった。
務メリットなし(2) 
-無料の原則に立つ公立図書館では、利益を追う民間企業の経営はそぐわない。サービ
スの向上ならば、指定管理者でなくとも(夜営でも)実施できる。
-図書館は指定管理者制度になじまない施設と考える。
(4)指定管理者制度採用の概要
指定管理者制度を採用している(予定を含む)公立図書館は 82自治体で 121館あり、その状
況は(別紙 1)のとおりである。
①指定管浬者の採用(予定)時期(質問国.2) 
指定管理者制度の採用(予定)時期は、平成 17年度が 6、平成 18~q三度が 45、平成 19 1=三
度が 31、平成 20年度が 14、平成 21年度が久平成 22年度が 3、未定が 18であった。
②指定の期間(質問国.3(2))
指定管理者の指定は、期間を定めて行うものとされている。指定の期間についてIfiJ答のあ
った 67の公立図書館については、 31:!三が最も多く 37、次いで、 51i三が 14、4壬i三が 11、2年が
2、3年 6ヶ月・ 2年 5ヶ月・ 1年がそれぞれ 1であった。
③指定管理者となったi主体の種別(質問国.3 (2)) 
指定管理者となった(なる予定の)団体について回答があった 82の公立図書館について、
その種別の内訳を見てみると、株式会おこなど民間事業者が 36、公益法人が 30、NPO法人
等が 16で、あった。
総務省が実施した「公の施設の指定管理者制度の導入状況に関する調査結果J (平成 18
年 9月 213現在)によると、株式会社、 NPO法人等を含めた民間企業等の指;定管理者に占
める割合は 18.30/0であるから、図書館の場合は、民間企業等の占める割合がその他の公の施
設よりも相当に高い状況である。
@人員体制(質問JI.3 (4) (5)) 
人員体制について沼答があったのは、 42自治体・ 62館である。このうち、指定管理者制
度を採用した後も引き続き自治体職員を図書館に残している(残す予定である)のは、 10自
治体・ 20館であった。その他は、館長も含めすべて指定管理者の職員となるとの回答で、あっ
た。
公立図書館に自治体職員と指定管理者職員が併存する場合の、両者の概ねの役割分担につ
いて尋ねたところ、次のような回答であった。全く i可ーの業務内容との回答は l自治体のみ
で、図書館の運営業務は自治体職員が担当し、図書館の管理やサービスに関する業務は指定
管理者職員が担当するという趣旨の回答が多かった。
場自治体A
・ I~l 治体職員→図書館運営業務
-指定管理者i倣員→図書11'~サービス業務
畿自治体iヨ
. I~I 治体 i隊員→運営全般
-指定管理者職員→カウンター業務をはじめ館内業務
畿自治体C
-自治体 j践員→運営方針等の検討・策定、図書館協議会の実施、図書館資料の選定
市町村立図書館等の運営支援、 )1哉員研修の実施、指定管理者の評価
・指定管理者j隊員→図書館資料の整理・保存、カウンター業務、レブアレンスサービス
利用案内など。
@自治体D
-自治体!隊員→予算に関すること、財産管理等0
.指定管理者1談員→j封書館業務。
争 1=治体E
-自治体職員→i封書!U'DO入に係わる事務など0
.指定管理:者職員→館の管理運営など。
窃その他のIEi:I答:
-地域館は、全て指定管理者j隊員。 l=!ごi央舘は19年度は自治体(委託一部) 0 
自治体全体の選書・除籍調整、システム、方針決定マニュアノレ維持は自治体0
・指定管出者の職員が行う業務は、施設設備の維持管理業務の一部のみ。
. I~l 治休暇員が運営の核となっている。指定管理者の職員は指導のもと図書館事務に従
事している。(指定管理者としては立上り時点なので今後5年間の中でj隊員をプロパー
化していく。)
織全く j司ーの業務内容との回答
-施設の管理、胞設の運営共に全く伺ーの業務内容で、行っている。
⑤自治体の支出(質問fIl.3 (3)) 
指定管理者制度を採用した自治体のほとんどでは、指定管涯に伴う委託料等の支出の他に
も何らかの支出をしている。 自治体の支出のあった項告としては、自治体職員分の人件費、
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資料購入費、情報システム経費、施設等修繕費、特定の事業費などが挙げられている。
⑤モニタリング指標(質問m.3 (6)) 
指定管理者に対するモニタリングにおいて用いられる代表的な指標を尋ねたところ、次の
ような回答であった。 貸出1m・数、登録者数などの指標を設定している自治体と、アンケート
や利用者満足度等の調査を実施している自治体とが、混在している状況であった。
場善指標を設定(7 ) 
-貸出者数、貸出冊数、登録者数
・サービスの指標として、貸出数(総数及び市民]人当り)、 j哉書;数(総数及びi=i氏l人
当り)、登録者数
・開館自の拡大、人件費、貸出1ilJ数
-貸出Hll数、来宣言者数、選書、事業内容、事業数
・利用者あたり費用、職員あたり費用、要求タイトノレ所蔵率、蔵書IEli去率、人口あたり
来宣言回数、人iコあたり貸出数、情報探索正答率、利用者満足度
-利用者数
-施設稼働率、施設利用者数、管理経費、事業費等の収支状況
轡アンケート、利用者満足度等(7 ) 
・アンケート(J織員の対応 書架状能等)、ヒアリング誠査(提案審:の達成度他) 0 セ
ルフモニタリングを予定。
-利用者の意見(施設設備の維持管理業務の一部への制度導入であり、利用者へ直接係
わる部分は、警備清掃業務のみで、ある。)
・利用者満足度、事業達成度、事業収支
・iヨ次、月次、四半期、年次、報告書や苦情件数や対処状況のほか、アンケート初査を
年、数回実施し、利用者の声を閤いて運営状態を判断する。
-利用者満足度、経費節減
・利用者満足度(アンケート)
・アンケートなどによる「セルフモニタリングjの実施
争その他 (4)
-事業報告書による。又は、現場における運営・管理状況0
.月次報告書の提出
・具体的な数値iヨ的はない。サービス向上とコスト削減に心がけ、利用者の視点に立っ
た運営をしているか。
-利用動向、資料購入要望等の把握。フロアの見回り、クレーム、 トラブノレ処理。 レフ
アレンス資料の調査・情報収集等。各種展示の企画等。
.~fになし( 1 ) 
-運営全般を委託したわけで、はないので、特になし。
(5)[亘書館ごとに対応の分かれた自治体(質問磁.3 (7)) 
指定管理者を採用する(予定)と回答した自治体の中においても、必ずしもすべての公立図
書館において採用するわけではなく、一部について採用、一部について不採用と対応を分けて
し1る自治体も見受けられた。状況は以下の通りである。
すべての公立図書館において指定管理者制度を採用
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自治体数
66 
当該自治体に公立図書館は1館のみ
当該自治体に複数の公立図書館が存在
公立図書館により対応が分かれている。
不明
(60) 
( 6) 
図書舘ごとに対応の分かれた自治体に、館によって対応が分かれた理由を尋ねたところ、次
のとおりで、あった。 r中央館と地域舘との役割分担J ( 3自治体)、 「従来から運営委託を実
施していた館のみ指定管理者を採用J ( 3自治体)、 「市|問i詩均可]
設J (工 j自当治イ体本) などの趣旨のi回B答があつたO
争中央図書館と地域銘との役割分担(3 ) 
・1中央図書館では業務システムの管理運営、全館の蔵書構成を考慮した資料選定・購入
を行うなど全館のセンター機能を担うので。
-中央図書館は、市全体の図書館の基幹的業務(選書等)を行うため、市j直営とした0
・1中心館ではないこと、施設が老朽化していないことを条件に採用した。
争従来から運営委託を実施していた図書館のみ指定管理者を採用(3 ) 
(財)公社に全委託していたため、制度に乗せざるを得なかった。
-分館については、従来から当該指定管理者団体に業務を委託している経緯があり、経
費効率函での理由が大きい。
-既に全面委託を行なっていたため
場市IlIT村合併(2) 
-市町村合併による。
-合併直前に!日自治体において、一部指定管理とされていたため
傷複合施設(1 ) 
-芸術文化プラザとの複合施設なので、指定管理者制度となった
(6) 1:旨定管理者制度を採用しないこととした理由(質問国.4) 
指定管理者制度を採用しないこととした自治体に対して、採用しなかった理由を尋ねたとこ
ろ(複数回答可)、以下のような状況であった。
理 1=:1 自治体数
指定管理者の方が、経費が割高であるため 96 
業務に精通した職員により対応する必要があるため 276 
現在従事している職員の処遇等の対応が必要であるため 70 
適切な事業者がし¥ない又はその選定が困難であるため 220 
市民や議会等からサービス低下への懸念が寄せられているため 79 
体制の縮小等により内部的に効率化を図っているため 130 
その他 157 
「業務に精通したi職員により対応する必要があるためJとの回答が最も多く (276自治体)、
次いで、 「適切な事業者がし¥ない又はその選定が困難であるためJ (220自治体)、 i{本市iJの
縮小等により内部的に効率化を図っているためJ (130 I=l治体)、 「指定管理者の方が、経費
が割高であるためJ (96自治体)、 「市民や議会等からサービス低下への懸念が寄せられてい
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るためJ (79白治{料、 「現在従事している職員の処遇等の対応が必要であるためJ (70自治
体)であった。
「その他 (157自治体)の具体的な記載は、次のとおりである。 r業務委託等で対応する
ためJ (14自治体)、 「収益性が見込めないためJ (11 自治{料、 「長期的に安定した運営が
必要であるため (11自治体)、 「複合施設であるためJ (10 自治体)などの趣旨の回答が比
較的多く寄せられた口
修業務委託等で対応するため(1 4) 
-窓口業務等、一部に業務委託を導入
-図書館運営業務の一部を市民田体に委託
'I~書館窓口等業務委託しているため、当面現行体制で運営
.窓口業務を民間委託する方向で検討している。
-業務委託を考えていたため
・カウンター業務等を民間業者に委託した(中央図書舘のみ) 0 
-窓口業務を委託しているため
(仮称)市総合型図書館の供用開始に伴う管理運営体制の見直しの中で、カウンター
業務等の定型的・簡易な業務については氏開業者等に業務委託を行う。 I直営・一部委
託の体制という方針とした。
-民間委託を予定
-すでに窓口業務、電算データ作成等整理業務、資料製本修理業務を委託している 0
.委託としたため
・委託を検討中のため
-業務委託により効率化を図るため
-現在業務の一部を委託検討中である。
議参収益性が見込めないため (11) 
-積極的収入が皆無といえる図書館は高業原理による運営と相入れず、職員の質低下や
資料購入の偏り、長い目で見た計画ができないなどの問題が予測されるから。
-中心的業務は公共性が高く、無料が原良Ijで収益性がないため、参入すれば人併二費削減
にしか企業収益がないので、必要な人員が確保されず、図書館の力が発揮できなくな
ると考えられるため、直営の中で、内部的効率を図っていくことを優先した。
-図書館は利用料を徴収することができず、指定管理者制度にはなじまない0
.図書館経営は利益を追求できる施設と異なること
・民間の経営になじみにくい施設であるため、県民の公共福祉の増進を留る上で、当面
直営を維持する必要があるため
-収入の見込める施設ではなく、指定管理者による運営は困難(事実上不可能)と判断
.図書館は無料の施設であること
-図書館は利益が少なく不向のため
-図書館法による無料公開施設であり、かっ長期的な計百iに基づく運営が求められるこ
とから、指定管理者導入にはなじまないと考えられる。
・公共図書館は、事業収益が見込めない公共サービスである0
.利益性のない公共施設には向かない制度であるため
種参長期的に安定した運営が必要であるため (11) 
・将来的に、行政サイド、のチェック機能の低下(業務内容に詳しい者の減少)の危倶
・直営でもサービス拡大は可能であり、公平で安定したサービスを継続して提供できる
.安定した運営体制を権保するため
-業務の継続性に懸念がある。
-社会教育機関としての専門的なサービスの継続性・公平・公共性が維持で、きない0
.図書館サービス維持性の欠如
-図書館の継続的な発展が確保できないため
-資料収集、運営の一貫性、継続性が危ぶまれる O
-待遇、安定した雇用の継続という面で問題が残り、そのことで知識や技術の蓄積が困
難になり、利用サービスの低-F~こつながる。
-指定管理者だと運営の永続性に疑問があるため
-図書館法による無料公開施設であり、かっ長期的な計画に基づく運営が求められるこ
とから、指定管理者導入にはなじまないと考えられる。
修複合施設であるため (10) 
-図書館と美術館が同一施設内にあり、美術館管理も同一職員で、行っており Jð~模も小さ
し10
・複合施設のため図書館部分だけ切り離して制度導入することができない0
・m内図書館のほとんどが複合施設であるため、他施設との誠整が難しい。
-図書館と教育委員会・公民館事務室の仕切りがなく、一体化しているので、直営の方
が効率的な運営ができるため
-公立施設内図書室であるため、施設全体で検討が必要
.総合文化センターと一体で考慮する必要がある。
-自治体管理の複合施設内にあり教育委員会部局も入っているため
-施設の設計、建設及び生涯学習センターの運営にPFI方式を採用。導入検討の!察、図
書館の経営については、!Il]‘直営としたため
-施設内に図書室を設けているだけなので、施設管理をしている教育委員会職員で対応
している O
-図書室のみでの検討はしていない。
争社会教育施設で、あるため(7 ) 
-教育的施設で、あるのでj亙営とすべき。
-生涯学習の中心的役割とされるi望書館は行政が責任をもって運営すべきとの考え
-図書の貸出し以外の生涯学習事業の推進を行っているため(読み閣かせやおはなし
会など)
-社会教育施設として図書館の市民サービスは市が責任を負うべきで、指定管理にはな
じまないと考えたため
-市長および教育委員会が、図書館は公教育という性格をもつので、直営にすべきとの方
針ーを打ち出しているため
・公立図書館は、その自治体の文化度を示すものであるので、直接に責任を負うべきで
あると考えているためで、ある。
• I送i書館事業を生涯学習の中心とすべく、検討しているため
穆公民館i調書室であるため(7 ) 
-公民館全体として検討する必要があり、当面は直営でいく方針
• I丞i書室として開設しているだけで、 J肯定管理制度になじまない施設である。
・公民館本館内に設置され、 i職員が常駐している為、指定管理制度を導入する必要が
ない。
-公民館業務と一緒のため
-公民館内にある図書室のため
-当 1IJは公民館内に図書室を開設している。 図書室は公民館に付属する物であり、公民
館は直営としているため、図書室も指定管理を採用しない。
・公民館、コミュニティーセンター運営が主であり、他に図書貸出しを行っている。
争都道府県立図書館としての役割になじまないため(6 ) 
• fl11T村立図書館の支援等、指定管理者制度になじまないと思われる事業があるため、
当面直営とされた。
-市ur村支援は、施設管理!者に行わせることができない。
-市IIT立図書館の支援を第ーとした図書館で、あるため、指定管理制度になじまない0
.市IIT立図書館を支援する立場から。
-県内図書館及び学校と連携した県内全体の図書館サービスを図る必要があるため
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-県凶書館の場合、市市i向IJ町1
者に委ねることは難しいためO なお今後、指定'管理者制度の採用について検討してい
かないということではなく、引き続き検討は行ってし¥く口
警警小規模施設で、あるため(5 ) 
-現段階で、は図書室の規模が小さく、指定管理者制度を採用する必要はないと判断した
・木村は、図書室であり規模が小いため不安
-現に図書室の規模が小さいので必要でない。
-元々、教育課職員が業務を兼ねる小規模施設のため
.規模の小さな図書室のため
畿新設等の時期が近接しているため(5 ) 
-図書館新設へ委ねるため
-現図書館の改築、新築のH寺までは現状のまま
.新しい県立図書館建設の!擦に再度検討とする 0
.来r図書館の建設計画の予定があるため。
-開館後に再度検討することとした。
種参メリットがないため(5 ) 
-特段のメリットが見当たらない。 (4自治体)
-効果が判断で、きないため、社会教育施設全体で現在では考えていなし"0
窃，tJIHTi守合併が近接しているため (4)
-隣接市との合併
-この後合併を控えているため、様々なことを検討・調整中
.合併の案があるので検討しておりません。
. H19年3月31F-lで合併の予定
務学校や他市IITi守図書館等との連携が必要であるため (4) 
-学校との連携をより強化したいため
-大学図書館との連携や他市公立図書館との広域連携等直営であるメリットがあるた
め
・民間企業では、自治体を越えた相互協力が成り立たなくなる。
・1:]互貸借等連携が必要な事業であり、競争関係にあり、利益追求する民間企業は不向
きである。
@指定管理者となるべきj主体がないため (4) 
-円滑に管理運営ができる組織が地域にはない。
-検討した時点で指定することができる業者等がないと判断されたため
.公募したが適切な事業者がいない口
-指定管理者団体の熟度が不十分であったo
e直営の方が効率的で、あるため (4) 
-現在、臨時職員が窓口業務を行っているが、人員を最小限とするために、ザuえばポス
ター・チラシ、汚破損資料の修繕、 トイレの清徐等多岐にわたって業務をしているの
で、指定管理者では対応が難しいため
-直営により運営する方が効率的で、ある。
-直営が望ましいと判断されたため(財政的に効率的であるため)
・費用対効果等課題が多いため、当面の間直営とした。
@専門性が必要で、あるため(3 ) 
-図書館業務の専門性から、次々替わった場合、蓄積されたものが残らない等、責任の
所在が不明瞭になる。
-郷土出身者の記念室等の運営や資料の収集には、専門性も要求される。
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-吉文書や貴重な郷土資料を多く所蔵し、レファレンスに対応する必要があるため
欝サービスの質を維持するため(3 ) 
-公的サービスの質を維持するため
-住民サービスの低下の懸念があるため
-図書館の役割サービス、効率など総合的に判断した。
種参住民の知る権利の保!埠は行政の実務であるため (2) 
• IlJ民の知る権利を保障することは行政の責務であり、図書館もその一役を:l:Jlうため直
営で対応する。
-住民への資料、情報提供は公が責任をもって行うべきものであるため。
議参ボランティアとの協働が必要であるため(2 ) 
-ボランティアと一体になった読書活動推進の取組は、民間企業による効率化になじま
ないため
・地域のボランティアとの協働を考慮すると、現行の業務委託を拡大し、推進するほう
が有効である。
縁総合的に直営が適切であると判断したため(2 ) 
-直営、業務委託、指定管理者制度を、コスト面、サーどス面、人材確保、図書館運営
のあり方、学校教育や生涯教育への支援等の視点から検討した結果
-経費削減とサービス向上、さらに将来的発展を構想する上で、現時点では直営による
図書館運営が、より適切な手法と判断されるため
場当該図書館の特殊性のため(2 ) 
-新図書館を民間より寄贈されるため、当市が運営に当たることが前提となっている 0
・絵本の館と云う特殊性のため、なじまない。
鯵 I~I 治体としての対応等が未定であるため( 2) 
-市としての方向性が定まっていないため
-図書館としての方向性が定まるまでは、直営とする。
敏行政窓口サービスを実施しているため(1 ) 
-戸籍・住基等の窓仁!となっている。
争公平11~t:が必要で、あるため( 1 ) 
-施設の公平i生維持の問題や収益性の低さから、制度導入のメリットがないため
電量1il人情報を保護する必要があるため(1 ) 
-他人情報の保護がで、きるか、懸念される。
務13治体のコントローノレがしづらいため(1 ) 
-自治体のコントローノレがしづらくなる。
畿 PF 1を採用したため(1 ) 
• PFJ手法にて図書館を整備するため
鎗住民感情を考慮、したため(1 ) 
. fl民感情等ーもあり当面は現行(直営)で実施、今後の社会情勢の変化を見極める必要
があるため
犠関係j王i体、近隣=図書館等の動向を考慮したため(1 ) 
• 1=12{1協、県図書館、 l;gl会図書館及び近隣ーの図書館の動向。
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直営で対応可能なため(理由の明記なし) ( 7 ) 
.現状で対応できるため
-現行体許可が最適と半!日新
-行政として主体的に運営すべき必要があると考えるため
.直営による管理を適当としたため
-トップの考えが直営のため
-図書館の役割や目標を達成するには、直営がより望ましいため
・行政の考え方、方針
鯵公立図書館にはなじまないため(理由の明記なし) (l 7) 
-図書舘運営自体に制度が)，5)1染まないとの判断による。
-業務の形態、になじまない。
-対象にならないような施設のため
・公立図書館の特性上指定管理者制度になじまなし¥から 0
.図書館に指定管理者制度が合わない。
-当 IIIT~こ現在のところなじまない。
・公共図書館は指定管理者制度にそぐわないと主体的に判断
.図書館業務になじまない。
・公立図書館の自的達成に有効とは言えず、基本的になじまないと判断したため
.図書館法との整合性
-図書舘の業務内容を考えると、指定管理者制度は適当でないと判断したため
・現在のところ、市としてはなじまない。
-指定管理者制度は図書館業務になじまないため
・仕事の内容、性質上、適さないため
-図書館の性質・役者jが制度になじまない。
-指定管理者制度は図書館業務にはなじまない。
-図書館の業務に指定管理者制度はなじまないため
畿その他 (4)
-地方財政制度的にまだ、問題がある様な気がする(資料購入費的なところ) 0 
-現在の職員が全員臨時なため
-図書館は市内各館のネットワーク、祁互協力によって成り立っているため、特定の館
のみ制度の導入を凶ることは現実でない。
-平成18年4月から17箇所、平成21年末までに7笛所の公の施設を導入に向けて検討。文
教施設は勤労青少年ホーム
轡n寺均一i尚早であるため(3 ) 
• 13寺期尚早(2自治体)
-時期が早い。
務必要性がないため(2) 
-指定管理者制度を採用する必要がないため
.必要性がない。
電動理1=ョ不知 ( 2) 
-採用しなかった理由は不明(報告なし)
.具体的な理由の明示はない。
務検討していない(9 ) 
-特に話しにものぼらなかった。
-そもそも議論の対象で、なかった0
.検討していなし¥。
-検討課題とならなかった。
-導入対象施設に含まれていなし ¥0
.特に話題にならなかった。
-設問J二、担当課で決定したとしたが、職員の共通認識があるだけで、何らかの決定行
為があったわけではない。
-現時点で指定管理者制度の採用について提案されていなし ¥0
.関]ー としては特に検討していなし¥。
3. P F 1について(質問N)
PFIとは、公共施設等の建設、維持管理、運営等を民間の資金、経営能力及び技術的能力
を活用して行うことで、国や自治体等が直接実施するよりも効率的かっ効果的な公共サービス
の提供を I~ るという新しい手法である。
我が匡!では、 「民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促進に関する法律Jが平成 11
年 9月に施行され、制度イとされている。
(1)検討状況(質問lV.1及びIV.5 (2)) 
自治体数
1食言すしたことがある。 38 
検討仁 22 
1会討-したことがない。 1045 
P F 1方式で公立図書館を整備することについて、その検討ーの有無を尋ねたところ、 「検討
したことがあるJ自治体は 38、 「検討-中」の自治イ本は 22、 「検討ーしたことがないJ自治{本は
1045であった(然回答 157) 0 
r 1た討中j の自治体について、検討結果をとりまとめる予定時期を尋ねたところ、平成 18
年度が l、平成 19年度が 7、平成 20年疫が 2、未定が 12であった。
(2)検討組織(質問IV.2 (1)及びIV.5 (1)) 
組織 自治{本数.世四日ー回世田由ー 山ー由
(うち主体
公立図書館 ]7 14 
教育委員会の図書館担当課 18 15 
行政改革等担当部局 23 19 
その他 19 17 
P F 1方式で、公立図書館を整備することについて「検討したことがある」及び「検討中」と
回答した自治体ーに、検討組織について尋ねたところ、 「行政改革等担当部局」が 23自治体、 「そ
の他Jが 19I~I 治体、 「教育委員会の図書館拘当課」が 18自治体、 「公立図書館Jが 17自治体
で、あった。これらのうち、主体として検討した組織はiー の組織について回答した自治体に加
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え、複数の組織について沼答した自治体には、主体として検討した組織について尋ねている D
なお、その際、主体を明記していない場合は、複数の組織が主体として検討したものと理解し
た。)については、 「行政改革等担当部局Jが 19自治体、 「その他j が 171:Jl合体、 「教育委
員会の図書館担当課Jが 15I=l治体、 「公立図書館j が 14自治体であった。
「その他j の具体的な記載は次のとおりであり、 「新図書館のための組織J (5自治{本)、
r P F 1検討組織J (2自治体)などの回答が目立っている口
①「その他」単独で検討
②複数綿織で検討・ 「その他j が主体
③複数組織で検討. iその他j 以外が主体
④複数組織で検討・主体を明記せず
移教育委員会(3 ) 
①教育委員会施設担当課
②教育委員会事務局 大規模施設建設準備担当 副参事
④教育委員会 生涯学習課
畿新図書館のための組織(5 ) 
①市複合施設整備検討委員会
①新文化施設検討プロジェクトチーム
①図書館建設プロジェクトチーム
②図書館整備庁内フ。ロジェクトチーム
③新国書館建設準備委員会
畿首長(1 ) 
④IIJ長
争首長部局 (4) 
①企画部企画課
①企画調整部情報政策課
①企画調整部門で他施設との一体的整備の手法として検討した。
②生活文化部文化コミュニティ課(市民会館との複合施設として検討)
.P F 1 i食討組織(2 ) 
①PFI導入検討委員会(庁内組織)
①市PFI検討委員会
窃プロジェクトチーム(2 ) 
①総務課契約管財担当を事務局として庁内検討委員会にて
③専門委員会(住民、議会、諸国体で構成)
轡無記載(2 ) 
① (2自治体)
(3)検討結果(質問N.2 (2)) 
検討結果
P F 1で公立図書館を整備した、又は今後整備する予定
P F 1方式を採用しなかった。
自治体数
33 
「検討したことがある。 Jと回答した自治体に、その検討結果を尋ねたところ、 ip F 1で
公立図書館を整備した、又は今後整備する予定Jは5自治体、 fp F 1方式を採用しなかったJ
は33自治体であった。
(4) p F 1方式を採用するメリット(質問IV.3) 
fp F 1で公立図書館を整備した、又は今後整備する予定。 Jと回答した自治体に、公立図
書館にPFI方式を採用するメリットについて、①「民間的な経営感覚を活かし、サービスの
向上が図れること」、②「事務の効率化や管理運営経費の縮減が図れること」、③「その他j
に分けて、それぞれ具体例を回答してもらった。各自治体の記載は次のとおりである。
①民間的な経営感覚を活かし、サービスの向上が図れることJの具体例
1 Cシステムの導入、自動貸出i機の設置、自動化書庫の設置、自動仕分け機の導入などの
ほか、技能を持ったスタッフによる窓口対応、ライブラリー・コンシェノレジュ(案内人)の
配置などの回答があった。
@各種事業の実施 (3 ) 
.ICシステムの導入・自動貸出機の設置・自動化書庫の設置・自動仕分け機の導入によ
る業務の効率化及び迅速化
-手話や外国語ーなど技能を持ったスタップによる窓口対応。利用者層を分析してサービ
スに活かす。複合施設内の図書館以外の施設と連携した収集、展示、事業を行う。
・予約e-抑j(Icタグ対応電子棚)の設置による予約本貸出のセルフ化、ブックポスト返
却資料の処理室への自動搬送、ライブラリー・コンシェノレジュ(案内人)の配置など
公共が想定した以上の提案があった。
働その他(2 ) 
・当該施設は複合施設であるため、相方の業務を有機的に活かしていくためには継続的
に1つの事業体が実施していくことが望ましいと考えた。
. PFJは建設と維持・管理のみ。
② f事務の効率化や管理運営経費の縮減が凶れるこfとJの具体例
複合施設のスケーノレメリットを生かした人員配置、毎年の委託契約が不要、総合的な受託
による業務効率化・経費縮減などの回答があった。
なお、 PF 1における最も重要な概念、のーっとしてVFM (Value For Money)がある O
これは、支払い (Money) に対して最も価値の高いサーどス (Va1 ue) を供給するという考え
方で、従来の方式と比べて PF 1の方が総事業費をどれだけ削減できるかを示す割合であ
る。 PF 1方式の公立図書館におけるVFMは、 17. 6~28% との回答であった。
@事務の効率化(3) 
-複合施設のスケーノレメリットを生かした人員配置及び事業の実施が一体的に行うこと
による効率化が図れる。
.窓口!職!識哉員や建物料紺維j主i持管管:理理iなどのf毎立
.総合i的~l杓i内句な受託(!図2書;官館!言2遥営、図書館情報システムの開発、各種機器のリース及び本な
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どの集配等)により、業務の効率化と経費縮減、公共では!主i難とされる効率的なj薬用
の提案があった。
* VFl¥4 
-図書館単独で、は算出せず0
.28% 
・約 20.201(財政負担削減率)
・17. 6 % 
② 「その他j の具体例
王子i書資格等の条件を示すことにより専門性を確保できること、 PFI採用に当たって企業
務の見直しをすることができたことなどの回答があった。
-今回は複合施設という観点からP門事業のメリットを見出した。
-司書資格者かっ公立図書館業務経験者で、あること等の条件を付すことにより、専門性を
確保できる。
-図書館業務の一部をP門事業者へ委託するに当たって、全業務の見直しをすることがで
きた。
(5) P F 1の概要(質問1V.2 (2)及び1V.3 (2) ~ (5) ) 
P F 1方式で整備した(予定を含む)公立図書館は 5自治体で 5館あり、その状況は(別紙
2)のとおりである。事業方式はすべてBTOで、あったこと、期間は 15年"-'1 7 &1三6月と長
期であること、人員体制について回答のあった 2自治体とも自治体職員.S P ClIf説員が併存す
ることなどが特徴である。
>1く BT 0 (sui ld Transfer Operate) 
PFIには、施設等の所有形態により、 BT 0 (suild TransfeJ局 Operate)、B0 T (suj ld Operate 
Transfer)、B00 (sui ld Ope1町ateOl'n)などいくつかの事業方式がある。
このうち8TO方式とは、民間事業者が施設等を建設し、施設等完成直後に自治体に所有権を移転した上
で、民間事業者が維持管理及び運営を行う方式をしづ。これに対し、 BO~J、方式とは、民11号事業者が施設等
を建設して維持管理及び運営を行い、事業終了後に自治体に施設等の所有権を移転する方式、 800方式と
は、民間事業者が施設等を建設して維持管理及び運営を行い、事業終了時点で民間事業者が施設を解体・撤
去する等の方式をいう。
* S P C (Special Purpose Company) 
P F 1の場合、提供するサービス内容が施設の設計、建設に加え、施設の維持管理、運営までを広く含ん
でいるため、 PF 1事業に応募しようとする企業は、複数の異業種企業とコンソーシアムを組むケースが多
く、また、サービスの安定かっ継続的な提供が求められるため、コンソーシアムに参加する企業の経営状態
がPF 1事業に悪影響を与えないように、それぞれが出資して PF 1事業を実施するための特定目的会社
(S P C) を設立することが一般的である。
自治体職員と SPC職員との役割分担は次のとおりであり、総括的業務、図書の選定、レフ
アレンスなどを自治体職員が行い、施設維持管理、情報システム業務、窓口業務などを SPC
織員が行う傾向があるようである。
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-自治体職員→経営・管理に関わる調整・指示業務、関係機関とのネットワーク業務、
モニタリング業務、学校教育・子育て支援業務、地域情報資産拡大業務
ボランティア支援業務等
'SPC職員→施設維持管理業務(建物・設備保守管理、清婦・ 2警備・駐車場管理 等)
図書館運営業務(開館準備業務、サービス的業務・図書室官情報システム
業務等)
鶴自治体B
-自治体i隊員→館長及び総括的業務、図書の選定、発注、除籍、レファレンス、予算管
珪i等
. S P CJ職員→貸出、返却、配架等の窓口業務、書 架整理、国書の装備、掲示物管
理、文化事業の運営、新着案内作成、資料I~送、リクエスト等)
場易自治体C
-自治体職員→図書館の総括責任、購入図書の選定、相互利用及び棺互貸借、学校図書
館との連携、図書館利用者の登録、レファレンスサービス、児童・障害
者サーピス。
'SPC職員→図書館資料の納入・装備・データ作成、貸出・返却、リクエスト・予約
受付、読書席等の管理、全宣言への資料搬送、図書館システム・ホームペ
ージ更新・管理
(6) P F 1方式を採用しないこととした理由(質問N.4)
検討の結果、 PF 1方式を採用しないこととした自治体に対して、採用しなかった理由を尋
ねたところ(複数回答可)、以下のような状況であった。なお、検討したことがない自治体か
らの回答もあったが、 -1一分検討した結果としての理由を調査する趣旨であるため除外した。
理由 自治体数
P F 1の方が、経費が割高であるため 10
業務に精通したi隊員により対応する必要があるため口 5 
現在従事している職員の処遇等の対応が必要であるため。 I
適切な事業者がし 1ない又はその選定が困難であるため。 11
市民や議会等からサービス低下への懸念が寄せられているため。 5
体制の縮小等により内部的に効率化を囲っている め。 3
その他 16 
回答としては、 「適切な事業者がし¥ない又はその選定が困難であるため。 J (11自治体)、
r P F 1の方が、経費が割高であるため。 J (10 自治体)、 「業務に精通した職員により対応
する必要があるため。 J (5自治体‘)、 「市民や議会等からサービス低下への懸念が寄せられ
ているため。 J (5自治体)が多かった。
「その他Jの具体的な記載は次のとおりであり、 「他の手法を採用したためJ (3自治体)
rVFJ¥!lが見込めないためJ (2 I~I 治体)、 「契約が長期にわたるためJ (2自治体)、 「財政
事情が悪化したためJ (2自治体)、 rl翠書館整備計画が変更されたためJ (2自治体)などの
回答があった。
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議参VFMが見込めないため(2 ) 
• VFMが出ないため
・予想よりもVFMが見込めなかった。(建物規模が小さかったので)
畿契約が長男jにわたるため(2 ) 
• I時間コストがかかる。図書館運営実績が行政側になく、比較できない0
・契約が長期にわたるため、図書館業務の変化への対応が難しい。
畿財政難(2) 
・財政難(2自治体)
図書館整備計画が変更されたため(2) 
.計画の見直しがあったため
-整備計画が変更となったため
畿他の手法を採用したため(3 ) 
-その他建設運営手法を検討しているため
.公設民営0
・751Jな補助事業とタイアップして進めることにしたため
畿その他(5 ) 
-区民意向等の反映が難しい、!玄j支・各種j主体・学校などとの連携を目指しているが対
応が難しい。区内図書館との連絡上、仁j二i央図書館を中心とした一体的・総合的な運営
を維持など整合性が求められている。
-図書宣告に不向
-県内の図書館との相互利用に支障をきたす恐れがあるため
.市i町村合併協議が始まったため
・建設事業のPFJ方式では、適切な施設が建設されない恐れがあると判断したため
4. 施策、事業等の立案体制について(質問V)
(1)教育委員会担当課からの指示や依頼に基づいて実施する施策、事業等(質問V.1) 
教育委員会担当課からの指示や依頼に基づいて実施する施策、事業等があるか否かを尋ねた
ところ、 「ない。」が 899自治体 (80.1 %)、 「ある o Jが223自治体(19.9%)であった(然
回答 140) 0 
具体的な施策、事業等の内容は、 (月IJ紙 3) のとおりである。
???? ? ?
?
?
??
?
?
?
?
?
?
? ??
?
??
?
?
(2)首長もしくは首長部局からの指示や依頼に基づいて実施する施策、事業等(質問V.2) 
首長もしくは首長部局からの指示や依頼に基づいて実施する施策、事業等があるか否かを尋
ねたところ、 「ない。 Jが988自治体 (87.70/0)、 「ある。」が ]39自治体(12.3%)であっ
た(無回答 135) 0 
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具体的な施策、事業等の内容は、 (J51j紙 4)のとおりである。
自治体数
988 
139 
(3)議会との関わり(質問V.3) 
公立図書館と議会との関わりについて、議会において、公立図書館関連の事項はどの程度質
問に取り上げられるかを尋ねたところ、 「全くない。」は 315自治体 (27.7%)、 rs寺々取り
上げられる。」は 783自治体 (68.7%)、 「頻繁に取り上げられる。 Jは幻自治体 (3.6%)
であった (1保回答 123)0 
具体的会質問の内容は、 (型出主立)のとおりである。
自治体数
全くない。 315 
日寺々取り上げられる。 783 
に取り上げられる。 4] 
5. 公立図著書館の評価について(質問VI)
(1)公立図書館の評価の実施状況(質問VI.1) 
公立図書館の評価について実施状況を尋ねたところ、 「実施している。 Jが 356自治体 (30.7 
0/0)、 「実施していなし 10 j が804白治体 (69.3%)であった(無回答 102)0 
実施している口
実施していない。
自治体数
356 
804 
(2)評価の実施方式(質!?:爪弓.2 (1)) 
公立図書館の評価を実施していると回答のあった自治体に、評価の実施方式を尋ねたところ、
「自治体全体で実施している政策評価などの一環として実施。 Jが 267自治体 (74.8%)、 「図
書館独自で実施口」が 68I~l 治体 (19.0%) 、 「その両方Jが22自治体 (6.20/0)であった。
自治体数
自治体全体で実施している政策~FF{illlの一環として実施 267 
図書館独自で実施 68 
J二記の両方を実施 22 
(3)評価のJ樹祭(質問¥1I.2 (2)) 
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公立i封書館の評価を実施しているとの回答のあった自治体に、評価の際に用いる指標を尋ね
たところ(複数回答五J)、 「指標は特に用いていなし¥。 Jとの回答は 37自治体と少なく、 「実
績指標」が 307自治体、 「成果指標Jが 157自治体であった。
自治体数
実績指標 307 骨ー『骨時榊曲目曲曲ーーーーーーー再暗唱曲司ーー--------咽回--圃邑・h・ー砕 岬h 明均 - .・・-.圃b 吋
!来館者数 159 
j貸出数 251 
;その他 116 
成果指標 157 ーー.-ー_.骨守司ー--ー
:特定の成果測定指標 79 
;住民満足度調査 69 
;その他 33 
指標は特に用いていなし 10 37 
「実績指標」の内容としては、 「来館者数Jが 159自治体、 「貸出数jが 251自治体、 iーそ
の他」が 116自治体であった。 rその他」の具体的な記載は次のとおりであり、 I-~抜書数、蔵
書購入数等J37、 「利用登録者数、登録率J30、 「事業実施関連(回数、参加者数)J 19、 「レ
ファレンス件数J15、 「ホームページアクセス件数J10、 「貸出人数等J1.0など、が多かった。
電撃蔵書数、蔵書購入数等(3 7) 
-蔵書数 (15自治体)
-所蔵資料数(2自治体)
-図書、資料購入i荷数 (8自治体)
.収集資料数
・蔵書数、年間受入(購入・寄贈)冊数
.図書購入111-数・蔵書冊数
-図書資料数、!丞書購入費
・購入冊数、蔵書数
・年間受入1m-数
-住民l人当たり蔵書数(2自治体)
.人口l人当たりの図書購入費
.ll了民1人当たりの還元率と蔵書数
-奉仕人口l人当たりの蔵書冊数の実績
.資料に関する指標
窃手Ij用登録者数、去を録率 (30) 
-利用登録者数 (20自治体)
.新規登録者数
・利用登録者数・団体貸出件数
・登録率(7自治体)
-登録率、小・中学生の登録率
傷事業実施関連(回数、参加者数) (1 9) 
-事業開催回数 (5自治体)
-自主企画事業実施回数
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-ビジネスセミナー開催件数
.事業数・参加者数
・事業参加者数 (7自治体)
-事業活動参加者(ボランティア)数と事業参加者
.事業費
・事業の取り組み状況
.事業実績
銀レファレンス件数 (15)
・レファレンス件数(9自治体)
・レファレンス質問数、団体数
・レブアレンス回答率、レファレンス能力指数
.レブアレンスに関する指標
-調査相談件数 (3I~ 治体)
電動ホームページアクセス件数(1 0) 
・ホームページアクセス件数 (8!~l 治体)
• HP蔵書検索ページアクセス件数
-インターネットによる総合目録へのアクセス件数
場参j7i消i(日数・ 1寺I'MJ数(9 ) 
・ ~fl官官日数 ( 7自治{本)
-開館1寺I'I:¥J数(2自治体)
修貸出人数等(1 0) 
-貸出人数(7自治体)
-実利用者数(一回以上貸し出した利用者の数)
・貸出総数(2自治体)
畿蔵書I~]il長率( 3 ) 
• )1哉書1m転率 (3自治体)
窃 1人当たりの貸出Ill1-数(5 ) 
-住民1人当たりの貸出1l今数(2自治体)
-貸出密度(人仁i一人当りの貸出n日-数) ( 2自治体)
・登録者1人当たりの貸出1m数 (0422 宮城県立理IHT)
働利用者数等(8 ) 
-利用者数(3自治体)
.来館者数
・手IUI~lm数
-貸出、レファレンス、複写H1l数、事業入場者数などの合計利用数(人口千人当たり)
.地域別利用状況
-閉鎖~fI時間延長利用状況
轡予約数(7 ) 
-予約数(5 !~I 治体)
・インターネットによる予約数(2自治体)
種参リクエスト件数(5 ) 
・リクエスト購入対応件数
・リクエスト件数 (4自治体)
畿移動図書館巡回日数(2 ) 
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• 13M巡回!ヨ数
• 13M巡回数
市町村協力事業(2 ) 
ー市町村への協力貸出数
-市町村協力事業における巡回のべ日数
審議相互貸借件数(3) 
-資料の相互貸借件数 (3自治体)
鯵コスト面の指標(3 ) 
. 1m-あたり貸出コスト
.運営費
・経費節減
畿その他の指標
-オンライン整備率
.市民からの意見・要望数
.資料新鮮度
・施設数
.督促処理回数
.職員数
・ボランティア受入数
轡成果指標関連 (4) 
-満足度 (2自治体)
.事業効果
・図書館利用はあなたにとってどのくらい役立っていますか。
場実績指標を明記していないもの(9 ) 
-総合評価
・図書館サービス全体(2自治体)
-図書館協議会において、実績数を基に評価0
.図書館の事務事業ごとに指標は異なる。
-行政評価、事務事業評価の実施 (2自治体)
.予算をともなう事業
.現在記載
f成果指標」の内容としては、 「特定の成果測定指標jが 79自治体、 「住民満足度調査Jが
69自治体、 「その他j が 33自治体であった。このうち、 「特定の成果測定指標Jの具体的記
載は次のとおりであり、上記の実績指標と重複する項目が多かったが、読書状況に関する成果
指標や起業化成果に関する指標、住民への還元などの趣旨の回答が寄せられた。
場参読書状況に関する成果指標(2) 
-平日に全く読書をしない小中学生の割合
.絵本を読むようになった割合
争起業化に関する成果指標(2 ) 
・セミナー受講者から実際に起業した人数
-起業関係、の相談会等を通じて起業が実現した件数
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重量住民への還元(3) 
-市民への還元額(貸出数÷平均単価)
.市民への還元額
(貸出点数×平均単価-必要経費)--7-人口
鯵アンケートの実施行)
-利用者アンケート調査
場参事業評価等(9 ) 
-事業評価表 (2I~ 治体)
.事務事業評価
・市関与の妥当性・必要性・効率性・呂襟達成度
・必要性、有効性、効率性で、評価
・H寺代適合性、補完性、効率性、有効性
-効果指標・コスト指標・満足度指標から算出した評価指標
・利用行動分析、読書量調査分析
. ISO 9001 
場コスト関連の指標(3 ) 
-資料1点あたりの貸出コスト
.利用者当り経費
-収支率
種審j哉書数等(6 ) 
-蔵書冊数(3自治体)
.図書等資料数
-市民l人当たり j哉書冊数 (2自治体)
運動資料整備状況(3 ) 
-資料整備点数
.資料費毎年10%地
. 5年間の受入れ(購入・寄贈)冊数/全体j哉書数
移利用者数等 (13) 
-利用者-数
-貸出利用者数 (2Ij治体)
-利用についての人数、回数、日数、H1l数
・来館者数 (4自治体)
-年間入館者数、年間利用者数
.総利用件数
-手Ij)有率
-手IjHJ率毎年10/0増
-登録者に占める実利用者の割合
穆登録者数等(7 ) 
-利用登録者数
-利用登録率 (5自治体)
.パスワード登録者の割合
議暴行事参加者数(7 ) 
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-行事参加者数(3自治体)
-おはなし会の参加者数 (2自治体)
.行事入館者の増加
-事業活動参加者(ボランティア)数と事業参加者
議参インターネット予約(2 ) 
・web予約件二数
・インターネット予約の割合
撃参貸Ij数等 ( 1 8) 
.貸J出~土j士:
.乳幼児への貸出数
-貸出数、前年度との比較
.貸出H奇数501アップ
-貸出数を 51~三 1'/号で5000flll j:1的IJする 0
・貸出率(2自治体)
-蔵書1m-数に対する貸出I1H数の都合
鯵 1人当たりの貸出1m数 (17) 
-貸出密度(人口 l人当たりの貸出資料数) ( 3自治体)
. I~号館 iヨ 1 日当たり、利用者l人当たり年間、益録者]人当たりの貸出 nn数
・人i二11人当たりの貸出数 (8自治体)
-市民1人が年間に借りる本の数
-人口 1千人当たりの貸出数
-人口1人当たりの貸出H数11.5H1の瓦ら12.511ll・への土訟を目標
.登録者1人あたりの年間貸出1H数
-奉仕人口 l人当たりの蔵書冊数及び貸出冊数の目標値を定め、達成度を判定する。
場回転率(6 ) 
• Ji哉書Ifl転率(5自治体)
、-資料貸出の回転率
畿レファレンス(3 ) 
・レファレンス数
・レブアレンスサービスの件数の増加
.レファレンス解決率
争その他(6 ) 
-館設定の目標値とそれに対する実績{症の比較
• I当標値達成度
-充足率
-対前年11~:J率、県平均
・のべ所要時間数
• IHT民の50%以上
畿無記載 (10) 
また、 「成果指標」のうち「その他Jの具体的な記載は次のとおりであるO
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警警読書状況に~号する成果指標( 1 ) 
-こどもの1ヶ月の読書量
曜響調査の実施(1 ) 
-職員研修会満足度調査、市町村支援満足度調査等
鯵アンケートの実施(2 ) 
-来館者アンケート(2自治体)
母島住民ニーズへの対応(1 ) 
-利用者ニーズに応える予約・リクエスト処理数
場参意見・要望の把握(1 ) 
-来館者の意見・要望
電器蔵書数等 (4) 
-蔵書1m数 (2I~l 治体)
-人口 1人あたりのj哉書数 (2I~j 治体)
畿利用者数等(5 ) 
-来館者数 (2I~l 治体)
・利用者数(2自治体)
.貸出利用者数
轡登録者数等 (4) 
・図書館利用登録者 u玄関数
.新規登録利用者数
-図書館利用カード登録率
.登録率
場惨事業実施関連(回数、参加者等) ( 5 ) 
-事業への参加者数(3自治体)
-講座イベント参加者数
-講座実施回数
場貸出数等(5 ) 
-貸出HIJ数 (4自治体)
.他人貸出ITH‘数
争l人当たりの貸出IJ-数(5 ) 
-人仁1]人あたりの貸出数 (4自治体)
-図書貸出し人仁1人当り 31H-を当面の目標とする。
曜毎回転率(1 ) 
• Ji抜書1~l iI去率
場レブアレンス(1 ) 
・レブアレンス件数
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議参ホームページアクセス件数(1 ) 
・ホームページのアクセス件数
鶴市町村支援(2 ) 
-市町村貸出H1l数
-市町村支援事業等による読書貸出数
コスト面の指標(1 ) 
. 1件当りに掛かる経費
傷事業評価等(7 ) 
-総合評価
・それぞれの事業別に活動指標、対象指標、成果指標をきめて評価している 0
・21事業に分け、多方面の指標をもとに評価されている。
-行政評価、事務事業評価の実施 (4自治体)
穆その他(7) 
• I玄i書館協議会での意見数
-重点施策実施状況の達成率
.督促対象者の割合
-回答率
・返却人数
-図書館サービス
.現状把握
(4)評価結果の活用方法(質問VI.2 (3) 
公立図書館の評価を実施しているとの回答のあった自治体に、評価結果をどのように活用し
ているか尋ねたところ(複数回答可)、 「公立図書館内部での業務改善に活用している。 Jが
246自治体、 「予算要求の際の資料となる。 Jが 141自治体、 「その他Jが 53自治体であった。
自治体数
予算要求の際の資料となる。 141 
公立図書館内部での業務改善に活用している。 246 
その他 53 
「その他」の具体的な記載は次のとおりであり、 「住民への公表Jl1、 「行政上の資料とし
て活用J7、 「行政全体の業務改善等に活用J6、 「事務事業の見直し等J6などであったが、
「現時点では十分に活用できていなしリ 7といった回答も寄せられている。
場住民への公表 (11) 
-住民への公表 (5自治体)
-住民への説明責任の向上(2自治体)
・情報公開 (3自治体)
-市民に公表する事務事業評価に活用している。
@行政全体の業務改善等に活用(6 ) 
-市全体の事業評価の一環として、業務改善に活用している。
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-行政全体でベンチマークを定めて事務改善を行っており、その一環として函書館でも
指標を定め、評価している口
・市全体の事務、事業の改善、改革資料
.行財政改革推進
・県教全体評価のーっとなっているが、図書館独自のものでないため、図書館の業務改
善には反映しにくい。
-役場全体の業務実績として活用
電参事務事業の見直し等(6 ) 
. PDCAの確立、事務事業の改善
・目標管理型の管理運営を行うことで、より効率的、効果的な管理をめざした施設のあ
り方や、管理運営のあり方の見直しを行う。
-事務事業の見直しに活用している。(方法、予算など多方面より)
・市の政策立案、事業見直し
・図書館サービスの向上に活用している 0
.コスト意識
争総合計画等の策定・推進 (4)
-県教の成果と課題を的確に分析し、総合計画の着実な推進を図るために活用している 0
・町の振興総合計画、策定のための参考資料とする。
-計画・予算との連携
-図書館中期計画作成のため活用
錫指定管理者関連事務に活用(2 ) 
-指定管理者選定のi擦に参考となる。
-指定管理者業務(図書館業務含む)の総合的な評価
窃行政上の資料として活用(7 ) 
-教育委員会への報告資料
-決算の際の資料となる。
-行政内部資料として提出している 0
.図書館協議会に提出
・国書館協議会委員への情報提供
.図書選定委員会の資料となる 0
.社会教育員会資料
命現H寺点では十分に活用できていない(7 ) 
・実施段階であり、評価の結果の活用まで、至っていない0
.活用方法について試行錯誤している。
-今後、行政評価の動向と{井せて活用していく予定
.まだ施策に反i決されていない。
-現状では特に活用していない。 (3自治体)
轡その他 (14) 
-平成19年度より開始します。活用については平成初年度より
・行政評価として実施(3自治体)
-行政評価導入検討チームによる問題点や課題の分析 行い、改善策を検討。 H19年度
から本格的実施に向けた評価を行う O
-政策評価制度については、改定l=j:1のため、 H18年度は未実施
-新設図書館における指標を何にするかを構想中。少なくとも貸出数には設定しない0
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OJU紙 3) 
教育委員会担当課からの指示・依頼に基づく施策鍾事業等
移ブックスタート事業(2 0) 
-ブックスタート事業(1 8 El治体)
-ブックスタート(公民鎖中心に子育て支援センタ一、保健師、読み留かせサークルに協力依
頼)
-ブックスタート、記本活動(UlJー内保育所)
場読み開かせ事業 (13)
・子どもの本展示会、絵本読み拐かせ会など
-児童ふれあい交流促進事業(絵本の読みきかせ教室)
・読書活動の推進、読み閣かせ事業
・絵本の読み開かせ会(3自治体)
・本の読み聞かせ事業(6自治体)
.おはなし会など
電動子ども読書活動推進事業等 (46 ) 
-子ども読書活動推進事業 (12自治体)
-共催で、子どもの読書活動推進に関わる事業を実施している O
-地域子ども読書活動推進事業
-子ども読書活動推進計画の推進拠点活動
.子ども読書活動推進環境整備事業
・子どもの読書活動推進についての連携事業
・子ども読書推進計画、学校教育センター推進事業
「子ども読書活動支援プランj の実現 (H17.1策定)
.子ども読書活動推進会議
-子ども読書活動推進計画に基づく事業
-子ども読書計画の策定にかかわる事業(教育委員会のみでなく子育て推進課との合同事業)
.子ども読書活動推進計画の策定への参加
-子ども読書活動推進計画の策定 (13自治体)
・子ども読書活動推進計画(1 0自治体)
場その他子ども向けの事業(1 9) 
-子ども図書館の開設
-子ども向け広報誌発行
• slTの子どもたちに読ませたい 200iTI}の本事業等
.夏休み子どもフェア
-障害のある子どもたちの読書活動推進支援事業
・地域子ども教室事業(5自治体)
-移動文庫一地j或子ども教室(子どもの居場所づくり事業)開設に伴う事業
・子どもの居場所づくりの拠点となるためのボランティア(母親)を中心に読み関かせ、読書
集会を実施すること(検討中)
-子どもの居場所づくり事業
-児童の放課後対策事業 わくわく放課後タイム・毎週火曜日 午後 3時~
-指定管理の協定書に「おはなしの会の開催、健診1寺に絵本を紹介するJなど明記している O
・子どもブック劇場(定期的なおはなし会の開催、親子対象イベントの開催
どものためのおはなし会
「子ども読書の日子ども読書週間Jの事業
「子ども読書の 13J記念事業
命学校教育との連携等(3 0 ) 
-学校図書館の支援
-学校図書館の支援、学校図書館補助員研修
-子ども読書活動推進計画iにもとづく学校図書;館支援事業
.学校図書館支援事業
-学校図書館との連携。学校図書館支援センターの設置。
-学校図書館支援センター推進事業(文部科学省事業)平成 18年度から 3ヶ年
.学校図書館支援センタ一事業
・一部既に実施している学校図書館支援について市内全域で実施することに。
-学校図書館との連携
-学校図書の支援(2自治体)
.学校への資料貸出
-学校との連携
・小学校への支援
-学校との連携・サービス計極策定
・町立小学校と連携した「読書集会J
・学校題図書担当者連絡会を開催し、 「子ども読書活動Jを推進する O
-市内小学校への移動図書館事業の拡充
・小中学生の体験学習受入(絵本作り、お話し会)※ノト 1m 以上、年間を通じて)~ 1~2 呂、土問
実施
・小学校への出張おはなし会、小学校巡回図書の選書
・学校図書館資源共有ネットワーク事業
• AVL事業・職場体験(中学生)施設見学(小学生)
-学校図書館及び学校図書館指導員等の整備・調整等
・読書感想文コンクーノレ
-中学生社会体!致事業
-小学校等への読みi習かせ
・中学生の体験学習・新任教員の体験学習
・読書調査研究(学校とのかかわり)
-学校図書館主任情報交換会
・13学校選 5日制事業
信審教科書の展示等(7 ) 
-市内小中学校教科書展示事業
-小中学校の教科書選定のための展示
.教科書展示会場として供与
-教科書の展示(3自治体)
.教科書センター管理・運営
畿各種講習会・研修会等 (27) 
-図書館奇書セミナー
-読み関かせ研修会
.育児サロン事業の一環としての絵本の読み閤かせ及び読み関かせの効用・やり方の説明等
・市民大学講座「絵本の読み関かせ(基礎) J 
育て支援講座・人権講演会
-教育パワーアッフ。出前講座
-担当課の講座開催H寺に資料展示協力、おとどけ講座「絵本とふれあおう」
-直営1寺代から行っている既存事業(おはなし会、本の交換会、つくってたべるおはなし会、
文学講座、市童話発表大会)
・教員 10年経験者地域交流体験研修
-現在、図書室の所管は教育委員会なので、自らの企画事業を実施。図書室まつり(毎年秋に
開催)文化後援会・朗読麟・おはなし会他。
-県立施設開放文化講座
-町民文化講座の開講
-市民大学の講座担当
.パソコン教室
・自主事業(講座等)の開催
.市生涯学習フェスティパル
・まなび、っく生涯学習講座の共催
.おはなし会
・ストーリーテリング入門講座
-講師を招いてのボランティア講座など
「音訳ボランティア養成講座J、 「ストーリーテリングボランティア養成講座j
.ボ、ランティア養成事業
-生涯学習ボランティア育成
-学校図書館ボランティア講習会
・子ども読書ボランティア養成講座、言葉の力を高める研修会
.研修会受け入れ
場参読書推進事業 (8) 
-図書先進県づくり推進事業
. !泉氏読書活動総合推進事業
-読書活動推進i町民会議の企画、運営
• I可の読書推進計麗のようなもの
-図書を考える会、子ども読書会議設置
・おはなし会(読書普及奨励事業)
-読書推進事業
・読書活動
錫移動図書館、宅配サービス等(7 ) 
-遠隔地利用者返却サービス
・本の宅配事業
・希望者の家もしくは勤務先等に貸出・返却の宅配サービス、 「図書宅配事業J
-移動図書館が廃止され、それに替わるサービスとしてホームヘルパーサービス利用者を対象
にリクエスト本の宅配サービスを平成 19年度より実施予定
-図書宅配サービス事業
-移動図書館車配本事業
.移動図書館
場開館日の増加、閉鎖5時間の延長(4 ) 
-通年開宣言
-祝日開宣言見直し検討及びサービスの向上に努める施策等の検討-
・開館日、開館時間の延長
・1号館i時間の延長
移子育て、家庭教脊支援等(7 ) 
-子育てサポーター制度
-子育て支援関係事業
-子育て支援
・家庭教育関連事業
-家庭教育支援総合推進事業
-家庭教育支援総合推進事業他
.家庭教育支援事業
e 図書館の在り方検討(施設整備の実施を含む) (1 2) 
f新しい県立図書館像j の検討
-図書館のあり方検討会
-図書館サービスの基本計画
-生涯学習推進計画策定委員会
.図書館建設計画
-市新図書館建設費
.中央図書館の分館を既存施設内に整備中
・図書館リニューアル事業、分館整備事業
・市教育計画に基づく 「施設の整備J
. r=n教青施設
-図書施設ネットワーク整備
-現在 2Fにあるので配置検討
穆各種展示の実施(5 ) 
-人権啓発展
.人権教育・関連テーマの展示等
「いのちとこころの教育週間」での資料の展示、事業
「戦争と平和を考える本J展。終戦記念、 iヨに平和に関する映画上映会・展示に合わせて(複
合施設のため、文化ホーノレ・展示室が同施設内にある)
-古本市、図書館ギャラリー
轡各種イベントの実施 (11)
-生涯学習フェスティバノレへの参加。フェスティバルの一環として図書館まつりを実施。
.生涯学習フェスティバルでの本のリサイクル市
-生涯学習フェスティバノレ
-市民生涯学習のつどい、社会教育施設長・担当者会議
-生涯学習推進大会(大会の中で読書感想画展入賞者の表彰を行う O
-さわやか詩集表彰式等
. I亘書館劇場
・図書室祭り
.文化祭
・教育フェスティパノレ
-愛ランドフェスティバノレ
畿圏書館だより、 PR活動等(6 ) 
-図書館の利用活用についての集団指導
・図書提示、図書だよりの発行など
-園書館利用促進の PI~ 活動等(アンケート、学校訪問、など)
・来館者を集める為の行事(おはなし会など)
-開館記念行事
・図書館支援事業
務国、県等の委託事業等(4 ) 
-県教委等から関連事業の実施がある場合
.国 ;y長等委託事業
-県費及び、 I~庫の補助金事業
-文部科学省委託事業「地域の図書館サービス充実支援事業J
畿その他の事業(1 1 ) 
-市史の領布事業
「文化遺産プロジェクト」に関わる事業 ※図書館は教委図警文化財"fJUと職員兼務
.じげ自慢!顎き取り
-視聴覚ライブラリー、 IT図書館
・体育、スポーツ事業についての協力
.その道の達人派遣事業
-県キャリア教育実践プロジェクト「キャリアスタート・ウィーク J
.産業支援
・学びの日制定(予定)
-市民からの大規模な寄贈等の事業
・条例、規則等の改定
移すべてが教育委員会立案の事業(8 ) 
-すべてが担当課の業務となる O
-教育委員会社会教育係と兼務発令のため、すべての事業が教育委員会主催で実施している O
-担当課が管理・運営しているため、立案は全て教育委員会。
-全面的に教育委員会より指示。
-図書室j隊員が常勤・非常勤にかかわらず臨H寺j隊員のため、担当係が行っている O
-施策等については市、教育委員会の方針に基づいて実施。内容については事前協議が必須0
.教育委員会の方針と重点に沿って年間事業の実施をしている O
・公民館と一体なので。
穆その他(4 ) 
(現在は)なお、指示や依頼ということで実施する事業は少ないが、事業実施の際には、互
いに検討しながら進めている O
-図書・文化財課として、教育委員会事務局の組織の中に位置づけられているが、イ患の諜から
依頼を受けて実施している事業はない。
-依頼、指示という形だけでなく、独自でも、本に親しみやすい環境を考慮、しながら、ブック
スタート、読み聞かせ事業、巡i当図喜、図書選定通営委員会、おはなし会などを行っている 0
・クマループ制を採用している為、図書館に勤務している験員も社会教育課社会教育グ、ノレープの
職員である O
(J.ji.J紙4)
首長 z 首長部局からの指示舗依頼に基づく施策雄事業等
鯵ブックスタート事業 (32) 
-ブックスタート事業(2 9自治体)
・ブックスタート事業への協力(2自治体)
-健康福祉課事業「ブックスタート講座j への図書館員の派遣(乳児の親子対象)
動読み跨かせ事業(7 ) 
-幼児の検診持の擦の絵本の読み拐かせ
・9、10ヶ月児健康ー相談時のブックト-7
・絵本ふれあい事業(乳児健診)
-乳幼児学級での読み関かせ、読書指導
・子育て支援センタ一事業「ラッコちゃん広場Jでの絵本の読み関かせ(未就学園児の親子対
象)
・子育て支援的な読み掛かせ
-首長部局主催の「町民祭j の読み関かせ会
傷その他子ども向けの事業(1 4) 
・こども図書館の開設
-子ども絵本館 I~j~ 設
-子ども芸術大学 ※当該図書館は知事部局で所管している O
-学童保育室への配本
・巡回国書(月 1費各保育所、幼稚題等へ図書の配布)
・子育て支援事業 ちびっこ遊びタイム・毎選火曜日午前中
.子ども読書週間推進
-子ども読警の日
-子ども読書活動推進計画にもとづく子そだて支援課、児童課等の共同事業
.子どもの読書計画策定
ども読書活動推進計画
.子ども読書推進計画
-児童サービス、主に、読書の推進活動について
.小仁iコ学校読書活動推進会議への参加
争開館 J3 の増加、 I~号館時間の延長( 1 3) 
. I~号館 J:I 、!?司館時間の延長
-開館n寺i習の延長、祝日の開館(2自治体)
・夜間開館-夏休みフノレオープン
-開宣告日を増やすことによる利用日数の拡大
.年末年始特別開館
-祝日開館
-夏期のI}号館時間の延長
. I~号館時間の延長(夏期のみ)
・5号館時間の延長(平日の夜間開館 20: 00まで)
・金曜日の開館時期延長(通常 18H寺を 20H寺まで)
.開館時間の延長
-長時間関館
電動図書館の在り方検討(施設整備の実施を含む) ( 9 ) 
-図書館基本計画策定
「今後の図書館のあり方Jに関する検討調査業務
・中央図書館機能に係わる「市民討議J
-新図書館建設事業
-市立中央図書館建築事業
.市図書館建設事業
-図書館建設準備作業
.図書館施設整備工事
-現在 2Fにあるので配置検討
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行政サービス機能(3 ) 
-サービスカウンタ一事業(各種証明発行・税金収納・ゴミ袋販売)
・移動凶書館車での住民票、現況屈の発行、くみとり券の販売
・住民票等交付
移行政 J情報の発信等(6 ) 
・知事部局の各課と連携して、ビジネス関係、健康情報、法情報関係等のタイアップ事業等を
実施している O
・予算書の公開関覧
.行政資料の提供
-行政資料の収集、提供(行政改革の 1っとして)
.共同企画展の開催
-広告事業
移特定の情報の発信(8 ) 
-ふるさと文学情報発信・歴史資料活用
.闘病記コーナー
-男女共同企画行動計画(策定中)の推進のため、人権の尊重に関する書籍等の充実など
・女性、人権問題に関連した資料展示事業
-男女共同参爾フェア関連図書展示
-男女共同参画プランに基づく施策(情報・資料の提供)
.男女共生図書コーナーの設置
-男女共同参画に係る展示・資料
鯵産業振興等(4 ) 
・ビジネス支援サービス
・ビジネス支援コーナーの設置
・ビジネス支援セミナーの開催(商工観光課、高工会議所)等、首長音1))誌が実施する事業等に
対し、図書館として関連資料の展示やパスファインダ一作成等行政支援サーピスを行ってい
るO
・ビジネスライブラリー整備事業
鶴子育て支援(ヰ)
-少子化対策、子育て支援として、児童・子育て関連図書の充実、新生児の親向けの小冊子作
成、託児サービスの実施。
-子育て支援コーナーの設置
育て支援的
・今後、福祉部局の子育て支援とのタイアップは考えられる O
争福祉関連施策(4 ) 
-高齢者への資料の宅配
-視覚障害者に対する対面朗読等、福祉部門と協力して取り組んでいる O
-平成 17年度中、入居しているビノレの 1階フロアーにあった空スペースを図書館として利活用
する方策について市企画政策課経由でトップダウンあり。市民からの寄贈があった点字図書
500冊を基に年度途中の 10月から点字図書関覧コーナーを新設した口当然ながら建物借上料
等の図書館予算も増える結果となった。
. AEDの設置
穆国際交流・平和関連施策(3 ) 
-韓国江南区コーナー設置事業
.平和事業
・平和祈念事業
電器その他の事業(1 9) 
・密書先進県づくり推進事業
・大学等高等教育機関の図書館との連携
-駅前ブックポスト設置事業(開館当初より、駅東口供IJには、設置していたが、今回西口側に
も設置することになった)
-みんなの図書館活動事業
.各公民館への配架図書
-観光文化交流館(併設・複合)としての事業。町の農業、歴史、観光、文化の情報拠点とし
て、観光ボランティアガイド事業推進
-地域情報計画に基づく「情報の最適化J
.インターシップ事業
-中越大震災資料の収集
.写真などの館内展示
-館内展示
・学校図書館相談Iy，高託職員の巡回事業(市長のマニュフェスト)
. H17に町の合併 50年を記念した企画展 f回了のあゆみJ
リーブックフェアJ (古木市)
-出f=iJ講座
-講座開催Il寺に資料展示協力、貸出
・メーノレレファレンス、フリーワード検索の実施
.苓贈図書推進事業
-開館記念行事
@ボランティア活動の推進等(5 ) 
-図書館ボランティア事業
-図書館ボランティア推進事業
.読書ボランティア養成事業
-分館の地域自治組織との1お{動
.奉仕業務委託
@行政改革関連等(1 0) 
-第 2次行財政改革大綱に基づく「図書館事業の見直しJ
-図書委員会議(図書室の運営方法や購入する本について意見を向う会議)
.指定管理者制度の導入の検討
-市の行政改革の取り組みとして図書館業務の一部を市民田体に委託
. ~.I=根幹的業務の委託
・公共施設の有料化(図書館内の研修室、ホーノレ、展示ホーノレ等の使用が平成 191:!三 4月 1Iヨよ
り有料化されます)
-行政改革
・第 1次市総合計図
• IHJ総合計画
-資料の増額について
@その他(1 ) 
・施策等については市、教育委員会の方針に基づいて実施。内容については事前協議が必須。
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(月IJ紙 5) 
議会における図書館に関する質問事項
凶書館の在り方、役割(2 8 ) 
-県立区i書館の担うべき役割と現状
・県図書館の役割(平成 18年度)
「新しい県立図書館像j
-県立図書館のセンターとしての役割
-直接取り上げられることはないが、読書活動の推進や文字・活字文化振興との関わり等で¥
県立図書館の役割にふれることがあった。
-新しい県立図書館の整備の方向性
-将来の国書館のあり方、方向性
・公共図書館の基本的な役割や考え方
.公立図書館の意義と役割
. I詔書館の役害IJ
-図書館の役割と取組
-今後の図書館のあり方(3自治体)
・図書館のあり方(3自治体)
・これからの図書館検討委員会等の設置を 0
.図書館の必要性
-図書室の今後の方向性・村氏の要望が反映されているか。
-研究機関としての図書館という業務に回帰させるための方策
-利用者から信頼される図書館づくりのためにどのように取り組んでいるか。
「文化が香る元気なまちj づくりのために市立図書館が担う役割
-市政における図書館の位置づけ
-現況と今後の展望(公立図書館の設置及び運営上の望ましい基準)
• I遺書館基本計画の策定に向けて、図書館を地域の情報拠点に、利用の推移、基本計部策定経
過、開館1=11寺、子育て支援、事業計画、学校との連携、ピジネス支援、大学との連携
・新しい図書館づくり
-図書館について
傘図書館の振興、活性化(7 ) 
・図書館先進県づくり
-県内図書館の振興策
-開かれた図書館作りに向けた自己改革
.図書館をとりまく環境づくりの充実
-魅力ある図書館づくり
-図書館の活性化
rl亘書館の充実」
務図書館の建設等(1 0 8 ) 
-図書館の建設等 (40 自治体)
・第 2国書館の建設(2自治体)
-将来的に新しく図書館を建設する予定は0
.新図書館建設の動きはあるかどうか。
-図書館建設についての可能性はあるのか0
.新図書館の建設計画の有無
-新図書館の建設計画等(1 2自治体)
• I望書館建設計画の進捗状況
-図書館の建設時期(年度)
・公益文化施設(図書館含む)の計画
.公立図書館整備の充実
-図書館の整備・充実
・県立図書館の充実と整備計画
-新!こiコ央図喜館建設に関すること
.中央図書館の整備
-中央図書館開館 (H.16. 11)に関する事項
.中央図書館構想
.新中央図書館構想
.地域図書館の整備
-総合図書;館の建設
-建物が賃借なので町独自の建設
.未設護地域への図書館建設
-図書館建設(市街地での)
.みずうみ読書の家の新設
.まちかど図書館の配置
-駅前図書館の建設
・平成 15年地震被害に遭い、現在仮設図書館で運営しているので主に新館に関する質問
・新図書館建設陪題(平成 15年の地震被害により施設に移転中)
・図書館り早期整備についての要望
・公共図書館の整備要望。現在整備事業実施中の為、言十画内容等への意見。
-昨年 12月に住民からの設置を求める請願書が提出され、議会において全会一致で採決された。
同議会で!可の方針及び進め方について質問があった。
-平成 18年 11月に新館建設開館のため非常に関心が高く、施設内容、運営体制、運営方法な
ど多様な質疑が行われた。
-平成 19fj三秋供用開始予定である総合型図書館に関する内容、施設機能、蔵書、システム、管
理運営体制等
-平成 17年 11月に中央図書館が開館したが、図書館の基本計画、実施設計、運営方法等につ
いて質問?があった。
-移転改築し、 18fj三度に開館を迎えた図書館に関すること等
.新i盟書館建設に関する内容
. 20年皮肉館予定の施設
・建設の進捗状況、整備計画の内容
.新しい県立図書官官等複合施設
-図書館・多目的ホーノレ建設の是非
・建設に I~l~ して、その規模や費用等
.図書館建設費
-生渡学習センター建設の時期と規模
-今年度は新館建築がありましたので、業者の選び方等
.新図書館建設に関しての議案
・建て替え計画の有無
-施設建替え
・現在の図書館の建て替え
-県立図書館が男iJ地へ移転、建設される見返しはあるのか0
.新館建設あるいは移転
-移築・新設等
・図書館の移転・改築
・新築、改築
・老朽化した図書館施設の整備
.老朽化した図書館の改築
-図書館の改築
.改築
織図書館の立地、移転等 (11) 
・新図書館の規模・立地の妥当性
・現行の図書館の立地・環境の見直しから、複合施設からの独立案、分舘の設立案など。どれ
も見送りでした 0
・面積や場所等の問題
-現在の中央図書館は市の人口規模からして狭く、年々の各スペースも満杯であり、整備を充
実するよう O
・手狭になった本館の対策は?
-現在の図書館から新築移転する必要性
-移転(設置場所が庁舎 21)皆にありせまい為)
• 18 fj三4月の移[1去に関する質問
-新築移転
・場所移し
-現在 2Fにあるため配置の改善等
窃施設・設備の整備 (35)
-図書館設備の更新計出
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-学習室設置要望など施設面
-主に施設の不整備(学習室等)
-施設・環境の充実(学習室の充実など)
.自習室の設置の計画
-白習室
・施設の関覧スペーヌ(狭くて落着いて読書する環境ではない)
.図書室の一角で関覧できるように。
-図書館に休憩(室を設置して欲しい。
-施設の機能(駐車場・耐震等)に関するもの
.施設老朽化対策
.図書館の改修
.アスベスト問題
・施設整備工事の内容
.建物の耐震強度
-施設に関すること (11自治体)
・図書館の環境整備(3自治体)
-建物の面積
・スペースの拡張
-書庫が不足していること
.図書室の利便性
-カラーコピー機の設置要望
.有料手さげ袋販売機
議参施設のバリアフリー化(6 ) 
-施設の有効利用とバリアフリー
.バリアフリー化・総合問題
・バリアフリー(当館は複合施設の 3階に位置しているが、エレベータは無く、利用者には階
段を利用してもらっている o ) 
・バリアフリー化(2自治体)
-高齢者の利用
畿駐車場(1 1) 
-駐車場がせまい。
-来館者用駐車場が狭い。
-駐車場の確保(2自治体)
.駐車場の利用
-駐車場の増設
・駐車場の問題(3自治体)
.利用者の駐車場用地
-施設面(駐車場の使いにくさ)
畿施設の管理(4 ) 
-管理経費等
・公共施設敷地内での事故・事件(報告)
・施設管理(2自治体)
争予算(1 8) 
・予算額(2自治体)
.予算決算内容
・予算内容(2自治体)
.経費の問題
・予算及び蔵書規模等について適切な額なのか、多過ぎないか0
・予算削減
-事業計画予算の減
.事業経費関連
・地方交付税の使用
・予算関連(7自治体)
畿資料購入費、蔵書数等(1 0 2) 
-図喜資料購入費(3 9自治体)
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-図書購入費の内容(2自治体)
.資料費の分類月IJ購入実績
-図書資料購入費の増額・充実 (4自治体)
・図書資料購入費の確保(3自治体)
-図書資料購入費の減額(8自治体)
.資料費の削減の対応
. [@書購入費の削減と購入資料数の影響
・小学校の図書購入費との比較(予算上で)
.図書購入費の返還と現状
-蔵書数等 (24自治体)
. )哉書官ft数の構成
. )哉書計画
・図書館の蔵書冊数・達成率
• J哉書の充足率
-蔵書 4:0Jj冊を iヨ標にするときの達成予定時間
・図書館資料の充実(8自治体)
-図書資料の整備状況(3自治体)
.資料収集
@資料の購入方法(9 ) 
-図書等の購入方法(6自治体)
-図書購入の方法(入札で経費節減できなし1か)
.予約本の購入
・中古書購入
命資料の選定(2 8 ) 
-購入図書の選書基準(3自治体)
・図書資料の選定(1 3自治体)
・過去のベストセラーが所蔵されていないので収集方針についてききたい 0
.民営化と選書方法
-蔵書の傾向
• J哉書内容の新鮮化
. )哉書の内容の内わけ
.資料の内容について
-図書の購入についてその内容
.図書館資料の有効利用
・図書の購入(利用者のニーズにあっているか)
.特設コーナーの方向性と活用の現状
-リサイクル本の活用
-図書館の資料収集及び展示
。?? ?????
、?
?
???
、 、
?? ???? ???????? ??、????
?????????
。郷土資料、行政資料等(8 ) 
-郷土資料の収集・保存等
・郷土関係の図書の整備
-郷土資料の確保
-郷土誌の在庫
-館内の地元山岳コーナーの設置
-古文書修復事業(全国的にも貴重な資料であり早く修復して欲しい 0
.平和図書の購入
-行政資料の取扱い
番警視聴覚資料(7 ) 
-デジタノレライブラリー化
-図書館のビデオの館外貸出
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-視聴覚資料の貸出(2自治体)
• CD • DVD等の視聴覚分野の充実
.ビデオソフトの所蔵
-視聴覚資料
種審古:贈資料 ( 6 ) 
-市民から広報により寄贈を募ったらどうか0
・j哉書の対応(:寄贈図書)
-寄贈国書の受け入れ
-雑誌の寄贈
-寄贈図書の有効活用法
.寄贈図書の扱い
鯵資料の管理(1 0) 
-保存管理に関すること(2自治体)
・図書館の蔵書管理(2自治体)
-各課に分散している資料の管理
・蔵書の対応(蔵書の整理)
-蔵書点検
・本の入れ替え方法
.時事!ヨ録の作成
-デポジットライブラリー
。???
??????
??? ?? ??
?
?、???
?? 、? ??
?
????
?? ? ?
???????????
??????????????
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場 1T (1 0) 
.パソコンの台数
・パソコン導入後の利用の状況
・パソコン導入と分室・各学校の接続
・コンピュータ関連
・コンピュータ導入時
-インターネットの活用(2自治体)
-利用者へ開放するインターネット使用可能のパソコン設置
・インターネット接続用パソコン
・高度情報化1寺代の図書館整備のため、①現状を踏まえた今後の課題は、②書籍とインターネ
ットの組み合わせが重要と考えるが。
1 Cタグ(5 ) 
. ICタグの導入の是非
. ICタブのf舌j苦
. ICチップ導入
. ICチップの利用
. IC 
畿図書館システム (23) 
-図書館システムの更新 (4自治体)
・図書館システムの統合 (4自治体)
・図書館システム(3自治体)
-図書管理システムの導入時期(未電算化の図書館であるため)
.図書館システムの要件とは。
-横断検索システム
-システム機器
・図書館システムの委託経費等
・19年 3月の電算イヒに関する質問
.電算整備
・ネットワーク整備の状況
・ハイブリット図書館
. ICTの活用
・公立図書館、学校図書館、公民館図書室のシステム統合
.図書安と運営システムとの費用対効果
動インターネット検索・予約等(6 ) 
-インターネットによるj哉書検索
・インターネット検索の導入
-インターネット予約の実施(3自治体)
¥携帯電話などから蔵書碓認・予約のできるシステム導入の検討
鎗貸出・返却 (11)
-予約の問題
-図書貸出システムの充実とサーどス向
・図書宅配サービスの実施(3 I~I 治体)
・夜間 (n寺間外)の返却方法
-!駅内ブックポストの設置
-返却フリー
-図書の配送、回収
・図書館連常(本の貸出等)
-図書館条例施行規員IJの改正(貸出nl-数の変更に伴って)
務レブアレンスサーどス(4 ) 
・レブアレンス機能の活用
.レファレンスの実績
.レブアレンス事例集の作成に隠する検討
.レブアレンスサービス
畿17号館n寺i均等 ( 1 4 6 ) 
• IJI~J ~Wr H~f 1羽の延長(7 3 I~I 治体)
-祝日開館、休館日の開館(1 9自治体)
• I現在京有数のt皆、休館期間の短縮(6 I~I 治体)
・開館 1:増及びI:}拍手fI時間延長等 (44 I~ 治体)
• IJI~J 館 n寺 1'1011 を延長したが、利用者の状況は如何に0
・開館時間の延長などメリット、デメリット
・夜間関銃の経費効率~ (現在、祝日以外の週 3日間 20時まで開館している)
川辺書館の開館日、 IJ号館 11寺!討を再 I~再発ヒソレと同じにできないか。
畿利用状況(1 0 3) 
-利用人数、貸出 11-数等の利用状況(5 ~I 治体)
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-利用状況(5 4自治体)
・利用者数(1 2自治体)
・来館者数(3自治体)
-貸出ITl数(6白治体)
・利用率(7自治体)
-利用頻度(2自治体)
-利用実績の推移と運営実態
-貸出1m数、貸出利用者数の推移等
.利用者の増加率など
-貸出IlB-数の増減
-視聴ホーノレの利用状況
-館内映像ホーノレの利活用
-市立図書館の利用状況・問題点
・利用拡大とサービス充実に向けた今後の取締ーみ
・図書館利用状況やサービス、啓蒙に隠する質~Im
・利用状況、利用促進の具体的方策、将来の展望
・設備の有効活用がされているか。
-利用促進のための施策
-図書室の有効活用法
・生涯学習センターの有効利用(図書館が{井設)
轡指定管理者制度 (55)
-指定管理者制度の導入(3 2自治体)
・指定管理者制度(1 5自治体)
-指定管理者制度採用の効果
-指定管理者制度の問題点
-指定管理者は国書館にそぐわない。
・公民館図書館に指定管理者制度を適用することなく、公的社会教育1幾 I~~ として機能堅持を!
.指定管理者の行う業務の範閤
-指定管理者による運営状況
. 1-18.4月から指定管理者制度導入により、従前の直営との利用状況はどうなのか。指定管理
運営委託料の内容。
-モニタリング
場参 PF I (1) 
. ppr事業関連
@業務委託(2 0) 
-業務委託、アウトソーシング(9自治体)
・図書館の民間委託(2自治体)
-窓口業務委託等のアウトソーシング
.窓口等業務委託
・カウンター業務の委託
・カウンター業務委託の導入に伴う図書館サービスの影響
.電算処理委託の内容
.運営を委託している予算の内容等
・一部民間委託してのメリットと市民の評価
-図書館の委託(委託の業務内容、サービスの低下は招かないか0・)
• NPO法人に対する運営の一部委託に対し、どのような効果があるのか0
9その他の図書館運営関連 (40 ) 
-図書館運営(1 7自治体)
-図書館の運営理念、
-図書館の運営方針(1 0自治体)
-市立図書館の運営方針と市長の見解
・図書館の運営形態(3自治体)
-市立図書館の民営化
• IZ書館の行政改革
-図書館の運営における指標と数値呂擦の設定
.新図書館の費用効果
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-図書館の経費が住民一人当たりいくらかかるのか0
.維持費
・主として予算関係(運営費等)
.運営が田了財政に与える影響
銀図書館協議会(3 ) 
-図書館協議会
-図書館協議会の設置
-図書館協議会委員の公募
鯵司書 (13) 
-司書の件
・奇書i織の採用
.司書の配置
・図書館の司書を全員正規i隊員にしたらどうか0
.前書の人数
・常勤職員のi村、司書資格者の割合
• J隊員に占める奇書の割合等
-司書の業務長
.図書館および司書の充実
.司書を増やすべき
-図書館南蓄の役割(必要)
.図書館職員の専門性
-職員の専門性、司書;有資格者の配置
鯵ボランティア(9 ) 
-ボランティアの16"Ji=J 
-読書ボランティアの活動
-ボランティア団体の活動状況
・ボランティア養成に関すること
.読み開かせグ、ノレープの育成
-お話ボランティアの育成
・ボランティアグノレープに対ーする助成等
• I玄i書館ボランティアの発展
-市民と行政とのパートナーシップのもとで、読書のすばらしさを子ども達に広めるべきと考
えるが、教育委員会はどのように対応しようとしているのか。
物その他の人員体制(2 6) 
-職員体制の充実等(8自治体)
・職員の配置(3自治体)
• J隊員の配置(常勤・非常勤・司書資格の有無など)
.新図書館の館長
-館長人事
・サービス向上と職員増
.人員削減
.職員の削減
.勤務シフト
・職員の処遇・勤務体制
.臨時j隊員
• I臨時職員の人数
.臨時i隊員の待遇
• J隊員のi属託
.人件費
-人件費、職員数、百i喜有資格
・人事、図書等の事業充実要望
場 I~~基:館の統廃合( 2 ) 
・公立 j玄11~:fn~ の統廃合
• I君主館統合に関連した質問
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市1ITi寸合併(1 4) 
. r=l'iI!lT合併による市全体の図書館行政の振興策について
・合併後の出書館の将来展望(施設、人員配霞、規模等)
・当市は平成 17{l三9月 20日に l 市 41nJ2~寸が合併こした市で、それぞれの阪市 i町村で公立の凶
書館を設置していた。現在、 i述書館振興計画を策定中であり、中央区i番館の新設や、機能分
担、増改築の計画を検討しており、そのことについて質問が毎回出されている。
-合併後(18.3.6) の図書館整備
-合併前未設置地区への図書館設置
・41丁合併したので、各IIJのセンター内図書室をどうして行くのか0
.合併にともない職員を減らした件
-合併にあたり、図書事業を一本化しないのか0
. 4市田了合併に伴う資料整備計画
-合併に伴う公平なサービス維持
.合併後の移動図書館の運行計画
-合併に伴つての地域サービス(例、移動図書館巡回地区)
・図書館システムの統合(合併後)
-合併後、 2館のi望書館の電算化統合(どの日寺期に行うのか等)
鯵j号辺市IH丁村との連携(9 ) 
-図書館の広域利用 (4自治体)
.広域的な利用者サービス等
-周辺自治体との相互利用(2自治体)
・近隣図書館とのネットワーヲ
'I~接市 11IJ在住者への貸出し
鶴田-$11l了村内の図書館の連携(8 ) 
-図書館ネットワーク(3自治体)
-メディアライブラリー構想についての将来像
(※メディアライブラリー~市内図書館、図書室をネットワーク化し、広域の利用要求に応
え、高度な情報発信拠点となるべく j波書、施設規模を備えるもの)
. 2 舘の連j~;
-市内各館の地域及び市全体としての位i置づけ
.地域図書館のあり方
-各図書館の地域特性
番多分館・分室(2 0) 
-分館の建設・整備(5自治体)
.分館構想
-分館を新しい図書館にという要望
.新しくできる分館の内容
-分館建設のH寺期、内容
・中央館・分自í~の資料費配分
.分館図書館費の少なさ
-各館の蔵書冊数・貸出状況等
・電算化(分館)
-公民館図書室の分館化
-図書館分室の設置(2自治体)
-分室のあり方(地域の利用者への工夫・職員の専門性)
.分室の充実など
・分室における図書館サービス運営
.分室検討
畿公民館図書室等(1 5) 
・公民館図書室の利用拡大、公民館図書室の整備
-図書館とコミュニティーセンター図書室、公民館図書室との連携
.公民館図書室を今後どのような位置づけにしていくのか。
・公民館図書室との連携(2自治体)
・公民館と図書室との連絡体制
-図書室の運用等
• I亘書館設置の条例化(公民館設置条例施行規郊の中での取扱い)
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. 2つの公民館に設けてある図書室を lつにまとめて図書館を建設してはどうかとの質問に対
して、財政がきびしいため見送られた。
-図書室から図書館への整備
-公民館図書室スペースの拡大
.旧公民舘l記書室から資料移管
.図書:室の現状と課題
-図書室の運営管理の体制
・公民館と併設なので、公民館事業関連の質問で取り上げられた。
種語学校との連携 (41 ) 
-学校図書館との連携 (15自治体)
-学校図書館との連携・支援(学級文庫回体貸出、学校図書館支援センター推進事業等)
.学校図書館への支援・連携
・学校図書館の支援(3自治体)
-学校図書館の整備・充実 (4自治体)
.学校図書館司書の今後の配置計画
-学校否}書の配置をどのように考えるか?
-司書教諭の発令状況と、弓書教諭としての時間は学校別にどのようになっているのか?
-現在の施設が仁|コ学校の敷地にあるため、建設の際に中学校の図書室との連携をどのようにし
ていくか。
-学校i辺警館や他施設との連携
・他施設(学校等) との一連携
-学社連携
-学校との連携(5自治体)
・学校支援(2 !~I 治体)
-学校ネットワーク
・図書館の振興を図る上で、大型絵本や紙芝居などを鱗入し、幼稚園、小学校等を訪問して読
み間かせなど読書活動の推進の取組みが従来から行われているが、本年度の状況は?
・図書館に教科書を置くこと
窃ブックスタート事業 (82) 
-ブックスタート事業 (66自治体)
-ブックスタート事業の実施状況(2自治体)
.ブックスタート等こどもの読書活動支援
・ブックスタート類似事業
-ブックスタート事業の導入 (4自治体)
・ブックスタート事業の拡充(3自治体)
.ブックスタートの普及・支援
・子供読書推進活動の一環としてブックスタート(乳幼児対象)の充実策
・ブックスタート事業 (4 年前から実施)~さし上げる本の幅広い+m数の噌
.ブックスタート事業の取り組みと成果
-ブックスタート事業の成果
場子ども読書活動推進 (61)
・子どもの読書活動の推進 (22自治体)
・子ども読書活動推進計画 (37 !~I 治体)
「子ども読書の日 j の取り組み
-子ども読書活動推進や国語力の向上と関つての公立図書館の状況
鎗その他の子ども関連事項(2 5 ) 
・子ども図書館(2自治体)
・子どもの読書(2向治体)
・心の教育(読書推進)
-子ども読書環境整備
-子供の読書離れ防止を
-最近子どもたちの読喜断れが多く見受けられる。子どもが本に親しむためにはどうすれば良
し1かといった質問。
・子供向け図書の充実
• I沼覧室を子どもと大人に分けてはどうか0
.子ども施策
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-児童生徒の読書率
-小・中学生の図書の貸出し状況
@児童の読書支援
@児童サーピス
. I詔書館で、の乳幼児期の利用状況
-乳幼児向けにどのような事業をしているか0
・乳幼児、幼児の読書支援
-幼児教育
.乳幼児への感性を育む教育
-よみきかせサークノレ等の状況
.親子読み関かせ室の設置
-読みj習かせ講座
・父親向けの読み院かせ講座の実施
・ストーリーテリング、読み潤かせ等
子育て支援(4 ) 
-子育て支援(3自治体)
-乳幼児健診の際のブックスタートの後、イ可か他に子育て支援するような事業を行う予定はあ
るのカ￥どうカ瓦。
読書活動の推進(1 4) 
-読書活動推進 (4自治体)
.読書活動推進運動
• IHJ民の読書運動体系
-読書活動推進計画(2自治体)
@市民の読書環境の向上
-市の自指す教育 内読書週間
-読書アドバイザーの育成・配置
・読書アドバイザー
-読書環境の整備(2自治体)
畿文字・活字文化振興法(9 ) 
-文字・活字文化振興法に基づく自治体の対応(6自治体)
・文字・活字文化振興法(2自治体)
「文字活字・文化振興法J制定にあたっての考え方
畿どジネス支援(4 ) 
・どジネス支援コーナーの設置
・ビジネス支援(3自治体)
傷福祉関連(6 ) 
-高齢者へのサービス
.視覚障害者サービス
-点字本のj哉書数と利用状況
.病院図書館開設
-県立病院の患者図書室整備への支援
-平成 181:j三 7月に開設した「闘病記文庫j の広報の徹底
傷移動図書館(2 0) 
-移動図書館(7自治体)
-移動図書館の配置包活動状況
・移動図書館の運営(2自治体)
.移動図書館運行体制
.移動図書館のステーションに関すること
.移動図書舘車の利用拡大
-自動車図書館車の増車
-移動図書館車両の買い換え(2自治体)
・移動図書館の廃止(3自治体)
-移動図書館巡回の継続
争その他の事業、サーピス (41 ) 
・図書館の事業、サービス (15自治体)
・図書館サービスの充実(7自治体)
-サービスのあり方
-サービスの質
・サービス方針
-今後展開していくサービスや体制
.サービス言十商の策定
-新しいサービスの展開
.新たなサービスの提供
.新鋭の新しい機能
-新規事業、課題
・市全域サービス
-サービスポイントの増
-図書館サービスの向上への取組み
.年間のイベント開催に!認する内容
-図書館と本を中心とした市民向けの文化活動の推進(おはなし会など)
.図書館で、はどのような文化活動を行っているのか。
-図書館事業を生涯学習の中心的役割としてはどうか0
.利用者の利便性
-利用者サービス(2自治体)
窃!隊員の住民対応等(2 ) 
• J隊員の住民に対しての対応
.接遇の向上が見られている O
運動危機管理、不審者対策(3 ) 
-危機管理(2自治体)
-不審者対策
動図書館の特色(2 ) 
. I望書館の特色は何か(他館と比較して) 0 
・近隣との比較
轡その他(8 ) 
-市i町村-支援
.入館料
・コピー代
-住基カードと図書館利用カードの統
.物流の問題
・組織上生涯学習課施設係の下にある図書係の位置はおかしいのではないか0
・補助団体活動(1IJ民文芸誌編集委員会)
「高校生が考える理想の図書館j の l位に選ばれた新間報道
公立図書館の経営に関する調査
~ji!員会一一一一一一一一弾道W~_._.___一一一一一一~.. ~- --踏~I社
服部臨
担当者名
連結先(震 dol
(e-mai]) 
1 公立図書館の果たす役割には、どのようなものがあると考えますか。
次のうち該当する項目を、重要度が高いと考える)1債に上位5つまで回答してください。 112.
その他Jを選択した場合には、具体的な内容を記述してください。
1. 生涯学習への支援 2. 学校教育の支援 3 地域史や文化の普及・保存
4. 仕事や専門的な情報の提供 5. 行政情報の提供 6 最新の情報の提供
7. コミュニティづくりやまちおこし 8. 子育ての支援 9. 高齢者への支援
10. 外国人への支援 1l.情報技術や情報の使い方の習得
12. その他(
第1位仁コ第2位 第3位仁コ第4位亡コ第5位:仁」
E 公立図書館の事業内容等に関し、次の各設問にお答えください。
I. 1 貴自治体の公立図書館はいくつありますか。(なお、分宣言・分室及び公民館図書館等に
ついては、数に含めないでください。)
仁1
豆. 2 貴自治体では、公立図書館を新設する計画はありますか。 r1 .ある。 Jを選択した場
合には、概ねの予定日寺期を記述してください。
1. ある。(→平成
2. ない。
年度供用開始に向けて計画)
* 以-fII. 6までは、公立図書館のある自治体においては公立図書館について、公立図書舘の
ない自治体においては公民館図書館等についてお答えください。なお、公立図書館が 5つ以上
ある自治体につきましては、 I~ヨし訳ありませんが、別紙にてお答えください。
立. 3 公立図書館の名称、建築年度(-r昭和j又は「平成JのいずれかにOを付け、年度を記
述してください。)、建築形態(r単独施設」又は「複合施設j のいずれかにOを付けてく
ださい。)、図書館部分の面積及び改築計画の有無(r無J又は「有Jのし吋丘れかにOを付
け、 「有」の場合には概ねの予定時期を記述してください。)について、お答えください。
図書誌名 建築年度 建築 J0態 際語部分の面積 改築計画の持
A 昭和・平成 年度 単独蹴 接合蹴 m 無・存(→時期
8 昭和 a平成 年度 単独鍛 接合施設 m 禁・有(→時期
C 昭和 a平成 年度 単独施設 譲合服 m 禁・有(→時期
D 昭和・平成 年度 単独施設 複合施設 m 無'1f(→時期
E 昭和ー平成 年度 単組蹴 接合蹴 m 禁'1f(→時期
r. 4 公立図書館の経営形態(r直営J、 「指定管理者j 又は rP F 1 JのいずれかにOを付
けてください。)、 j蔵書数、利用者用コンピュータ端末の数及びレファレンスサービスの有
無(r有j又は「無JのいずれかにOを付けてください。)について、お答えください。
(注)分館・分室の数値については、それらを管理する公立図書館に含めて算定してくださ
い。また、図書館名は立. 3のABCDEの区分に従ってください。これらは、 n. 5及び
r. 6においても同様とします。
図書銀 経営形態 意書数 利用者Am'ュ端末の数 レ77レンスサーピスの碑
A 直営 指定管理者 PFI ilf ム口 経
B 脱 税管理者 PFI IWr ロ 有 1lIE 
C 造営 指定管理者 PFI 時 ムロ 主f
D 直営 指定管理者 PFI 冊 ム口 有 1lIE 
齢 指定管理者 PFI ilf ムロ
n. 5 直営の公立図書館について、平成19年度予算(案)額を「資料費J、 「人件費J及び
「その他の図書館運営費」に分けてお答えください。 rその他の図書館運営費Jについては、
主な内訳についても記述してください。
図書詰 資料費 人持費 その地の図書館運営費: 主な再訳
A 千円 千円 千円
B 千丹 千円 f~ : 
C 千円 千円 千円 : 
) 千円 千円 千円
千円 千円 f円
n. 6 直営の公立図書館について、 j隊員体制を「常勤職員j及び「非常勤j織員J (主な職務内
容について、該当する項目にいくつでもOを付けてください。例示した以外の職務がある場
合には、具体的に記述してください。)に分けてお答えください。
陸部 常勤職員 非常勤職員
A 人(うち司書 人) 人(→主な職務内容 1m覧カウンター 整ー理・
B 人(うち司書 人) 人(→主な鱗内容!綴カウンター・整理'
C 人(うち可書 入) 人(→主な職務内容 IMl覧カウンター・整理ー
D 人(うち司書 人) 人(→主な職務内容 |蹴カウンター，整理 a
人(うち司書 人) 人(→主な職務内容 1m覧カウンター・整理，
E 指定管理者制度に関し、以下の各設問にお答えください。
m. 1 公の施設の指定管理者制度については、平成 18年 9月に経過措置期間が終了しました
が、公立図書館に指定管理者制度を活用するか否かについては、どの組織で検討しましたか。
該当する項目にO(複数ある場合、主体として検討した組織には@)を付けてください。 r3 . 
行政改革等担当部局j及び 14. その他Jを選択した場合には、組織名を記述してください。
1 .公立図書館
2. 教育委員会の図書館担当課
3. 行政改革等担当部局(
4. その他(
医. 2 公立国書館への指定管理者制度の活用についての検討結果は、どのようなものでしたか。
該当する項目にOを付けてください。 r1 .指定管理者制度を採用した、又は今後採用する
予定。 Jを選択した場合には、その「図書館名j及び月二旨定管理者への移行時期J (今後移
行予定の場合には、念のため、 「予定J織にOをイ寸けてください。)を記述してください。
1. 指定管理者制度を採用した、又は今後採用する予定。 →濫. 3へ
図書結名 指定管理者への移行時期 子E
A 平成 年
B 平J&
C 平成 年
D 平成 年
E 平成 年
2. 指定管理者制度を採用しないこととした。 →rn. 4へ
3. 検討中。 →rn. 5へ
盟. 3 rn. 2で r1 .指定管理者制度を採用した、又は今後採用する予定。 J と回答した I~I 治
体だけに伺し¥ます。
( 1 ) 指定管理者制度を採用するメリットについて、何います。
① 「民間的な経営感覚を活かし、サービスの向上が図れることJはメリットの一つで、ある
と考えられますが、その具体例がありましたら記述してください。
② 「事務の効率化や管理運営経費の縮減が図れることj はメリットの十一つで、あると考えら
れますが、その具体例がありましたら記述してください。
③ ①及び②の他に、公立図書館に指定管理者制度を採用することのメリットがありました
ら、記述してください。
( 2) 指定管理者制度を採用している(又は採用する予定の)公立図書館について、 f指定管
理者の名称」及び「指定の期間」をお答えください。既に 11支指定の期間を終え、新たな指
定管理者が指定されている場合には、 r 13指定管理者の名称j もお答えください。
(注)図書館名は斑. 2のABCDEの区分に従ってください。この点、次の(3)及び(4)にお
いても同様とします。
問書記 指定管理者の名称 指定の期開 !日指定管理者の繍:
A 
B 
C 
む
E 
( 3) 指定管理者制j支を採用している(又は採用する予定の)公立図書館に関する平成， 19年
度予算(案)額を、指定管理者への「委託料j及び「その他の支出j に分けてお答えくださ
い。 fその他の支出j については、主な内訳についても記述してください。
隣接 委託料 その能の支出
3 
主な内訳2 
A 千円 千円;
B 千円 千円:
C 千丹 千円 ; 
D 千円 千円;
E 千円 千円:
(4) 指定管理者制度を採用している(又は採用する予定の)公立図書館における人員体制を、
「自治体の職員J及び「指定管理者のj隊員j に分けてお答えください。なお、それぞれにつ
いて、常勤と非常勤の内訳もお答えください。
図書簡 I~ i悼の騒員 常勤 非常勤 指定管理者の職員 常勤 非常勤
A 人(うち司書 人): 人: 人 人(う 人): 人:
B 人(うち司書 人): 人 人 人(う 人): 人:
C 人(うち司書 人): 人; 人(うち司書 人): 人
D 人(う 人): 人 人(うち司書 人): 人: 人
人(うち司書 人): 人 人(うち司書 人): 
(5) (4)において、自治体の織員と指定管理者の職員とがともに存在する場合には、それぞ
れの概ねの役割分担について、記述してください。
( 6 ) 指定管理者に対ーするモニタリングにおいて、 J:れ 1られる指標のうち代表的なものを記述
してください。
( 7) 公立図書館ごとに、指定管理者制度を採用するか斉かについての対応が分かれた自治体
だけに伺います。なぜ特定の公立図書館についてのみ指定管理者制度を採用したのか、その
理由についてお答えください。
1I. 4 1I. 2で f2. 指定管理者制度を採用しないこととした。 j と回答した自治体だけに伺
います。採用しなかった漂白について、該当する項目にいくつでもOを付けてください。
f7. その他」を選択した場合には、具体的な内容を記述してください。
1 .指定管理者の方が、経費が割高であるため。
2. 業務に精通したi隊員により対応する必要があるため。
3. 現在従事しているj隊員の処遇等の対応が必要であるため0
4. 適切な事業者がいない又はその選定が12lSJ難であるため。
5. 市民や議会等からサービス低下への~~芸念、が寄せられているため。
6. 体tlJの縮小等により内部的に効率化を図っているため。
7. その他(
盟. 5 il. 2で f3. i食言す中。 Jと回答した自治体だけに伺います。検討結果をとりまとめる
予定時期は、いつ頃でしょうかD
平成 年 月頃
W P F 1 CPr i vate F i nance I n it i ati ve)に関し、以下の各設問にお答えください。
N. 1 公立図書館をPF 1により整備することについて、検討ーしたことがありますか。
1.検討したことがある O →IV. 2へ
2. 検討中。 →N. 5へ
3. 1食言す-したことがない。
N. 2 N. 1で r1 .検討したことがある。 Jと回答した自治体だけーに伺います。
( 1 ) 公立図書館をPF 1で整備することについては、どの組織で検討-しましたか。該当する
項目にO(複数ある場合、主体として検討した組織には。)を付.~j・てください。 1- 3.行政
改革等担当部局」及び r4. その他Jを選択した場合には、組織名を記述してください。
1. 公立図書館
2. 教育委員会の図書館担当課
3. 行政改革等担当部局(
4. その他(
( 2) 検討の結果は、どのようなものでしたか。該当する項自にOを付け'てください。 r1. . 
P F 1で公立図書館を整備した、又は今後整備する予定。 Jを選択した場合には、該当する
q玄j書館名」及び[供用開始の時期J (今後整備予定の場合には、念、のため、 {予定J ~:I誌に
Oを付けてください。)を記述してください。また、事業方式についても、 BTO (13uild-
Transfer-Operate)、B0 T (Bui ld~Operate-Transfe]プ)、 B 00 (13ui ld-Own-Operate) 、
その他のいずれかにOを付けてください(rその他j を選択した場合には、具体的にその方
式を記述してください。) 0 
1. P F 1で公立図書館を整備した、又は今後整備する予定。 →N. 3へ
罰芸能名 {共用開y~の時期 予定 事業方式
A 平成 BTO BOT 1300 そのil(
B 平成 q: 13TO 130T 1300 その位(
C 平Jt 年 B'1、o130T 1300 その能(
D 平成 年 13TO 130T BOO その抱(
E 13TO 130T 1300 
2. P F 1方式を採用しなかった。 →IV. 4へ
IV. 3 lV. 2 ( 2 )で fl. PFIで公立図書館を整備した、又は今後整備する予定。 Jと回答
した自治体だけに伺います。
(1) PF 1方式を採用するメリットについて伺います。
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はメリットの一つである① 「民間的な経営感覚を活かし、サービスの向上が図れること j
と考えられますが、その具体例を記述してください。
② 「事務の効率化や管理運営経費の縮減が図れることj はメリットの一つであると考えら
れますが、その具体例を記述してくださいD
また、 VFM (Va1ue For Money)は何%でしょうか。 %l → IVF盟
③ ①及び②の他に、公立国書館をPF 1で整備することのメリットがありましたら、記述
してください。
r P F 1契約の期間j
この点、次の(3 )及び(4) 
(2) P F 1で整備した(又は整備する予定の)公立図書館について、
及び rs P C (特別目的会社)の構成j をお答えください。
(注)図書館名はIV. 2 (2)のABCDEの区分に従ってください。
においても同様とします。
司書館 PFl契約の期間 S PC(特別目的会社)の構成
A 
B 
C 
D 
(3) P F 1で整備した(又は整備する予定の)公立図書館に関する平成 19年度予算(案)
額を、 r P F 1契約に基づく支出JとPFl契約外の「その他の支出j に分けてお答えくだ
さい。 rその他の支出Jについては、主な内訳についても記述してください。
図書部 PFl契約に基づく支出 その能の支出 主な内訳
A 千円 千円:
13 千~J 千円:
C 千円 千円;
D 千円 千円:
E 千円 千円;
(4) P F 1で整備した(又は整備する予定の)公立図書館における人員体制を、 「自治体の
職員」及び rs P C のj隊員J (公立図書館の運営業務に携わる職員に限ってください。)に
分けてお答えください。なお、それぞれについて、常勤と非常勤の内訳もお答えください。
ー?
?
?
?
?
??
?
?
非常勤常勤
人:
人:
入;
入
?
?
?
?
?
?
?
?
?
?
SPCの職員
人(う
人(うち司芸
人(うち司書
人(う
人(j 
勤
人
人
人
人
人
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常勤
人
人 i
人
人:
入
人): 
入): 
人): 
入): 
hLJ 
自治体の職員
人(-)ち司書
人(うち司書
人(う
人(うち詩
人(うち司書
図書館
A 
13 
C 
D 
E 
(5) (4)において、自治体の!隊員と SPCの職員とがともに存在する場合には、それぞれの
概ねの役割分担について、記述してください。
IV.4 I¥1.2(2)で 12. P F I方式を採用しなかった。 Jと回答した自治体だけに伺います。
P F I方式を採用しなかった理由について、該当する項目にいくつでもOを付けーてくださ
い。 17. その他j を選択した場合には、具体的な内容を記述してください。
1. P F 1の方が、経費が割高であるため。
2. 業務に精通したi隊員により対応する必要があるため。
3. 現在従事しているj隊員の処遇等の対応が必要であるため。
4. 適切な事業者がし 1ない又はその選定が 12EJ難であるため。
5. 市民や議会等からサービス低下への懸念が寄せられているため0
6. 体fi1Uの縮小等により内部的に効率化を I~ っているため。
7. その他(
IV. 5 1¥. ]で 12.検討中。 Jと回答した自治体だけに伺います。
( 1 ) 公立図書館をPF 1で整備することについて、どの組織で検討していますか。該当する
項目にO(複数ある場合、主体として検討した組織には@)を付けーてください。 13. 行政
改革等担当部局」及び 14. その他j を選択した場合には、組織名を記述してください。
1. 公立図書館
2. 教育委員会の図書館担当課
3. 行政改革等担当部局(
4. その他(
( 2) 検討結果をとりまとめる予定時期は、いつ頃でしょうか。
平成 年 月頃
V 公立図書館における施策、事業等の立案体制等に関し、以下の各設問にお答えください。
V.1 教育委員会担当課からの指示や依頼に基づいて実施する施策、事業等はありますか。 12.
ある。 Jを選択した場合には、具体的な事業名等を記述してください。
1. ない。
2. ある。(→
V. 2 首長もしくは首長部局からの指示や依頼に基づいて実施する施策、事業等はありますか。
12. ある。 Jを選択した場合には、具体的な事業名等を記述してください。
1. ない。
2. ある o (→ 
V. 3 公立図書館と議会との関わりについて、お答えください。
( 1 ) 糞自治体の議会において、公立図書館関連の事項は、どの程度質問等に取り上げられま
すか。該当する項目にOを付けてください。
1. 全くない。
2. 時々取り上げられる。
3. 頻繁に取り上げられる。
(2) (1)で f2.時々取り上げられる。」又は f3.頻繁に取り上げられる。 JとIEJ答した
自治体だけに伺います。それはどのような内容の質問でしたか、具体例を記述してください。
VI 公立図書館の評価に践し、以下の各設問にお答えください。
VI. 1 貴自治体では、公立図書館の評価を実施していますか。
1. 実施している O →VI. 2へ
2. 実施していない。
¥1I. 2 VL 1で f1 .実施している。 Jと回答した自治体だけに伺います。
( 1 ) 公立図書館の評価は、自治体全体で実施している政策評価などの一環として実施されて
いるものでしょうか。それとも、図書館として独自に実施しているものでしょうか。該当す
る項目にOを付けてください。
1. 自治体全体で実施している政策評価の一環として実施。
2. 図書館独自で実施。
3. 上記 1. と2. の両方を実施。
( 2) 評価のt旨標としては、イ可を利用していますか。該当する項自にOを付け、 「特定の成果
測定指標J及び「その他Jを選択した場合には、具体的に記述してください。
1. 実績指標
a 来館者数
C その他(
2. 成果指標
a 特定の成果測定指標(
b 住民満足度調査
C その他(
3. 指標は~Hこ用いていない。
b 貸出数
( 3 ) 評価の結果は、どのように活用されていますか。該当する項目にOを付け、 f3.その
他」を選択した場合には、具体的に記述してください。
1. 予算要求の 1 jj~の資料となる。
2. 公立図書:館内部での業務改善に活用している。
3. その{i也(
以上で質問を終わります。ご協力ありがとうございました。
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4 訪問調査
訪問調査(閣内)
公立問書館に PFrや指定管理者制度を採用した地方自治体をや心として、訪問調
査(図書館関係者のイ也、行政改革担当課、複合施設所管課など)を笑施した。訪問
を受け入れ、丁寧にご説明をいただいた関係者に心より感謝する次第である。
以下、そのうち PFr及び指定管理者の 2事例ずつについて、調査の概1各を記す。
〔桑名市立中央図書館] (PFr) (訪問自:平成 19年 2月 11=) 
1. PFr方式採用及び建設の経緯
二重県桑名市では、我が留で初めて PFr事業により公立図書館が整備され、運
営されているO
桑名市においては、平成 10年策定の第4次桑名市総合計画に、区1:書館を核とし
て保健センタ一、勤労青少年ホーム、多iヨ的ホーノレ等からなる複合公共施設を整
備することが位置づけられた。
一方、桑名市では、 PFr法(民間資金等の活用による公共施設等の整備等の促
進に関する法律)施行前の平成 11 1:j三 2月から PFr推進検討会(庁内会議)を放置
して PFrについての研究を開始し、平成 121~三 3 月には、市行政改革大志向において
PFr手法を行政改革の一環として位置づけた。
平成 12 年 9 月 ~13 年 2 月、上記の図書館等複合公共施設整備事業について PFr
導入可能性調査を実施。平成 13年 6月、 PFr事業としての実施方針を公表し、平
成 13年 8月、特定事業として選定した。特定事業の選定に際し、 PFr事業方式に
よることとした理由として、財政負担額を約 5.5~12.5%縮減できると見込まれる
ことに加え、次の 4}誌の効果を期待できることが挙げられた。
① 効率的な維持管理・運営の実施
② 市民サービスの向上
③ リスク分担の明確化による安定した事業運営
④ 新しい事業機会の創出
④の詳しい内容については、 「本事業において事業の範囲としている図書館運営
業務は、これまで全国的に見てもそのごく一部が外部委託の対象となるに留まっ
ており、事業機会が少ない事情にありましたが、 PFr方式の採用により、リスク
分担を明確に行うことで一層の事業機会の広がりが期待できます。 Jと図書館運
営業務に関する記述がなされている。
平成 13年 1月以降、入札手続きを行い、総合評価一般競争入札方式により事
業者を決定した後、平成 14年 6月、 SPCと事業契約を締結。平成 161:j三 10月か
ら施設が供用開始された。
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2. PFrの概要
PFr事業の対象範囲は、複合施設の設計@建設・維持管理と図書館の運営業務
(図書館システムの初期整備・更新・保守及び図書等の購入を含む。)である O
当初は、複合施設の運営全体に PFrを導入するという議論もあったが、例えば保
健センターでは医療行為を伴うなどの事情があり、図書館のみ遥用業務まで PFr
事業として行うこととされたものである O 図書館運営業務を PFr事業によること
としたのは、①「民間事業者に行わせることが適切なものについては、できる限
りその実施を民間事業者にゆだねるJとした PFI法の基本方針にしたがったこと、
②蔵書・面積・開館時間・開館日数の増大による人員の確保が行政では困難であ
ること、③メディアの変革に行政判断がついていかないため、民間事業者のノウ
ハウに期待したこと、などがその理由である O
事業期間は、施設の設計・建設が 2年間、維持管理・運営が 30年間である。
事業方式は BOT方式で、施設は SPCの所有として運営(敷地の市所有地は SPC
に無償貸与)され、運営終了後に市へ無償譲渡される。
SPCは、桑名メディアライヴ(株)である。鹿島建設(株)を代表とし、次の企業
が構成員となって、それぞれの業務を委託しているO また、もう 1社の構成員で
ある UFJセントラノレリース(株)からは事業への融資を受けている。
-設 計 (株)佐藤総合計画
・建 設 鹿島建設(株)
-維持管理 積村ヒツレ管理(株)
-図書館運営 (株)図書館流通センタ一、(株)三重電子計算センター
3. PFIによる成果
図書館運営開始後の状況については、開館日数の増 (275日→300日以上)、開
館特間の延長(17時まで→21時まで)、蔵書の増加、事業者職員の丁寧な対応の
ほか、図書への IC タグ'1~ ，~1寸により自動貸出機や自動化書庫を導入したことで各種
処理が迅速になったこともあり、市民の評判は非常に良く、利用者数は増加し、
年間 60万人程度で安定している O また、事業全体を通じての YFM(Yalue for 
Money)は約 22%と、市が直接実施する場合と比較して大幅に財政負担が軽減さ
れているO さらには、図書購入費も SPCへのサーどス対価に含めたことから、 30
年間にわたり安定した予算措置ができたという点も大きな成果と考えているとの
ことであった。
桑名市は、館長の他 5名のi隊員を中央図書館に配属しており、運営・サービス
方針の決定や図書等の購入方針の決定などの役割を担っているほか、 PFI事業者
との協働事業(レファレンスに関する研修会、桑名市部べる学習賞コンクーノレ、
郷土資料の収集等)や市単独事業(読み間かせ事業、音読サービスの実施、三重
大学と共催してのサテライトカレッジ等)を実施しているO また、日常的なミー
ティングや定期的なモニタリングを通じて、 PFr事業者との協働jの成果を上げる
よう努めている O
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[稲城市立中央図書館] (PFI) (訪問日:平成 18年 9月 12Iヨ)
1. PFr方式採用及び建設の経緯
東京都稲城市では、従来、市内に 4か所の市立図書館を有していたが、平成 3
年 3月の第 2次長期総合計画に 1中央図書館」の建設事業を位置づけた。その後、
平成4年には稲城市立中央図書館建設審議会から基本計画が答申されるなど計画
が進められたが、財政状況等諸般の社会情勢を考慮し、平成 8年にこの計0は一
旦凍結された。
しかし、新しし叶コ央図書館建設に向けての市民からの要望が強いことを受けて、
平成 131:!三 3月の第 3次長期総合計画に、第 2次計画の際と同じ場所に中央図書館
を建設する計画が改めて位置づけられた。その後、中央図書館は、体験学習施設
との併設の形で建設する方向となり、平成 141:!三 ]2月には PFr導入可‘能性誠査を
実施。平成 15年 7月に実施方針の公表、同年 1月に特定事業の選定を行った Q
特定事業の選定に際し、 PFr事業方式によることとした理由として、財政負担額
を約 12%縮減できると見込まれることに加え、次の 3}誌の効果を期待できること
が挙げられている O
① 施設の設計、建設、維持管理及び運営を一括発注、性能発注を行うととに
より、民間事業者の経営能力、技術力、経験等が十分に発揮され、効果的か
っ効率的な事業実施が可能となる O
② 要求水準書に基づく定期的なモニタリングを実施するととにより、安定的
サービス水準の確保を図ることができる O
③ 技術革新aや情報化、多様化する市民ニーズに即した民間事業者の斬新で柔
軟な発想、最新技術の導入等をはじめ、付帯事業の提案実施などにより市民
サービスが向上する。
平成 15年 1月以降、総合評価一般競争入札により事業者の選定を行い、平成
16年 9月に市と SPCとの間で契約が締結された。
平成 18年 7月に稲城市立中央図書館・城山体験学習館が開館した。
2. PFrの概要
PFr事業の対象範囲としては、図書館及び体験学習館の設計・建設、維持管理、
運営(図書室官システム初期整備・更新・保守は 10年間のみ。 図書等の購入は PFr
事業には含まれない。)である。
事業期間は、設計・建設等で約 2年間、維持管理・運営についてはお年間とな
っている(ただし、図書館の運営業務のうち図書館情報システムに関する業務は
開館から 10年間。) 0 桑名市の 30年よりも短く設定したのは、長期の事業期間
とした場合には、事業者側に事業採算面の不透明さが生じる懸念、があり、また、
行政側からも図書館ニーズの変化など予測関難な状況もあることを考慮したとの
ことであった。
事業方式は、 BTO方式(施設建設後に所有権を市に移管し、 SPCが施設を借り
て維持管理・運営を行う方式)である。これは、公鹿内の施設であるため SPCの
所有とした場A合には使用許可が原則 10年間となってしまうこと、併設する体験学
習施設が国補助事業で、あることなどを考慮、したものとされる。
SPCは、いなぎ図書館サーどス(株)である o (株)NTTデータを代表企業とし、
以下の企業が構成員となり、それぞれの業務を委託している。
-設 計 (株)f-j総建、(株)NTTファシリティーズ
@建 設 (株)熊谷組
-維持管盟 (株)NTTファシリティーズ、(株)NTTデー 夕、金問iJ(株)
・運 営 (株)NTTデー夕、(株)有隣堂
施設の運営について SPCと市の役割分担は、 SPCは、窓口業務、図書登録・資
料管理、システム調達及び管理(分館含む)、購入図書の提案作成、サービス内
容の企画提案、備品管理等を行い、市は、各種サービスの方針決定、規則の制定、
購入図書・資料，の選定、各種団体・ボランティア等との連絡調整などを行うこと
及び体験学習館の運営となっている。
3. PFrによるj戎果
PFr方式によった効果としては、①rcタグ、自動化書庫の整備により休館日数
を減らすことができたこと(JCタグについては、市側の示した要求水準書には盛
り込まれていなかったが業者間の競争という状況の仁!コで入ったものである o )、
②人件費等の削減ができたことにより、VFMは当初の想定よりも大きい 18.5%と
なったこと、③rT等の知識を持った可書の配置により、 ITや外国人対応、子1l民不13
談などのサービスの増進が12Qられたことなどが挙げられている O
なお、運営開始後においても、市職員 6名(館長、司書 3名、庶務 2名)が中
央図書館に配属され、上記2.に記した役割分担に基づく業務に当たっている。 l
iヨ30名程度勤務している SPC職員との間の連絡調整は日常的に取っており、円
滑な図書館運営がなされている。
4.参考
稲城市では、平成 21年 10月中旬、若葉台駅前に複合施設あし¥)プラザの
開館を予定している。ホーノレ、図書館、会議室、市役所出張所、喫茶スペース、
そして併設のコンビニエンスストアで構成される複合施設であるが、平成 19年 6
月には稲城市立図書館設置条例を全部改正し、稲城市立あし¥)プラザ図書館
の設置根拠を示すとともに、当該図書館の管理を指定管理者に行わせることとし
ている o PFr方式による中央図書館の今後の動向と合わせ、注目されるところで
ある。
-186-
{岩手県立図書館] (指定管理者) (訪問自:平成 191:三 4月印刷
1. 岩手県立図書館の移転倒館
岩手県立図書館は、昭和 43t:j三 2月に岩手公園内に開館した 1ヨ図書館を盛向駅西
口に移転し、平成 18年 5月に開館した。
移転整備を行うに至った主な理由は、施設の老朽化・狭齢化、資料の絶対量の
不足という 2点であるO
2. いわて県民情報交流センター
新しい県立図書館は、平成 18年 4月に開館した地下 1階、池上 9階、延べ床面
積 45ラ875n{ ~こ及ぶ複合施設(総事業費:約 245 億 iコりである、 「し¥わてj県民情報
交流センター(愛称:アイーナ) J の入居施設となっている。 県立I~警告iミが、入
居施設のうち最大の延床面積 (10ラ590n{) を占めている。
いわて県民情報交流センターには、県立図書館のほか、盛間運転免許センタ一、
岩手県パスポートセンタ一、けんみん住宅プラザ、岩手県立視聴覚障がい者情報
センタ一、県民フラザ、県民活動交流センター(国際交流センタ一、環境学習交
流センタ一、 NPO活動交流センタ一、青少年活動交流センタ一、男女共同参画セ
ンタ一、高齢者活動交流プラザ、子育てサポートセンター)、岩手県立大学アイ
ーナキャンパス、その他の会議室・研修室など、多くの公の施設や行政機関が入
j苦しているO
施設の立地場所である盛岡駅西口地区の県有地は、平成 4~i三 3 月に県企業局が
国鉄清算事業団から購入したものであるが、 JR盛岡駅に近接し、文化ホーノレ、賃
貸オフィス、貸会議室などからなる地域交流センター(マリオス:盛岡市の施設)
に隣接するなど、立地、交通アクセス、将来の発展性からみて、岩手県の飛躍の
ための拠点とするに最もふさわしい場所の一つであった。この県有地の活用方法
について、平成 8年以降全庁的な体制で検討が行われ、平成 12年 l月に策定され
た盛岡駅西口地区県有地活用基本計画において、県立図書館等の入居する複合施
設の建設が決定されたのである。
複合施設を整備することとなった背景としては、従来からあった県立図書館や、
県立点字図書館、国際交流プラザ等の老朽化、狭齢化が顕著で、早急に移転整備
する必要があったという事情に加え、 NPOやボランティア活動等の活発化、環境
問題や男女共同参画等への県民の関心の高まりに応じた県民相互の交流・連携拠
点の整備が求められていたことなどがあった。
3. 指定管理者制度
(1)指定管理者制度の採用
いわて県民情報交流センターは、各分野に渡る複数の公共施設(公の施設、行
政機関)、公立大学法人施設等によって構成されていることから、施設全体を通
じて、質の高い行政サービスの提供、効率的な建物等の維持管理を総合的に行う
ための管理運営体制を確立する必要があった。また、公共施設の管理運営に当た
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つては、民間と行政との協働を推し進めることによって、幅広い観点から県民の
参画を実現していくことが求められていた。
このような中、平成 15年 9月には、指定管理者制度の導入を盛り込んだ改正地
方自治法が施行となり、岩手県では、平成 151=三 10月に策定した行財政構造改革
プログラムにおいて「官と民との適切な役割分担Jを掲げ、公の施設の管理の指
定管理者への移行を順次進めているが¥本複合施設についても、県民サービスの
向上と施設全体の効率的な管理による経費節減を目指して、指定管理者制度を採
用することとされた。
(2)指定管理者の業務
指定管理者は、複合施設であるいわて県民情報交流センター全体を包括的に管
理するが、個々の入居施設の運営に関しては、行政機関等については、設置主体
(県、公立大学法人)が直接行い、また、公の施設の運営業務の一部(岩手県で
は「特定業務」と i呼んでいる o )については、合理的と判断される範囲内におい
て、指定管理者ではなく、県から業務を委託される者が行うこととされている O
この結果、具体的な施設全体の管理運営区分は(別紙 1)の通りであり、指定
管理者の業務範囲は次のようになっている。
①運営業務
1)施設全体
企画運営、総合受付、広穂広報、入居施設との連絡調整 等
2)入居施設
各入居施設の貸出室・備品の貸出業務、県立図書館業務の一部、
施設の目的に合致する自主事業
②維持管理業務
建築物保守管理、建築設備保守管理、外構施設保守管理、清掃、警備、
環境測定、備品・什器等の管理、駐車場管理
(3)指定管理者の選定
指定管理者7は、公募により、株式会社NTTファシリティーズグ、ノレーフ。が選定さ
れた。指定期間は、平成 18年 4月から平成 21年 3月までの 3年間。企業構成及
び主な業務内容は、次の通りである。
. (株)NTTファシリティーズ
. (株)盛岡博報堂
施設全体の管理運営に係る統括
施設全体業務、貸出・備品管理業務等
. (株)図書館流通センター 図書館のカウンター業務等
-鹿島建物総合管理(株) 建築物@設備の保守管理業務等
・(社)岩手県ビノレメンテナンス協会 清掃、駐車場管理業務
-岩手県ど、ノレ管理事業協同組合 警備業務
(4)県立図書館に関する県と指定管理者との役割分担
平成 15年 3月に策定された新県立図書館運営計画iでは、図書館の規模拡大、関
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館iヨ数@開館時間の増などのほか、情報化の推進、市町村立図書館の支援強化等、
総合的な県民サービスの向上を図ることとされた。
岩手県立図書館では、県職員 9名(館長 1名、高IJ館長 l名、担当 7名)及び指
定管理者職員 38名が勤務しており、県と指定管理τ者との役割分担は概ね次のよう
なものである O まず、県の役割とされているのは、図書館運営方針の検討、図書
館協議会関連、図書館資料の選定、市田了村立図書館の支援などの基幹的な業務で
ある。一方、指定管理者の業務とされているのは、カウンター業務、レブアレン
ス・サービス、ボランティア活動の運営、読み間かせ等各種事業の企商@実施な
どであるO
このような役割分担の-，三県職員と指定管理者職員とが机を並べ、コミュニケ
ーションを図りつつ運営されているとのことであった。
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(5}IJ紙 1) 
業務区分
施設区分
特定業務※1
業務委託者ANPO活動交流センター
業務委託者B国際交流センター
業務委託者C環境学習交流センター
業務委託者D青少年活動交流センター
県民活動交流セ
ンター
業務委託者E男女共同参画センター
????
業務委託者F高齢者活動交流プラザ
子育てサポートセンター
アイーナホール、会議室、研修
室、ギャラリーアイーナ、県民
プラザ、屋外広場
岩手県立視聴覚障がい者情報センター
岩手県※2岩手県立図書館
盛間運転免許センター
岩手県岩手県パスポートセンター
業務委託者Iけんみん住宅プラザ
?????
公立大学法人岩手県立大学岩手県立大学アイーナキャンパス
事業者民間施設(テナント)
特定業務委託者
施設名 上記 業務委託者名
NPO活動交流センター A 特定非営利活動法人いわてNPOセンター
国際交流センター B 長才毘法人岩手県尽際交流協会
環境学習交流センター C 特定非営利活動法人環境パートナーシップいわて
青少年活動交流センター D 社団法人岩手県青少年育成県民会議
男女共同参画センター E 特定非営利活動法人いわて翼の会
高齢者活動交流プラザ F 財団法人岩手県長寿社会振興財包
子育てサポートセンター G 特定非営利活動法人いわて子育てネット
岩手県立視聴覚磁がい者情報センター H 社会福祉法人岩手県社会福祉事業団
けんみん住宅プラザ 財罰法人岩手県建築住宅センター
※1 
※2 岩手探立図書館
指針等の作成や市町村支援など県の最終判断を要する業務については、祭の直接執行とする。また、黒が
行う業務以外の窓口業務やフ口ア管理業務等については、指定管理者が代行する。
※3 特定業務以外の業務
(連携業務〕施設全体に係るイベント等の企画、 PR.利用促進、総合受付、広蕊広報、定型的業務等
(維持管理業務)施設の清掃、警備、保守点検、備品管理、駐車場管理等の管理業務等
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{北九州市立図書館] (指定管理者) (訪問自:平成 19年 7月 3日)
1. 指定管理者制度の採用
(1)市の基本的考え方
北九州市では、平成 18i!三 6月に策定した北九州市経営改革大織の中で、 「公民
ノミートナーシップ (ppp) の活用一民間でできることは民間に委ねる-Jを改革
プログラムの重要な柱として位置づけ、 「市の関与が必要な:場合でも、最終的な
責任は行政にあり、行政が業務の品質管理を行うという前提の下で、施策の実施
過程を中心に民問委託化、指定管理者制度の導入をはじめ、 PFI、市場化テストな
どの手法を徹底的に導入します。 Jと述べている。
中でも指定管理者制度については、 「すべての公の施設について各施設の設置
目的などを勘案しながら管理のあり方を検討し、準備が整った施設から順次指定
管理者制度の導入を進めてしだ o Jと積極的な取組姿勢であるO
(2)指定管理者制度を採用した図書館
北九州市には、中央図書館、国際友好記念図書館、!ヨIJ司図書館、若松図書館、
八幡図書館及び戸熔図書館があるが、中央図書館以外について指定管理者制度を
採用した。それぞれの指定管理者及び指定期間については、 (月iJ~~え 2) のとおり。
北九州市の図書館は、図書館独自の設置条例ではなく、他の教育施設と合わせ
て「北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例j に根拠を持っている O 指定
管理者に関しては、同条例第 9条において、 「教育委員会は、社会教育施設の設
置の目的を効果的に達成するため必要があると認めるときは、当該社会教育施設
の管理を指定管理者に行わせることができる o Jと規定しており、当該条例を見
ただけでは、ど、の教育施設について指定管理者制度を採用しているのかを判断す
ることができない。この点、北九州、!市立図書館規則第 17条で、 「教育長は、図書
館について指定管理者を指定しようとするときは、管理を行わせようとする図書
館、申請の受付場所及び受付期間その他必要な事項を予め公表しなければならな
し¥o Jと規定しているので、一般には、この公表により、特定の図書館について
指定管理者制度を採用することが明らかになる。
(3)中央図書館の管理運営
北九州市立図書館のうち中央図書館のみは、指定管理者に委ねられることなく、
市の直営方式により運営されている。中央図書館では、市の図書館行政の基幹的
業務、すなわち全市的な図書館運営方針の策定、施設整備、購入図書の決定等を
直営により実施している O
ただし、中央図書館についても、窓口業務、蔵書管理業務、分館における業務
など、基幹的業務以外の業務については、業務委託により効率的かっ効果的な運
営を実施していくこととされている。
O 業務委託の概要
委託業者 日本施設協会
委託期間 平成 19~21 年度 (3 年間の債務負担行為を設定)
委託内容 窓口サービス業務、蔵書管理業務、分館における窓口業務、
視聴覚センター業務
効 果約 60，000千円の経費削減(入札後の額で比較)
正規職員 6名減(嘱託化を含む。)
2. 指定管理者の選定
(1)条例等の規定
北九州市では、公の施設に共通する指定管理者の指定手続き条例ではなく、個
別の公の施設の設置・管理条例の中でその指定手続き等について規定しているO
北九州市教育施設の設置及び管理に関する条例では、第 9条の 2に指定管理者
の指定の手続が規定されており、 「指定管理者の指定を受けようとするものは、
教育委員会が別に定める申詰書に当該社会教育施設の管理に関する事業計画書そ
の他規則で定める書類を添えて教育委員会に申請しなければならない。 J (第 l
項)、 「前項に規定する i字詰があったときは、教育委員会は、事業計画書の内容、
事業計画書に従い社会教育施設の管理を安定して行う能力等を審査のよ、最も適
当であると認めたものを指定管理者として指定する o Jとされる。
また、北九州市立図書館規則第 18条に、指定の申請の際の添付書類が次のよう
に定められている O
① 定款、寄附行為又はこれらに準ずるものの謄本
② 申請の自の属する事業年度の直前の事業年度における収支決算書;
③ 現に行っている事業の内容及び実績を記載した書類
④ 事業計画書に係る収支見積額
⑤ 前各号に掲げるもののほか、教育長が必要と認める書類
(2)指定管理者の選定手続き
北九州市では、原則j公募により指定管理者の選定を実施している。また、選定
基準等の設定や情報公開を行うとともに、第三者が参加した選定委員会を設置す
ることとしている O これらにより、指定管理者の選定過程は、競争性や公正性・
公平性が確保される仕組みとなっている O
公立図書館についても、指定管理者募集要項が公表され、公募による選定が実
施された。同要項には、対象施設、指定期間、開館時間・休館呂、管理運営の基
本的考え方、指定管理者が実施する業務、業務体制(各館ごとの従事者の 7501以
上が司書資格を有していること、各舘の窓口責任者は、吉j書資格を有し 3年以上
図書館勤務を経験していることなどに応募資格などの情報が記載されている他、
公立図書館運営に対する基本的考え方、専門性の確保、利用者のプライバシ一保
護、運営体制、施設管理、業務運営、学校・地域・団体との連携、民間の利点を
生かしたサービスなどの点について、応募者の提案を求めている O また、審査方
法や選定基準及び選定の視点などについても明記されている。
応募者から提出された書類は、学識経験者等で構成する「図書館指定管理者選
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定委員会j において、選定基準に基づき、公平・公正に審査が行われ、候補者が
選定される。その結果を踏まえ、教育委員会としての候補者が決定され、市議会
において議決されるという流れになっているO
3. 指定管理者制度導入後の図書館運営
(1)指定管理者と市との役割分担
指定管理者は、図書館長業務、窓口サービス業務、蔵書管理業務、施設管理業
務、読書推進業務、ボランティア活動支援業務など、図書館業務全般にわたって
業務を行う.0
一方、市教育委員会は、図書館運営に関わる全市的な方針決定や、購入!思議;の
決定等の図書館の基幹的業務を引き続き行う。
また、業務開始後、市は、指定管理者から定期的に事業報告の提出を求め(北
九州市立図書館規則第 20条)、図書館業務が適切に行われているかをチェックし
ていくことになる O
(2)指定管理者導入による成果
従来行われていた図書館サービスは指定管理者に引き継がれ、これまでどおり
実施されている他、各種団体(郷土史会、読書会、ボランティア)との協力関係
も継続している。
加えて、指定管理者の導入により次のような成果が上がっている。
①開館時間の延長
日の開館時間を 1時間延長し、午後 7時までとなった。
②司書率の向上
導入前は図書館の職員中、可書資格を保有している者の割合は、全市平均で
約 58% (平成 161=三 5月現在)であるが、専門性を高めるため、指定管理者制
度を採用した図書館の司書率は 75%以上に引き上げられた。
③経費の縮減
門司、戸畑及び国際友好記念図書館で年間約 59.000千円、若松及び八幡図書
館で、年間約 52ラ000千円の経費削減が見込まれ、教育など様々な施策の充実のた
めに活用される。
4. 指定管理者制度を採用した図書館の評価
(1)平成 17年度における評価
平成 17年度においては、図書館として独自の評価を実施した。
評価方法は、①貸出者数等、実施事業等の実績による評価、②利用者及びボラ
ンティア団体に対するアンケート調査、③評価員(図書館協議会の代表、学識経
験者等.)による現地調査、の 3種類である。これらを踏まえた評価の結果、総合
的な評価は次のようなものであった。
1)8常的な業務の安定した提供について
貸出者数等については概ね例年どおりであること、基本協定等の履行につ
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いても、実地調査の結果、適正な履行が確認されていることから、日常的な
業務については安定した運営が行われており、質的な面もアンケート諦査結
果から高い評価であり、例年並みの安定した運営状況と併せ今後とも安定し
て業務が継続されるものと評価できる。
2) itf民サービスについて
募集時の条件である開館時間延長、司書率の向上による専門性の向上に加
え、各指定管理者の提案事業についても実施又は準備が進められている。
また、利用者の満足度についても、アンケート調査の結果は高く評価でき
るものであり、事業の実施状況等と併せ、物的にも質的にも良好なサービス
が提供できていると評価できる。
(2)平成 18年度以降における評価
平成 18年度からは、市全体で構築された指定管理者評価制度に基づいた評価が
実施されている。
平成 181~三度については、市立図書館のいずれの指定管理者についても、利用時
間の延長等市民の利便性が向上して利用者の評価も高いことや、維持管理経費が
削減されたことなど踏まえ、総合評価が s(特に優れていると認められる)とな
った。
なお、この評価制度については、その後も改良が加えられ、指定管理者評価の
精激化が図られている。
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(男IJ紙 2)
図書館の概要
中央図書館 i 図書館協議会 l (指定管理者
及び指定期間)
庶務課 国際友好記念図書館
(掛図書館流通
庶務係
センター
資料係
門司図書館
H17年度~
意イ士課
大 壁 分 館
H19年度
奉仕係
新門前分館視聴覚センター
ノ
勝 山 分 館
若松図書館 協会:ilζ 、 救 分 館
島 ;郎 分 館 H18年度~合3 本良 分 館日
H20年度
¥ 
※ 中央臨書館は、窓口・蔵書 八幡図書館
(樹図書館流通管理等を民間委託
八幡東分
センター委託先 (総日本施設協会
大 池 分 飽
H18年度~
折 尾 分 館 H20年度
八幡南分館
戸畑図書館 )側協会日本施設
戸畑分館 ) J H17年度~
H19年度
訪問調査(英国)
1. 目的及び日程
英国については、 PFrの調査を目的とした。
(財)自治体国際化協会ロンドン事務所を訪問し、英国(特に地方自治体)にお
ける PFrの取組の全体像について調査するとともに、 PFr手法により設立された
公共図書館等を訪問し、館長などから話を伺った。
①2006 年 10 月 3 日 ~ll F-l 
@ジュピリー図書館(ブライトン&ホープ、市)PFr 
-ボーンマス図書館(ボーンマス市)PFr 
・ハックニー中央図書館(ハックニー・ロンドン区)PFr 
・ペッカム図書館(サザク e ロンドン区)
・リッチモンド図書館(リッチモンド・ロンドン区)
-オーダム図書館(グレーター@マンチェスター、オーダム区)PFr 
. (財)I主治体国際化協会ロンドン事務所
②調査者
永田治樹 筑波大学大学院図書館情報メディア研究科教授
小1永樹 同 准教授
2. 英国の PFI
PFI (Private Finance rnitiative)は、 1990年代前半に英国で生まれた手法であり、
官民が協働して効率的かつ効果的に質の高い公共サーピスの提供を実現する PPP
(Public-Private四Partner油 ip) の取組の一つである O
以下は、調査により入手した「英国の地方自治制度 (2006年度概要版)J (財
団法人自治体国際化協会口ンドン事務所)からの引用である。英国の PFrについ
て簡潔にまとめられノている。
(1)英国における PFI導入の経緯と現況
①PFI導入の背景と経過
1970年代の長期経済停滞に対し、サッチャ一保守党政権は「市場原理と小さ
な政府への回帰Jを目標に、民間資本の活用を積極的に推進した。その跡を継
いだメージャー保守党政権でも同様の政策が採られ、 1992年に、当時のラモン
トj材務大臣の提唱により Pれが導入された。
その後、 1997年 5月に誕生したブレア労働党政権は、 PFrを含む PublicPrivate 
Partnership (ppp) による社会資本整備は必要で、あるという方針を回め、 PFrの
問題点の把握と改善を進めた。その過程で、提出されたのが「ベイツ・レビュー」
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であり、 PFr手法の簡素化、入札費用の削減、 PFIに関する地方自治体の権限の
明確化など 29項目の改善点に基づいた見直しが行われた。
②ブレア政権下での PFr
ブレア労働党政権誕生後の PFrは「ベイツ・レビューJの流れを受け継ぎ、 PPP
と一般的に呼ばれており、どちらかといえば徹底した民間へのリスク移転を志
向した P引から、リスク、ンェアリングを含めるなど官民のパートナーシップ全
体を推進し、幅広い分野を民間ビジネスに開放する方向の PPPへと進化してい
るO
財務省の統計によると、 2006年 3月現在で 749件、資産価値にして約 484億
ポンド(約 10. 7兆円)のプロジェクトが契約済みであるO 省、月IJのプロジェク
ト数では保健省が最多で 149 件、次いで教育・技術省、が 144 件、副首相府(~
に廃止)が 65件などとなっている O 契約済みプロジェクトの資産価値が最も高
くなうているのは運輸省で¥全体の約半分を占める約 2]9億ポンド(約 4. 8 
兆円)、次いで保健省が約 65億ポンド(約1. 4 兆円)、 I~I防省が約 45 億ポン
ド(約 l兆円)0 地方月IJではロンドンが最も多く約 224億ポンド(約 4.9兆円)
で、スコットランドやイングランド南東部なども多くなっている。
③PFr 関係諸機関
1)政府調達庁 (OfficeofGovermnent COn11nerCe : OGC) 
及びパートナーシップUK(Partnerships U .K. :PUK) 
OGCは政府の調達機能の近代化と VFMの改善を目的にした広範囲にわた
る計画や事業を担当する政策部門として、首相府や財務省等にあった様々な
関係機関の機能を吸収する形で 2000年 4月に設置された。 PUKは財務省と
民間のジョイント・ベンチャーであり、公的部門に対する単なるアドバイザ
ーではなく、事業運営の実際面に責任を持って関与する事業部門である。な
お、この 2組織は「ベイツ・レビュー」に基づき設置された「財務省タスク
フォース(特別対策委員会) J (I997年 9月設置、 2000年 10月解散)の業
務の大部分を引き継し¥だものである。
2) 4Ps (Public Private Partnerships PrograInme) 
政府調達庁 (OGC)が主に中央省庁での PFr推進機関であるのに対し、 1996
4三4月には、地方自治体での PFrや PPPの推進を目的とした 14PsJ が地方
自治体協議会 (LGA: Local Government Association) 内に設置されている。
問機関は、イングランドとウェーノレズの各自治体が PPP事業を実施するに
当たり、自治体に対して法的、財政的、技術的支援を行うほか、事業実施に
先立ち事業の採算性等に関する事前評価も実施しているO また、自治体職員
と地方議員に対して PPP事業に関する専門のトレーニングを行っている。
3)事業評価グ、ノレープ (ProjectReview Group : PRG) 
イングランドの地方自治体の PFI事業承認のために、財務省が議長役を務
め、当該事業の所管官庁の職員及び4Psも会合に出席する o I司グ、ノレーフ。で、は、
補助金申請を行っている地方自治体の PFI事業について、商業的可能性に力
点を置いて審査し、問題がなければ承認する O この会合は年間を通して定期
的に開催され、サポートを必要とする事業について検討が行われる。
(2)地方自治体と PFI
①1997年地方自治法 (LocalGovernment Act 1997) 
地方自治体における PFr活用を促進するため、前述の「ベイツ・レビューJ
をもとに、ブレア労働党政権は 1997年地方自治法 (LocalGovernment Act 1997) 
を制定し、地方自治体が民間部門と資産やサービスの、提供を行う契約を締結す
る権限を有することを明確化した。これにより、地方自治体は、以下の事項が
可能となった。
-事業出資者との直接合意の締結
・民間部門と長期契約を締結できることについての書面での証明
-裁判や監査により、民間部門に損害が発生した場合、その損害補償の補填
・裁判で違法と判断されても、書面による証明手続き (CertificationProcedure) 
により、当該契約を継続させること
②資本財政規員U(Capital Finannce Regulations) 
地方自治体の事業の場合、固からの補助金の交付を受けることができるかど
うかという問題が、計画段階で生じてくる。補助金の交付を求める場合には、
資本財政規則に従うことが必要になる O この規則によると民間部門がサービス
提供に関する十分なリスクを負い、しかも、より効率的にサービス提供ができ
るという一定の条件を満たすことにより、政府からの追加補助金の支給や、会
計上の処理が地方自治体に有利に取り扱えるようになる。
③補助金と PFrクレジット
地方自治体が PFr事業について政府からの補助金を確保するためには、 PFr
クレジットを獲得しなければならない。 事業評イ倍何出街1 グ、ノルレ、、、~句司胡-一一-一-一一一一一一一-白一一-一
が承認されると、事業評価グ、ノレーフ。から地方自治体に rpRG事業承認通知」が
通知される。この時点で承認された概算事業費総額のうち、原則として資本投
資部分が所管官庁からの補助金(追加交付金)の対象となり、その額が PFrク
レジットと呼ばれる。
政府からの PFr事業への補助金は、基本的に地方交付金(RevenueSupport 
Grant: RSG)として交付される O このようにして FSS(Formula Spending Share:公
式支出配分額)へ積算される PFr事業への補助金は、初年度は手続き上の関係
で、特別補助金として交付される。また、経常支出に関連する支出については、
通常の地方交付金 (RSG) を通じて補助されているとみなされるため、補助金
の額については契約総額とは一致しない。更に、交付時期についても、初年度
に全額交付されるのではなく、長期間に分割して交付され、交付額も年々減少
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する(実際の契約期間より長期間にわたり交付される) 0 
{地方自治体に対する pprクレジット額の推移} (単位:百万ポシド)
年度 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 2005 diコkきpゅ1 
行政分野
教育 15 79 197 510 458 224 882 777 1，227 4，370 
社会福祉 29 7 2 10 5 38 44 42 54 230 
警察 9 34 60 25 54 108 74 79 49 493 
消防 O 5 O 80 O 35 O O 36 157 
図書館・レジ O O 。 27 6 12 O 63 143 251 
ャー
廃棄物 47 57 85 34 O 96 56 。 68 444 
住宅 O 4 2 3 O 111 61 83 650 914 
交通 O 8 291 。 O 19 109 201 76 703 
その他 10 57 26 25 28 47 10 36 43 283 
iIコx 1 10 251 663 714 55] 691 1，23 1，281 2，347 7，845 
4 
出典 www.local.dtlJ.gov.uk/pfi/p自creds.htm
(3) pprの抱える問題点等
①コストの縮減
ppr事業の性質j二、初期段階(調査、分析及び意思決定など)に要する時間
的・金銭的コストは従来型の調達方法と比較して割高となる欠点があるが、ラ
イフサイクル(設計、資金調達、建設、管理運営など)を一括管理するメリッ
トを生かして工事期間の短縮、コストを抑制した管理運営方法を実現すること
で、初期段階のコスト増を吸収し、全体経費を削減することが期待されている。
しかし、 PFr事業に内在する特性から次に掲げる要素により、 ppr事業は地方自
治体による直営事業と比較した場合、全体費用としても割高になる懸念も指摘
されている O
-資金調達を民間部門が実施する場合、公的部iヨ'1と比較して調達金利が高利
率となること
・公的部門と異なり、株主への配当を考慮しなければならない民間部門は一
定の利潤追求が不可避であること
・公的部門から外部専門家(弁護士、会計士、コンサノレタントなど)に支払
う経費が多額になる恐れがあること
-リスク移転を引き受ける民間部門は、リスクに見合う高額の見返りを求め
ざるを千与ないこと
・契約期間終了時期に行われる交渉において、サービスを提供する民間部門
が独占的・排他的地位にあることが多いため、コストの増大につながる恐
れがあること
②学校、汀(情報技術)分野における評価
PFrを活用した事業のうち、特に学校においては、当初期待されていた程の
利益がもたらされていないことが指橋されている。教育分野に導入された PFr
事業に対する初めでの監査委員会の包括的評価である iPFIin SchoolsJでは、
学校施設の設計において車r新性が向上したことは認めながらも、空間利用、暖
房、照明及び音響効果など児童@生徒にとって不可欠な部分のレベノレが低下し
ていることを指摘している。更に、学校における清掃業務及び施設の維持管理
に要する平均コストを比較した場合、地方自治体が直営するケースよりも PFr
事業による学校運営の方が割高になる傾向も合わせて指摘されている。
また、コンピューターシステムの入れ替えなど、 ITプロジェクトにおいて成
功事例が少ない実態を受け、財務省は 2003年 7月、 rT関連で PFrの活用を中
止すると発表している。
③従業員の二層化問題
サービスの提供主体が公的部門から民間部門に移管される場合の大きな課題
として、被雇用者の処遇の問題がある。政府は、民間部 ~11 に身分が移管される
被雇用者の権利保護を目的として一定の規則を定めており、これらの規則は集
合的に iTUPE(Transfer of Undertaking日 Protectionof En1ploylnent -Regulations 
1981) Jとして知られている。この規員Ijに基づき、 PFr事業の実施に伴って、公
的部iヨ1の職員の身分が民間部門に移管されても、年金を含む公的部門の雇用条
件及び待遇が原則的に保証されている。しかし、民間企業が新たに雇用する職
員及び元々民間企業に所属しているi隊員について、公的部門から移管された職
員と向水準の雇用条件を提供することを義務づける法律は現時点では存在しな
いため、問一企業内で織員の待遇が二層化する問題点が指摘されている。
④PFrの将来
2006年 3月に政府:は iPFr:長期的ノミートナーシッフ。の強化Jと題する報告
書を発表した。それによると、政府は将来の公共サービスの提供において、 PFr
は重要な役割を果たし続けるものと考えている。また、今後は、下記に焦点を
当てて PFrの更なる強化・改善を行うとしている O
-事業実施に当たっての効率性と柔軟性の更なる向上
-事業における VFM(バリュー・フォー・マネー)測定強化
.公的部門における専門的知識の育成
3. PFrによる公立図書館
英国では、多くの公共サーどスが PFrの手法によって提供されているが、公立
図書館~こついては、決して PFr の事例が多いわけではない。当時、ジュピリー図
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書館(ブライトン&ホープ)、ボーンマス図書館(ボーンマス)、ハックニーヰi
央図書館 (0ンドン)、オ一ダム区図i書i
たため、これらの密書館を訪問し調査した。なお、この他にも複数の都市におい
て、 PFIによる図書館整備の計画が進行中とのことであった。
以下、訪問調査した 4つの公立図書館の PFIの概要について記述する O
(1)ジュビリー図書館
イングランド南東部のブライトン&ホープは、人口 15万 6千人のシーサイド・
リゾートである o 1997年に隣接するブライトン市とホーブ市によって単一自治体
(unitary authority) を形成した当時から、老-朽化した中央図書館に代わる新しい
国書館を作るための財源をどのようにして調達するかが大きな課題で、あった。
ブライトン&ホープでは ジュビリ一地区全体の再開発を PFI手法により実施
することとし、その中核施設としてジュビリー図書館を 2005年に開館させた。建
物の正面の壁面にガラスを用いたデザインのジュビリー図書館は再開発地域の中
心部に位置しており、首相の良質公共建築物賞を始めとして 13の賞を受賞するな
ど、再開発の成功の象徴のようである。
SPCの中心となっているのは Millグループで¥25年契約。ジュビリー図書館
の施設面を担当しているのは、 (2)(4)の図書館でも中心となっている Kierという
施設関連の大企業である o Kierは、清掃、セキュリティ、維持管理・修繕、ライ
フサイクノレ・コストの低減化を行っている。
PFIによる図書館整備の成果としては、以下の事項が挙げられている。
-来館者が増加した。初年度は旧図書館の約 3倍の来館者であった。
@新規登録者が 3倍に増加した。特に、 10代の若者については4倍に増加し
た。
-開館時間が増加した。 1週間の開館時間は 6S 48時間で、 3日は夜間開館
である O
-会議室の利用が増加した。図書館開館時間以外の利用を可能にしたことに
より、収入増にもつながっている。
-所蔵資料が増加したこと O
・エネルギー効率の良い施設としたことにより、コストが節減できたこと O
-街の中心部を訪れる人の増加による経済効果。
その他、再開発全体によって、地域の雇用の増加、地元企業への発注の増
加など様々な直接的な効果も上がった。
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(2)ボーンマス図書:館
ボ、ーンマスはイングランド南西部の人口 16万 3千人の単一自治体である O 市
内には 12の公共図書館があるが、 2002年にそのうちの一つで、あるボーンマス図
書館を PFIで整備した。
PFIによることとした理由は、周辺地域の再開発に当たり、長期間にわたって
良質で安価な図書館サ)ピスを提供するためである。
PFIによっているのは、ボーンマス図書館の建物の整備と 12の公共図書館をつ
なぐ汀ネットワークで、契約期間は 30年 (ITについては 5年ごとにリニューア
ノレ) 0 壁面にガラスを使った開放性のある建物は、 2003年冬に首相の良質公共建
築物賞を受賞している。
SPCは、設計、建築、建物管理、 ITなど複数の企業から構成されているが、そ
のヰ1心になっているのは、 Kierグノレープである O 図書館の建物は SPCが所有し、
維持管理を行っているため、行政サイドは図書館の運営に集中することができる。
維持管;浬がうまくし¥かない場合には、 SPCが行政に対して賠イ賞する。
PFrにより、次のような成果があったと考えられるとのことであった。
-来館者の増加(従来の利用者層に加えて新しい利用者が増加)
-会議スペースの増加、多様な文化イベントが開催可能に
. ITの自由利用
-テナントの増加により周辺地域が活性化
(3)ハックニー中央図書館
ハックニ)は、人口 20万 7千人のロンドン区 (LondonBorough)である O 地区
内に 8つの公共図書館を持つが、中央図書館が Pれにより整備された。
ハックニー中央区i書館の入る建物は、図書館、博物館、ラーニング・トラスト
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の事務所という 3つの機能を有しており、このうち図書館と博物館の部分が PFr
であるO なお、ラーニング・トラストは、行政からの資金を得て、学校、生渡学
習などハツクニ一における教育関連の業務務-を行う 9梨-1廿!
PFI契約の共其期J月!号;潤は 3却O今年三O 建物は企業絞りの所有で、清掃やセキュジティといった
施設管理はカリリアン(Carrilian) という企業が担当している。 PFIは施設部の手
法であり、図書館サービス自体は行政が行うものと考えられているO 図書館には、
行政の職員である LibraryManagerほかのスタッフがし¥て運営を行っており、図書
館の活動は従来と変化はない。行政は、カリリアンとの間で月に 1IEJ会合を I~~g き、
施設面の打ち合わせをしている。
新しい建物になって快適であり、また、パス路線の通る中心部という場所の良
さもあって、来館者数が増加した(113 1300人程度の来館者)が、利用者の地区
人口に対する比率は余り高くない。
(4)オーダム図書館
オーダムは日本の都道府県に該当するグレーター・マンチェスターの中の一つ
の基礎自治体である。人口 21万7千人。
14の公共図書館を有しており、その中心的な役割を果たしているオーダム図
館が PFIにより整備され、 2006年 4月に開館した。古くからあった図書館の建物
を改修し(マンチェスターの歴史を感じさせる建物とするため)、これを新しく
建築した建物と回廊でつないで、図書館と生涯学習センターに整備した。
PFIによった理由は、行政に十分な資金がなかったことであるO 契約の期間は
25年。契約の相手方は、図書館サービス、システム.IT、財政面の担当者が議論
し、.Kierに決定した。
PFIで建設された後、スペースは古い図書館の 2倍になり、コンピュータも配
備され、すべて新しい本になった。来館者数は、他の図書館が減少する中で、 2
倍に増加した。図書館は、マイノリティがコミュニティを作って分かれていた状
況を改善し、これらを結びつける役割を果たしている。
面接調査を行った担当者(財政担当)の印象としては、 「病院の PFIには悪評
があるが、学校や図書館の PFIは悪くないと思う。 図書館はリスクが低く、良い
どジネスになるのではないか。 Jということであった。
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訪問調査(ニュージーランド)
1. 目的及び日程
1980年代から先進的な公的部門改革の試みが行われたニュージーランドの公
共図書館施策を調査した。オークランド、クライストチャーチ、ノース・ショア、
ワェリントンにおける公共図書館の館長、加えてニュージーランド国立図書館副
館長、行政学・図書館情報学の研究者数人に対して、これまで実施した施策とそ
の見直しなどの点について面接調査を実施した。
①2008 年 3 月 13 日 ~23 日
-オークランド市立図書館
-クライストチャーチ市立図書館
.ノース・ショア市立図書館
-ウェリントン市立図書館
-タウランガ市立図書館'
・ニュージーランド国立図書館
.ビクトリア大学
・オークランド大学図書館
②調査者
永田治樹 筑波大学大学院図書館情報メディア研究科教授
ノト山永樹 i司 准教授
2.訪問による調査の概要
(1) I~書館サービスの主体
ニュージーランドにおける図書館サービスの主体は、地域自治体 (Territorial
authority) である O
ニュージーランドでは、特別地方団体を含めると 700以上あった地方自治体が、
1989年の地方行政改革により、広域自治体 (Regionalauthority) と地域自治体
(Territorial authority) の 2種類に合併・再編された。 2009年 2月現在では、 12
広域自治体と 73地域自治体(シティ 16、ディストリクト 57)の合計 85自治体で
ある。 73地域自治体のうち 5つは広域自治体の機能も兼ね備えており、統合自治
体 (Unitaryauthority) と呼ばれる O 広域自治体の事務は環境保全、海-岸・河川管
理、大規模災害対策などが主で、図書館サーどスなどの広範な住民サービスは地
域自治体によって提供されている。
なお、自治体の再編による自治体数の減少は、図書館の活動面にも影響を及ぼ
している O
中央政府は、各公立図書館に対して基本的に関与はしていないが、 20031:j三の国
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立図書館法によって、公立図書館の支援を行うことがニュージーランド国立図書
館の役割のーっとされているO このような役割を国立図書館に担わせることとな
った背景には、公立図書館では、館長すら接客業務に I~寺 i習を取られてしまって、
将来構想を考える時間がなかったことがある。
例えば、国立図書館の主導により、EPIC ( Electronic Purcbasing In Collaboration) 
が 2003年に始まっている。 EPICとは、電子情報のアクセス権を共同購入するた
めに公立図書館、大学図書館などで組織する団体で、参加する各公立図書館は、
閲覧できる情報の分量に応じて負担金を支払う仕組みになっている。この仕組み
により、小規模の公立図書館などにおいても、様々な情報にアクセスすることが
できるようになった。
http://epic.org.nz/nl/epic.htnil 
(2)公立図書館の予算
ニュージーランドでは、 1989年地方自治改正法で、発生主義会計の採用、貸借
対照表の作成、資産のj原価償却の実施などを地方自治体に義務付けた。このため、
自治体の予算は、運営費予算と資本費予算に分かれている O 運営費予算は毎年の
運営費のための予算であり、資本費予算は、資料の収集、新鋭の建設、大規模改
修等の費用のための予算である。新館建設費用はブアンドとして保持しておくな
ど、公立図書館にとって、これらの財源を確保できるという意味で非常に重要で
ある。
2007年度のオークランド市立国書館については、運営費予算は 2548万 7000NZ
ドノレ、資本費予算は532万NZFノレで、ある。運営費予算の財源内訳は、2359万768NZ
Fノレ (93%) が土地に対して課す資産税であるレイト、 82万 7588NZドノレ (3%)
が貸出期限超過への課金、 54万237NZドノレ (2%)が貸出への課金、 11万 5544NZ
ドノレ(1%未満)が教育省からの補助金、 41万 3090NZドノレ (20/0)がその他であ
った。
(3)公立図書館の人員体制
ニュージーランドの地方自治体の最高意思決定機関は議会 (council) であり、
議長である市長及び議員は、 3年ごとの公選による選出される(広域自治体の場
合、議長は議員の互選).0 地方自治体の行政執行の素任者は首席行政官 (CEO)
で、 5年以下の任期を定めた契約に基づいて議会により任命され、議会の意思決
定に基づいて事務を執行する。その他の職員はすべて首席行政官の任命である。
公立図書館を担当する職員も、首席行政官により任命されるO オークランド市
立図書館(中央図書館の他、 16のコミュニティ図書館、 lつの移動図書館)につ
いては、図書館サービス担当のグループ0 ・マネージャーの下に、 6つのグループ。
(① Customer Services 、②Information Resources 、③Marketing and Service 
Development 、④BusinessPlanning and Support 、⑤InformationTechnology and 
Communication、⑥HumanResources) から成り立っており、職員数 350人(常勤
250入、非常勤 100人)、約半数が司書の資格を保有している。
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職員の採用については、特に困難はないとのことであった。オークランド地域
には多様な人材がいること、公立図書館と大学図書館の間での人材の移動が容易
であること、非常勤でイ動きながら奇書の資格のための学習をできること、などを
その理由としてあげていた。
(4)公立図書館相互間の協力
ニュージーランドの公立図書館の規模は様々である。規模の大きい図書館は、
①オークランド、②クライストチャーチ、③ノースショア、④ウェリントンであ
るが、農村地帯などの小さい図書館のサーピスは非常に小規模で、ある。
このため、公立図書館相互間の協力体制の構築が重要であり、資料の共有化、
職員研修の協力などの取組が行われている O 例えば、オークランド周辺地域では、
オークランド、マヌカウ、ノースショア、ロドニ一、ワイタケレの 5自治体が共
同して eLGAR(Libraries for a Greater Auckland Region )というデータベースを設
立し、データベースや資料の共有化の取組を行っているO これらの取組に、中央
政府:などが関与することはなく、すべて自治体独自で、行っている。
なお、小規模自治体の中には、 51Jの自治体に図書館サービスの供給を委ねてい
る例もある。
(5)図書館業務の外部委託
ニュージーランドの公的部門改革には、市場原理の導入による公的部門の効率
化という観点が含まれている O 地方自治体の事務についても民営化や外部委託が
進み、自治体直営によるサーピ、ス提供は縮小する傾向にある。
そのような中で図書館については、ほとんどが自治体の直営で運営されている。
今回訪問した各図書館及び研究者に対して、公立図書館の運営全般について私企
業に委託することについて尋ねたところ、否定的な回答が多かった。ただし、本
の購入、カバー、建物管理、清掃、セキュリティなどの個々の業務については私
企業への委託が行われるようになってきている。
また、 トラストへの図書館運営の委託を行っている事例がニュージーランドに
3件あり、そのうち最も成功している例がホロウェヌア図書館のトラストである
とのことであった。 19971:j三に委託が始まったが、行政とトラストとの間の契約は
文書化され、毎年の成果による評価も実施されている。
http://www.library.org.nz/cgi-bin/koha/opac-n1ain.pl 
(6)公共便益・私的便益の配分の試み
1989年の地方行政改革で、公共サービスを公共便益と私的便益に分離して管理
しようとする試みが行われた。公共便益はすべての者に利益の及ぶもので、税金
を財源とする O 一方、私的便益は特定の者にのみ利益の及ぶもので、利用者負担
を財源とするという考え方である O この考え方は、私的便益に関する部分の財源
として、図書館の利用についても、利用者負担をとるべきという考え方に結び、つ
くO 本を{昔りるのは無料だが、その他のことは有料としうる。{可を有料とするか
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については、様々な論争があった。
具体的な取組としては、オークランド市立図書館で、は公共便益:私的使益=92:8
としたが、これを 50:50とする図書館もあるなど、自治体ごとの位置づけはまち
まちであり、実務上、次第に注目されなくなっていった。
(7) ファンダ~ .プロバイダ一分離の試み
1989年の地方行政改革で、公的部門の内部においてファンダーとプロパイダー
を分離しようとする試みが行われた。要するに、自治体内で企画部 I:J I~ と実施部門
を分離しようとする試みであった。
公立図書館については、ウェリントンなどいくつかの都市のみで取組が行われ
たが、企画部門に専門知識がないためにうまくいかず、結果としてコスト効率が
悪かったために中止された。
(8)住民の意向反映:
1989年の地方行政改革では、住民に対する説明責任や透明性が強調された。 自
治体は、重要な政策のiヨ的や達成iヨ標などを記した年次計画案を作成し、住民と
の協議 (publicconsultation)を経た後に議会でこれを議決しなければならないこ
ととされた。また、年次計画の実績に関する報告書も作成し 公表しなくてはな
らない。
さらに、 2002年地方自治法により、地方自治体は、 publicconsultationを経て 10
年間の長期計画LTCCP(Long Tern1 Council Conununity Plan)を定め、この文:警の
中にはコミュニティ・アウトカムの測定結果や政策の優先順位などを記載しなけ
ればならないこととなった。
以上のようなプロセスは、公立図書館の活動についても適用されている。
ウェリントン市立中央区i書館
クライストチャーチ市立中央図書館 ノースショア市立タカプナ図書館
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3. ピクトリア大学におけるプレゼンテーション@意見交換
ウェリントンのどクトリア大学情報学研究科では、我が国の公共図書館が関わ
るNPM関連の取組についてプレゼンテーションを行い、同研究科のスタッフと
議論を深めることができた。
ニュージーランド但Ijの参加者から出された主な質問事項は以下のようなもので
あった。
-企業が図書館の指定管理者に参入する理由は。
-指定管理者制度を採用した図書館は、料金を取るようになったのか。企業は
利益を得ているのか。
-指定管理者の活動に対して行政からの調査等は行われるのか。
. 1つの会社が複数の図書館の指定管理者となっているか。
-指定管理者は独占状態か。
-大学i盟書館が指定管理者となることができるか。
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Haruki Nagatα 
Nagαki Koyama 
Graduate School of Library， Information 
and Media Studies， University of Tsukuba 
BACKGROUND OF NEED REFORM 
LOCAL GOVERNMENτ 
D Newly emerging demands for public service 
};> Nursing care and child-care services 
件 Rapidaging population and declining birプhrate
> Security and safety in living conditions 
件 Collapseof traditional communities 
自 Efficientpublic management minimizing fund 
仲 Severeconstraints ofpublic戸nance
口Changingthe ro11 of public sector 
};> Citizensラparticipationand NPOs 
> Increase of private business entering into public service 
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SYSTEMS AND TRIAL FOR PPP町 JAPAN
1. Private consignment 
Contracting out office works and operations to private 
businesses 
2. Private Finance Initiative: PFI (1999田)
PFI is to open up opportunUies for more private sector 
involvement in the provision and modernization ofpublic 
services. In PFI projects' key phases: Design， FinanceラBuildand 
Operate 
3. Designated ma政agersystem for faciHties/institutions 
(2003叫)
Local authority contract out the whole operation of public 
facilities /institutions inc1uding libraries 
4. 民生arkettesting (2006-) 
Government and private sectors engage in competitive tendering 
on an equal basis for a give pubhc servjce and the party offering 
the best combination ofprice and quality wins the right to 
provide that service. 
DESIGNATED MANAGER SYSTEM FOR 
PUBLIC F ACILITIES/INSTITUTIONS 
(2003-) 
Management/Operation of Public facilities/institutions; nursery 
elderly welfare centreラgymnasmmsラlibrariesラmuseumsラparks，civic 
hallsラculturalcenters and hospitals 
B々fore2006 
1. Direct management/Control 
2. Public bodies in other municipalities or quasi-public bodies， 
government-sponsored corporations defined by government ordinance 
3. Designated manager system for public facilities/institutions (2003-) 
And the afierρ00丘9-)
1. Direct management/Control 
2. Designated manager system for public facilities/institutions 
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DESIGNATED MANAGER SYSTEM 
o "Procedure ofDesignation" prescribed by bylaws (Local 
S Law 244-2(3)) 
o This “designation" is a type of adlnil1istrative disposal and does 
fonn a contract. 
む Localgovernment assign DMS on the basis ofthe local assen1bly 
decision 
o The designated manager 
is de!egated the authority to operate. 
collectsfeefor the use of publicfacilityωthe income of the 
designαted manager 
INTRODUCTION OF DMS IN LOCAL 
GOVERNMENT AS OF 2007.9 
G ブラ083(prefecture level 49.7%) 5ラ540(ordinance 
designated cities) 48ラ942(citiesラtownsand villages) 
o Characteristics ofDesignated Manager 
DESIGNATED MANAGER SYSTEM FOR PUBLIC 
LIBRARIES AS OF THE END OF FEB.ラ2006
1. Survey result 
1881 3083 12o5 17'70 73 122. 
2. lntroduction pattern of DMS 
1) scope ofiηtroduction 
2) library staff (direct of indirect hiring) 
3. Kind of designated managers 
Contract lerm: almost 3-5 yrs 
EXAMPLEOFD英霊SOFPUBLIC 
LIB良ARY:KITA回KYむ8琵むCIrry1 
City Centralli is in direct control 
Policy making，特lectionand mai附 nance
buildings are stq{ controlled by the city 
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EXAMPLE 
LIBRARIES: 
KITA四KYU.SHU 2 
o Opening hours: one hour extra， up to 19:00 
o Taking over al the service progran1 and additions 
o Hiring the qualified staff (60%今75%)
o Collection budget increase (130M 1PY今140MJPY) 
o Cut the budget and staff (11 OM 1PY and 23 FTE) 
F A VORABLE RESUL TS OF 
Service in1prOVelTIent 
Increase of opening days/hours 
Addition ofnew progrmn/service 
Hiring qualified staff 
Rationalization ofbusiness process 
reduction of employment cost 
rapid prOCUrelTIentラnotcontrolled by accounting systelTI 
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WORRlES 
Long term perspective件 8hortterm contract 
Collection building policy仲 Directingand Monitoring 
Professional user assistance件 trainedlibrarianship 
But 
Profit earning is priority (consignee) + efficient 
administration (consignor) 
ご今 Cheap labore.r and losing professionaI competency? 
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